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研究代表者 井上 彰臣 産業医科大学 IR推進センター・准教授 

 
研究要旨 労働者のメンタルヘルス対策の一次予防として、職場環境改善が有効であるという科学的根

拠が蓄積されている。わが国では、ストレスチェック制度が義務化されて 6年（本研究を開始した令和
元年 6月時点では 3年半）が経過し、努力義務である集団分析の結果を活用した事業場の割合は 51.7％
（平成 29年 10月末時点）と報告されているが、第 13次労働災害防止計画では、ストレスチェックの
集団分析結果を活用した職場環境改善の更なる普及が求められている。これまでに、集団分析結果の返

却ツールとして「仕事のストレス判定図」が開発されているが、その内容は限定的であり、十分に活用

されていないのが現状である。また、「職業性ストレス簡易調査票」の 57項目だけでは、多様な事業場
の課題を包含しきれているとは言い難い。そこで本研究では、集団分析結果を活用した職場環境改善を

更に普及させるとともに、多様な事業場の課題にも対応できるよう、「多くの調査項目の中から、各事

業場が自ら必要な項目を選定する」ことをコンセプトに、大量の調査項目プールを作成し、その中から

各事業場が必要な項目を容易に選定できるような活用方法論を開発することを目的として、3 年計画で
以下の研究を行った。 
 
令和元年度の研究概要 
１．ストレスチェック制度の実施状況について、実施が義務化されていない（努力義務となっている）

労働者数 50人未満の事業場も含めて、その実態を把握した。本調査から、50人未満の小規模事業
場でストレスチェック制度や職場環境改善の実施率が上がらない理由を詳細に把握することがで

きた（江口）。 
２．労働安全衛生マネジメントシステム（Occupational Safety and Health Management System：

OSHMS）の枠組みでストレスチェックというツールを利用して職場環境改善を自律的・計画的に
進めていくためのマニュアルを作成するにあたり、マニュアルの構成を検討した。参考文献、ステ

ークホルダーの意見、班員との討議をもとに 8 つの要素からなるマニュアルの構成案を作成した
（堤）。 

３．裁判事例および企業のホームページを対象とした機械学習によるテキストマイニングによって、事

業場の課題・目標となる事項の収集・整理を行った。既存の調査票では扱われていない内容として、

仕事をする上で関わる社外の労働者との関係、外国人労働者のメンタルヘルスを支援する仕組み、

組織が人々の幸せや生きる意味を重視しているかどうか、持続可能な社会への貢献を重視している

かどうか、人々の健康を重視しているかどうか等に関する調査項目プールを作成する必要性が示唆

された（渡辺）。 
４．米国国立労働安全衛生研究所職業性ストレス調査票（National Institute for Occupational Safety 

and Health Generic Job Stress Questionnaire：NIOSH-GJSQ）の既存データを活用し、量的労
働負荷、仕事のコントロール、役割葛藤、役割の曖昧さ、グループ内対人葛藤、グループ間対人葛

藤の 6尺度を対象に項目反応理論（Item Response Theory：IRT）による解析を行うとともに、得
られた項目特性値に基づき、項目の情報量を求めた。その結果、いずれの尺度も半分以下の項目数

で 7割程度の情報が得られることが明らかになった（岩田）。 
５．ストレスチェック制度に関わる多様な関係者に参加を打診し、ステークホルダー会議を開催した。

事業場で把握しておくと良い事柄や必要と感じる事柄、業種・職種に特徴的で、問題の多い部署を

明らかにできるような事柄について、調査項目候補を挙げてもらう作業を行った。挙げられた意見

を質的に分類するとともに、既存の調査票を参考に調査項目プール案を整理した（小田切）。 
 
 令和元年度の一連の研究から、小規模事業場にも関心を持ってもらえ、効果を実感できるようなスト

レスチェック制度の実施方法の検討、OSHMSの枠組みでストレスチェックというツールを利用して職
場環境改善を自律的・計画的に進めていくためのマニュアルの洗練化、既存の調査票では扱われていな

かった調査項目の追加、コンピュータ適応型テスト（Computerized Adaptive Testing：CAT）化に際
するプライバシー保護等の方略や、柔軟な紙媒体での項目構成の検討、調査項目プール案の更なる充実、

事業場が自律的に職場環境改善を進めるために必要な支援ツールの検討が今後の課題と考えられた。 
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令和 2年度の研究概要 
１．令和元年度に実施したテキストマイニングによって構築した 2つのトピックモデル（事業場が課題
とする事項［10トピック］、事業場が目標とする事項［10トピック］）から得られた示唆に基づき、
測定されるべき概念（それぞれ 8 概念、15 概念）を考案するとともに、これらの概念を測定する
と考えられる調査項目（それぞれ 40項目、75項目）を新たに作成した（渡辺）。 

２．令和元年度までに作成した調査項目プールに、上記で新たに作成した調査項目を追加した 362項目
を用い、労働者 10,000 名（回答者の負担軽減のため、362 項目を 5 つの項目群に分割し、各項目
群でそれぞれ 2,000名）を対象としたWEB調査を実施した。IRTに基づく解析によって、得られ
たデータから各尺度項目の項目特性パラメタ（識別力および閾値）を推定し、CATのシステム化を
行い、そのプロトタイプを作成した（岩田）。 

３．ストレスチェック制度に関わる多様な関係者に参加を打診し、ステークホルダー会議を開催した。

CATの概要およびその回答方法について、作成したプロトタイプを用いて説明を行い、事業場での
受け入れやすさ等、CATの活用可能性に関する事項について参加者から意見を聴取した。挙げられ
た意見から、今後の課題を抽出・整理した（小田切）。 

４．上述のステークホルダー会議によって得られた情報を踏まえて、CATのインターフェースに関する
ヒアリング調査の対象者および質問項目を検討した（江口）。 

５．令和元年度に引き続き、OSHMSの枠組みでストレスチェックというツールを利用して職場環境改
善を自律的・計画的に進めていくためのマニュアルの構成を検討した。参考文献、ステークホルダ

ーの意見、班員との討議をもとに、CATを活用するリスクアセスメント部分を中心に、5つの要素
からなるマニュアルの構成案を作成した（堤）。 

 
 令和 2年度は、各事業場でストレスチェックを実施する際に、多様な課題に対応できるよう、調査項
目プールを充実させるとともに、これらの調査項目プールをコンピュータに組み込み、職場の特性を短

時間かつ高精度で測定可能な CATのシステムと OSHMSの枠組みで自律的に職場環境改善を進めてい
くためのマニュアルのプロトタイプを作成した。これらのプロトタイプを複数の事業場で試用して有用

性評価を行うとともに、ステークホルダー会議で挙げられた意見等を踏まえ、実装に向けて CAT とマ
ニュアルの完成を目指すことを翌年度の目標とした。 
 
令和 3年度の研究概要 
１．令和 2年度までに作成した調査項目プールの中から、組織レベルのストレス要因を測定するため

に作成した「持続的な成長」および「Well-beingの重視」を選択し、架空事例の作成と事例の漫
画化を行った。並行して、人事労務担当者および産業保健スタッフに（一部の事業場では労働者

にも）CAT の試用を依頼し、実際の現場における CAT の使用感を把握するための自記式調査を
行った（渡辺）。 

２．令和 2 年度までに作成した CAT の実装化に向けて、調査項目プール 1「仕事に対する前向きな考
え」の 10項目を用い、CATを実際に起動しなくても、CATでの測定過程が再現できるマクロを組
み、令和 2年度のWEB調査で取得した 2,000名分の回答データを用いてシミュレーションを行っ
た。その結果、回答者の約 3/4が 5項目までで測定終了となる se（θ値の標準誤差）< 0.30付近の
精度が適正で、測定項目数の上限は設定しないという条件が現実的であると考えられた（岩田）。 

３．CATを用いてストレスチェックを実施した後に、集団分析結果を活用しながら職場環境改善を行
うためのアクションについて、令和 2年度までの研究成果である調査項目プール 362項目の内容
を参考にし、職場環境改善の専門家の協力を得て、合計 439の職場環境改善のアクション（ヒン
ト集）を作成した（小田切）。 

４．CAT の使用感に関する自記式調査に参加した事業場のうち、労働者に対して CAT を試用した事
業場の人事労務担当者（3 名）を対象に、実際の使用や集団分析結果のフィードバックを受けた
経験を踏まえてヒアリング調査を行った（江口）。 

５．OSHMS の枠組みで CAT を活用して自律的・計画的に職場環境改善を進めていくためのマニュ
アルを作成した。マニュアルの構成は（1）項目の選定、（2）CAT を用いたストレスチェックの
実施、（3）職場環境改善の実施、（4）再評価、（5）Q&A とし、調査項目セットおよび調査項目
プールの一覧、職場環境改善の参考となる事例（前述の漫画化した架空事例）等を付して最終版

とした（堤）。 
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 令和 3年度は、令和 2年度までに作成した CATのプロトタイプを複数の事業場で試用し、CATの有
用性を確認した。また、ステークホルダーから挙げられた意見等を踏まえ、各事業場が OSHMSの枠組
みで CATを活用して自律的・計画的に職場環境改善を進められるよう、架空事例や CATの具体的な実
施方法を盛り込んだ「CATを用いて自律的な職場環境改善を実施するためのマニュアル」を完成させた。
さらに、CATの実施後に集団分析結果を活用しながら職場環境改善を行うための具体的なアクションを
記したヒント集も作成した。今後、本研究班で作成したこれらのツールの普及が期待される。 
 
研究分担者 
岩田  昇    桐生大学医療保健学部・教授 
江口  尚    産業医科大学産業生態科学研究所・教授 
小田切優子   東京医科大学医学部・講師 
堤  明純    北里大学医学部・教授 
渡辺 和広    北里大学医学部・講師 
 
研究協力者 
海野 賀央   （株）CSIソリューションズ 
金森  悟    帝京大学医学部 
菊地 賢一    東邦大学理学部 
栗岡 住子 桃山学院教育大学人間教育学部 
小林 由佳 東京大学大学院医学系研究科 
田中 和秀 医療法人ひつじクリニック 
中辻めぐみ 社会保険労務士法人 

中村・中辻事務所 
長見まき子   関西福祉科学大学健康福祉学部 
萩原 周子  全日本自治団体労働組合 

川崎市職員労働組合 
日野亜弥子   産業医科大学産業生態科学研究所 
坊  隆史    東洋学園大学人間科学部 
増田 将史    イオン（株） 
松坂亜紀子  （株）インテージ・アソシエイツ 
松本 桂樹   （株）ジャパン EAPシステムズ 
森口 次郎    一般財団法人京都工場保健会 
安倉 沙織    アビームコンサルティング（株） 
山田 直樹    東芝 ITコントロールシステム（株） 
吉川 悦子    日本赤十字看護大学看護学部 
 
Ａ．研究目的 
 労働者のメンタルヘルス対策の一次予防とし

て、職場環境改善が有効であるという科学的根拠

が蓄積されている（Semmer，2006；川上ら，2008）。
わが国では、ストレスチェック制度が義務化され

て 6年（本研究を開始した令和元年 6月時点では
3 年半）が経過し、努力義務である集団分析の結
果を活用した事業場の割合は 51.7％（平成 29年
10月末時点）と報告されているが、第 13次労働
災害防止計画では、ストレスチェックの集団分析

結果を活用した職場環境改善の更なる普及が求

められている。集団分析結果の返却ツールとして

「仕事のストレス判定図」（川上ら，2000）が開
発されているが、その内容は「仕事の要求度、仕

事のコントロール、上司の支援、同僚の支援」と

いった限定的な内容であり、十分に活用されてい

ないのが現状である。また、「職業性ストレス簡

易調査票」（下光ら，2000）の 57項目（職場にお
けるストレス要因および緩衝要因に限定した場

合は 23 項目）だけでは、多様な事業場の課題を
包含しきれているとは言い難い。そこで本研究で

は、集団分析結果を活用した職場環境改善を更に

普及させるとともに、多様な事業場の課題にも対

応できるよう、「多くの調査項目の中から、各事

業場が自ら必要な項目を選定する」ことをコンセ

プトに、大量の調査項目プールを作成し、その中

から各事業場が必要な項目を容易に選定できる

ような活用方法論を開発することを目的とする。 
 調査項目プールの開発では、裁判事例（主に労

働災害に関する判例要旨）や企業のホームページ

（主に経営層のメッセージが掲載されたページ）

を対象とした、機械学習によるテキストマイニン

グの手法によって、事業場の課題や目標となる事

項を幅広く収集・整理するとともに、項目反応理

論（Item Response Theory：IRT）によって識別
力の高い調査項目を抽出する。活用方法論では、

調査項目プールを類型化し、当該事業場が重視し

ている事項や課題と感じている事項を選択する

と、それに対応した推奨項目が提示されるような

アルゴリズムと、それを活用して労働安全衛生マ

ネジメントシステム（Occupational Safety and 
Health Management System：OSHMS）の枠組
みで自律的に職場環境改善を進めていくための

マニュアルを開発する。以上により、多様な規模

や業種の職場環境改善に対応したストレスチェ

ックシステムの構築を目指す。更に、少数の項目

でも職場の特性を検出できるコンピュータ適応

型テスト（Computerized Adaptive Testing：
CAT）のプロトタイプの開発を模索する。 
 具体的には、令和元年度に企業データベースか

ら無作為抽出した事業場を対象としたストレス

チェック制度の実施状況に関する実態調査、ステ

ークホルダーへのヒアリング調査、テキストマイ

ニングによる事業場の課題・目標の収集・整理を

行い、初回項目プールを作成する。令和 2年度に
労働者（ネットリサーチ会社にモニター登録して

いる労働者）を対象に初回項目プールを用いた

WEB調査を行い、回答データを IRTによって分
析する。識別力の高い調査項目を抽出し、調査項

目プールを作成・類型化する。同時に各事業場が

必要な項目を容易に選定できるようにするため
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の活用方法論の素案を作成する。令和 3年度に複
数の事業場を対象に調査項目プールと活用方法

論の素案を用いた効果検証を行い、活用方法論を

完成させることを計画した。 
 
Ｂ．研究方法 
１．令和元年度の研究概要 
（１）事業場を対象としたストレスチェック制度

の実施状況に関する実態調査（江口） 
 令和元年 11 月に神奈川産業保健総合支援セン
ターから提供を受けた企業データベース（神奈川

県内に本社を置く 16,775 社）から無作為に抽出
した 4,000社にストレスチェック制度の実施状況
を尋ねる自記式調査票を配付し、回答を依頼した

（締切は令和元年 12月末とした）。その後、調査
対象を増やすため、令和 2年 1月に追加で 2,000
社を無作為に抽出し、同様の調査票を配付し、回

答を依頼した（締切は令和 2年 1月末とした）。 
 調査票では、事業場の基本情報、ストレスチェ

ック制度の実施の有無、外部委託の有無、外部機

関に委託した内容、労働者 1人あたりの費用、実
施者（共同実施者を含む）、質問票の種類、受検

率、高ストレス者の割合、面接指導を受けた者の

割合、面接指導を担当した医師、集団分析の実施

の有無、集団分析結果の活用方法、職場環境改善

の具体的内容、職場環境改善における外部機関の

活用状況、集団分析結果を職場環境改善に活用し

なかった（できなかった）理由、集団分析を実施

しなかった理由、集団分析結果を活用しなかった

理由、どういう効果が認められれば集団分析の実

施や集団分析結果を活用してみたいか、ストレス

チェック制度を実施しなかった理由、どういう効

果が認められればストレスチェック制度を実施

してみたいかについて尋ねた。 
 上記の質問内容について、事業場規模別（原則

として 49人以下、50～99人、100～299人、300
人以上）に集計を行った。 
 
（２）OSHMSを取り入れた活用方法論（マニュ
アル）の開発（堤） 
 文献上、ストレスチェックの実施に必要な手

順・手続きをリストアップして、マニュアルのグ

ランドデザインを作成した。 
 人事労務、心理職、産業看護職、産業医、事業

者、EAP、社会保険労務士、労働組合で活躍する
ステークホルダーにマニュアルのグランドデザ

インを供覧して意見を聴取し、マニュアルに反映

させる構成要素を整理した。さらに、研究班員間

でディスカッションを行い、マニュアルの作成上、

工夫する点と残る課題を整理した。 
 
（３）裁判事例および企業のホームページを対象

とした機械学習によるテキストマイニングによ

る事業場の課題・目標の収集・整理（渡辺） 
 裁判事例（労働災害に関する判例要旨）および

企業のホームページ（経営層のメッセージが掲載

されたページ）を対象に、機械学習によるテキス

トマイニングの手法を用いて、事業場が課題とす

る事項および目標とする事項に関する情報を収

集・整理した。テキストデータの形態素解析によ

って文章を品詞に切り分け、名詞のみを抽出した

後、解析対象とする単語を 1,000 語に絞り込み、
潜在ディリクレ配分法によって、それぞれ 10 の
トピックを構築した。得られた一連の単語群（上

位 10 単語）から、想定されるトピックおよび想
定されるトピックから考えられる項目への示唆

を質的に要約するとともに、得られた項目への示

唆が、職場の心理社会的要因におけるどのレベル

の事項に該当するかを「新職業性ストレス簡易調

査票」（Inoue et al., 2014）を参考に、作業レベ
ル、部署レベル、事業場レベルの 3つで分類した。
最後に、経営層のメッセージから得られたトピッ

クがどのような業種で採用されているかを検討

するため、企業の業種とトピックの採用の有無と

の関連を χ2検定によって検討した。 
 
（４）米国国立労働安全衛生研究所職業性ストレ

ス調査票（National Institute for Occupational 
Safety and Health Generic Job Stress Ques-
tionnaire：NIOSH-GJSQ）の既存データを活用
した IRTによる分析（岩田） 
 旧労働省「作業関連疾患の予防に関する研究」

班によって実施されたNIOSH-GJSQを含む自記
式調査に回答した労働者 2,428名（男性 2,224名、
女性 203名、不明 1名）のデータを用い、IRTに
よる解析を行うとともに、得られた項目特性値に

基づき、項目の情報量を求めた。ここでは、

NIOSH-GJSQ に含まれる尺度のうち、5 項目以
上で構成され、一次元性が確認された、量的労働

負荷、仕事のコントロール、役割葛藤、役割の曖

昧さ、グループ内対人葛藤、グループ間対人葛藤

の 6尺度を解析対象とした。 
 
（５）ステークホルダーへのヒアリング調査に基

づく調査項目プールの作成（小田切） 
 令和元年 11 月に、ストレスチェック制度にか
かわる多様な関係者（ステークホルダー）会議を

開催した。産業医、保健師、人事労務担当者や衛

生管理者、心理職、労働組合役員、EAP機関、社
会保険労務士に参加を打診し、計 11 名の参加を
得た。「過労死等の防止のための対策に関する大

綱」のなかでの重点 5 業種を意識し、会議には、
IT 産業の事情をよく知る関係者に多く依頼した。
会議では、3 グループに分かれ、職場環境改善を
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課題として意識してもらい、①ストレスチェック

から職場環境改善につながりやすくする、事業場

で把握しておくと良い事柄、②企業や事業場が、

自社・自事業場ではこれを尋ねておくと良い、と

必要と感じる事柄、③（汎用性はないが）業種・

職種に特徴的で、問題の多い部署を明らかにでき

るような事柄の 3点を考えながら調査項目候補を
挙げてもらう作業を依頼した。 
 また、新職業性ストレス簡易調査票の開発に関

わった研究者の間で検討の材料となった既存の

調査票の項目や、メンタルヘルス改善意識調査票

（MIRROR）、中央労働災害防止協会による快適
職場調査等から、調査項目プールとして追加する

項目について検討、整理した。 
 更に、ストレスチェック後の集団分析結果を職

場環境改善に活かしている精神科産業医の協力

を得て、調査項目の有効活用方法についての示唆

を得ることとした。 
 
（倫理面への配慮） 
 令和元年度の研究の実施に際し、北里大学医学

部・病院倫理委員会に申請を行った結果、個人の

健康情報を収集することを目的とした調査では

ないこと、既存データを活用した分析においては、

個人同定可能な対応表が存在しないデータを用

いることから、「人を対象とする医学系研究」に

は該当しないため、審査対象外と判定された（申

請番号：B19-169、B19-248）。 
 
２．令和 2年度の研究概要 
（１）テキストマイニングの結果に基づいた調査

項目案の作成（渡辺） 
 令和元年度に実施したテキストマイニングに

よって構築した 2つのトピックモデル（事業場が
課題とする事項［10 トピック］、事業場が目標と
する事項［10 トピック］）から得られた示唆に基
づき、測定されるべき概念を考案した。また、こ

れらの概念を測定すると考えられる調査項目案

を 5つずつ作成した。 
 
（２）調査項目プールを用いた IRT 解析と CAT
のシステム化（岩田） 
 令和元年度までに作成した調査項目プールに、

上記で新たに作成した調査項目を追加し、計 362
項目からなる調査項目プールを作成した。令和 2
年 8 月に、労働者 10,000 名（回答者の負担軽減
のため、362項目を 5つの項目群に分割し、各項
目群でそれぞれ 2,000名）を対象としたWEB調
査を実施した。IRTに基づく解析によって、得ら
れたデータから各尺度項目の項目特性パラメタ

（識別力および閾値）を推定した。 
 

（３）ステークホルダーを対象としたストレスチ

ェックとしての CAT の事業場での活用可能性に
関する検討（小田切） 
 令和 2 年 12 月に、ストレスチェック制度にか
かわる多様なステークホルダーによる会議を開

催した。研究班の構成員に加え、産業医、保健師、

人事労務担当者や衛生管理者、心理職等計 11 名
に参加を求めた。新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）の流行下であったため、対面での
会議を避け、リモート参加形式で実施した。会議

日は 2回設定し、どちらかの日程に参加してもら
い意見を聴取した。会議予定時間は 1時間とした。 
 会議では、パワーポイントファイルを供覧し、

集団分析結果を活用した職場環境改善をさらに

促進するため、多様な事業場の課題に対応できる

よう多くの調査項目プールを作成したことを説

明し、それら調査項目プールから、事業場が考え

ている課題や、目標とする事業場の姿をイメージ

して選択できるように設定された調査項目セッ

トについて説明を行った。次に、岩田班員より

CAT の概要についてパワーポイントファイルを
用いた説明を行った。そして岩田班員の PC上で
CATのプロトタイプを稼働し、回答画面上でテス
ト的に回答していきテストが終了するまでの様

子を供覧した。 
 現時点で想定している事業場での CAT の運用
は、事業場のストレスチェックの担当者等、調査

実施後に職場環境改善に関わっていく人達に、事

業場のなりたい姿をイメージして調査項目セッ

トを選択してもらうことを想定していること、結

果は偏差値を用いたレーダーチャートによる表

示を考えていることなども説明した。 
 会議終了後に Google フォームを用いて WEB
上でのアンケートを実施した（記名は任意）。質

問項目は、CAT の事業場での受け入れやすさ等、
CATの活用可能性に関するものとした。 
 
（４）CATのインターフェースに関するヒアリン
グ調査における質問項目の検討（江口） 
 上述のステークホルダー会議によって得られ

た情報を踏まえて、CATのインターフェースに関
するヒアリング調査の対象者および質問項目の

内容を検討した。 
 
（５）OSHMSを取り入れた活用方法論（マニュ
アル）の開発（堤） 
 上述のステークホルダー会議において、開発中

の調査項目セットおよび CAT の有用性や改善点
について意見を聴取し、マニュアルに反映させる

構成要素を整理した。さらに、研究班員間でディ

スカッションを行い、マニュアル作成上工夫する

点と残る課題を整理した。 
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（倫理面への配慮） 
 令和 2年度の研究の実施に際し、公益財団法人
パブリックヘルスリサーチセンター人を対象と

する研究に関する倫理審査委員会（承認番号：

20F0001）および東京医科大学医学倫理審査委員
会（承認番号：T2019-0242）の承認を得た。 
 
３．令和 3年度の研究概要 
（１）調査項目案の活用に関する架空事例の作成

および CATの使用感に関する調査（渡辺） 
 令和 2年度までに作成した調査項目プールの中
から、組織レベルのストレス要因を測定するため

に作成した「持続的な成長」および「Well-being
の重視」を選択し、架空事例を作成した。事例は、

（1）調査項目プール導入の背景、（2）ストレス
チェックの結果、（3）職場環境改善の実施（取り
組みの内容）、および（4）改善後の評価の 4つの
パラグラフで構成し、作成した架空事例をもとに、

漫画の作成を業者に依頼した。 
 並行して、実際の現場における CAT の使用感
を把握するため、国内の事業場の人事労務担当者

および産業保健スタッフを対象に、本人または所

属事業場の労働者による CAT の試用と自記式調
査票への回答を依頼した。 
 
（２）CATシステムの労働現場への実装化に向け
た終了条件（ストップルール）の検討（岩田） 
 令和 2年度までに作成した調査項目プールの中
から、調査項目プール 1「仕事に対する前向きな
考え」の 10項目を用い、CATを実際に起動しな
くても、CATでの測定過程が再現できるマクロを
組み、令和 2年度のWEB調査で取得した 2,000
名分の回答データを用いてシミュレーションを

行った。シミュレーションの実行結果をもとに、

終了条件として、se（θ値の標準誤差）< 0.35、
se < 0.30、se < 0.28、se < 0.25の 4条件で終了
した場合の各回答者の回答項目数・θ値・se値を
観察した。 
 
（３）CATを用いたストレスチェック実施後の職
場環境改善ヒント集の作成（小田切） 
 令和 2年度までに整理した調査項目セットのタ
イトル（事業場の目標や課題や目指す姿）につい

て熟慮しながら、調査項目プール名と項目を参考

にして職場環境改善のためのアクション案を作

成した。また、令和元年度のステークホルダー会

議で得られたアイディアも参考とした。 
 また、井上班長によるアクション案の検討・確

認作業、職場環境改善の専門家によるアクション

案に対する意見聴取とアクション提案のプロセ

スを経て、最終的なアクションをまとめ、ヒント

集とした。 
 
（４）CATのインターフェースに関するヒアリン
グ調査（江口） 
 CAT の使用感に関する調査に参加した事業場
のうち、労働者に対して CAT を試用した事業場
の人事労務担当者（3 名）を対象に、実際の使用
や集団分析結果のフィードバックを受けた経験

を踏まえてヒアリング調査を行った。 
 
（５）OSHMSを取り入れた活用方法論（マニュ
アル）の開発（堤） 
 令和 2 年度に素案を作成した CAT を活用した
職場環境改善マニュアルについて、井上班長、小

田切班員と協議し、研究班全体で開発されるツー

ル、事例集、Q&A を盛り込む形でマニュアルの
最終版を作成した。 
 
（倫理面への配慮） 
 令和 3年度の研究の実施に際し、産業医科大学
倫理委員会の承認を得た（承認番号：R2-076、
R2-084）。 
 
Ｃ．研究結果 
１．令和元年度の研究結果 
（１）事業場を対象としたストレスチェック制度

の実施状況に関する実態調査（江口） 
 令和元年 11 月に配付した調査票は 4,000 通中
917通（回答率：22.9%）、令和 2年 1月に配付し
た調査票は 2,000通中 462通（回答率：23.1%）
の回答があり、全体の回答数は 1,379通（回答率：
23.0%）であった。回答した事業場と回答しなか
った事業場の属性に大きな差は認められなかった。 
 上記 1,379通の回答を対象に解析を行った結果、
全体の 77.2%はストレスチェック制度の実施が義
務化されていない（努力義務となっている）労働

者数 49 人以下の事業場であった。ストレスチェ
ック制度の実施率は、労働者数 50 人以上の事業
場では 9 割以上であったが、労働者数 49 人以下
の事業場では 8.9%であった。 
 ストレスチェック制度を実施した事業場のう

ち、ストレスチェックの結果に基づく集団分析を

実施したのは、事業場規模に応じて 65.3%～
85.7%であり、事業場規模が大きくなるほど実施
率が高かった。集団分析結果の具体的な活用方法

としては、「経営層への報告と説明」が最も多く、

次いで「衛生委員会等での審議」、「職場環境改善」

が多かった。 
 職場環境改善を実施した事業場の取り組み内

容は事業場規模によって差があり、300人以上の
事業場では「職場で行う研修の充実や従業員に対

する情報提供体制の改善」、「心の健康を含む社内
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相談窓口の開設や機能の拡充」、「作業環境や職場

環境の見直し」、「職場内の相互支援体制の見直

し」を行った事業場が多かったのに対し、49人以
下の事業場では「作業環境や職場環境の見直し」、

「勤務時間や職場体制・態勢の見直し」、「コミュ

ニケーション・プログラムの実践を含む社内コミ

ュニケーションのあり方の見直し」を行った事業

場が多かった。 
 集団分析を実施しなかった事業場では、その理

由として「事業場が小規模であり、プライバシー

の保護を考慮して集団分析の実施を控えた」、「時

間的に集団分析を実施する余裕がなかった」を挙

げた事業場が多く、また、職場環境改善を実施し

なかった事業場では、その理由として「職場環境

改善の必要性を感じなかった」、「分析結果から職

場・部署毎のリスク・課題を洗い出すのが困難だ

った」、「職場環境改善に必要なマンパワーや経費

が確保できなかった」を挙げた事業場が多かった。

一方で、どういう効果が認められれば集団分析の

実施や集団分析結果を活用してみたいか、という

質問に対しては「メンタルヘルス不調者が減る」、

「社員の満足度が上がる」と回答した割合が高か

った。 
 ストレスチェック制度を実施しなかった事業

場では、その理由として「労働者数 50 人未満の
事業場であり、実施義務がなかった」を挙げた事

業場が最も多く、次いで「ストレスチェック制度

の義務化を知らなかった」が多かった。一方で、

どういう効果が認められればストレスチェック

制度を実施してみたいか、という質問に対しては

「社員の満足度が上がる」、「労働者がいきいきと

働くようになる」と回答した割合が高かった。 
 
（２）OSHMSを取り入れた活用方法論（マニュ
アル）の開発 
 マニュアルのグランドデザインを検討するに

あたり、文献検索から構成内容の確認、ステーク

ホルダーへの提示・意見、班員間での検討を行い、

「マニュアルを見ながら実施計画を作成できる」

ワークブック形式のマニュアル作成することと

した。参考文献、ステークホルダーの意見、班員

間での討議をもとに、（1）方針表明の支援、（2）
集団分析に基づく職場環境改善による目標例（評

価項目例）、（3）体制の整備、（4）情報の取り扱
い、（5）集計・分析方法、（6）リスクの把握、（7）
監査計画、（8）その他の 8つの要素からなるマニ
ュアルの構成案を作成した。 
 
（３）裁判事例および企業のホームページを対象

とした機械学習によるテキストマイニングによ

る事業場の課題・目標の収集・整理（渡辺） 
 裁判事例では、平成元年以降に実施された 485

件の労働災害に関する事例を分析対象とし、ここ

から 4,753の名詞が抽出された。潜在ディリクレ
配分法によって構築されたトピックモデルに含

まれていた代表的な単語は「派遣」「教育」「指導」

（1 つ目のトピック）、「長時間」「過度」「疲労」
「自殺」「心理」「うつ病」「上司」「暴行」（2つ目
のトピック）、「休職」「休業」「賃金」「解雇」「研

修生」「外国」「日本」（3つ目のトピック）、「病院」
「医師」「患者」「生命」「職員」「公務員」「受動」

「喫煙」（4つ目のトピック）、「じん肺」「粉じん」
「炭鉱」（5つ目のトピック）、「運転」「現場」「工
事」「トラック」「クレーン」（6つ目のトピック）、
「注文」「下請」「請会社」「請負人」「発注」「請

負」（7 つ目のトピック）、「年金」「逸失」「算定」
「収入」「控除」「損益」（8つ目のトピック）、「石
綿」「粉じん」「曝露」「肺がん」（9 つ目のトピッ
ク）、「疾患」「長時間」「急性」「出血」「疲労」（10
番目のトピック）であった。 
 企業のホームページでは、東京証券取引所に上

場している 3,575企業の経営層のメッセージが掲
載されたページを分析対象とし、ここから 22,524
の名詞が抽出された。潜在ディリクレ配分法によ

って構築されたトピックモデルに含まれていた

代表的な単語は「活用」「可能」「課題」「解決」「領

域」「分野」「業界」（1 つ目のトピック）、「年月」
「中期」「戦略」「基盤」「強化」「拡大」「体制」「株

主」（2 つ目のトピック）、「人々」「自分」「幸せ」
「感動」「存在」（3つ目のトピック）、「利益」「売
上」「投資」「経済」「営業」（4 つ目のトピック）、
「地球」「持続」「可能」「エネルギー」「安全」「基

本」「ステーク」「ホルダー」（5つ目のトピック）、
「顧客」「満足」「努力」（6つ目のトピック）、「お
客」「さま」「皆さま」「健康」「医薬品」「患者」「治

療」（7 つ目のトピック）、「憲章」「問題」「徹底」
「責任」「公正」（8つ目のトピック）、「メーカー」
「モノ」「生産」（9つ目のトピック）、「公正」「開
示」「遵守」「法令」「規範」「尊重」（10 番目のト
ピック）であった。 
 上記で得られた一連の単語群から、想定される

トピックおよび想定されるトピックから考えら

れる項目への示唆を質的に要約し、作業レベル、

部署レベル、事業場レベルの 3つで分類した結果、
その多くは事業場レベルの要因を測定すること

を示唆するものであり、作業レベルや部署レベル

の要因の測定を示唆した項目は僅かであった。 
 また、企業の業種とトピックの採用の有無との

関連を検討した結果、業種によって採用している

企業の割合に差が見られた。具体的には、製造業

を例にした場合、自社の商品を通じた社会への貢

献（トピック 9）や持続可能な社会への貢献（ト
ピック 5）等を採用する企業が多かった。 
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（４）NIOSH-GJSQ の既存データを活用した

IRTによる分析（岩田） 
 IRTによって得られた項目特性値に基づき、項
目の情報量を求め結果、量的労働負荷（全 11 項
目）は上位 3項目で、仕事のコントロール（全 16
項目）は 8項目、役割葛藤（全 8項目）は 5項目、
役割の曖昧さ（全 6項目）は 3項目、グループ内
対人葛藤（全 8項目）は 3項目、グループ間対人
葛藤（全 8項目）は 4項目と、いずれも半分以下
の項目数でおよそ 7割の情報が得られることが明
らかになった。 
 
（５）ステークホルダーへのヒアリング調査に基

づく調査項目プールの作成（小田切） 
 ステークホルダー会議では、職場環境改善につ

ながることを意識した項目や、業種・職種に特徴

的な項目に関するものなど、多くのアイディアが

出された。本研究では、なるべく多くの調査項目

プールの素案をつくるための情報収集を目的と

したため、具体的な質問項目になっていない“意

見”や“アイディア”も含めて収集した。その結

果、追加項目の案として、ストレスチェック受検

希望、精神疾患の労働災害の認定基準に含まれて

いる項目、メンタルヘルスアクションチェックリ

ストの項目、経営者との信頼関係、会社への愛着、

経営理念への共感など、様々な項目案が挙げられ

た。その他にも、人事労務的内容、業種・職種に

特有な内容、調査項目に含めたい内容に関するア

イディア、職場環境改善に向けての運用面での問

題と解決のためのアイディアなど、様々な案が挙

げられた。 
 また、既存の調査票の項目の収集では、職業性

ストレス簡易調査票を含む既存の調査票を参考

に調査項目プール案を整理し、作業・課題に関す

る項目候補、グループ・対人関係に関する項目候

補、組織に関する項目候補（全 244項目）を挙げ
た。 
 ストレスチェック後に集団分析を行い、職場環

境改善に活かす手法についても、精神科産業医か

ら多くの示唆が得られた。具体的には、ストレス

チェックの集団分析結果を事前に把握してから

高ストレス者面談を実施することで、対策の糸口

が見えた事例、ストレスチェック結果の経年変化

から、会社関係者で話し合う時間を持ち、リーダ

ーシップ実行シートを作成し、具体的な目的・行

動等について毎月の進捗を確認することで、仕事

の負荷の減少、満足度、自覚症状の向上が認めら

れた事例などについての情報が得られた。 
 
２．令和 2年度の研究結果 
（１）テキストマイニングの結果に基づいた調査

項目案の作成（渡辺） 

 1 つ目のトピックモデル（事業場が課題とする
事項）からは、項目への示唆として、「派遣社員

のメンタルヘルスを支援する仕組み」、「部下への

教育指導が十分行えている職場」、「時間外労働に

関するストレス」、「ハラスメントのない職場」、

「職場復帰支援制度、休職制度の充実」、「外国人

労働者、研修生、技能実習生のメンタルヘルスを

支援する仕組み」、「喫煙に関するルール、受動喫

煙対策」、「付き合いのある会社（請負関係、取引

先等）に関するストレス」の 8 つが挙げられた。
以上から、それぞれの示唆に対応する 8つの概念
を考案した。また、各概念を測定すると考えられ

る項目案を 5つずつ（計 40項目）作成した。 
 2 つ目のトピックモデル（事業場が目標とする
事項）からは、項目への示唆として、「新しい技

術を活用する組織」、「業界における課題の解決を

重視する組織」、「中長期的な成長を重視する組

織」、「安定した経営基盤を重視する組織」、「株主

を重視する組織」、「人々の幸せを重視する組織」、

「人々の生きる意味を重視する組織」、「企業の利

益を重視する組織」、「経済を通じて社会貢献する

ことを重視する組織」、「地球環境や資源の保全に

努める組織」、「持続可能な社会への貢献を重視す

る組織」、「人々の安心と安全を重視する組織」、

「ステークホルダーからの信頼関係を重視する

組織」、「顧客の満足を重視する組織」、「常に努力

することを重視する組織」、「人々の健康を重視す

る組織」、「社会への説明責任を果たそうとする組

織」、「公正な企業経営を重視する組織」、「社内で

問題が起きた場合に迅速に対応できる組織」、「商

品を通じた社会への貢献を重視する組織」、「公正

性、透明性を重視する組織」、「法令、規範の遵守

を重視する組織」、「人権の尊重を重視する組織」

の 23 が挙げられた。類似する示唆をまとめて、
15の概念を考案した。また、各概念を測定すると
考えられる項目案を 5 つずつ（計 75 項目）作成
した。 
 
（２）調査項目プールを用いた IRT 解析と CAT
のシステム化（岩田） 
 IRT解析を行う前段階として一次元性のチェッ
クを行った結果、ほとんどの尺度で第 1固有値が
40％を超え、第 2固有値と大きな差が認められた
が、一部の尺度では、第 2固有値も 20％以上の寄
与を示しており、適宜下位尺度に分けるなどの処

理を行った。また、逆転項目は一次元性を損なう

場合も散見し、尺度項目から除外して IRT解析に
持ち込む場合もあった。 
 IRT解析の結果、各尺度項目の識別力パラメタ
（a）は概ね 1.5を超えており、良好な識別力であ
ることが窺えた。但し、ネガティブ尺度における

ポジティブ逆転項目の場合には、0.5 以下の識別
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力であることも多く、ネガティブ状況の測定には

寄与が乏しいことが考えられた。一方、閾値パラ

メタ（b1～b3）は、値の間隔が 1以上空いている
項目がほとんどであり、IRTモデルの背後に母集
団の正規分布が仮定されていることを考慮する

と、1標準偏差（SD）以上の幅に相当し、効果的
な測定項目で構成されているとみなすことがで

きると考えられた。ここで得られたパラメタ値を

用い、CAT システムの構築作業を行った。CAT
では、各事業場で測定したい概念を容易に選定で

きるよう、目的別に 13 の調査項目セットを準備
することにした。 
 
（３）ステークホルダーを対象としたストレスチ

ェックとしての CAT の事業場での活用可能性に
関する検討（小田切） 
 ステークホルダー会議において、CATは現行の
ストレスチェックで使用されている職業性スト

レス簡易調査票に追加で使用することを想定し

ており、その点でも短時間で回答が終了すること

は受検者にとってメリットであるとの意見が共

有された。参加者からの意見が最も多かったのは

結果の示し方であり、事業場の担当者が分かりや

すい形で結果が示されることの期待が大きかっ

た。 
 また、ステークホルダー会議後のアンケートで

は、会議の参加者のうち、研究班員を除く 11 名
全員から以下の回答を得た。 
Q1「CAT の事業場での受け入れられやすさ」に
ついては、5段階評価の 5（とてもそう思う）と 4
（ややそう思う）が 90％を占めた。 
Q2「CAT 導入の促進要因」として多くのアイデ
ィアが出された。CATのメリットを事業場に周知
するために、結果の示し方（理解のしやすい内容

か）、職場環境改善につながるガイドなどが重要

な促進要因となりうることが示された。 
Q3「事業場が項目を選択できる仕組みの受け入れ
られやすさ」は、「ややそう思う」が 82％であっ
た。「どちらともいえない」という回答も 14％あ
った。 
Q4「ストレスチェックに含めたい調査項目セッ
ト」は「労働者の成長・職場の活性化を目指した

い」であり、ポジティブメンタルヘルスの潮流が

反映されている形となった。次いで多かったのは

「職場の人間関係を改善したい」であった。 
Q5としてCATの特徴として回答者の回答パター
ンに応じて提示され、回答する質問が異なること

があるが、これに対する意見を求めたところ、組

織間の比較が可能かどうか、経年での比較可能性

などについて、疑問も含めた意見が挙げられた。 
Q6「CAT の集団分析結果の示し方に対するアイ
ディア」としては、レーダーチャートの使用に好

意的意見が多かった。さらに職場の強み、改善す

ると職場がもっと良くなる、といった形態につい

てだけでなく、改善活動を意識して意味を持たせ

て結果を示すことの提案があった。また絶対評価、

相対評価という視点や、平均のみではく（回答者

の）回答の分布やばらつきについても示す提案が

あった。 
Q7「CAT 集団分析結果提示により期待される効
果」として「職場課題の現状へのより深い理解」

は「そう思う」と回答が 10 名（90％）であった
一方「職場環境改善への意欲向上」は「どちらと

もいえない」が 7名（63％）であった。 
Q8「CATやその進め方に関する疑問点や改善点」
について自由記述にて尋ねたところ、結果を示し

たのちも（事業場の担当者に）説明を行って職場

環境改善に繋げるためのフォローが重要であろ

うこと、導入事例が欲しいといった意見が挙げら

れた。 
 
（４）CATのインターフェースに関するヒアリン
グ調査における質問項目の検討（江口） 
 本研究班の目的は、多様な事業場の課題に対応

できるような、新たな調査項目の開発であること

から、ヒアリング対象者として、事業者／人事労

務担当者、産業保健スタッフ（専属産業医、嘱託

産業医、独立系産業医、産業看護職等）、社会保

険労務士が挙げられた。 
 また、質問項目として、労働者向け／人事労務

担当者向け／産業保健スタッフ向けのインター

フェースに必要な情報、測定したい概念を選択す

るときに必要となる説明事項に関する情報、CAT
を導入するにあたっての社内システムの情報セ

キュリティ上の注意点、CATを運用するための人
事労務担当者／産業保健スタッフの役割の設定

の手順（人事労務担当者が見られる部分、産業保

健スタッフが見られる部分、労働者本人が見られ

る部分を区別するため、システム上で役割を設定

する必要がある）、個人用／集団用のフィードバ

ックの書式に必要な情報が挙げられた。 
 
（５）OSHMSを取り入れた活用方法論（マニュ
アル）の開発（堤） 
 ストレスチェックは「（心の健康づくり）計画

の作成」における計画の 1つと位置づけられ、集
団分析を活用した職場環境改善は、さらにその一

部であることから、ストレスチェックの集団分析

を活用した職場環境改善を自律的に進めるサイ

クルを、いわゆる「小さな PDCA」とみなしてマ
ニュアルを作成することを検討した。 
 ステークホルダー会議では、各職場で自律的・

計画的に職場環境改善を進めるために、マニュア

ルに必要な要素として、測定したい調査項目セッ
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トの選び方および CAT で職場評価した後の職場
環境改善を容易にするための事例集の必要性を

確認した。また、班員間のディスカッションで、

目標を明確にすることは、OSHMSの最重要部分
であることから、 
１）ストレスチェックによる職場環境改善を小さ

な PDCAサイクルと捉え、ストレスチェックの目
指すところをクリアにすることを目標にする。 
２）現場では、実施計画を作成する時に、「目標」

と「評価項目」に一貫性がない例も多いために、

現実的なゴールを例として見せる必要性があり、

見せ方の工夫をする。 
３）年度毎のステップとなるような評価項目を具

体的に示す。 
 といった点も追加して、「マニュアルを見なが

ら実施計画を作成できる」ワークブック形式のマ

ニュアルを作成することとした。 
 上記を踏まえ、CATを活用するリスクアセスメ
ント部分を中心に（1）項目の選定、（2）CATを
用いたストレスチェックの実施、（3）職場環境改
善の実施、（4）再評価、（5）Q&A の 5 つの要素
からなるマニュアルの構成案を作成した。 
 
３．令和 3年度の研究結果 
（１）調査項目案の活用に関する架空事例の作成

および CATの使用感に関する調査（渡辺） 
 作成した架空事例から、「持続的な成長」およ

び「Well-beingの重視」の 2つの漫画を作成した
（2 つの漫画は渡辺班員の分担研究報告書の図 1
～図 2を参照）。「持続的な成長」では、プラスチ
ック製造会社を取り上げ、自社の製品と持続可能

な開発目標（Sustainable Development Goals：
SDGs）との関連について知識・交流を深めるた
めにグループ企業から講師を招聘し交流会を実

施した事例を紹介した。「Well-being の重視」で
は、顧客向けに well-being改善のサービスを提供
するサービス会社を取り上げ、自社のサービスを

従業員にも提供するアクションをとった事例を

紹介した。 
 CAT の使用感に関する自記式調査には、14 名
の人事労務担当者および産業保健スタッフが回

答し、全ての参加者が項目数の適切さについて

「適切である」と回答した。項目内容の適切さに

ついては、12名（85.7%）が「とても適している」
もしくは「やや適している」と回答した。CATの
活用の見込みについても、13名（92.8%）が「大
いに活用できる」もしくは「やや活用できる」と

回答しおり、CATについて、概ね肯定的な評価が
得られた。一方で、困難やトラブルを感じたこと

については、8 名（57.1%）が「あった（ありそ
うだと思った）」と回答しており、現場で CATを
使用する際には、事前に十分な説明が必要である

ことが示唆された。 
 
（２）CATシステムの労働現場への実装化に向け
た終了条件（ストップルール）の検討（岩田） 
 se < 0.35の終了条件では、2項目の回答で約半
分の回答者が測定終了となり、4 項目回答時点で
は約 95%が終了した。一方、10 項目すべてに回
答しても se < 0.35の測定精度に達しなかった回
答者も 3%（60名/2,000名）存在した。 
 se < 0.30の終了条件では、3項目回答時点で約
6割、5項目回答時点で全体の 3/4が終了し、6項
目回答時点でさらに2割程度が終了し95%に達し
た。10項目回答時点で終了しなかったのは 1名増
えて、61名が該当した。 
 se < 0.28 は全体の IRT でのθの se の平均値
（0.272）に最も近い精度設定であるが、基準が
高くなった分、se < 0.30基準で観察された終了者
数に達するのにちょうど 1項目多く回答が必要で
あった。 
 se < 0.25の終了条件では、上述の全体平均より
も厳しい基準設定となり、7 項目回答でようやく
全体の 8 割が終了し、全 10 項目に回答しても基
準に達しない回答者は急に増えて、15%（303 名
/2,000名）に上った。 
 
（３）CATを用いたストレスチェック実施後の職
場環境改善ヒント集の作成（小田切） 
 全部で 439のアクションが作成された。項目内
容を参考にして作成したが、中には「取引先や元

請との関係性」に関する項目（例：顧客や取引先

から無理な注文を受けることが多い、付き合いの

ある会社や元請会社から無理な要求を受けるこ

とがある）など、アクションを作成しにくいもの

があった。これらについては班会議の場で、その

ような問題があることを職場として認識するこ

とも重要であるという指摘を得て「業務内容や業

務量等について個人にとどまらず部署内で共有

され、皆が理解、納得できているか確認する」、「必

要に応じて公的機関等が開いている相談窓口な

どのリソースを利用して相談する」というアクシ

ョンを設定した。後者については、参照できるリ

ソースも備考として記した（具体的なアクション

については、小田切班員の分担研究報告書の資料

を参照）。 
 
（４）CATのインターフェースに関するヒアリン
グ調査（江口） 
 ヒアリング調査の結果、「調査項目セットを選

ぶためのアルゴリズムがあると良い」、「調査項目

セットは都度システム上で選びたい」、「管理監督

者、人事労務担当者、産業保健スタッフなど、色々

な職種が調査項目セットを選択できると良い」、
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「部署名と選択した調査項目セット、結果が一覧

できるリストが出力できると良い」、「部署ごとで

比較ができると良い」、「残りの回答時間が分かる

ようなインジケーターがあると良い」、「個人結果

のフィードバックが回答終了後にすぐに表示さ

れると良い」、「CATの画面が無機質なので、もう
少しデザイン性が欲しい」、「スマートフォンでも

回答できる仕様にして欲しい」、「クラウド型の人

事系のシステムと連携、同期ができると良い」、

「集団分析結果を活用するためのインストラク

ションがあると良い」といった意見が挙げられた。 
 
（５）OSHMSを取り入れた活用方法論（マニュ
アル）の開発（堤） 
 令和 2年度に作成した素案に準拠し、CATを活
用するリスクアセスメント部分を中心に（1）項
目の選定、（2）CATを用いたストレスチェックの
実施、（3）職場環境改善の実施、（4）再評価、（5）
Q&A の 5 つの要素からなるマニュアルを作成し
た。マニュアルには、調査項目セット一覧、調査

項目プール一覧をそれぞれ別表、参考資料として

付すとともに、CATのインストールや集団分析の
フィードバック書式の作成などの具体的な方法

や、職場環境改善の参考となる事例集を漫画化し

たものを付録として掲載し、より現場で使用しや

すい形式とした。最終的なマニュアルのタイトル

は「CATを用いて自律的な職場環境改善を実施す
るためのマニュアル」とした。 
 
Ｄ．考察 
１．令和元年度の研究結果に対する考察 
（１）事業場を対象としたストレスチェック制度

の実施状況に関する実態調査（江口） 
 ストレスチェック制度の実施状況について、実

施が義務化されていない（努力義務となってい

る）労働者数 50 人未満の事業場も含めて、その
実態を把握した。本調査を通じて、50人未満の事
業場でストレスチェック制度や職場環境改善の

実施率が上がらない理由を詳細に把握すること

ができた。今後は、本調査の結果を参考に、小規

模事業場にも関心を持ってもらえ、効果を実感で

きるようなストレスチェック制度の実施方法を

検討する必要があると考えられた。 
 
（２）OSHMSを取り入れた活用方法論（マニュ
アル）の開発（堤） 
 マニュアルのグランドデザインを検討するに

あたり、職場のメンタルヘルス対策全体の PDCA
とストレスチェックの PDCA のすみわけを明確
にするか否かは、大きな課題であった。 
 ストレスチェックは、職場におけるメンタルヘ

ルス対策の一部であり、職場全体で進める包括的

な対策と受け持つ役割は自然異なる。アウトカム

指標や現存するストレスチェック以外のメンタ

ル対策を含めて、目標と実施内容および評価指標

の整合性が取られる必要があった。 
 メンタルヘルス不調による長期欠勤の減少な

どは重要な目標であるが、ストレスチェックだけ

でなく、職場のメンタルヘルス対策が包括的に進

められて達成される目標となるため、今回は脇に

置いた。一方で、相談体制の整備などストラクチ

ャーに関連することは、集団分析に基づいた職場

環境改善ではないものの、ストレスチェックを進

めていくための準備状況の設定（必要条件）と考

えれば、立派な職場環境改善であり、取り入れる

こととした。 
 取得した情報を無駄なく利用し網羅的なリス

クアセスメントを進めていくために、職業性スト

レス簡易調査票で作成される「仕事のストレス判

定図」以外の情報（IRTの利用による項目、他の
健康情報、欠勤や離職等の就業情報評価項目を含

む）を、いかにリスクアセスメントに取り込み、

PDCAを回していくか検討を行う必要がある。 
 
（３）裁判事例および企業のホームページを対象

とした機械学習によるテキストマイニングによ

る事業場の課題・目標の収集・整理（渡辺） 
 労働災害に関する裁判事例、および企業のホー

ムページに掲載されている経営層のメッセージ

から、事業場の課題、および目標に関する主要な

要因を要約し、調査項目プール作成への示唆を得

ることができた。既存の調査票では扱われていな

かった内容として、事業場の課題については、仕

事をする上で関わる社外の労働者との関係、外国

人労働者のメンタルヘルスを支援する仕組み等

を尋ねる項目を、事業場の目標については、組織

が人々の幸せ、および生きる意味を重視している

かどうか、持続可能な社会への貢献を重視してい

るかどうか、人々の健康を重視しているかどうか

等を尋ねる調査項目プールとして作成すること

が必要と考えられた。また、企業の業種によって

採用される事業場の目標に違いがある可能性が

あり、業種に応じた推奨される項目を提示するこ

とが有用である可能性が考えられた。 
 
（４）NIOSH-GJSQ の既存データを活用した

IRTによる分析（岩田） 
 多様なストレス要因を測定するには多様な尺

度を用いることが必要となるが、項目数の増加や

回答時間が延長は、欠損回答等の回答の不備を招

きやすく、正確な測定が阻害されてしまうため、

項目数を適正に抑えることは必須条件である。本

研究では、解析対象となった尺度（量的労働負荷、

仕事のコントロール、役割葛藤、役割の曖昧さ、
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グループ内対人葛藤、グループ間対人葛藤）はい

ずれも半分以下の項目数で 7割程度の情報が得ら
れることが明らかになった。一方で、CAT化に際
しては、共有コンピュータでの回答入力の際のプ

ライバシー保護等の方略や、柔軟な紙媒体での項

目構成を検討していくことが課題であると考え

られた。 
 
（５）ステークホルダーへのヒアリング調査に基

づく調査項目プールの作成（小田切） 
 ステークホルダー会議を通じて、ストレスチェ

ックから職場環境改善を促進する目的で、多様な

事業場の課題に対応できるような項目について

項目案、アイディアを収集した。とくに令和元年

度は IT 関連企業の関係者に参加を依頼し、意見
を伺ったが、今後は IT 産業だけでなく「過労死
等の防止のための対策に関する大綱」において重

点 5業種に含まれる他の業種（すなわち、医療職、
自動車運転従事者、教職員、外食産業）や、平成

30 年の大綱で新たに追加された建設業やメディ
ア業界などを視野に入れた、業種特有のストレス

を把握する調査項目を収集することが必要と考

えられた。また、令和元年度は既存の調査票を参

考に、調査項目プールの素案を整理したが、翌年

度は、調査項目プール案をさらに充実させると同

時に、事業場が自律的に職場環境改善を進めるた

めに必要な支援ツールについての検討も行うこ

とを目標とした。 
 
２．令和 2年度の研究結果に対する考察 
（１）テキストマイニングの結果に基づいた調査

項目案の作成（渡辺） 
 令和元年度に実施したテキストマイニングに

よって構築した 2つのトピックモデルから、これ
までに測定されてこなかった多様な概念および

調査項目案を考案・作成した。 
 事業場が課題とする事項については、仕事をす

るうえで関わる社外の労働者との関係および社

外の仕事を請負ことに関するストレス、上司-部下
間で具体的なスキルや技術について教育指導が

十分に受けられるかどうか、雇用関係が複雑な派

遣社員のメンタルヘルスを支援する仕組み、外国

人労働者のメンタルヘルスを支援する仕組み、あ

るいは喫煙等の健康に影響を及ぼす行動に関す

るルール整備や対策が十分に行われているかど

うかを尋ねる項目について具体的なものを挙げ

た。事業場が目標とする事項については、新しさ

の活用や課題の解決、成長戦略や株主の重視等に

加え、人々の幸福、地球環境、および資源の保全、

持続可能な社会への貢献、健康や治療への貢献な

ど、国際連合が提唱している SDGsと関連する項
目を挙げた。 

 今後の展望として、これらの項目の因子構造の

確認や、得点が労働者のストレス反応およびメン

タルヘルス不調と関連するかどうかを検討する

ことが必要と考えられた。 
 
（２）調査項目プールを用いた IRT 解析と CAT
のシステム化（岩田） 
 ストレスチェックの集団分析において、作業・

課題レベル、グループ・対人レベル、組織レベル

の状況を把握するために新たに作成した測定尺

度の CAT のシステム化を行った。多様なストレ
ス要因を測定するには多様な尺度を用いること

が必要となるが、項目数の増加や回答時間が延長

は、欠損回答等の回答の不備を招きやすく、正確

な測定が阻害されてしまう。項目数を適正に抑え

ることは必須条件である。この問題を打開するた

めには CAT のシステム化が大きな寄与をもたら
すと考えられる。 
 CATの利点の 1つに、マンネリ化の防止がある。
CATでは質問は 1問ごとに画面提示されるため、
紙媒体のような上下の項目の並びで項目内容を

憶えてしまうということが少なく、マンネリ化は

ある程度抑制できると考えられる。しかし、個人

レベルでコンピュータが使用できる環境にいる

労働者は、労働者全体でみるとむしろ少なく、共

有コンピュータでの回答入力の際のプライバシ

ー保護等の方略や、柔軟な紙媒体での項目構成な

ども同時に検討していくべき課題である。 
 
（３）ステークホルダーを対象としたストレスチ

ェックとしての CAT の事業場での活用可能性に
関する検討（小田切） 
 ステークホルダー会議で供覧した CAT を用い
たストレスチェックの提案の内容において、ステ

ークホルダーからの評価が高かった点は、「CAT
を用いることで回答パターンの状況から、必ずし

も多くの調査項目に回答せずとも調査を終了で

きるため短時間で実施可能なこと」、「事業者が希

望する調査項目セットを取り入れて調査が実施

できること」であった。 
 ステークホルダー会議の段階では CAT の実施
後の結果表示サンプルが完成しておらず、結果例

の供覧ができなかったため、ステークホルダー全

員に共通したイメージをとらえてもらうことが

できていなかった。結果をどのように示すかは来

年度以降の重要な課題である。ステークホルダー

の多くはレーダーチャート式での表示を好意的

に受け止めていたが、横棒グラフの提案もあった。

また「経年変化が見られるように」との希望は多

く、それを含め、分かりやすい結果の表示が重要

と考えられた。更に、中小規模事業場で産業保健

スタッフが常在しない職場でも活用できるよう、
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平易な言葉を使用したり、必要に応じて用語解説

を含めたりすると良いと思われる。 
 調査項目セットを選択できる方式はステーク

ホルダーより高い評価を受けた。こちらについて

も「中小規模事業場や職場環境改善の経験を持た

ない事業場に対しては、どの調査項目セットを選

んで実施すればどのような結果が示され、それを

用いて職場環境改善がどのような方法で実施で

きそうか、がイメージできるような事業場向けの

マニュアルあるいは簡単なガイドがあると分か

りやすい」という意見があった。 
 ステークホルダー会議後の研究班会議での議

論では、まずは調査項目セットに関連する事象の

好事例を収集するなど、既存の情報を収集してい

くことの重要性について共有された。今回の調査

項目セットには、裁判事例や企業のホームページ

から機械学習によるテキストマイニングによっ

て抽出した語句をもとにした項目も含まれてい

る。これらについては、部署を単位として行われ

ることが多い職場環境改善よりも、企業レベルで

の対応が求められるものもあり（人事制度や福利

厚生など）、幅広く好事例を収集していくことが

重要と考えられた。 
 
（４）CATのインターフェースに関するヒアリン
グ調査における質問項目の検討（江口） 
 現在、ストレスチェック制度の実施が努力義務

となっている 50 人未満の事業場においては、職
場環境等の評価及び改善（ストレスチェック後の

集団［部、課など］ごとの分析を含む）に取り組

んでいる割合は約 30%にとどまっている。このよ
うな中小規模事業場に対して産業保健サービス

を提供しているのは健診機関や企業外労働衛生

機関である。そのため、ヒアリング調査の対象と

して、健診機関や企業外労働衛生機関でストレス

チェックに関するサービスを提供している担当

者もヒアリングに含めても良いかもしれない。 
 多くの事業場ではストレスチェックは、事業場

外資源である EAP 機関によって提供されている
ことが多い。また、地域産業保健センターは中小

零細事業場のメンタルヘルス対策に関するニー

ズを把握している。EAP機関の対象者や、地域産
業保健センターのコーディネーター、産業保健総

合支援センターのメンタルヘルス対策促進員に

対するヒアリングも検討の余地があるかもしれ

ない。 
 ステークホルダー会議では、参加者に対して

CATの説明がなされていたが、その良さが十分に
伝わっていない様子が窺えた。CATについてのヒ
アリング調査を行うにあたっては、事前にデモを

行うことで、より具体的な意見が聴取できるもの

と考えられた。 

 また、岩田班員からは、CATのセキュリティ上
の課題も指摘されている。現場では、電子カルテ

が導入されるなど IT 化が進んでいる事業場もあ
れば、紙ベースでの管理が主流の事業場など様々

である。また、ストレスチェック自体も外注して

いる事業場が多いことから、事業場で CAT を導
入するにあたって、システムやセキュリティ上、

どのような課題が生じるかについて、詳細な情報

収集が必要と考えられる。課題の解決のためには、

専門家への依頼も必要となるかもしれない。 
 CATの開発の目的は、現在、多くの事業場が不
満を感じている画一的なフィードバックではな

く、事業場のそれぞれの状況をより個別に把握で

きるようにすることである。事業場のニーズをあ

る程度、研究者側が把握することによって、CAT
のシステム上で提示される「概念」についても改

善することができるかもしれない。 
 
（５）OSHMSを取り入れた活用方法論（マニュ
アル）の開発（堤） 
 令和元年度に検討したマニュアルの建付けと

して、職場のメンタルヘルス対策全体を回してい

く大きな PDCAと、ストレスチェック実施に当た
っての小さな PDCAのすみわけを明確にし、後者
のマニュアルを検討し、開発中の調査項目セット

を事業場で選択して、職場環境改善につなげるプ

ロセスをマニュアルに盛り込むこととした。 
 マニュアルの最終案を作成するにあたっての

課題として、開発中のCATを活用するのに際し、
事業場が各自で必要な尺度を選ぶためにヒント

となるような工夫を盛り込むことが必要である。 
 更に、CATによる調査で、職場の課題が明らか
になった後、スムーズに職場環境改善に進めるよ

うに、測定する尺度毎に、職場環境改善の好事例

を並べて参考にできるようにすることも必要で

ある。 
 「仕事のストレス判定図」を補足するものとし

て、調査項目セットを開発しているが、既成の概

念に限らず、職場で自律的に評価を行っていくこ

とが最終的な目的である。職業性ストレス簡易調

査票内の他の項目や職業性ストレス簡易調査票

以外の項目との組み合わせで評価の幅を広げら

れることが、多様な視点での改善に結び付く可能

性が指摘されている（堤ら，2019）。高ストレス
と仕事満足感等の指標を組み合わせることで、疾

病休業の予測性が高まる可能性も示されつつあ

り（Inoue et al., 2020）、これまで使用されてい
ない職業性ストレス簡易調査票内の尺度や睡眠

などの要素を組み合わせられる可能性がある。 
 
３．令和 3年度の研究結果に対する考察 
（１）調査項目案の活用に関する架空事例の作成
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および CATの使用感に関する調査（渡辺） 
 令和 2年度までに作成した調査項目案の中から、
イメージがしづらいと思われる「持続的な成長」

および「Well-beingの重視」を取り上げ、職場環
境改善の具体例について漫画を用いて例示した。

漫画によって具体例を示したことで、CATを活用
した職場環境改善の流れが掴みやすくなるもの

と考えられる。 
 CATの使用感に関する自記式調査では、概ね肯
定的な評価が得られた。とくに、項目数、項目内

容の適切さ、負担感の少なさ、項目内容の新鮮さ

へのコメントが多く寄せられた。一方で、トラブ

ルになる可能性や役立たない可能性についての

言及も一定数見られた。CATの特徴である「提示
される質問項目が個々で異なる」ということが、

これまでのストレスチェックとは異なるもので

あることから、利用にあたっては十分に説明を行

ったうえで活用してもらうことが必要と考えら

れた。 
 
（２）CATシステムの労働現場への実装化に向け
た終了条件（ストップルール）の検討（岩田） 
 測定精度による終了条件としては、全項目での

IRT解析で得られた平均 seより少し高めの se < 
0.30付近が適正であると考えられた。一方で、本
研究班で作成した調査項目プールのほとんどは

10数項目以内で構成されていること、また、CAT
は負担感を感じにくい測定システムであること

を考慮し、CATの終了条件として、項目数の上限
は設定しないこととした。但し、これは暫定的な

設定であり、この条件設定が適正か否かについて

は、今後の現場実装試験を踏まえてさらに検討し

ていく必要がある。 
 
（３）CATを用いたストレスチェック実施後の職
場環境改善ヒント集の作成（小田切） 
 作成された 439のアクションは、職場環境改善
のためのツールとしてこれまでに作成、公表され

ている各種アクションチェックリスト（ヒント

集）（吉川ら，2007；島津ら，2014）に加えて利
用できる。 
 令和 2 年度のステークホルダー会議において、
CAT の適用に関する意見として、CAT の結果を
示した後も職場環境改善に繋げるためのフォロ

ーが重要であろうといったことや、導入事例が欲

しいといった意見が挙げられていた。今回のヒン

ト集は、EAPをはじめとする事業場外の資源が職
場環境改善の支援を行う場合や、事業場の担当者

が自律的に職場環境改善に取り組む際に有用な

アイディアを提供できるものと考える。 
 一方で、作成したヒント集を実際に使用した職

場環境改善の取り組みは本研究期間中に実施で

きなかった。今後は研究班で開発した CAT のシ
ステムや「CATを用いて自律的に職場環境改善を
実施するためのマニュアル」などのツールと同時

に用い、有用性を評価していく必要がある。また、

各職場で職場環境改善の経験例が蓄積され、ヒン

ト集にアクションが追加、さらにヒント集が改訂

されていくことが期待される。 
 
（４）CATのインターフェースに関するヒアリン
グ調査（江口） 
 CATの使用に際し、調査項目セットをあらかじ
め提示することは、自分の職場環境にあった項目

の選定に慣れていないユーザーにとってはより

使いやすくなっているようであった。但し、調査

項目セットの選択にあたっては、何かしらのガイ

ドが必要であろう。それぞれの項目について、も

う少し具体的な例を設けても良いかもしれない。

または、事業場が抱える問題点をチェックするこ

とで最適な調査項目セットが提案されるような

仕組みを検討しても良いかもしれない。 
 どの調査項目セットを選ぶかについては、管理

監督者、人事労務担当者、産業保健スタッフによ

って異なる可能性がある。今回開発した CAT で
は、誰が調査項目セットを選ぶのかについては明

確になっていない。今後、調査項目セットの作成

にあたっては、より多職種による検討も必要かも

しれない。 
 事業場内で部署ごとに異なる調査項目セット

を選択した場合に、事業場へのフィードバック方

法については検討が必要であろう。フィードバッ

ク書式では、選択した調査項目セットと集団分析

結果、経年変化が一覧で見ることができると良い

かもしれない。ストレスチェックの実施は 1年以
内ごとに 1回とされているが、CATの強みを生か
して、年に複数回実施し、よりタイムリーに職場

環境の評価に使うという提案もできるかもしれ

ない。 
 調査項目セットごとに部署間の比較をするこ

とで、それぞれの部署の強みが明確になると、次

のアクションにつながりやすくなる。メンタルヘ

ルスアクションチェックリスト（吉川ら，2007）
との連携や、調査項目セット向けにアレンジした

アクションチェックリストの開発を期待したい。 
 本研究班では、集団分析結果に基づく職場環境

改善の促進を目的としたため、個人向けのフィー

ドバック書式は作成しなかった。結果自体は部署

単位で示すとしても、その職場の持つ「強み」と

「弱み」を示すことで、一人ひとりが職場環境改

善に取り組めるように、組織へのコミットメント

を引き出すような何かしらの個人向けのフィー

ドバックがあると良いかもしれない。 
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（５）OSHMSを取り入れた活用方法論（マニュ
アル）の開発（堤） 
 OSHMSの枠組みで、CATというツールを活用
して、ストレスチェックの集団分析結果に基づい

て職場環境改善を実施し、メンタルヘルス対策を

自律的・計画的に進めていくためのマニュアルを

作成した。 
 開発した CAT 評価システムを活用するにあた
り、各事業場で、当該事業場が必要な尺度を選ぶ

際のヒントとなるよう、調査項目セット一覧、調

査項目プール一覧をそれぞれ別表、参考資料とし

て付した。さらに、CAT評価システムによる調査
で、職場の課題が明らかになった後、スムーズに

職場環境改善に進めるように、職場環境改善の事

例を付録とした。 
 CAT 評価システムのプロトタイプは指定の
WEB サイトからダウンロード可能になるように
し、具体的な取り組みのヒントもWEBを利用し
て、本マニュアルとともに活用できるようにした。

以上より、実務に使えるマニュアルに洗練化した。 
 
Ｅ．結論 
 本研究では、ストレスチェックの実施に際し、

事業場の課題や目標に即した測定が可能となる

新しい調査項目プールを作成するとともに、作成

した調査項目プールを用いて CAT のシステムを
開発した。また、ステークホルダー会議で挙げら

れた意見等を踏まえ、各事業場が OSHMSの枠組
みで CATを活用して自律的・計画的に職場環境改
善を進められるよう、架空事例や CATの具体的な
実施方法を盛り込んだ「CATを用いて自律的な職
場環境改善を実施するためのマニュアル」を作成

した。さらに、CATの実施後に集団分析結果を活
用しながら職場環境改善を行うための具体的な

アクションを記したヒント集も作成した。開発し

た CATはプロトタイプであり、各事業場で活用す
るには一定の限界はあるものの、今後、本研究班

で作成したこれらのツールの普及が期待される。 
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令和元年度～令和３年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 
ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善の促進を目的とした調査項目 

及びその活用方法論の開発（190501-01）研究代表者：井上彰臣 
分担研究報告書 

 
ストレスチェック実施における新しい調査項目プールおよび調査項目の 

活用に関する架空事例の作成とＣＡＴの使用感に関する調査 
 

研究分担者 渡辺 和広 北里大学医学部・講師 
研究分担者 江口  尚 産業医科大学産業生態科学研究所・教授 
研究協力者 日野亜弥子 産業医科大学産業生態科学研究所・学内講師 
研究代表者 井上 彰臣 産業医科大学 IR推進センター・准教授 

 
研究要旨 本分担研究では、ストレスチェックの実施に際し、事業場の課題や目標に即した測定が可能

となる新しい調査項目プールを作成することを目的とし、事業場の課題、および目標についての記述を

含む大量のテキストデータを機械学習の手法を用いて収集・解析した。また、テキストマイニングの結

果に基づいた調査項目案を作成した。さらに、調査項目案を活用する具体例を示すことを目的とし、調

査項目をストレスチェックに取り入れ、職場環境改善へつなげるまでの過程を架空事例として作成した。

架空事例は、読みやすい物語として落とし込むために、漫画化を行った。また、作成した調査項目プー

ルを用いて開発したコンピュータ適応型テスト（Computerized Adaptive Testing：CAT）の使用感に
関する調査を行った。テキストマイニングでは、事業場が課題とする事項、および事業場が目標とする

事項に関する情報を収集するソースとして、労働災害に関する裁判事例、および企業のホームページに

掲載されている経営層のメッセージを用いた。主要な解析として、潜在ディリクレ配分法を使用し、10
トピックからなる名詞のトピックモデルを構築した。得られたモデルから、測定されるべき概念、およ

びそれらの概念を測定すると考えられる調査項目案を 5つずつ作成した。漫画化については、それらの
概念から、「持続的な成長」、および「Well-being の重視」に関する架空事例を作成し、それをもとに、
業者に依頼して漫画作成を行った。CATの使用感に関する調査については、国内の事業場の人事労務担
当者および産業保健スタッフを対象に、本人または所属事業場の労働者による CAT の試用と自記式調
査票への回答を依頼した。テキストマイニングの結果、485 件の裁判事例から 4,753 単語、3,575企業
における経営層のメッセージから 22,524 単語が抽出された。潜在ディリクレ配分法を用いて、それぞ
れ 10 トピックからなるトピックモデルが構築された。2 つのトピックモデルから、それぞれ 8 および
15の概念を考案した。また、各概念につき 5項目ずつ、合計 40および 75の調査項目案を作成した。
作成した架空事例から、2つの漫画を作成した。CAT の使用感に関する調査には 14名が回答し、全て
の参加者が項目数の適切さについて「適切である」と回答した。項目内容の適切さについては、12 名
（85.7%）が「とても適している」もしくは「やや適している」と回答した。CAT の活用の見込みは、
13名（92.8%）が「大いに活用できる」もしくは「やや活用できる」と回答した。一方で、困難やトラ
ブルを感じたことについては、8名（57.1%）が「あった（ありそうだと思った）」と回答した。テキス
トマイニングの結果に基づき、既存の調査票では扱われていなかった調査項目案として、事業場の課題

については、仕事をするうえで関わる社外の労働者との関係、外国人労働者のメンタルヘルスを支援す

る仕組み等を尋ねる項目を、事業場の目標については、組織が人々の幸せ、および生きる意味を重視し

ているかどうか、持続可能な社会への貢献を重視しているかどうか、人々の健康を重視しているかどう

か等を尋ねる項目を作成した。さらに、作成した調査項目案を使用した職場環境改善の具体例について

漫画という形で例示した。また、CATの使用感については、その適切さや活用の見込みが示された。一
方で、労働者個々で回答する項目が異なること、および調査項目セットを事業場でどのように選択すべ

きか、という点については、利用前の十分な説明が必要と考えられた。 
 
Ａ．研究目的 
 現在、ストレスチェック制度における集団分析、

およびその結果に基づく職場環境改善の実施は、

事業場における努力義務となっている。職場環境

改善の実施は労働者のストレス反応の低減、およ

び仕事のパフォーマンスの向上に対して効果が

あることが示されており（Tsutsumi et al., 2009; 
Imamura et al., 2018）、ストレスチェック制度の
目的である労働者のメンタルヘルス不調の一次

予防を達成するために重要な内容である。 
 しかし、いまだ多くの事業場が集団分析の結果

を職場環境改善に活用することができていない。
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その理由の 1つとして、ストレスチェックで使用
する調査票が、各事業場の多様なニーズに即した

要因を扱うことができないということが考えら

れる。一部の事業場では、多様な水準の仕事の資

源を測定することができる新職業性ストレス簡

易調査票（Inoue et al., 2014）を使用する等の工
夫を行っているが、それ以外にも、事業場の課題

や目標に即した測定項目、あるいは業種に特有の

要因を測定できる項目が必要である。 
 本分担研究では、令和元年度に、事業場の課題

や目標に即した測定が可能となる項目プールの

作成への示唆を得ることを目的とし、事業場の課

題、および目標についての記述を含む大量のテキ

ストデータを収集・解析した。令和 2年度は、得
られたトピックモデル、および示唆に基づき、新

しく測定されると有用であると考えられる概念、

および調査項目案を作成した。令和 3年度は、作
成した調査項目案のうち、とくに活用が難しいと

思われる組織レベルの項目を活用する具体例を

示すことを目的とし、項目をストレスチェックに

取り入れ、職場環境改善へつなげるまでの過程を

架空事例として作成した。架空事例は、読みやす

い物語として落とし込むために、漫画化を行った。

並行して、作成した調査項目プールを用いて開発

したコンピュータ適応型テスト（Computerized 
Adaptive Testing：CAT）の使用感に関する自記
式調査を行った。 
 
Ｂ．研究方法 
１．テキストマイニング 
 令和元年度の研究では、事業場が課題とする事

項、および事業場が目標とする事項に関する情報

を収集するためのソースとして、労働災害に関す

る裁判事例、および企業のホームページに掲載さ

れている経営層のメッセージの 2つを用いた。 
 事業場が課題とする事項に関する情報の収集

は、労働災害に関する裁判事例を用いて行った。

令和元年 8月 6日に、第一法規情報総合データベ
ース『D1-Law.com』（第一法規, n.d.）の判例体
系検索サービスを使用し、平成元年以降の裁判事

例を検索した。検索式として「労働災害」を使用

し、検索サービスの「事項」の欄に入力すること

で検索した。検索された裁判事例の要旨をテキス

トデータとして抽出し、解析に使用した。 
 事業場が目標とする事項に関する情報の収集

は、企業のホームページに掲載されている経営層

のメッセージを用いて行った。令和元年 8月 8日
時点で、東京証券取引市場第一部、第二部、マザ

ーズ、JASDAQスタンダード、および JASDAQ
グロースに上場している企業をリストアップし、

各企業のホームページに掲載されているトップ

メッセージ、あるいは企業理念に該当するページ

の全文をテキストデータとして抽出し、解析に使

用した。上場企業の情報は、株式会社日本取引所

グループの「東証上場会社情報サービス」（日本

取引所グループ, n.d.）を使用して検索した。企業
のホームページの検索、および該当ページからの

テキストの抽出は、データ入力を請け負う民間会

社（東京ソテリアエンプロイメント, n.d.）に委託
して行った。 
 抽出されたテキストデータは、裁判事例、ある

いは企業に紐づけられたデータとして解析した。

まず、テキストデータの形態素解析を実施し、文

章を品詞に切り分けた。次に、形態素のうちの名

詞のみを取り出し、解析の対象とした。 
 主要な解析として、潜在ディリクレ配分法（Blei 
et al., 2003）による名詞のトピックモデルを構築
した。潜在ディリクレ配分法は、機械学習におけ

る教師なし学習（クラスタリング）で用いられる

手法の 1つであり、ベイズ統計を利用し、文章が
与えられた際にその文章がどのトピックを表現

した文章かの事後確率を算出するものである。ト

ピックは、特定の文章に出現する頻度の高い一連

の単語群で表現される。本研究では、探索的にハ

イパーパラメータを調整しながら、解析する単語

を 1,000 語に絞って解析し、それぞれ 10 のトピ
ックを構築した。裁判事例については、事例全体

の最大 20%で出現している単語のうち出現頻度
の高い上位 1,000語を対象に解析を行った。経営
層のメッセージについては、事例全体の最大 30%
で出現している単語のうち出現頻度の高い上位

1,000 語を対象に解析を行った。得られた一連の
単語群（上位 10 単語）から、想定されるトピッ
ク、および想定されるトピックから考えられる項

目への示唆を質的に要約した。 
 
２．調査項目案の作成 
 令和 2年度の研究では、構築された 2つのトピ
ックモデル、およびそこからの示唆に基づき、測

定されるべき概念を考案した。また、それらの概

念を測定すると考えられる調査項目案を 5つずつ
作成した。 
 
３．架空事例の作成および漫画化 
 令和 3年度の研究では、作成した調査項目案か
ら、組織レベルのストレス要因を測定するために

作成された項目プールである「持続的な成長」お

よび「Well-beingの重視」を選択し、架空事例を
作成した。事例は、（1）調査項目プール導入の背
景、（2）ストレスチェックの結果、（3）職場環境
改善の実施（取り組みの内容）、および（4）改善
後の評価の 4つのパラグラフで構成した。 
 作成した架空事例をもとに、漫画の作成を業者

に依頼した。漫画のプロット作成に際しては、井
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上班長とともに確認・助言を行った。 
 
４．CATの使用感に関する調査 
 架空事例の作成および漫画化と並行して実施

した CAT の使用感に関する調査では、国内の事
業場の人事労務担当者および産業保健スタッフ

を対象に、本人または所属事業場の労働者による

CATの試用と自記式調査票への回答を依頼した。 
 参加者は調査の説明を受ける際に、「調査項目

セット 1」を使用した場合のデモ画面を閲覧した
（調査項目セットの内容は小田切班員の分担研

究報告書の資料２を参照）。項目へ回答するデモ

は、江口班員および日野氏が回答者として操作を

行った。CATの特徴および集団分析の結果がレー
ダーチャートで図示された形で返却されること

の説明を受けた。 
 労働者に実際に CAT への回答を依頼すること
ができることになった事業場については、7 つの
調査項目セット（調査項目セット 1、3、5、6、7、
8、13）およびそのセットに含まれる項目プール
を閲覧したうえで、調査項目セットを選定し、回

答してもらった。労働者に回答を依頼できなかっ

た事業場については、調査項目セットおよび項目

プールを見たうえで、仮に所属事業場で使用する

ことを想定した場合にどの調査項目セットを使

用したいかを選択してもらい、回答してもらった。

回答の収束条件は、比較的厳しい条件（因子の得

点［θ］の標準誤差 se < 0.25）もしくは比較的易
しい条件（se < 0.35）のいずれかに割り振られた。
労働者に実際に回答を依頼することができるこ

とになった事業場については、集団分析を実施し、

参加者に分析結果をフィードバックした（集団分

析結果のフィードバック書式例は資料１を参照）。 
 最後に、参加者は CAT の使用感について尋ね
る自記式調査票への回答を行った（自記式調査票

の詳細は資料２を参照）。 
 
（倫理面への配慮） 
 CATの使用感に関する調査の実施に際し、産業
医科大学倫理委員会の承認を得た（承認番号：

R2-084）。 
 
Ｃ．研究結果 
１．テキストマイニング 
 データベースを使用した検索の結果、平成元年

以降に実施された485件の労働災害に関する事例
が収集された。裁判所の内訳は、地方裁判所での

判例が 350 件と最も多く、ついで高等裁判所が
113 件、最高裁判所が 22 件であった。東京証券
取引所に上場している企業のうち、3,575 企業に
おける経営層のメッセージが抽出された。取引所

の内訳は、東証第一部（2,124企業）、東証第二部

（469企業）、マザーズ（292企業）、JASDAQス
タンダード（657企業）、および JASDAQグロー
ス（33企業）であった。日本標準産業分類に基づ
く業種は、農林水産業（11企業）、鉱業（5企業）、
建設業（157企業）、製造業（1,431企業）、電気・
ガス業（24企業）、情報通信業（436企業）、運輸
業（111企業）、卸売・小売業（661企業）、金融・
保険業（166企業）、不動産業（130企業）、およ
びサービス業（443企業）の 11種類が該当した。 
 485 件の労働災害に関する事例からは、4,753
の名詞が抽出された。表 1は、これらの単語から
構築されたトピックモデルを示している。また、

3,575 企業における経営層のメッセージからは、
22,524の名詞が抽出された。表 2は、これらの単
語から構築されたトピックモデルを示している。 
 
２．調査項目案：事業場が課題とする事項 
 事業場が課題とする事項に関する項目への示

唆として、「派遣社員のメンタルヘルスを支援す

る仕組み」、「部下への教育指導が十分行えている

職場」、「時間外労働に関するストレス」、「ハラス

メントのない職場」、「職場復帰支援制度、休職制

度の充実」、「外国人労働者、研修生、技能実習生

のメンタルヘルスを支援する仕組み」、「喫煙に関

するルール、受動喫煙対策」、「付き合いのある会

社（請負関係、取引先等）に関するストレス」の

8 つが挙げられた。以上から、それぞれの示唆に
対応する 8つの概念を考案した。また、各概念を
測定すると考えられる項目案を 5つずつ作成した
（表 3）。 
 
３．調査項目案：事業場が目標とする事項 
 事業場が目標とする事項に関する項目への示

唆として、「新しい技術を活用する組織」、「業界

における課題の解決を重視する組織」、「中長期的

な成長を重視する組織」、「安定した経営基盤を重

視する組織」、「株主を重視する組織」、「人々の幸

せを重視する組織」、「人々の生きる意味を重視す

る組織」、「企業の利益を重視する組織」、「経済を

通じて社会貢献することを重視する組織」、「地球

環境や資源の保全に努める組織」、「持続可能な社

会への貢献を重視する組織」、「人々の安心と安全

を重視する組織」、「ステークホルダーからの信頼

関係を重視する組織」、「顧客の満足を重視する組

織」、「常に努力することを重視する組織」、「人々

の健康を重視する組織」、「社会への説明責任を果

たそうとする組織」、「公正な企業経営を重視する

組織」、「社内で問題が起きた場合に迅速に対応で

きる組織」、「商品を通じた社会への貢献を重視す

る組織」、「公正性、透明性を重視する組織」、「法

令、規範の遵守を重視する組織」、「人権の尊重を

重視する組織」の 23 が挙げられた。類似する示
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唆をまとめ、15の概念を考案した。また、各概念
を測定すると考えられる項目案を 5つずつ作成し
た（表 4）。 
 
４．架空事例の作成および漫画化 
 作成した架空事例から、「持続的な成長」（図 1）、
および「Well-being の重視」（図 2）の 2 つの漫
画を作成した。「持続的な成長」では、プラスチ

ック製造会社を取り上げ、自社の製品と持続可能

な開発目標（Sustainable Development Goals：
SDGs）（The United Nations, 2019）との関連に
ついて知識・交流を深めるためにグループ企業か

ら講師を招聘し交流会を実施した事例を紹介し

た。「Well-being の重視」では、顧客向けに
well-being改善のサービスを提供するサービス会
社を取り上げ、自社のサービスを従業員にも提供

するアクションをとった事例を紹介した。 
 
５．CATの使用感に関する調査 
 自記式調査の主要な結果を表 5、表 6に示すと
ともに、自由記述に寄せられた意見を掲載した。

CATの使用感に関する調査には、事業場に所属す
るストレスチェックの担当者 14 名が参加した。
うち、5名が比較的厳しい収束条件（se < 0.25）
に、9名が比較的易しい収束条件（se < 0.35）に
割り振られた。条件間における大きな回答の差は

見られなかった。 
 参加者のうち 4名は人事労務担当者、10名は産
業保健スタッフであった。このうち労働者に実際

に CATを試用できたのは 4事業場のみ（回答者：
6名～27名）で、残りの 10名は参加者のみがCAT
を試用し、自記式調査票に回答した。 
 調査の際に使用された（使用してみたいと思っ

た）調査項目セットは、セット 1「労働者の成長・
職場の活性化を目指したい」が 7職場（50.0%）
で最も多く、次いでセット 5「職場環境を全般的
に把握して改善したい」、セット 8「労働者の安全
と健康を守りたい」であった。残りの 4セットは
使用する（使用してみたいと思う）項目に選ばれ

なかった。 
 項目数の適切さについては、いずれの収束条件

においても全ての参加者が適切であると回答し

た。その理由として、「最大 15 問程度であれば、
数分程度で回答できる分量だと思った」、「5-6 問
～15 問であれば回答の負担はほとんどないため、
適切な質問量だと思う。逆に、それ以上少ないと

少なすぎる（適切に測定できているのか不安にな

る）のではないかと思った」等が挙がった（表 6）。 
 回答の負担感については、13名（92.8%）が「全
く負担に感じなかった」もしくは「あまり負担に

感じなかった」と回答した。1名（7.2%）が「ど
ちらとも言えない」と回答した。その理由として、

「とくに負担感はなかった。質問項目の内容も、

答えづらいものはないと思った」、「短時間で終了

したため、負担に感じなかった」等が挙がった（表

6）。 
 項目内容の適切さについては、12 名（85.7%）
が「とても適している」もしくは「やや適してい

る」と回答した。2 名（14.3%）が「どちらとも
言えない」と回答した。その理由として、「任意

に調査項目セットを選択できるので、事業場ごと

にニーズに応じた状況把握ができると思う」、「各

項目が、想定している事業場の状況にそれなりに

適していると感じた。事業場が抵抗感を示す項目

はあまりないように思った」等が挙がった（表 6）。 
 事業場の労働者に実際に CAT を試用できた事
業場（N=4）については、CATを用いた集団分析
の結果が職場の状況を反映していたかどうかに

ついて尋ねた。4 職場全ての参加者が「とても反
映していた」もしくは「やや反映していた」と回

答した。 
 項目の活用の見込みについては、10名（71.5%）
が「大いに活用できる」もしくは「やや活用でき

る」と回答した。3 名（21.4%）が「どちらとも
言えない」、1 名（7.1%）が「あまり活用できな
い」と回答した。その理由として、「提示される

質問項目がランダムなのは良いと思う。マンネリ

も少ないと思う」、「職場の課題点が具体的に分か

るので、職場環境改善活動に着手しやすいと思う」

等が挙がった（表 6）。 
 困難やトラブルを感じたことについては、8 名
（57.1%）が「あった（ありそうだと思った）」、6
名（42.9%）が「なかった（なさそうだと思った）」
と回答した。具体的な内容として、「ある程度、

経年変化で評価・振り返りが必要と思うので、一

度選んだ調査項目セットは次年度以降も変えず

に選択するのが良いと思うが、年度ごとに選びた

いセットも変わると思うので、選択が難しいかも

しれないと感じた」、「調査項目セットを選択する

際のヒントとなるようなフローチャートなどが

あれば、選択しやすいかもしれないと思った」、

「調査項目セットの選択肢が多い分、どの役職や

立場の人が選ぶのかによる選択のばらつきが大

きいと思う（知りたい項目が異なるため）」等が

挙がった（表 6）。 
 CATの活用の見込みは、13名（92.8%）が「大
いに活用できる」もしくは「やや活用できる」と

回答した。1名（7.2%）が「どちらとも言えない」
と回答した。 
 その他、Q10～Q12（資料参照）の自由記述に
寄せられた意見として、個人によって提示される

質問項目が異なることに対する意見（Q10）につ
いては、「回答する質問項目が労働者によって異

なるので、集団分析としてどこまで正確に反映さ
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れるのかが気になった」、「回答する労働者数が少

ない場合、結果に偏りが見られるのではないかと

思った」等の意見が挙がった。集団分析結果の提

示方法としてレーダーチャートを使用すること

に対する意見（Q11）については、その多くが肯
定的な意見であった。労働者に CAT に回答して
もらうにあたって事前に説明した方が良い情報

（Q12）については、「人によって提示される質問
項目が異なることや、従来の質問項目に追加して

実施することは、事前に説明があると親切だと思

った」、「提示される質問項目は 1人ひとり異なる
ことや、匿名化されていることは説明しておいた

方が良いと思う」等の意見が挙がった。 
 
Ｄ．考察 
 令和元年度の研究で構築された 2つのトピック
モデルからは、重複を除いた 31 の項目プール作
成への示唆が得られた。その多くが事業場レベル

における要因を測定することへの示唆であり、中

には既存の調査票（e.g., Inoue et al., 2014）では
扱われていなかったものも認められた。 
 労働災害の裁判事例から構築されたトピック

からは、仕事をするうえで関わる社外の労働者と

の関係、および社外の仕事を請負ことに関するス

トレス、上司-部下間で具体的なスキルや技術につ
いて教育指導が十分に受けられるかどうか、雇用

関係が複雑な派遣社員のメンタルヘルスを支援

する仕組み、外国人労働者のメンタルヘルスを支

援する仕組み、あるいは喫煙等の健康に影響を及

ぼす行動に関するルール整備や対策が十分に行

われているかどうかを尋ねる項目を含めること

で、事業場の課題に即した要因を測定できる可能

性が示された。 
 経営層のメッセージから構築されたトピック

からは、人々の幸福、および存在意義、地球環境、

および資源の保全、持続可能な社会への貢献、健

康や治療への貢献などの項目を含めることで、事

業場の目標に即した要因を測定できる可能性が

示された。これらは、国際連合が 2015 年から提
唱している SDGsと関連する内容であり、これら
を重視する事業場においては、労働者のメンタル

ヘルス、および well-beingの水準も高くなること
が予想される。 
 令和 2年度の研究では、上記のトピックモデル
をもとに、これまでに測定されてこなかった多様

な概念および調査項目案を作成した。 
 令和 3年度の研究では、令和 2年度までに作成
した調査項目案から、調査項目セットを使用した

職場環境改善の具体例について例示した。調査項

目の中でもイメージがしづらいと思われる「持続

的な成長」および「Well-beingの重視」について
取り上げ、（1）調査項目プール導入の背景、（2）

ストレスチェックの結果、（3）職場環境改善の実
施（取り組みの内容）、（4）改善後の評価、の流
れに沿ったことで始めから終わりまでイメージ

しやすく作成することがでいた。とくに（1）に
ついては当該項目プールをなぜ選んだのかを分

かりやすく解説することができた。 
 並行して実施した CAT の使用感に関する調査
では、CATについて、概ね肯定的な評価が得られ
た。とくに、項目数、項目内容の適切さ、負担感

の少なさ、項目内容の新鮮さへのコメントが多く

寄せられた。CATは、回答者の因子得点の推定に
応じて、個々に異なる質問項目を提示することが

特徴である。このことが回答のマンネリ化を防ぐ

ことにつながる可能性がある。 
 一方で、トラブルになる可能性や役立たない可

能性についての言及も一定数見られた。CATの特
徴である、「提示される質問項目が個々で異なる」

ということが、これまでのストレスチェックとは

異なるものであることから、利用にあたっては十

分に説明を行ったうえで活用してもらうことが

必要である。また、多くの調査項目セットから各

職場に適切な調査項目を選ぶ際にも困難が生じ

る可能性がある。ヒントやフローチャートなどを

用意し、職場のニーズに合った調査項目セットを

選べるような工夫が必要である。 
 本研究ではいくつかの限界がある。まず、令和

元年度の研究で使用したデータのソースが 2つに
限られており、事業場の課題や目標に即した内容

が網羅できていない可能性がある。また、経営層

のメッセージについては、企業のホームページの

内容のうち、どれが経営層のメッセージに該当す

るかの判断がデータを入力した者に依存してお

り、正確なデータの抽出ができていない可能性が

ある。トピックモデルの構築におけるハイパーパ

ラメータ（使用する単語数、およびトピックの数）、

想定されるトピックの内容、項目への示唆、およ

び項目への示唆が職場の心理社会的要因におけ

るどのレベルの事項に該当するかの判断にはい

ずれも研究分担者の恣意性が含まれており、妥当

性が不明である。また、モデルに基づいて作成さ

れた概念および調査項目案についても研究分担

者の恣意性が含まれており、妥当性が不明である。

CATの使用感に関する調査についても、実際に労
働者に試用してもらえたのは 4事業場のみであり、
参加者（人事労務担当者および産業保健スタッフ）

の意見に偏重していることから、労働者の使用感

についても更なる調査が必要である。また、本調

査に参加した事業場は、CATの使用意欲が高い事
業場であるため、CATの使用を広く求めた場合の
使用感は本調査の結果とは異なる可能性がある。

選ばれなかった調査項目セットの使用感につい

ては不明である。 
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Ｅ．結論 
 本研究では、労働災害に関する裁判事例、およ

び企業のホームページに掲載されている経営層

のメッセージから、事業場の課題、および目標に

関する主要な要因を要約し、項目プール作成への

示唆を得た。また、その示唆に基づき、仕事をす

るうえで関わる社外の労働者との関係、外国人労

働者のメンタルヘルスを支援する仕組み等を尋

ねる項目、あるいは、組織が人々の幸せ、および

生きる意味を重視しているかどうか、持続可能な

社会への貢献を重視しているかどうか、人々の健

康を重視しているかどうかを尋ねる項目をはじ

めとする多様な項目が作成された。さらに、これ

らの項目案を使用した職場環境改善の具体例に

ついて漫画という形で例示した。また、作成した

調査項目プールを用いて開発した CAT の使用感
については、その適切さや活用の見込みがあるこ

とが示された。一方で、労働者個々で回答する項

目が異なること、および調査項目セットを事業場

でどのように選択すべきか、という点については、

利用前の十分な説明が必要と考えられた。 
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ス
ト
レ
ス
（
作
業
レ
ベ
ル
）

 

N
ot

e.
 裁
判
事
例
の
最
大

20
%
で
出
現
し
て
い
る
単
語
の
う
ち
出
現
頻
度
の
高
い
上
位

1,
00

0
語
を
対
象
と
し
た
解
析
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表
2．
経
営
層
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
か
ら
抽
出
さ
れ
た
単
語
群
と
想
定
さ
れ
る
ト
ピ
ッ
ク
の
内
容
お
よ
び
調
査
項
目
へ
の
示
唆

 

N
o 

単
語
（
ト
ピ
ッ
ク
上
位

10
単
語
）

 
想
定
さ
れ
る
ト
ピ
ッ
ク

 
調
査
項
目
へ
の
示
唆
（
レ
ベ
ル
）

 

1 
活
用

 課
題

 解
決

 可
能

 領
域

 分
野

 業
界

 
様
々

 必
要

 人
材

 
・
新
し
い
技
術
の
活
用

 
・
領
域
、
業
界
に
お
け
る
課
題
の
解
決

 

・
新
し
い
技
術
を
活
用
す
る
組
織
（
事
業
場
レ
ベ
ル
）

 
・
業
界
に
お
け
る
課
題
の
解
決
を
重
視
す
る
組
織
（
事

業
場
レ
ベ
ル
）

 

2 
年
月

 強
化

 拡
大

 株
式
会
社

 基
盤

 体
制

 
株
主

 戦
略

 中
期

 推
進

 

・
中
長
期
的
な
企
業
の
成
長

 
・
安
定
し
た
経
営
基
盤

 
・
株
主
へ
の
御
礼

 

・
中
長
期
的
な
成
長
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ
ベ

ル
）

 
・
安
定
し
た
経
営
基
盤
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ

ベ
ル
）

 
・
株
主
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ
ベ
ル
）

 

3 
人
々

 そ
れ

 大
切

 仕
事

 多
く

 自
分

 幸
せ

 
感
動

 す
べ
て

 存
在

 
・
人
々
の
幸
福
、
お
よ
び
存
在
意
義

 
・
人
々
の
幸
せ
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ
ベ
ル
）

 
・
人
々
の
生
き
る
意
味
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ

ベ
ル
）

 

4 
利
益

 年
度

 売
上

 投
資

 住
宅

 経
済

 営
業

 
年
月

 連
結

 店
舗

 
・
売
上
、
利
益
の
強
調

 
・
経
済
へ
の
貢
献

 

・
企
業
の
利
益
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ
ベ
ル
）

 
・
経
済
を
通
じ
て
社
会
貢
献
す
る
こ
と
を
重
視
す
る
組

織
（
事
業
場
レ
ベ
ル
）

 

5 
地
球

 持
続

 安
全

 基
本

 エ
ネ
ル
ギ
ー

 
ホ
ル
ダ
ー

 ス
テ
ー
ク

 可
能

 方
針

 づ
く
り

 

・
地
球
環
境
、
お
よ
び
資
源
の
保
全

 
・
持
続
可
能
な
社
会
へ
の
貢
献

 
・
人
々
の
安
心
と
安
全

 
・
利
害
関
係
者
か
ら
の
信
頼

 

・
地
球
環
境
や
資
源
の
保
全
に
努
め
る
組
織
（
事
業
場

レ
ベ
ル
）

 
・
持
続
可
能
な
社
会
へ
の
貢
献
を
重
視
す
る
組
織
（
事

業
場
レ
ベ
ル
）

 
・
人
々
の
安
心
と
安
全
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ

ベ
ル
）

 
・
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
か
ら
の
信
頼
関
係
を
重
視
す
る

組
織
（
事
業
場
レ
ベ
ル
）

 

6 
生
産

 顧
客

 満
足

 物
流

 業
界

 分
野

 努
力

 
づ
く
り

 必
要

 メ
ー
カ
ー

 
・
顧
客
の
満
足

 
・
不
断
の
努
力

 

・
顧
客
の
満
足
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ
ベ
ル
）

 
・
常
に
努
力
す
る
こ
と
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ

ベ
ル
）

 

7 
さ
ま

 お
客

 健
康

 皆
さ
ま

 医
薬
品

 患
者

 
課
題

 金
融

 治
療

 持
続

 
・
顧
客
の
満
足

 
・
病
気
を
持
つ
患
者
の
健
康
や
治
療
へ
の
貢
献

 
・
顧
客
の
満
足
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ
ベ
ル
）

 
・
人
々
の
健
康
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ
ベ
ル
）
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表
2．
（
続
き
）

 

N
o 

単
語
（
ト
ピ
ッ
ク
上
位

10
単
語
）

 
想
定
さ
れ
る
ト
ピ
ッ
ク

 
調
査
項
目
へ
の
示
唆
（
レ
ベ
ル
）

 

8 
安
全

 積
極

 問
題

 徹
底

 憲
章

 自
ら

 公
正

 
工
事

 安
心

 責
任

 

・
社
会
へ
の
説
明
責
任

 
・
公
正
な
企
業
経
営

 
・
社
内
で
問
題
が
起
き
た
場
合
の
対
応

 

・
社
会
へ
の
説
明
責
任
を
果
た
そ
う
と
す
る
組
織
（
事

業
場
レ
ベ
ル
）

 
・
公
正
な
企
業
経
営
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ
ベ

ル
）

 
・
社
内
で
問
題
が
起
き
た
場
合
に
迅
速
に
対
応
で
き
る

組
織
（
事
業
場
レ
ベ
ル
）

 

9 
づ
く
り

 メ
ー
カ
ー

 分
野

 自
動
車

 部
品

 
期
待

 モ
ノ

 生
産

 装
置

 国
内

 
・
も
の
づ
く
り
に
よ
る
社
会
へ
の
貢
献

 
・
商
品
を
通
じ
た
社
会
へ
の
貢
献
を
重
視
す
る
組
織

（
事
業
場
レ
ベ
ル
）

 

10
 
関
係

 遵
守

 法
令

 尊
重

 適
切

 規
範

 公
正

 
従
業

 職
場

 開
示

 

・
公
正
性
、
透
明
性

 
・
法
令
、
規
範
の
遵
守

 
・
人
権
の
尊
重

 

・
公
正
性
、
透
明
性
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ
ベ

ル
）

 
・
法
令
、
規
範
の
遵
守
を
重
視
す
る
組
織
（
事
業
場
レ

ベ
ル
）

 
・
人
権
の
尊
重
を
重
視
す
る
組
織

 
N

ot
e.

 経
営
層
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
の
最
大

30
%
で
出
現
し
て
い
る
単
語
の
う
ち
出
現
頻
度
の
高
い
上
位

1,
00

0
語
を
対
象
と
し
た
解
析
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表
3．
事
業
場
の
課
題
に
関
す
る
ト
ピ
ッ
ク
モ
デ
ル
に
基
づ
い
た
測
定
概
念
お
よ
び
調
査
項
目
案

 
N

o 
概
念

 
項
目
案

 
引
用
元
ト
ピ
ッ
ク

 
1 

派
遣
社
員
を
支
援
す
る
仕
組
み

 

派
遣
社
員
は
、
そ
う
で
な
い
社
員
と
同
様
に
教
育
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る

 

モ
デ
ル

1、
ト
ピ
ッ
ク

1 
2 

派
遣
社
員
に
対
し
て
、
そ
う
で
な
い
社
員
と
同
様
に
健
康
管
理
が
行
わ
れ
て
い
る

 
3 

派
遣
社
員
は
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る

 
4 

派
遣
社
員
は
、
そ
う
で
な
い
社
員
と
同
様
に
管
理
監
督
が
行
わ
れ
て
い
る

 
5 

派
遣
社
員
は
、
そ
う
で
な
い
社
員
と
同
様
に
必
要
な
情
報
に
ア
ク
セ
ス
で
き
る

 
6 

従
業
員
の
教
育
・
指
導

 

従
業
員
の
健
康
を
守
る
た
め
に
必
要
な
教
育
・
指
導
が
十
分
に
行
わ
れ
て
い
る

 

モ
デ
ル

1、
ト
ピ
ッ
ク

1 
7 

従
業
員
の
安
全
を
守
る
た
め
に
必
要
な
教
育
・
指
導
が
十
分
に
行
わ
れ
て
い
る

 
8 

外
国
人
を
含
む
す
べ
て
の
従
業
員
に
対
す
る
教
育
・
指
導
が
十
分
に
行
わ
れ
て
い
る

 
9 

危
険
な
作
業
に
従
事
す
る
従
業
員
に
対
す
る
教
育
・
指
導
が
十
分
に
行
わ
れ
て
い
る

 
10

 
上
司
か
ら
部
下
に
対
す
る
教
育
・
指
導
が
十
分
に
行
わ
れ
て
い
る

 
11

 

時
間
外
労
働
に
よ
る
ス
ト
レ
ス

 

時
間
外
労
働
に
よ
る
心
理
的
負
荷
が
か
か
る

 

モ
デ
ル

1、
ト
ピ
ッ
ク

2、
ト
ピ
ッ
ク

10
 

12
 

時
間
外
労
働
が
恒
常
的
に
続
い
て
い
る

 
13

 
時
間
外
労
働
に
よ
っ
て
疲
労
が
蓄
積
し
て
い
る

 
14

 
自
分
の
時
間
外
労
働
は
正
確
に
把
握
さ
れ
て
い
な
い

 
15

 
時
間
外
労
働
を
是
正
す
る
対
策
が
講
じ
ら
れ
て
い
る

 
16

 

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
な
い
職
場

 

職
場
で
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
を
訴
え
る
メ
ン
バ
ー
が
い
る

 

モ
デ
ル

1、
ト
ピ
ッ
ク

2 
17

 
度
を
越
え
た
叱
責
や
注
意
を
受
け
る
こ
と
が
あ
る

 
18

 
暴
言
や
暴
力
を
目
撃
し
た
り
、
受
け
た
り
す
る
こ
と
が
あ
る

 
19

 
不
法
行
為
を
強
要
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る

 
20

 
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
防
止
策
が
講
じ
ら
れ
て
い
る

 
21

 

休
職
に
関
連
し
た
制
度

 

病
気
や
け
が
に
な
っ
て
も
、
安
心
し
て
休
職
で
き
る
職
場
だ

 

モ
デ
ル

1、
ト
ピ
ッ
ク

3 
22

 
病
気
や
け
が
で
休
み
た
く
て
も
休
職
で
き
る
仕
組
み
が
な
い

 
23

 
職
場
復
帰
に
関
す
る
制
度
が
き
ち
ん
と
定
め
ら
れ
て
い
る

 
24

 
職
場
復
帰
す
る
と
き
に
意
に
反
し
て
職
場
復
帰
で
き
な
か
っ
た
り
、
解
雇
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る

 
25

 
休
職
の
経
験
を
理
由
に
昇
進
や
昇
給
が
妨
げ
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る

 
26

 
外
国
人
労
働
者
、
研
修
生
、
技
能
実
習

生
を
支
援
す
る
仕
組
み

 

外
国
人
労
働
者
は
、
日
本
人
労
働
者
に
比
べ
て
賃
金
や
待
遇
に
差
が
あ
る

 

モ
デ
ル

1、
ト
ピ
ッ
ク

3 
27

 
外
国
人
労
働
者
に
も
読
む
こ
と
が
で
き
る
言
語
で
情
報
が
伝
達
さ
れ
て
い
る

 
28

 
外
国
人
労
働
者
に
対
し
て
、
日
本
人
労
働
者
と
同
様
に
健
康
管
理
が
行
わ
れ
て
い
る

 
29

 
外
国
人
労
働
者
は
、
日
本
人
労
働
者
と
同
様
に
教
育
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る

 
30

 
外
国
人
労
働
者
は
、
日
本
人
労
働
者
と
同
様
に
管
理
監
督
が
行
わ
れ
て
い
る

 
31

 

喫
煙
に
関
す
る
ル
ー
ル

 

喫
煙
に
関
す
る
ル
ー
ル
が
き
ち
ん
と
定
め
ら
れ
て
い
る

 

モ
デ
ル

1、
ト
ピ
ッ
ク

4 
32

 
受
動
喫
煙
に
よ
る
健
康
へ
の
悪
影
響
が
不
安
で
あ
る

 
33

 
禁
煙
・
分
煙
に
対
す
る
措
置
が
取
ら
れ
て
い
る
職
場
だ

 
34

 
喫
煙
者
と
禁
煙
者
の
間
で
待
遇
に
格
差
が
あ
る
よ
う
に
感
じ
る

 
35

 
職
場
に
い
る
せ
い
で
、
タ
バ
コ
の
煙
へ
の
曝
露
が
増
え
て
い
る
よ
う
に
感
じ
る

 
36

 
付
き
合
い
の
あ
る
会
社
（
請
負
関
係
、

取
引
先
等
）
に
関
す
る
ス
ト
レ
ス

 

付
き
合
い
の
あ
る
会
社
や
元
請
会
社
か
ら
無
理
な
要
求
を
受
け
る
こ
と
が
あ
る

 

モ
デ
ル

1、
ト
ピ
ッ
ク

7 
37

 
付
き
合
い
の
あ
る
会
社
や
元
請
会
社
の
社
員
と
の
人
間
関
係
は
よ
く
な
い

 
38

 
下
請
会
社
の
社
員
に
対
し
て
も
健
康
管
理
を
行
っ
て
い
る

 
39

 
下
請
会
社
の
社
員
に
対
し
て
も
安
全
・
衛
生
管
理
を
行
っ
て
い
る

 
40

 
下
請
会
者
の
社
員
に
対
し
て
も
き
ち
ん
と
管
理
監
督
が
行
わ
れ
て
い
る
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表
4．
事
業
場
の
目
標
に
関
す
る
ト
ピ
ッ
ク
モ
デ
ル
に
基
づ
い
た
測
定
概
念
お
よ
び
調
査
項
目
案

 
N

o 
概
念

 
項
目
案

 
引
用
元
ト
ピ
ッ
ク

 
1 

新
し
さ
の
活
用

 

新
し
い
技
術
、
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
を
積
極
的
に
活
用
す
る
組
織
だ

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

1 
2 

デ
ー
タ
や
情
報
を
活
用
す
る
こ
と
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
3 

世
の
中
の
変
化
を
恐
れ
ず
に
取
り
入
れ
る
組
織
だ

 
4 

日
本
だ
け
で
な
く
世
界
中
の
技
術
を
グ
ロ
ー
バ
ル
に
活
用
す
る
組
織
だ

 
5 

新
た
な
資
源
を
活
用
す
る
こ
と
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
6 

課
題
の
解
決

 

地
域
、
社
会
の
課
題
を
解
決
す
る
こ
と
を
重
視
す
る
組
織
だ

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

1 
7 

自
組
織
の
み
で
な
く
、
業
界
全
体
の
課
題
解
決
を
目
指
す
組
織
だ

 
8 

顧
客
の
抱
え
る
課
題
解
決
に
取
り
組
む
組
織
だ

 
9 

自
組
織
の
課
題
を
明
確
に
把
握
し
、
解
決
に
取
り
組
む
組
織
だ

 
10

 
自
組
織
の
み
で
な
く
、
人
類
全
体
の
課
題
解
決
を
目
指
す
組
織
だ

 
11

 

中
長
期
的
な
成
長

 

中
長
期

 (5
～

10
年

) の
経
営
戦
略
、
成
長
戦
略
が
あ
る
組
織
だ

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

2 
12

 
組
織
の
戦
略
は
多
岐
に
渡
っ
て
い
る

 
13

 
持
続
的
な
成
長
の
た
め
の
戦
略
を
持
っ
て
い
る
組
織
だ

 
14

 
常
に
新
し
い
成
長
戦
略
を
持
つ
組
織
だ

 
15

 
こ
の
組
織
に
は
し
っ
か
り
と
し
た
経
営
基
盤
が
あ
る

 
16

 

株
主
の
重
視

 

株
主
へ
の
礼
儀
や
感
謝
を
忘
れ
な
い
組
織
だ

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

2 
17

 
株
主
に
価
値
を
提
供
す
る
こ
と
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
18

 
株
主
か
ら
の
評
価
や
信
頼
を
得
る
こ
と
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
19

 
株
主
の
期
待
に
応
え
る
こ
と
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
20

 
株
主
に
利
益
を
還
元
す
る
こ
と
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
21

 

幸
福
の
重
視

 

顧
客
や
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
幸
せ
を
重
視
す
る
組
織
だ

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

3 
22

 
こ
の
組
織
は
、
利
益
の
追
求
と
同
じ
く
ら
い
、
人
々
の
幸
福
を
追
求
し
て
い
る

 
23

 
世
の
中
の
一
人
一
人
の
幸
せ
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
24

 
こ
の
組
織
は
、
現
在
だ
け
で
な
く
、
未
来
の
幸
せ
の
た
め
に
何
が
必
要
か
を
考
え
て
い
る

 
25

 
顧
客
だ
け
で
な
く
、
従
業
員
の
幸
せ
も
重
視
す
る
組
織
だ

 
26

 

組
織
の
存
在
意
義

 

こ
の
組
織
は
、
何
の
た
め
に
組
織
が
存
在
す
る
の
か
を
明
確
に
理
解
し
て
い
る

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

3 
27

 
存
在
意
義
が
は
っ
き
り
と
し
た
組
織
だ

 
28

 
組
織
が
掲
げ
る
使
命
が
は
っ
き
り
し
て
い
る

 
29

 
こ
の
組
織
が
何
を
目
指
す
の
か
、
組
織
の
メ
ン
バ
ー
に
も
伝
え
ら
れ
て
い
る

 
30

 
組
織
の
ビ
ジ
ョ
ン
が
は
っ
き
り
し
て
い
る

 
31

 

経
済
へ
の
貢
献

 

利
益
の
追
求
を
何
よ
り
も
重
視
す
る
組
織
だ

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

4 
32

 
経
済
へ
貢
献
す
る
こ
と
を
組
織
の
使
命
と
し
て
い
る

 
33

 
人
々
の
経
済
的
な
豊
か
さ
を
追
求
す
る
組
織
だ

 
34

 
従
業
員
経
済
的
な
豊
か
さ
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
35

 
こ
の
組
織
は
、
国
内
外
の
経
済
が
し
っ
か
り
と
見
通
せ
て
い
る

 
36

 

持
続
可
能
な
社
会

 

持
続
可
能
な
社
会
へ
の
貢
献
を
重
視
す
る
組
織
だ

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

5 
37

 
環
境
の
保
全
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
38

 
有
限
で
あ
る
資
源
の
有
効
活
用
や
保
全
に
気
を
つ
け
て
い
る
組
織
だ

 
39

 
こ
の
組
織
で
は
、
地
球
温
暖
化
の
対
策
を
行
っ
て
い
る

 
40

 
地
球
と
社
会
の
未
来
を
見
据
え
た
活
動
を
行
う
組
織
だ
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表
4．
（
続
き
）

 
N

o 
概
念

 
項
目
案

 
引
用
元
ト
ピ
ッ
ク

 
41

 

安
心
と
安
全
の
重
視

 

利
益
の
追
求
よ
り
も
、
安
心
と
安
全
を
優
先
す
る
組
織
だ

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

5 
42

 
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
安
心
と
安
全
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
43

 
安
心
で
き
る
社
会
へ
の
貢
献
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
44

 
安
全
な
労
働
環
境
が
確
保
さ
れ
て
い
る
組
織
だ

 
45

 
こ
の
組
織
は
、
安
心
、
安
全
な
職
場
づ
く
り
に
注
力
し
て
い
る

 
46

 
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
（
利
害
関
係
者
）

の
重
視

 

こ
の
組
織
で
は
何
か
を
決
め
る
と
き
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
か
ら
の
意
見
を
重
視
す
る

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

5 
47

 
こ
の
組
織
は
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
が
ど
ん
な
関
心
を
持
つ
か
に
配
慮
す
る

 
48

 
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
か
ら
の
理
解
や
信
頼
を
得
る
こ
と
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
49

 
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
が
満
足
す
る
こ
と
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
50

 
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
対
す
る
責
任
を
果
た
そ
う
と
す
る
組
織
だ

 
51

 

顧
客
の
満
足

 

顧
客
が
満
足
す
る
こ
と
を
何
よ
り
も
優
先
す
る
組
織
だ

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

6、
ト
ピ
ッ
ク

7 
52

 
顧
客
が
満
足
す
る
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
目
指
す
組
織
だ

 
53

 
顧
客
の
満
足
に
つ
な
が
る
価
値
の
創
造
を
目
指
す
組
織
だ

 
54

 
こ
の
組
織
は
、
利
益
が
顧
客
の
満
足
か
ら
生
ま
れ
る
と
考
え
て
い
る

 
55

 
こ
の
組
織
は
、
顧
客
満
足
度
を
重
要
な
指
標
と
し
て
と
ら
え
て
い
る

 
56

 

健
康
の
重
視

 

人
々
の
健
康
を
重
視
す
る
組
織
だ

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

7 
57

 
こ
の
組
織
は
、
健
康
寿
命
の
延
伸
に
注
力
し
て
い
る

 
58

 
健
康
に
資
す
る
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
59

 
顧
客
だ
け
で
な
く
、
従
業
員
の
健
康
も
大
切
に
す
る
組
織
だ

 
60

 
こ
の
組
織
は
、
従
業
員
の
健
康
を
守
る
こ
と
で
組
織
の
利
益
に
つ
な
が
る
と
考
え
て
い
る

 
61

 

社
会
的
責
任
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

 

組
織
の
活
動
内
容
を
社
会
へ
説
明
す
る
責
任
を
重
視
す
る
組
織
だ

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

8、
ト
ピ
ッ
ク

10
 

62
 

こ
の
組
織
は
、
法
令
、
ル
ー
ル
、
規
範
を
守
る
こ
と
は
当
然
と
考
え
て
い
る

 
63

 
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
64

 
国
内
だ
け
で
な
く
、
国
外
の
法
令
や
条
約
を
守
る
こ
と
も
重
視
す
る
組
織
だ

 
65

 
社
会
に
対
す
る
組
織
の
責
任
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
66

 

公
正
性
、
透
明
性

 

公
正
で
透
明
な
取
引
を
重
視
す
る
組
織
だ

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

8、
ト
ピ
ッ
ク

10
 

67
 

こ
の
組
織
は
、
組
織
に
関
す
る
情
報
を
適
切
に
社
会
に
公
開
し
て
い
る

 
68

 
社
会
か
ら
の
要
請
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
速
や
か
に
組
織
の
情
報
を
開
示
し
て
い
る

 
69

 
組
織
内
で
問
題
が
あ
っ
た
場
合
で
も
、
情
報
を
隠
さ
ず
開
示
し
て
い
る

 
70

 
付
き
合
い
の
あ
る
組
織
と
の
公
正
で
透
明
な
関
係
を
重
視
す
る
組
織
だ

 
71

 

人
権
の
重
視

 

基
本
的
人
権
を
重
視
す
る
組
織
だ

 

モ
デ
ル

2、
ト
ピ
ッ
ク

10
 

72
 

こ
の
組
織
は
、
組
織
の
活
動
が
人
の
基
本
的
な
権
利
を
侵
害
し
な
い
よ
う
気
を
つ
け
て
い
る

 
73

 
組
織
は
、
差
別
や
偏
見
の
禁
止
を
公
言
し
て
い
る

 
74

 
利
益
を
追
求
す
る
よ
り
も
、
人
と
し
て
の
権
利
を
尊
重
す
る
組
織
だ

 
75

 
基
本
的
人
権
を
守
る
法
令
や
条
約
を
守
る
こ
と
を
重
視
す
る
組
織
だ
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表 5．CATの使用感に関する調査の結果 

 
収束条件 

全体 
(N=14) se < 0.25 

(N=5) 
se < 0.35 

(N=9) 
職種    
人事労務担当者 4 (80.0%) 0 (0%) 4 (28.6%) 
産業保健スタッフ 1 (20.0%) 9 (100%) 10 (71.4%) 

CATの使用対象    
労働者（複数職場） 2 (40.0%) 0 (0%) 2 (14.3%) 
労働者（単一職場） 1 (20.0%) 1 (11.1%) 2 (14.3%) 
アンケート参加者のみ 2 (40.0%) 8 (88.9%) 10 (71.4%) 

調査項目セット    
1「労働者の成長・職場の活性化を目指したい」 2 (40.0%) 5 (55.6%) 7 (50.0%) 
5「職場環境を全般的に把握して改善したい」 1 (20.0%) 3 (33.3%) 4 (28.6%) 
8「労働者の安全と健康を守りたい」 2 (40.0%) 1 (11.1%) 3 (21.4%) 

項目数の適切さ    
少なすぎる 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 
適切である 5 (100%) 9 (100%) 14 (100%) 
多すぎる 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 

回答の負担感    
全く負担に感じなかった 3 (60.0%) 2 (22.2%) 5 (35.7%) 
あまり負担に感じなかった 2 (40.0%) 6 (66.7%) 8 (57.1%) 
どちらとも言えない 0 (0%) 1 (11.1%) 1 (7.1%) 
やや負担に感じた 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 
かなり負担に感じた 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 

項目内容の適切さ    
全く適していない 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 
あまり適していない 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 
どちらとも言えない 1 (20.0%) 1 (11.1%) 2 (14.3%) 
やや適している 3 (60.0%) 5 (55.6%) 8 (57.1%) 
とても適している 1 (20.0%) 3 (33.3%) 4 (28.6%) 

集団分析の結果が職場の状況を反映していたか*    
全く反映していなかった 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 
あまり反映していなかった 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 
どちらとも言えない 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 
やや反映していた 2 (66.7%) 1 (100%) 3 (75.0%) 
とても反映していた 1 (33.3%) 0 (0%) 1 (25.0%) 

* CATの使用対象に「労働者（複数職場）」または「労働者（単一職場）」と回答した者のみを分析 
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表 5．（続き）

収束条件
全体

(N=14)se < 0.25
(N=5)

se < 0.35
(N=9)

項目の活用の見込み

全く活用できない 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
あまり活用できない 1 (20.0%) 0 (0%) 1 (7.1%)
どちらとも言えない 2 (40.0%) 1 (11.1%) 3 (21.4%)
やや活用できる 2 (40.0%) 4 (44.4%) 6 (42.9%)
大いに活用できる 0 (0%) 4 (44.4%) 4 (28.6%)

困難やトラブルになりそうだと感じたこと

あった（ありそうだと思った） 2 (40.0%) 6 (66.7%) 8 (57.1%)
なかった（なさそうだと思った） 3 (60.0%) 3 (33.3%) 6 (42.9%)

CAT の活用の見込み

全く活用できない 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
あまり活用できない 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
どちらとも言えない 0 (0%) 1 (11.1%) 1 (7.1%)
やや活用できる 4 (80.0%) 2 (22.2%) 6 (42.9%)
大いに活用できる 1 (20.0%) 6 (66.7%) 7 (50.0%)
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表
6．

CA
T
の
使
用
感
に
関
す
る
調
査
の
結
果
：
自
由
記
述

 
質
問
項
目
（
回
答
割
合
）

 
理
由
（
自
由
記
述
）

 
項
目
数
の
適
切
さ

 
 

適
切
で
あ
る

 
(1

00
%

) 

・
最
大

15
問
程
度
で
あ
れ
ば
、
数
分
程
度
で
回
答
で
き
る
分
量
だ
と
思
っ
た
。

 
・
従
来
の
職
業
性
ス
ト
レ
ス
簡
易
調
査
票
に
追
加
す
る
の
で
あ
れ
ば
、

CA
T
に
よ
る
追
加
分
は
そ
こ
ま
で
増
え
な
い
と
思
う
の
で
、
負
担
に
は
な
ら
な
い
と
思
っ
た
。

 
・

5分
程
度
で
全
て
の
質
問
に
回
答
で
き
る
く
ら
い
の
分
量
な
の
で
、
ス
ト
レ
ス
が
な
か
っ
た
。

 
・

5-
6
問
～

15
問
で
あ
れ
ば
回
答
の
負
担
は
ほ
と
ん
ど
な
い
た
め
、
適
切
な
質
問
量
だ
と
思
う
。
逆
に
、
そ
れ
以
上
少
な
い
と
少
な
す
ぎ
る
（
適
切
に
測
定
で
き
て
い
る
の
か
不

安
に
な
る
）
の
で
は
な
い
か
と
思
っ
た
。

 
・
多
く
の
回
答
者
が
従
来
の
職
業
性
ス
ト
レ
ス
簡
易
調
査
票
か
ら
の
変
化
を
感
じ
な
い
程
度
の
分
量
だ
と
思
っ
た
。

 
・
実
際
に
操
作
を
行
っ
て
み
て
、
短
い
時
間
で
回
答
で
き
る
た
め
、
負
担
が
少
な
い
と
感
じ
た
。
今
回
は

5-
6問
程
度
で
終
了
す
る
回
答
パ
タ
ー
ン
だ
っ
た
が
、
最
大
の

15
問
に

回
答
す
る
パ
タ
ー
ン
に
当
た
っ
た
場
合
は
、
や
や
質
問
が
多
く
感
じ
る
可
能
性
は
あ
る
と
思
う
。

 
・
回
答
に
応
じ
て
設
問
が
提
示
さ
れ
る
た
め
、
項
目
数
が
多
い
と
い
う
印
象
は
な
か
っ
た
。
た
だ
、
回
答
で
き
た
設
問
が
少
な
い
こ
と
で
「
職
場
環
境
改
善
活
動
の
ヒ
ン
ト
と
な

る
項
目
」
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
が
乏
し
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
よ
う
に
感
じ
た
。

 
・
新
職
業
性
ス
ト
レ
ス
簡
易
調
査
票
と
比
較
し
て
、

15
問
程
度
で
あ
れ
ば
許
容
範
囲
と
感
じ
た
。
実
際
に
使
っ
て
み
た
が
、

5
分
と
か
か
ら
な
か
っ
た
。
新
し
い
内
容
だ
っ
た
の

で
新
鮮
だ
っ
た
。

 
・
あ
ま
り
負
担
に
な
ら
な
い
項
目
数
と
思
っ
た
。

 
・
ち
ょ
う
ど
良
い
量
だ
と
思
う
。

W
EB
回
答
だ
と
画
面
が
都
度
切
り
替
わ
る
の
で
、

57
項
目
を
紙
で
回
答
す
る
よ
り
も
短
く
感
じ
、
そ
の
後
に
最
大

15
問
で
あ
っ
て
も
長
く
は

感
じ
な
い
と
思
う
。
文
字
だ
け
で
の
説
明
だ
と
長
い
イ
メ
ー
ジ
だ
っ
た
が
、
実
際
に
体
験
す
る
と
長
く
感
じ
な
か
っ
た
。

 
・
質
問
の
内
容
も
難
し
か
っ
た
り
、
考
え
さ
せ
ら
れ
る
よ
う
な
負
荷
は
感
じ
な
か
っ
た
（
考
え
な
い
と
答
え
ら
れ
な
い
よ
う
な
質
問
は
な
か
っ
た
）
。

 
調
査
の
内
容
を
追
加
し
て
も
、
短
時
間
で
終
了
す
る
と
思
っ
た
。

 
・
細
分
化
し
す
ぎ
る
と
社
内
で
合
意
形
成
す
る
の
が
難
し
く
な
り
、
ま
た
、
調
査
項
目
セ
ッ
ト
を
選
ぶ
人
の
主
観
が
増
え
る
た
め
、
項
目
数
は
適
切
と
思
う
。
市
場
に
照
ら
す
と

「
長
期
就
業
が
で
き
る
会
社
な
の
か
」
み
た
い
な
項
目
が
あ
っ
て
も
良
い
の
で
は
な
い
か
と
思
っ
た
。

 
回
答
の
負
担
感

 
 

負
担
に
感
じ
な
か
っ
た

 
(9

2.8
%

) 

・
従
来
の
職
業
性
ス
ト
レ
ス
簡
易
調
査
票
（

57
項
目
）
に
回
答
し
た
上
で

CA
T
に
回
答
し
た
わ
け
で
は
な
い
の
で
、
体
感
と
し
て
は
「
全
く
負
担
に
感
じ
な
か
っ
た
」
に
近
か

っ
た
が
、
実
際
の
運
用
を
イ
メ
ー
ジ
す
る
と
「
あ
ま
り
負
担
に
感
じ
な
か
っ
た
」
に
な
る
と
思
っ
た
。

 
・
と
く
に
負
担
感
は
な
か
っ
た
。
質
問
項
目
の
内
容
も
、
答
え
づ
ら
い
も
の
は
な
い
と
思
っ
た
。

 
・
従
来
の
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
よ
り
も
質
問
数
が
少
な
く
、
時
間
が
か
か
ら
な
い
と
思
っ
た
。
（
←
「
従
来
の
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
に
追
加
す
る
」
と
い
う
コ
ン
セ
プ
ト
を
理
解

で
き
て
い
な
い
可
能
性
あ
り
）

 
・
画
面
を
ク
リ
ッ
ク
す
る
こ
と
で
次
々
に
質
問
が
出
題
さ
れ
、
テ
ン
ポ
良
く
回
答
で
き
た
。
数
分
で
回
答
が
終
わ
っ
た
の
で
、
ほ
と
ん
ど
負
担
は
感
じ
な
か
っ
た
。
ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
自
体
を
負
担
と
感
じ
て
い
る
人
も
い
る
と
思
う
の
で
「
全
く
負
担
に
感
じ
な
か
っ
た
」
で
は
な
く
「
あ
ま
り
負
担
に
感
じ
な
か
っ
た
」
と
回
答
し
た
。

 
・
質
問
項
目
数
が
過
剰
で
は
な
く
、
質
問
文
も
比
較
的
短
文
で
わ
か
り
や
す
い
内
容
で
あ
っ
た
た
め
、
実
際
の
回
答
時
間
も
比
較
的
短
時
間
で
済
む
と
思
っ
た
。

 
・
短
い
時
間
で
全
回
答
が
終
了
し
た
。
今
回
は
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
の
た
め
、
入
力
機
器
が

1
台
で
あ
っ
た
が
、
複
数
人
が
同
時
に
回
答
で
き
る
よ
う
な
シ
ス
テ
ム
に
な
る
と
、
更
に

良
い
と
感
じ
た
。

 
・

5分
以
下
で
終
了
し
、
初
見
の
項
目
も
多
か
っ
た
の
で
新
鮮
だ
っ
た
。
短
時
間
で
は
あ
っ
た
が
、
実
際
に

CA
T
を
使
用
す
る
際
に
は
、
ど
う
し
て
そ
の
調
査
項
目
セ
ッ
ト
を
追

加
し
た
の
か
、
事
前
に
労
働
者
に
説
明
を
し
た
方
が
良
い
よ
う
に
思
っ
た
。
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・
深
く
考
え
な
い
と
い
け
な
い
よ
う
な
難
し
い
質
問
項
目
は
な
く
、
回
答
し
や
す
か
っ
た
。

 
・
ス
ム
ー
ズ
に
回
答
で
き
た
。
当
社
の
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
は
紙
回
答
と

W
EB
回
答
の
両
方
を
取
り
入
れ
て
い
る
が
、

W
EB
は
回
答
し
や
す
く
、
テ
レ
ワ
ー
ク
に
も
適
応
で

き
、
今
の
時
代
に
も
合
っ
て
い
る
の
で
、

CA
T
も
同
じ
よ
う
に
負
担
だ
と
感
じ
な
い
人
が
多
い
と
思
う
。

 
・
回
答
し
や
す
い
設
問
と
思
っ
た
。

 
・
短
時
間
で
終
了
し
た
た
め
、
負
担
に
感
じ
な
か
っ
た
。

 
・
設
問
数
は
少
な
い
と
感
じ
た
。

 
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

 
(7

.2%
) 

・
個
別
の
回
答
に
は
何
ら
負
担
は
感
じ
な
か
っ
た
が
、
対
象
者
に
端
末
を
配
布
し
、
順
次
回
答
さ
せ
る
方
法
は
、
従
来
の
紙
面
あ
る
い
は

W
EB
上
で
の
回
答
よ
り
は
手
間
が
か

か
る
た
め
、
担
当
者
を
明
確
に
選
任
し
て
お
く
必
要
性
を
感
じ
た
。
「
職
場
単
位
で
回
答
を
収
集
す
る
」
と
い
う
点
で
は
、
や
や
負
担
に
な
る
と
思
っ
た
。

 
項
目
内
容
の
適
切
さ

 
 

適
し
て
い
る

 
(8

5.7
%

) 

・
調
査
項
目
セ
ッ
ト

1「
労
働
者
の
成
長
・
職
場
の
活
性
化
を
目
指
し
た
い
」
に
含
ま
れ
る
項
目
プ
ー
ル

1（
仕
事
に
対
す
る
前
向
き
な
考
え
）
、

10
（
職
場
機
能
）
、

18
（
労

働
者
の
成
長
・
活
躍
）
は
、
と
も
に
質
問
の
バ
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
が
多
く
、
多
角
的
に
評
価
で
き
る
と
感
じ
た
。

 
・
提
示
さ
れ
る
項
目
数
が
多
く
な
い
の
で
、
集
中
し
て
回
答
で
き
、
状
況
を
正
し
く
評
価
で
き
る
と
思
っ
た
。

 
・
任
意
に
調
査
項
目
セ
ッ
ト
を
選
択
で
き
る
の
で
、
事
業
場
ご
と
に
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
状
況
把
握
が
で
き
る
と
思
う
。

 
・
調
査
項
目
セ
ッ
ト

8「
労
働
者
の
安
全
と
健
康
を
守
り
た
い
」
の
う
ち
、
項
目
プ
ー
ル

21
（

W
ell

-b
ein

g の
重
視
）
に
は
安
全
を
直
接
評
価
す
る
項
目
が
含
ま
れ
て
い
た
が
、

そ
の
他
の
項
目
プ
ー
ル
に
は
そ
の
よ
う
な
項
目
が
含
ま
れ
て
い
な
か
っ
た
の
で
、
も
う
少
し
安
全
を
直
接
評
価
で
き
る
項
目
が
多
い
と
、
現
業
系
の
職
場
で
も
使
い
や
す
い
と

感
じ
た
。

 
・
嘱
託
産
業
医
先
で
就
業
時
間
内
敷
地
内
禁
煙
施
策
が
開
始
さ
れ
た
事
に
よ
る
ス
ト
レ
ス
の
訴
え
が
あ
っ
た
が
、
調
査
項
目
セ
ッ
ト

5 「
職
場
環
境
を
全
般
的
に
把
握
し
て
改
善

し
た
い
」
に
含
ま
れ
る
項
目
プ
ー
ル
は
、
職
場
環
境
に
よ
る
影
響
を
把
握
す
る
の
に
適
し
て
い
る
と
思
っ
た
。

 
・
教
育
機
能
を
持
っ
た
職
場
の
た
め
、
労
働
者
の
「
成
長
」
は
不
可
欠
な
使
命
で
あ
り
、
項
目
と
も
合
致
し
て
い
る
と
思
っ
た
。
た
だ
、
項
目
に
提
示
さ
れ
る
よ
う
な
「
新
し
い

こ
と
」
へ
の
経
験
、
習
熟
以
外
の
既
に
あ
る
ス
キ
ル
等
の
「
成
長
」
に
つ
い
て
も
把
握
し
た
い
と
も
感
じ
た
。
労
働
者
の
行
動
面
の
項
目
も
把
握
で
き
る
と
、
な
お
理
想
的
と

思
っ
た
。

 
・
各
項
目
が
、
想
定
し
て
い
る
事
業
場
の
状
況
に
そ
れ
な
り
に
適
し
て
い
る
と
感
じ
た
。
事
業
場
が
抵
抗
感
を
示
す
項
目
は
あ
ま
り
な
い
よ
う
に
思
っ
た
。
ど
の
調
査
項
目
セ
ッ

ト
を
選
ぶ
か
と
い
う
こ
と
に
つ
い
て
は
、
安
全
衛
生
委
員
会
な
ど
で
話
し
合
っ
て
も
良
い
よ
う
に
思
っ
た
。

 
・
成
長
感
を
持
っ
て
仕
事
を
し
て
い
る
か
、
仕
事
を
通
じ
て
学
び
が
あ
る
か
を
知
り
た
か
っ
た
た
め
、
調
査
項
目
セ
ッ
ト

1 「
労
働
者
の
成
長
・
職
場
の
活
性
化
を
目
指
し
た
い
」

の
項
目
は
適
し
て
い
る
と
感
じ
た
。

 
・
こ
れ
ま
で
パ
タ
ー
ン
化
さ
れ
た
ア
ン
ケ
ー
ト
に
慣
れ
て
い
た
の
で
、
状
況
把
握
に
関
し
て
は
新
た
な
視
点
か
ら
の
発
見
に
つ
な
が
る
と
思
う
。

 
・
項
目
プ
ー
ル

10
（
職
場
機
能
）
の
内
容
が
と
く
に
良
い
と
思
っ
た
。
回
答
し
て
い
く
過
程
に
お
い
て
も
、
回
答
者
に
気
付
き
（
職
場
環
境
、
コ
ン
デ
ィ
シ
ョ
ン
、
人
間
関
係
、

活
力
度
な
ど
）
を
与
え
ら
れ
る
よ
う
な
気
が
し
た
。

 

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

 
(1

4.3
%

) 

・
項
目
プ
ー
ル

5（
職
場
環
境
に
よ
る
ス
ト
レ
ス
）
は
、
喫
煙
に
関
す
る
項
目
に
偏
っ
て
い
る
印
象
な
の
で
、
作
業
空
間
（
ス
ペ
ー
ス
の
確
保
）
や
休
憩
室
、
ト
イ
レ
な
ど
に
つ

い
て
含
め
る
の
も
一
手
と
感
じ
た
。
項
目
プ
ー
ル

10
（
職
場
機
能
）
と

15
（
公
正
／
誠
実
な
組
織
）
は
、
類
似
す
る
質
問
項
目
が
含
ま
れ
て
い
る
の
が
気
に
な
っ
た
。

 
・
強
み
の
確
認
、
課
題
の
認
識
合
わ
せ
、
課
題
に
対
す
る
ア
ク
シ
ョ
ン
の
進
捗
確
認
な
ど
、
選
択
す
る
理
由
で
変
化
す
る
た
め
、
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い
と
思
っ
た
。
状
況
は
把

握
で
き
た
。

 
集
団
分
析
の
結
果
が
職
場
の
状
況
を
反
映
し
て
い
た
か

 
反
映
し
て
い
た

 
(1

00
%

) 
・
職
場
単
位
で
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
指
標
を
見
え
る
化
す
る
機
会
は
な
か
っ
た
た
め
、
貴
重
な
振
り
返
り
の
機
会
に
な
っ
た
。
集
団
分
析
結
果
を
受
け
取
っ
た
後
、
労
働
者
に
ヒ
ア
リ

ン
グ
し
て
み
る
と
「
強
み
」
と
「
課
題
」
の
い
ず
れ
も
結
果
と
関
連
し
た
印
象
を
持
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。
継
続
的
に
観
察
す
る
こ
と
で
、
実
態
と
の
関
連
を
さ
ら
に
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理
解
で
き
る
よ
う
に
な
る
と
の
期
待
を
抱
い
た
。

 
・
会
社
・
職
場
・
同
僚
に
対
し
て
、
無
関
心
で
あ
る
と
日
頃
か
ら
感
じ
て
い
る
の
で
、
結
果
に
違
和
感
は
な
か
っ
た
。
上
司
の
責
任
が
大
き
い
と
思
う
が
、
社
風
な
の
で
は
？
と

思
っ
て
い
る
。

 
・
基
準
が
見
え
づ
ら
く
、
経
年
な
ど
で
測
定
す
る
と
分
か
り
や
す
い
と
思
っ
た
。

 
・
会
社
で
重
要
視
し
て
お
り
、
か
つ
、
強
み
と
し
て
い
る
指
標
を
測
定
で
き
る
調
査
項
目
セ
ッ
ト
を
選
択
し
た
結
果
、
か
な
り
偏
差
値
が
高
く
反
映
さ
れ
て
い
た
た
め
。

 
項
目
の
活
用
の
見
込
み

 
 

活
用
で
き
る

 
(7

1.5
%

) 

・
各
項
目
プ
ー
ル
の
質
問
の
種
類
が
多
く
、
細
か
い
ポ
イ
ン
ト
ま
で
振
り
返
り
が
で
き
そ
う
だ
と
感
じ
た
。

 
・
提
示
さ
れ
る
質
問
項
目
が
ラ
ン
ダ
ム
な
の
は
良
い
と
思
う
。
マ
ン
ネ
リ
も
少
な
い
と
思
う
。

 
・
職
場
の
課
題
点
が
具
体
的
に
分
か
る
の
で
、
職
場
環
境
改
善
活
動
に
着
手
し
や
す
い
と
思
う
。

 
・
事
業
場
が
課
題
と
感
じ
て
い
る
項
目
に
つ
い
て
重
点
的
に
評
価
で
き
る
の
で
、
幅
広
く
調
査
す
る
従
来
の
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
と
比
べ
て
職
場
環
境
改
善
に
す
ぐ
に
活
か
せ
そ

う
と
感
じ
た
。

 
・
事
業
場
で
の
課
題
な
ど
を
検
討
し
て
い
く
き
っ
か
け
に
な
り
そ
う
だ
と
思
っ
た
。

 
・
「
職
場
環
境
」
の
概
念
が
広
く
、
調
査
項
目
セ
ッ
ト
を
選
ん
だ
各
事
業
場
の
求
め
て
い
る
よ
う
な
内
容
の
質
問
項
目
が
必
ず
し
も
含
ま
れ
る
訳
で
は
な
い
と
思
う
が
、
集
団
分

析
結
果
が
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
さ
れ
る
こ
と
で
、
何
ら
か
の
活
用
は
で
き
る
と
思
う
。

 
・
今
回
は
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
指
標
を
中
心
に
回
答
し
、
集
団
分
析
結
果
を
ま
と
め
て
も
ら
っ
た
の
で
、
活
性
化
と
い
う
点
で
大
い
に
活
用
で
き
る
と
思
う
。
「
職
場
環
境
改
善
」
で

は
、
リ
ス
ク
へ
の
対
処
も
求
め
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
他
の
ツ
ー
ル
と
の
併
用
も
重
要
と
感
じ
た
。

 
・
従
来
の
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
み
で
は
職
場
と
し
て
成
長
し
て
い
る
か
不
明
な
た
め
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
面
を
測
定
で
き
、
有
用
と
感
じ
た
。

 
・
全
国
平
均
と
の
比
較
が
あ
る
の
で
分
か
り
や
す
い
。

 

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

 
(2

1.4
%

) 

・
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
は
見
や
す
い
と
思
っ
た
が
、
こ
の
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
だ
け
で
職
場
環
境
改
善
を
す
る
に
は
情
報
が
少
な
い
よ
う
に
思
っ
た
。
今
後
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
項

目
に
応
じ
た
「

CA
T
版
の
ア
ク
シ
ョ
ン
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
が
必
要
に
な
っ
て
く
る
と
思
っ
た
。

 
・
現
在
、
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
サ
ー
ベ
イ
の
導
入
（
年
に
一
度
定
期
実
施
の
イ
メ
ー
ジ
）
を
検
討
し
て
い
る
。
も
し
導
入
し
た
場
合
、

CA
T
と
質
問
項
目
に
少
な
か
ら
ず
重
複
が

予
測
さ
れ
る
た
め
、
棲
み
分
け
と
い
う
点
で
悩
ま
し
さ
が
あ
る
。

 
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
―
シ
ョ
ン
の
不
足
が
原
因
と
考
え
て
い
る
が
、
そ
れ
が
合
っ
て
い
る
の
か
ど
う
か
分
か
ら
な
か
っ
た
。
改
善
の
ヒ
ン
ト
が
あ
る
と
良
い
と
感
じ
た
。

 
活
用
で
き
な
い

 
(7

.1%
) 

・
強
み
と
し
て
い
る
部
分
が
高
く
反
映
さ
れ
て
お
り
、
課
題
や
改
善
点
は
出
に
く
か
っ
た
た
め
。

 

困
難
や
ト
ラ
ブ
ル
を
感
じ
た
こ
と

 

あ
っ
た

 
(あ
り
そ
う
だ
と
思
っ
た

) 
(5

7.1
%

) 

・
あ
る
程
度
、
経
年
変
化
で
評
価
・
振
り
返
り
が
必
要
と
思
う
の
で
、
一
度
選
ん
だ
調
査
項
目
セ
ッ
ト
は
次
年
度
以
降
も
変
え
ず
に
選
択
す
る
の
が
良
い
と
思
う
が
、
年
度
ご
と

に
選
び
た
い
セ
ッ
ト
も
変
わ
る
と
思
う
の
で
、
選
択
が
難
し
い
か
も
し
れ
な
い
と
感
じ
た
。

 
・
項
目
プ
ー
ル

9－
②
（
対
人
関
係
に
よ
る
ス
ト
レ
ス
：
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
）
に
つ
い
て
は
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
事
案
に
つ
い
て
具
体
的
に
質
問
を
し
て
い
る
た
め
、
回
答
結
果
を
も

と
に
職
場
環
境
改
善
を
行
う
際
に
揉
め
な
い
か
が
気
に
な
っ
た
（
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
加
害
者
も
職
場
環
境
改
善
活
動
に
参
加
す
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
）
。

 
・
調
査
項
目
セ
ッ
ト
を
選
択
す
る
際
の
ヒ
ン
ト
と
な
る
よ
う
な
フ
ロ
ー
チ
ャ
ー
ト
な
ど
が
あ
れ
ば
、
選
択
し
や
す
い
か
も
し
れ
な
い
と
思
っ
た
。

 
・
調
査
項
目
セ
ッ
ト
の
選
択
肢
が
多
い
分
、
ど
の
役
職
や
立
場
の
人
が
選
ぶ
の
か
に
よ
る
選
択
の
ば
ら
つ
き
が
大
き
い
と
思
う
（
知
り
た
い
項
目
が
異
な
る
た
め
）
。

 
・
調
査
項
目
セ
ッ
ト
を
選
ぶ
た
め
に
も
、
事
業
場
の
方
針
を
理
解
す
る
と
と
も
に
、
職
場
で
の
方
針
を
労
働
者
と
議
論
し
て
お
く
こ
と
が
重
要
で
は
な
い
か
と
感
じ
た
。
事
業
場

の
方
針
に
基
づ
く
場
合
は
必
然
的
に
調
査
項
目
セ
ッ
ト
を
選
択
で
き
る
と
思
う
が
、
職
場
で
独
自
に
選
択
す
る
裁
量
が
あ
る
場
合
、
「
調
査
項
目
セ
ッ
ト
の
選
択
」
の
時
点
か

ら
、
既
に
職
場
環
境
改
善
が
始
ま
っ
て
い
る
よ
う
に
考
え
ら
れ
る
た
め
、
平
時
か
ら
労
働
者
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
必
要
だ
と
感
じ
た
。
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・
複
数
の
職
場
に
同
一
の
調
査
項
目
セ
ッ
ト
を
適
用
す
る
場
合
、
選
択
し
た
調
査
項
目
セ
ッ
ト
と
現
状
が
そ
ぐ
わ
な
い
職
場
が
出
て
く
る
よ
う
に
思
っ
た
。

 
・
会
社
と
し
て
は
、
全
て
参
考
に
な
る
結
果
が
得
ら
れ
る
と
思
う
が
、
回
答
者
へ
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
（
所
属
長
を
含
め
て
）
の
仕
方
に
つ
い
て
は
悩
ま
し
い
所
も
あ
る
気
が
す

る
。

 
・
基
本
的
に
な
か
っ
た
が
、
「
代
休
」
の
設
問
で
、
そ
も
そ
も
代
休
が
な
い
職
場
な
ど
で
は
少
し
回
答
に
悩
む
場
面
が
あ
っ
た
。

 
な
か
っ
た

 
(な
さ
そ
う
だ
と
思
っ
た

) 
(4

2.9
%

) 

・
と
く
に
負
担
は
少
な
く
実
施
で
き
る
と
思
っ
た
。

 
・
そ
れ
ほ
ど
不
快
に
思
う
よ
う
な
項
目
は
な
い
よ
う
に
思
っ
た
。
む
し
ろ
選
択
肢
が
広
が
り
、
安
全
衛
生
委
員
会
な
ど
で
ど
の
項
目
に
す
る
か
討
議
す
る
こ
と
で
、
職
場
の
課
題

を
共
有
で
き
る
よ
う
に
思
っ
た
。

 
CA

T
の
活
用
の
見
込
み

 
 

活
用
で
き
る

 
(9

2.8
%

) 

・
事
業
者
側
も
、
と
く
に
振
り
返
り
や
強
化
を
し
た
い
調
査
項
目
セ
ッ
ト
を
選
択
し
て
実
施
す
る
の
で
、
能
動
的
に
取
り
組
め
る
の
で
は
な
い
か
と
感
じ
た
。

 
・
質
問
項
目
が
ラ
ン
ダ
ム
で
提
示
さ
れ
る
の
で
、
回
答
者
が
多
く
な
れ
ば
、
よ
り
良
い
デ
ー
タ
が
得
ら
れ
る
と
思
っ
た
。
た
だ
、

PC
に
疎
い
人
は
回
答
し
づ
ら
い
と
思
っ
た
。

 
・
短
時
間
で
簡
便
に
回
答
で
き
る
の
で
、
負
担
感
は
少
な
い
と
感
じ
た
。

 
・
手
軽
に
職
場
環
境
改
善
の
材
料
が
集
ま
る
の
は
と
て
も
良
い
と
思
う
。
そ
こ
か
ら
職
場
環
境
改
善
に
繋
げ
ら
れ
る
か
は
、
ま
た
次
の
ス
テ
ッ
プ
に
な
る
と
思
う
の
で
、

CA
T
を

用
い
た
職
場
環
境
改
善
の
例
に
つ
い
て
、
映
像
資
料
や
漫
画
な
ど
あ
る
と
更
に
良
い
と
思
っ
た
。

 
・
分
か
り
や
す
さ
、
取
り
組
み
や
す
さ
か
ら
、
実
用
性
が
高
い
と
思
っ
た
。

 
・
各
労
働
者
の

PC
か
ら
回
答
で
き
れ
ば
、
よ
り
負
担
が
少
な
く
で
き
そ
う
だ
と
思
っ
た
。

 
・
測
定
で
き
る
調
査
項
目
に
選
択
の
余
地
が
生
ま
れ
、
そ
れ
を
も
と
に
し
て
話
し
合
い
な
ど
が
で
き
る
と
、
労
働
者
の
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
へ
の
関
心
も
高
ま
る
と
思
う
。
少
な

く
と
も
マ
ン
ネ
リ
化
防
止
に
は
な
る
と
思
う
。

 
・
従
来
あ
ま
り
積
極
的
に
活
用
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
集
団
分
析
結
果
を
活
用
し
て
く
れ
る
事
業
場
が
増
え
る
と
思
っ
た
。

 
・
調
査
項
目
が
多
い
の
で
、
活
用
で
き
た
ら
新
た
な
発
見
に
つ
な
が
る
と
思
っ
た
。
そ
の
年
の
傾
向
や
実
施
時
期
に
よ
っ
て
項
目
を
選
択
で
き
る
の
で
良
い
と
思
う
。

CA
T
は
人

事
担
当
者
や
職
場
環
境
改
善
の
取
組
者
側
の
協
力
や
受
け
止
め
が
と
て
も
大
事
に
な
っ
て
く
る
と
思
う
の
で
、
産
業
保
健
現
場
と
し
て
は
『
参
考
』
と
い
う
レ
ベ
ル
で
の
活
用

に
留
ま
る
と
思
う
。

 
・
当
社
で
は
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
サ
ー
ベ
イ
と
の
絡
み
で
、
現
時
点
で
は
即
答
で
き
な
い
が
、
調
査
の
目
的
や
狙
い
は
と
て
も
共
感
で
き
た
。
活
用
次
第
で
は
、
大
い
に
期
待
で

き
る
も
の
だ
と
思
う
。

 
・
自
分
で
は
「
低
い
」
と
思
っ
て
い
た
項
目
の
偏
差
値
が
高
く
、
自
分
で
は
気
が
付
い
て
い
な
い
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
面
に
気
づ
い
た
。

 
・
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
が
で
き
る
（
独
自
に
調
査
項
目
セ
ッ
ト
を
作
成
で
き
る
）
と
よ
り
利
用
し
や
す
い
と
思
っ
た
。

 
・
毎
年
同
じ
調
査
項
目
セ
ッ
ト
で
、
会
社
と
し
て
伸
ば
し
て
い
き
た
い
項
目
を
選
択
す
る
と
良
い
と
思
う
。
こ
う
い
っ
た
取
組
を
数
値
化
す
る
の
は
難
し
い
た
め
、
ア
ク
シ
ョ
ン

し
た
結
果
を
毎
年
数
値
で
追
え
る
こ
と
は
良
い
と
思
う
。

 

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

 
(7

.2%
) 

・
簡
便
に
測
定
・
評
価
で
き
る
点
で
魅
力
的
だ
と
思
う
。
実
施
上
の
端
末
の
課
題
も
技
術
的
に
解
決
可
能
だ
と
思
う
。
簡
便
で
あ
る
が
故
に
、
職
場
環
境
改
善
の
新
規
導
入
時
に

使
い
た
く
な
る
が
、
職
場
環
境
改
善
へ
の
応
用
を
考
え
る
と
、
前
述
の
印
象
か
ら
、
導
入
時
に
は
や
や
留
意
す
べ
き
点
が
多
く
、
む
し
ろ
職
場
環
境
改
善
が
定
着
し
て
い
る
職

場
で
の
応
用
に
期
待
で
き
る
よ
う
な
印
象
を
持
っ
た
。
そ
う
い
う
意
味
で
は
、
一
律
の
展
開
は
難
し
い
か
も
し
れ
な
い
。
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CATの使用感に関する調査：Q10～Q12の自由記述 

 

Q10. 今回の CATの特徴として「労働者の回答パターンに応じて提示される質問項目が変わる（同一概

念として集団的に分析可能であっても、労働者によって回答する質問項目が異なる）こと」が挙げられ

ます。これは従来のストレスチェックとは大きく異なるものですが、これについて、ご意見があれば、

以下にご記入ください（例：マンネリ化を防げる、項目別に回答分布を見ることができない、など）。 

・回答する質問項目が労働者によって異なるので、集団分析としてどこまで正確に反映されるのかが気

になった。 

・回答する労働者数が少ない場合、結果に偏りが見られるのではないかと思った。 

・回答する質問項目が変わっても集団分析の結果に影響はないのか、その妥当性についても明示してお

いた方が良いと思った。 

・CATの特性上、質問項目別の回答分布は見ることはできないが、それは従来のストレスチェックで測

定しているので、そこまでデメリットにはならないと思う。逆に、提示される質問項目が変わること

で、ゲーム感覚（？）で楽しめて、マンネリ化防止に繋がると思う。 

・マンネリ化を防ぐことができる。毎年、調査項目セットを選択する段階で、現時点の事業場での課題

を検討し、必要な項目を選択する過程を経るため、より効果が期待できると思った。 

・面白いと思った。フィードバック書式では、より関連の高い質問項目が表示されており、職場単位の

環境改善にも活かせそうだと感じた。1～4 の回答選択肢も、「1」が良いものもあれば、悪いものも

あり、適当に回答しにくくなっている点が良いと思った。 

・構成概念の「評価・測定」としてはより妥当な評価が得られると思った。ただ、職場環境改善の「実

践」としては、特定の項目を目標に掲げたい場合もあり、当該項目を回答している労働者と回答して

いない労働者が混在していると、項目単位の結果は参考にしにくい印象を持った。継続的に観察する

ためには、項目が変わると対策の効果を評価する手段にも影響が生じるといった懸念も感じた 

・例示されたようなメリット、デメリット（マンネリ化を防げる、項目別に回答分布を見ることができ

ない）はあるように思った。人によって提示される質問項目が異なるため、より適切に評価されてい

るような印象を持った。また、時間の短縮にもつながると思った。 

・集団分析を目的とするのであれば問題ないと思う。 

・これまで一般的なアンケート等ではフォーマットが決まっているものが多かったので、ストレスチェ

ックのイメージも変わり、今の時代に合っていると思う。単に回答するだけでなく、良い形でフィー

ドバックに繋がるのではないかと感じた。 

・よりデータ解析技術を駆使された凄いシステムだと思うが、回答者によっては出題されない質問もあ

るため、集団分析（母数がバラバラなど）にどう影響するかを知りたい。 

・状況を適切に把握する可能性があると感じた。 

・項目ごとに回答分布を見ることができないため、課題の収穫はそこまで期待できない。共通項目での

フィードバック等があれば、収穫できそうだと思う。 
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Q11. 今回の CATでは、集団分析結果の提示方法として、レーダーチャートによる図示化を考えていま

すが、レーダーチャート以外にも、より良い提示方法について、ご意見・アドバイスがあれば、以下に

ご記入ください。 

・レーダーチャートは見た目で分かりやすく、一般にも見慣れているので良いと思う。 

・レーダーチャートの他に、棒グラフや散布図などもあると思うが、今回は測定している評価指標の数

が少ないので、レーダーチャートが視覚的にも分かりやすくて良いと思う。 

・各項目の簡単な説明文があると良いかもしれない。 

・偏差値 50を基準としたレーダーチャートによる提示は分かりやすかった。 

・分かりやすい視覚化だと感じた。ただ、情報の重複、例えば。偏差値が複数の箇所に再掲されており、

丁寧な印象の一方で、冗長な印象を持つ人もいるかもしれない。関連する情報を集約して提示すると、

より素早く結果を理解できるのではないかと思った。 

・他にも考えてみたが、レーダーチャート以外に案が思い浮かばなかった。 

・従来のストレスチェックの集団分析のように、数値で結果を示してもらえると分かりやすい。 

・レーダーチャートの結果は分かりやすいと思う。分析結果に関しては、年齢層で２つに分けたりでき

ると参考になると思った。若年層と管理的立場の中年層ではまた違う結果になるような気がする。 

・社内での比較が重要だと感じた。そういった比較チャートがあると部署・チームごとの特色が見える

と思う。 

 

Q12. 労働者の皆様に CATに回答していただくにあたり、事前に提示あるいは説明しておいた方が良い

情報について、ご意見・アドバイスがあれば、以下にご記入ください。 

・人によって提示される質問項目が異なることや、従来の質問項目に追加して実施することは、事前に

説明があると親切だと思った。 

・提示される質問項目は１人ひとり異なることや、匿名化されていることは説明しておいた方が良いと

思う。 

・集団分析のみに使用するため、個人へのフィードバックはないこと、人によって提示される質問項目

が異なるが、問題はない（エラーではない）ことなどが事前に説明できていると良いと思う。ストレ

スチェックと異なり、年によって調査項目セットを変えられると思うので、どの調査項目セットに関

心があるか、労働者全体に意見を募っても良いと思った。 

・集団分析結果の見方や活用方法例を示すと良いかもしれない。 

・個人は特定されないことや、回答時間の目安（最大 15問回答する場合も想定）、人によって提示され

る質問項目が異なることは、引き続き提示するのが良いと思う。 

・項目セットを選定した理由や活動の趣旨は、職場ごとに共有しておくことが必要と感じた。そのため、

それぞれの調査項目セットの概要を簡単に把握できるリーフレットのような資料があると、選ぶ際に

も、説明する際にも有用かもしれない。 

・調査項目セットの選択の段階から、安全衛生委員会を活用したり、職場で話し合ったりできると、職

－36－



場ごとで異なった調査項目セットが選択されて、その時々のニーズに応じた調査票ができるというこ

とは、その分、回答者の関心も高まるように思う。PDCAサイクルの中で、前年度の Aに応じて、P

を変えるなどの対応も可能と思う。 

・回答によって個人が特定されないことを説明しておくと良いと思う。 

・当社がストレスチェックの集団分析をしていないので、気になった部分としては、結果のフィードバ

ックが人事担当者だけでなく、管理職などにも行くのか、どこまで開示となるのかをあらかじめ明確

にしておいた方が良いと思った（漫画の事例では、営業部部長や生産部部長が見ていたようなので）。 

・「職場機能」の項目プールに関しては、部署の長のマネジメント力への評価につながる要素がある気

がする。“偏差値”というくくりや、“全国平均との比較”に抵抗を感じる管理職たちが多く出ると思

うので、より丁寧な説明が必要だと思った。 
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図
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和
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研
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漫
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続
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：
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. 3

–4
）
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資
料
１

 
CA

T
の
集
団
分
析
結
果
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
書
式
例
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資料２ CATの使用感に関する調査で配付した調査票 

 

ストレスチェックの集団分析に基づく職場環境改善の促進を目的とした 

調査項目の開発：コンピュータ適応型テストの使用感に関する質問紙調査 

ご参加のお願い 

 

 

 この度は，開発中の「コンピュータ適応型テスト（CAT）を用いた職場環境評価シ

ステム」をご所属の事業場でご使用いただき，誠にありがとうございました。今回ご紹

介しました CATはいかがでしたでしょうか。人事労務担当者・産業保健スタッフの皆

様からのご意見をもとに，より使いやすいシステムの開発を進めて参りたいと思います

ので，率直なフィードバックをお願い申し上げます（本質問紙は無記名式です。お名前

や事業場名をご記入いただく必要はございません。集計結果は学会発表や報告書，論文

等の場で公表させていただきます）。 

 忌憚のないご意見をお聞かせいただけますよう，何卒，よろしくお願い申し上げます。 

 

 

Q1．あなたの職種をお答え下さい（どちらか１つに○をつけてください） 

 

  １．人事労務担当者    ２．産業保健スタッフ 

 

 

Q2．今回，貴事業場では，労働者の皆様を対象に CAT をご使用いただきましたか？

（あてはまるもの１つに○をつけてください） 

 

  １．労働者の皆様に CATを使用してもらった（複数の職場を対象とした） 

 

  ２．労働者の皆様に CATを使用してもらった（単一の職場を対象とした） 

 

  ３．人事労務担当者，産業保健スタッフのみが CAT を使用し，労働者の皆様には

CATを使用してもらわなかった 

 

 

Q３．貴事業場で選択された調査項目セットはどれですか？（あてはまるもの１つに○

をつけてください。Q2 で「3」と回答した場合は，労働者の皆様に CAT を使用でき

れば選択したかった調査項目セットを１つお答えください） 

※ 今回は全 13 の調査項目セットのうち，以下の７つの調査項目セットから選択いた

だく仕様とさせていただきました。 

 

  １．調査項目セット１「労働者の成長・職場の活性化を目指したい」 

  ２．調査項目セット３「社会の変化に対応できる職場にしたい」 

  ３．調査項目セット５「職場環境を全般的に把握して改善したい」 

  ４．調査項目セット６「仕事の資源・職場の資源を充実させたい」 

  ５．調査項目セット７「業務内容を明確にして体制を整備したい」 

  ６．調査項目セット８「労働者の安全と健康を守りたい」 

  ７．調査項目セット 13「職場内の教育・研修を充実させたい」 
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Q４．今回準備した（Q3で示した）７つの調査項目セットは，労働者の皆様に対して，

いずれも最大15問程度の質問が提示されるようになっています（回答パターンによっ

ては，５～６問程度で終了する場合もあります）。従来の職業性ストレス簡易調査票（全

57項目）に調査項目セットを追加して使用することを想定した場合，提示される項目

数は適切と思いますか？（あてはまるもの１つに○をつけてください）また，差し支え

なければ，そのように回答された理由をご記入ください。 

 

  １．少なすぎる      ２．適切である      ３．多すぎる 

 

上記のように回答された理由（自由記述） 

 

 

 

 

 

 

Q５．実際にCATに回答してみた際の負担感はいかがでしたか？（あてはまるもの１

つに○をつけてください）また，差し支えなければ，そのように回答された理由をご記

入ください。 

 

  １．全く負担に感じなかった ２．あまり負担に感じなかった 

  ３．どちらとも言えない   ４．やや負担に感じた  ５．かなり負担に感じた 

 

上記のように回答された理由（自由記述） 

 

 

 

 

 

 

Q6．今回，貴事業場で選択された調査項目セットに含まれていた項目は，あなたの所

属事業場の状況を把握するのに適していると思いましたか？（あてはまるもの１つに○

をつけてください。Q2 で「3」と回答した場合は，労働者の皆様に CAT を使用でき

れば選択したかった調査項目セットについてお答えください）差し支えなければ，その

ように回答された理由をご記入ください。 

 

  １．全く適していない  ２．あまり適していない  ３．どちらとも言えない 

  ４．やや適している   ５．とても適している 

 

上記のように回答された理由（自由記述） 
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Q７．Q2で「１」または「２」（労働者の皆様に CATを使用してもらった）と回答し

た方にお尋ねします。集団分析の結果は，あなたの所属事業場の状況を適切に反映して

いましたか？（あてはまるもの１つに○をつけてください）差し支えなければ，そのよ

うに回答された理由をご記入ください。 

 

  １．全く反映していなかった ２．あまり反映していなかった 

  ３．どちらとも言えない   ４．やや反映していた  ５．とても反映していた 

 

上記のように回答された理由（自由記述） 

 

 

 

 

 

Q8．今回，貴事業場で選択された調査項目セットに含まれていた項目は，あなたの所

属事業場での職場環境改善に活用できそうですか？（あてはまるもの１つに○をつけて

ください。Q2 で「3」と回答した場合は，労働者の皆様に CAT を使用できれば選択

したかった調査項目セットについてお答えください）差し支えなければ，そのように回

答された理由をご記入ください。 

 

  １．全く活用できない  ２．あまり活用できない  ３．どちらとも言えない 

  ４．やや活用できる  ５．大いに活用できる 

 

上記のように回答された理由（自由記述） 

 

 

 

 

 

Q９．事業場で調査項目セットを選択する際に困難に感じたことやトラブルになりそう

だと感じたことはありましたか？（あてはまるもの１つに○をつけてください。Q2で

「3」と回答された場合は，ご自身で調査項目セットを選択する場面を想定してお答え

ください）差し支えなければ，そのように回答された理由をご記入ください。 

 

  １．あった（ありそうだと思った）   ２．なかった（なさそうだと思った） 

 

上記のように回答された理由（自由記述） 
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Q10．今回の CAT の特徴として「労働者の回答パターンに応じて提示される質問項

目が変わる（同一概念として集団的に分析可能であっても，労働者によって回答する質

問項目が異なる）こと」が挙げられます。これは従来のストレスチェックとは大きく異

なるものですが，これについて，ご意見があれば，以下にご記入ください。 

（例：マンネリ化を防げる，項目別に回答分布を見ることができない，など） 

 

 

 

 

 

Q11．今回の CAT では，集団分析結果の提示方法として，レーダーチャートによる

図示化を考えていますが，レーダーチャート以外にも，より良い提示方法について，ご

意見・アドバイスがあれば，以下にご記入ください。 

 

 

 

 

 

Q12．労働者の皆様に CAT に回答していただくにあたり，事前に提示あるいは説明

しておいた方が良い情報について，ご意見・アドバイスがあれば，以下にご記入くださ

い。 

 

 

 

 

 

Q13．本研究で開発している CAT は，実際の産業保健現場（ストレスチェックの場

面）で活用できると思いますか？（あてはまるもの１つに○をつけてください）差し支

えなければ，そのように回答された理由をご記入ください。 

 

  １．全く活用できない  ２．あまり活用できない  ３．どちらとも言えない 

  ４．やや活用できる   ５．大いに活用できる 

 

上記のように回答された理由（自由記述） 

 

 

 

 

 

質問は以上です。ご参加ありがとうございました。 
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令和元年度～令和３年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 
ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善の促進を目的とした調査項目 

及びその活用方法論の開発（190501-01）研究代表者：井上彰臣 
分担研究報告書 

 

多重レベルの労働現場の新規測定項目の項目反応理論分析および 

ＣＡＴシステム構築ならびに社会実装化に向けた設定条件の検討 
 

研究分担者 岩田  昇 桐生大学医療保健学部・教授 
研究協力者 菊地 賢一 東邦大学理学部・教授 

 
研究要旨 多様な職業性ストレスに対する簡便な測定尺度を作成し、現場のニーズに呼応したコンピュ

ータ適応型テスト（Computerized Adaptive Testing：CAT）の実装化を目的として、令和元年度の分

担研究として、米国国立労働安全衛生研究所職業性ストレス調査票（National Institute for Occupa-
tional Safety and Health Generic Job Stress Questionnaire：NIOSH-GJSQ）に対する労働者 2,428
名の回答データに項目反応理論（Item Response Theory：IRT）解析を適用し、各ストレス尺度の構成

項目の項目特性パラメタ（選択肢間の閾値および識別力）を推定した。求めた項目特性パラメタに基づ

き、各測定側面の情報量を算出し、各尺度の情報量の 7 割程度の情報量が得られる項目を選抜した。そ

の結果、いずれも半分以下の項目数でおよそ 7 割の情報が得られることが明らかとなった。令和 2 年度

は、新たな調査項目プールの IRT 解析および CAT システムの構築を行った。国内外の疫学研究やスト

レス調査で用いられている既存の調査項目に、事業場の課題や目標となる事項等を踏まえて新たに作成

した調査項目を追加し、計 362 項目からなる調査項目プールを作成した。この調査項目プールは、作業・

課題レベル、グループ・対人レベル、組織レベルの 3 つのレベルに分類された。WEB 調査でそれぞれ

2,000 名（計 10,000 名）の労働者に無記名で回答を求め、一次元性チェックを行い、IRT 解析から各尺

度の項目特性パラメタを推定し、CAT モジュールを構築し、各事業場・職場のニーズを考慮して組み合

せた CAT セット（調査項目セット）を試作した。令和 3 年度は、令和 2 年度に構築した CAT システム

の実装化に向けて、CAT の終了方法を検討した。CAT での測定過程が再現できるマクロを組み、令和 2
年度の WEB 調査で取得した回答データを用いてシミュレーションを行った。検討材料として選んだの

は、調査項目プール 1「仕事に対する前向きな考え」である。シミュレーションの結果、回答者の約 3/4
が 5 項目までで測定終了となる se < 0.30 付近の精度が適正で、測定項目数の上限は設定しないという

条件が現実的であると考えられた。但し、これは暫定的な設定であり、この条件設定については事業場・

職場のニーズや今後の現場実装試験も踏まえてさらに検討していく必要があると思われた。 
 
Ａ．研究目的 
 わが国では、ストレスチェック制度が義務化さ

れて 6 年（本研究を開始した令和元年 6 月時点で

は 3 年半）が経過し、広く一般に浸透してきてい

る。しかし、その一方で、「職業性ストレス簡易

調査票」（下光ら，2000）の 57 項目（ストレス要

因・緩衝要因は計 23 項目）だけでは、多様な事

業場の課題を包含することは不可能で、対象とな

る労働態様の評価ニーズとの適合性の問題があ

ることは明白である。また、多くの事業場では毎

年同じ体裁のチェック票を用いているため、繰り

返し使用によるマンネリ化の問題も指摘されて

いる。これらを改善するためには、多様な規模や

業種の職場環境改善に対応し、柔軟に運用できる

ストレスチェック・システムの構築が求められる。 
 そこで考えられる方向性の 1 つは、少数の項目

でも職場の各特性を検出できるコンピュータ適

応型テスト（Computerized Adaptive Testing：
CAT）を構築することである。その利点を説明す

るには、従来の調査票が依拠している項目固定型

テストを前提とした古典的テスト理論（Classical 
Test Theory：CTT）との対比が理解しやすい。

CTT には、１）尺度単位でしか測定評価ができな

い、２）信頼性・妥当性も尺度全体（得点）でし

か保障されないなどの制約がある。このような制

約を受けない柔軟な測定評価を可能にする方法

論が、項目反応理論（Item Response Theory：IRT）
である。IRT では、測定しようとする潜在特性に

対する個々の項目の反応特性を明らかにし、同時

にその潜在特性上での各回答者のレベル（θ）を

推定することができる。 
 CTT では測定尺度を元の項目構成のままで用

いなければならず、繰り返し施行した場合など、

信頼性・妥当性の低下が懸念されるが、別尺度を

用いた場合、得点の互換性は確保されない。項目

単位で測定評価ができるという IRT の特徴は、一

次元性が確認された項目群であれば、別々の尺度

の結果を対比をも可能にする。IRT を適用したテ
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スト構成は、例えば TOEFL などで見られる。 
 CAT は IRT を応用した測定法である（Fliege et 
al., 2005; Walter et al., 2007）。CAT では、逐次

提示される項目への回答に基づき、その時点での

θを推定し、事後分散を最小にする項目が次に選

択され提示される。この手続きを繰り返して、θ

の推定誤差が予め設定した範囲内に達した時点

で項目提示が終了する。これが IRT に基づくCAT
の基本的なシステムである。CAT では、必ずしも

回答者全員が同じ項目に回答するとは限らず、推

定終了までの項目は少ないため、回答者の負担は

軽減される。 
 このように大きな利点がある CAT を、現行の

ストレスチェックの問題の打開策として活用す

るには、まず IRT によって各項目の測定特性を定

量化することが必要となる。そして、それらの項

目をプールし、様々なニーズに応じた CAT モジ

ュールを擁するストレスチェック CAT のプロト

タイプを構築していくという方策である。 
 令和元年度は、既存の調査票の回答データを

IRT 解析し、従来の測定尺度の項目特性から CAT
構築を試みることを目的とした。次いで令和 2 年

度は、渡辺班員・小田切班員を中心に新たに作成

した計362項目からなる調査項目プールを用いて

WEB 調査を行い、その回答データを IRT 解析し、

測定概念ごとに CAT のシステム化を行った。ま

た、これらの CAT モジュールを各事業場・職場

のニーズに応じて組み合せた CAT セット（調査

項目セット）を試作した。そして最終年度の令和

3 年度は、CAT の終了方式に関しての検討を行う

ことにした。具体的には、令和 2 年度に試作した

CAT システムのうち、事業場でのニーズが大きい

と思われる CAT モジュールを用いてシミュレー

ションを行い、測定精度を表す特性値の標準誤差

（se）の基準設定に伴う提示項目数の検討などを

行った。 
 CAT の終了方法については、いくつかの方法が

考案されており（Wainer, 2000; Choi et al., 
2010）、あらかじめ決められた測定精度（se）の

レベルに達した時点で終了とする、測定精度によ

る終了方式が最も一般的である。この方式の利点

は、項目プールの情報関数が比較的平坦な場合、

回答者の特性連続体（θ）にわたってほぼ同等の

測定精度を得ることができることである。但し、

所定の se 基準を満たせない回答者に多くの追加

項目を提示するために、適応型テストの効率を低

下させる可能性もある。そこで、シミュレーショ

ンで至適レベルの探索を行った。 
 
Ｂ．研究方法 
１．令和元年度の研究データ 
 令和元年度の研究に使用したデータは、旧労働

省「作業関連疾患の予防に関する研究」班による

米国国立労働安全衛生研究所職業性ストレス調

査 票 （ National Institute for Occupational 
Safety and Health Generic Job Stress Ques-
tionnaire：NIOSH-GJSQ）に回答した労働者

2,428 名（男性 2,224 名、女性 203 名、不明 1 名）

のデータである。 
 
２．令和 2 年度および令和 3 年度の研究データ 
 国内外の疫学研究やストレス調査で用いられ

ている既存の調査項目に、事業場の課題や目標と

なる事項等を踏まえて新たに作成した調査項目

を追加し、計 362 項目からなる調査項目プールを

作成した。この調査項目プールは、作業・課題レ

ベル、グループ・対人レベル、組織レベルの 3 つ

のレベルに分類された。回答の負担を考慮して、

これらを 5 つの項目群に分割し、WEB 調査でそ

れぞれ 2,000 名（計 10,000 名）の労働者に無記

名で回答を求めた。 
 
３．IRT 解析の手続き（図 1・図 2） 
 IRT解析は図 1に示すような手続きに沿って実

行した。まず、5 項目以上で構成される尺度の項

目を因子分析し、尺度の一次元性を確認した。同

一の潜在特性上（θ）での応答確率を推定してい

く IRT では、一次元性は最も基本的な仮定である。

なお、4 項目以下の場合、必ずしも因子の安定性

が保証されないと考え、5 項目以上の尺度のみを

対象とした。次いで、その項目群に多値型 IRT モ

デル（Modified Graded Response Model：MGRM）

（Samejima, 1969; Muraki, 1992）を適用し、項

目の識別力および選択肢間の閾値（位置パラメタ）

を推定した。 
 MGRM では、例えば選択肢が 5 つの場合（図

2 左上段）、5 選択肢に対する回答確率をｘ軸（潜

在特性）上のθ値に対応させて推定する。この 5
選択肢の一番左（軽症状レベル：1）対その他右

側（選択肢 2～5）の境界を表す曲線、選択肢を真

ん中で 2 分割する、軽症状（選択肢 1･2）対その

他（選択肢 3～5）の境界を表す曲線、左 3 選択肢

（1～3）対その他右側（重症状レベル：4･5）、左

4 選択肢（1～4）対一番右（重症状レベル：5）
の境界を表す曲線を求める。これら 4 曲線の推定

確率 50％のθ上の位置 b1～b4を項目の閾値とし、

曲線の立ち上がりに対応する傾き（識別力）と共

に項目の特性を示すパラメタとする。 
 
４．項目の測定情報量（図 2） 
 MGRM で得られた項目特性値に基づき、項目

の情報量を求めた。図 2（右上段）に示すように、

項目の情報はθによって異なる。一峰性でなく、

波を打ったような情報曲線の場合もある。CAT で
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は、回答者のθ推定値によって次に提示する質問

項目を選択するが、我々は制約付きベイズ法を用

いてきた（Iwata et al., 2016）。これは、θ値が

それまでの回答で推定されているとして、事後分

散が最も小さくなるという基準で次の項目を選

択する方法である（Owen, 1975）。そこで、ここ

ではθ値を-1、0、1 とした際の項目情報量を算出

した。そして、それを大きさ順に並べ、また全項

目の情報合算値との比率を求めた。 
 なお、図 2 下段に示すように、IRT においてθ

値は正規分布を仮定して推定されており、θが-1
の地点は下から数えて 16 パーセンタイル値に該

当し、θが 0 の地点は 50 パーセンタイル、θ=1
は 84 パーセンタイル値にあたる。それゆえ、ス

トレス低群・中群・高群の代表値として、これら

3 地点での情報量を算出した。 
 
５．CAT システムの構築 
 項目の特性値を用いて、CAT システムの構築作

業を行った。前述の通り、CAT は回答者に最もふ

さわしい（最大の情報をもたらす）項目が順次提

示される測定方法である。CAT の遂行時、それぞ

れの質問項目が画面に提示され、回答に応じて、

次の項目画面に代わっていく。そのために、各質

問項目をそれぞれ別の JPEG ファイルに変換し、

CAT システムで呼び込めるように設定した。なお、

いくつかの尺度では、項目数が少ないために CAT
化せず、そのままコンピュータ・ベースド・テス

ト（Computer Based Test：CBT）とした。 
 
６．CAT システムの実行シミュレーション 
 CAT モジュールのうち、『（調査項目セット 1）
労働者の成長・職場の活性化を目指したい』の調

査項目プール 1「仕事に対する前向きな考え」を

選択した。このモジュールは、作業・課題レベル

の測定尺度として本研究班で新たに作成した 10
項目（4 選択肢）に対する 2,000 名の WEB 調査

の回答データを用いて設定されたものである。

MGRM により得られた項目特性値と項目の情報

量（EAP 推定値）を用いて、測定特性上の回答者

の位置（θ推定値）に最適な項目が順次提示され

ていく測定システムである。 
 項目により得られる情報量は、θ値の高低によ

って異なる。すなわち、θ値が高いゾーンで多く

の情報が得られる項目の場合、低いθ値のゾーン

の情報は乏しく、逆に低いゾーンで多くの情報を

もたらす項目もある。CAT は、このような測定特

性の精緻な推定ができる IRT の特長を利用した

測定系である。今回の CAT システムでは、前述

の制約付きベイズ法（Owen, 1975）を用いて設

定されている。 
 

７．CAT システムのシミュレーション手続き 
 上述の CAT システムに基づき、令和 2 年度の

WEB 調査で得られた 2,000 名の回答データを用

いて、シミュレーションを行った。具体的には、

CAT システムにデータを取り込ませて、最も情報

量の多い項目から提示し、その項目に対する回答

データから、その時点のθ（以下、θ1 と表記す

る）および標準誤差（以下、se1 と表記する）が

推定され、上述の基準で次の項目が選抜され、そ

の項目への回答データから、θ2および se2が推定

されて、次の項目選抜へと続いていくというマク

ロを実行した。このマクロを用いることで、2,000
名の回答者に CAT を実行した場合の選抜項目・

回答後のθ・se の情報を順に得た。 
 
８．至適終了条件の検討および項目提示パターン

の確認 
 シミュレーションの実行結果をもとに、終了条

件として、se < 0.35、se < 0.30、se < 0.28、se < 
0.25の4条件で終了した場合の各回答者の回答項

目数・θ値・se 値を観察した。これらの推定値の

相関を算出した。また、10 項目の半分の 5 項目で

終了した場合、6 項目以降で終了する回答者の終

了時の se との差異を paired t-test により検討し

た。また、CAT 実施の場合に、回答者にはどの項

目がどのような順で提示されていくのかを、シミ

ュレーションの実行結果を下に確認した。 
 
（倫理面への配慮） 
 令和元年度の解析に用いた労働者データは、旧

労働省の研究班により収集され、匿名化されたも

のである。二次解析に際し、北里大学医学部・病

院倫理委員会に倫理審査を申請した結果、審査対

象外と判定された（申請番号：B19-248）。令和 2
年度の解析に用いた WEB 調査は、公益財団法人

パブリックヘルスリサーチセンター人を対象と

する研究に関する倫理審査委員会の承認受けた

後に実施された（承認番号：20F0001）。なお、

このデータは令和 3年度のシミュレーションにも

用いられた。 
 
Ｃ．研究結果 
１．令和元年度の解析結果：一次元性チェック 
 因子分析により、一次元性をチェックした結果、

量的労働負荷の第 1 から第 3 固有値の説明率は、

41.3、14.9、10.4 で、第 1 固有値／第 2 固有値の

比率は 2.78 であった。第 1 固有値が全分散の 4
割を超え、第 2 固有値の 2.5 倍以上大きいことか

ら、一次元性を想定することは妥当と判断した。 
 
２．量的労働負荷項目の項目特性（図 3・表 1） 
 図 3 に項目の項目反応カテゴリ特性曲線（Item 
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Response Category Characteristic Curve ：

IRCCC）を並べて掲示する。後述するように、よ

り優れた測定特性を示す項目を、左列上から下に

4 項目、5 番目から 8 番目の項目を中央上から中

央下に配置した。9 番目以降は右の列である。 
 視察すると、左側の 1 から 4 番目の項目の

IRCCC は各曲線が尖ったピークをもっており、

中央や右側の項目と、明らかに切れ味（識別力）

が異なることが分かる。右に行くほど、曲線がな

だらかになり、曲線の交点間の距離は広くなって

いる。それは、表 1 に示す各項目の特性値からも

見て取れる。 
 
３．各ストレス尺度の項目情報量（表 2） 
 表 2に量的労働負荷尺度の 3地点での項目情報

量を示す。情報量が大きい方から順に配列してい

る。一番上の「非常にたくさんの仕事をしなけれ

ばならないこと」だけで、全体の 4 割程度の情報

が得られる。次の「時間がなくて仕事が処理しき

れないこと」と合わせると 6 割の情報、「とても

一生懸命働かなければならないこと」までの 3 項

目で 7 割を超えることが分かる。この研究の目的

が尺度項目の簡便・利便な運用ということもあり、

7 割の情報のところに目安の線を引いている。 
 図 4 は CAT が理想的に実施された時の情報増

加のイメージを視覚化したものである。最初の項

目の測定情報（最小の曲線）および 4 項目まで

CAT が進んでいった時の情報曲線（中央の曲線）

を示し、全 11 項目で捉えられる情報の全体（外

側の曲線）の 4 割および 8 割がカバーされるとい

う状況を示している。なお、そのほかの尺度（仕

事のコントロール・役割葛藤・役割の曖昧さ・グ

ループ内対人葛藤・グループ間対人葛藤）でも同

様の解析を行い、令和元年度の分担研究報告書

（表 3～表 7）に掲載した。 
 
４．令和2年度の解析結果：一次元性チェック（表3） 
 表 3に新たに作成した調査項目プールを分類し

て構成した各測定尺度の因子分析による一次元

性の結果を示す。ほとんどの尺度で第 1 固有値が

40％を超え、第 2 固有値と大きな差があったが、

一部の尺度では、第 2 固有値も 20％以上の寄与を

示しており、適宜下位尺度に分けるなどの処理を

行った。また、逆転項目は一次元性を損なう場合

も散見し、尺度項目から除外して IRT 解析に持ち

込む場合もあった。 
 
５．各尺度の項目特性（表 4～6） 
 表 4 に作業・課題レベル、表 5 にグループ・対

人レベル、表 6 に組織レベルの各測定尺度項目の

項目特性（識別力 a、閾値 b1～b3）を示す。表中

でこれらの特性値が表示されていない項目は、上

述のように、一次元性を損なうことから IRT 解析

から除外した項目である。 
 識別力パラメタ（a）は概ね 1.5 を超えており、

良好な識別力であることが窺えた。ただ、ネガテ

ィブ尺度におけるポジティブ逆転項目の場合に

は、0.5 以下の識別力であることも多く、ネガテ

ィブ状況の測定にはほとんど寄与していないこ

とが分かる。 
 一方、閾値パラメタ（b1～b3）は、値の間隔が

1 以上空いている項目がほとんどであり、IRT モ

デルの背後に母集団の正規分布が仮定されてい

ることを考慮すると、1SD 以上の幅に相当し、効

果的な測定項目で構成されているとみなすこと

ができると考えられた。 
 
６．CAT システムの実行シミュレーション（資料） 
 資料に CAT システムでの回答者の特性上の位

置（θ値）を推定していくプロセスを、調査項目

プール 1「仕事に対する前向きな考え」の CAT モ

ジュールで例示する。 
 この測定尺度で最も多くの情報をもたらす項

目は、#6「今の職場やこの仕事にかかわる一員で

あることに、誇りに思っている」で、まずこの項

目が画面に提示される（説明スライド#4）。この

項目の項目反応カテゴリ曲線は図（説明スライド

#5）に示している。仮にこれに 2 番目の選択肢『2. 
ややちがう』と答えると、その時点での回答者の

θ暫定推定値は-0.70 で測定誤差（θの標準誤差

se）は 0.42 である。 
 その回答を得て、次に CAT システムが選んだ

項目は、#3「働きがいのある仕事だ」である。こ

の項目にも 2 番目の選択肢『2. ややちがう』と答

えると、その時点での回答者のθ暫定推定値は

-0.84 で seは 0.32 である（説明スライド#9･10）。
さらに、第 3 番目の項目として、#1「自分の仕事

は意味のあるものだと思う」が選ばれ、仮にこれ

に 3 番目の選択肢『3. まあそうだ』と答えると、

その時点での回答者のθ暫定推定値は-0.71 で se
は 0.27 となり（説明スライド#11）、ここで CAT
推定の終了条件を se < 0.30 と設定していた場合

には、その基準を満たしたため、CAT システムは

ここで測定を終えることになる。 
 
７．CAT システムの終了条件の検討（表 7・表 8） 
 表 7 に CAT モジュール「仕事に対する前向き

な考え」のシミュレーションによる終了条件別項

目数およびθ推定値・se を示す。se < 0.35 の終

了条件では、2 項目の回答で約半分の回答者が測

定終了となり、4 項目回答時点では約 95%が終了

した。一方、10 項目すべてに回答しても se < 0.35
の測定精度に達しなかった回答者も 3%（60 名

/2,000 名）存在した。se < 0.30 の終了条件では、
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3 項目回答時点で約 6 割、5 項目回答時点で全体

の 3/4 が終了し、6 項目回答時点でさらに 2 割程

度が終了し 95%に達した。10 項目回答時点で終

了しなかったのは 1 名増えて、61 名が該当した。 
 se < 0.28 は全体の IRT でのθの se の平均値

（0.272）に最も近い精度設定であるが、基準が

高くなった分、se < 0.30 基準で観察された終了者

数に達するのにちょうど 1 項目多く回答が必要で

あった。se < 0.25 の終了条件では、上述の全体平

均よりも厳しい基準設定となり、7 項目回答でよ

うやく全体の 8 割が終了し、全 10 項目に回答し

ても基準に達しない回答者は急に増えて、15%
（303 名/2,000 名）に上った。 
 表 8 に「仕事に対する前向きな考え」10 項目の

素点合計、全項目の IRT 解析に基づくθ値、終了

条件別の CAT シミュレーションによるθ値、な

らびにそれらの相関係数を示す。この項目群は 4
選択肢（配点：1-2-3-4）なので、1 項目に換算す

ると平均 2.74 となり、全体としてはほぼ中央寄

りの評定だったことが窺える。全項目 IRT に基づ

くθ値は理論通り平均 0.00 となっている。CAT
シミュレーションの方は、平均値としてはいずれ

も-0.04 や-0.05 と、ほんのわずかだがマイナス寄

りの平均になっている。 
 相関係数を見ると、素点合計と最も高い相関を

認めたのは全項目の IRT に基づくθで、CAT の

方では、終了条件 se < 0.28 と se < 0.30 が若干高

い相関となっていた。CAT に基づくθ推定値はど

の基準でも 0.90 以上の高い相関を示していたが、

特に se < 0.28 適用のθ値と se < 0.30 適用のθ値

との相関は 0.99 以上の非常に高い値であった。 
 これらの結果をもとに暫定的に至適終了条件

を検討した。まず、１）項目数と終了者率の関係

で見ていくと、se < 0.30 基準は 3 項目で 57%が

終了しており、se < 0.35 基準の 63%と大差なく、

少数項目での測定効率が高い。次いで、２）素点

合計および全項目 IRT に基づくθ値との相関を

見ると、se < 0.35 基準のθ値も se < 0.25 基準の

θ値も、se < 0.28 あるいは se < 0.30 より低い相

関となっている。これらを総合的に判断し、ここ

では se < 0.30 を終了条件とすることにした。 
 
８．CAT システムの提示項目数の検討（表 9） 
 測定の効率化のポイントである提示項目数に

ついても検討した。暫定的に se < 0.30 を終了条

件とした場合を想定し、シミュレーションで第 5
項目回答時点でのθ値および se 値との比較を行

った（表 9）。表の左側は se < 0.30 終了条件で推

定したθ値（上段）およびその se 値（下段）を

表しており、右側は第 5 項目回答時点でのθ値お

よび se 値を示している。なお、se < 0.30 の終了

条件を満たして 3 項目・4 項目で測定が終了する

回答者の場合でも、そのまま 5 項目まで回答した

場合のθおよび se を求めている。したがって、5
項目終了の値（左側）は右側の値と一致する。 
 上段のθ値を見ると、終了後も項目回答を求め

た終了項目数 3 および 4 では、5 項目θと有意差

を認めたが、6・7 項目で終了した場合とは差を認

めなかった。一方、下段の se では 6 項目終了者

以降すべて、CAT シミュレーション（左側）の方

が有意に精度が高くなっていた。 
 
９．CATによる項目提示プロセスの確認（表10・図5） 
 終了条件 se < 0.30 として、5 項目までで終了条

件を満たす 1,530 名（76.5%）が、どの項目に回

答して終了に至るのかという経路を検討した。表

10 に選択された項目番号と該当者数をカッコ内

の数値で示す。また、測定系をイメージしやすい

ように、図 5 に 4 項目までの項目の流れを文書付

で示した。 
 #6「今の職場やこの仕事にかかわる一員である

ことに、誇りに思っている」は最も多くの情報量

をもたらす項目として、全員がこの項目への回答

からスタートしている。次いで、8 割弱が#3「働

きがいのある仕事だ」への回答を求められ、残り

は#9「職場では、自分の技能を十分に高めること

ができる」と#1「自分の仕事は意味のあるものだ

と思う」が提示される。 
 第 2 項目の#3 への回答により、第 3 項目では

#1「自分の仕事は意味のあるものだと思う」か#8
「仕事で自分の長所をのばす機会がある」に回答

を求められ、第 2 項目#9 の回答者は#3 か#8 に、

第 2 項目#1 の回答者は#3 か#2「自分の仕事は重

要だと思う」が提示される。この第 3 項目までの

回答によって、1,146 名（57.3％）のθの se は

0.30 未満となり、測定が終了する（表 10）。この

ようにして、第 4・第 5 項目と項目が選択提示さ

れ、順次終了していく。 
 
Ｄ．考察 
 職業性ストレス簡易調査票は、ストレスチェッ

クの第一選択のツールとして広く普及したもの

の、現場からは内容の適合性や繰り返し使用によ

る慣れの問題などが指摘されている。多様な職場

のニーズに応えられ、マンネリ化を防ぐことがで

きる方法として、CAT による実施が考えられる。

令和元年度は、そのための一歩として、多様な尺

度で構成されている代表的な包括的調査票であ

るNIOSH-GJSQのいくつかの尺度への既存デー

タを二次解析した。具体的には、IRT で得た項目

特性パラメタから算出した情報量に基づいて、想

定される CAT 化した際の項目の選抜順位ならび

に項目追加による情報量増加の様相をシミュレ

ートした。 

－51－



 多様なストレス要因を測定するには多様な尺

度を用いる必要があるが、項目数の増加や回答時

間の延長は、欠損回答等の回答の不備を招きやす

く、正確な測定が阻害されてしまう。項目数を適

正に抑えることは必須条件である。令和元年度の

研究では、各尺度とも半分以下の項目数で 7 割程

度の情報が得られることが明らかとなった。 
 CAT システムの利点の一つに、マンネリ化の防

止がある。CAT では質問は 1 問ごとに画面提示さ

れるため、紙媒体のような上下の項目の並びで項

目内容を憶えてしまうということが少なく、マン

ネリ化はある程度抑制できると考えられる。しか

し、個人レベルでコンピュータが使用できる環境

にいる労働者は、労働者全体でみるとむしろ少な

く、共有コンピュータでの回答入力の際のプライ

バシー保護等の方略や、柔軟な紙媒体での項目構

成なども同時に検討していくべき課題である。 
 令和 2 年度は、ストレスチェックに加えて行う

集団分析で、作業・課題レベル、グループ・対人

レベル、組織レベルの状況を把握するための新規

測定尺度の CAT システムの試作版を構築した。

前述の通り、多様なストレス要因を測定するには

多様な尺度を用いる必要があるが、項目数の増加

や回答時間の延長は、回答モチベーションの低

下・不誠実回答の増加など、正確な測定を妨げる

ことが懸念される。項目数を適正に抑えることは

現場適用の必須条件であり、我々が CAT システ

ムを開発する理由はそこにある。 
 令和 3 年度は、CAT システムの実装化に向けて、

CAT の終了方法を検討した。検討にあたり、CAT
システムを実際に起動しなくても、CAT での測定

過程が再現できるマクロを組み、令和 2 年度の

WEB 調査で取得した回答データを用いてシミュ

レーションを行った。このシミュレーションでは、

CAT を実行した場合のように、第 1 番目の項目か

ら順に最適項目が選択され、それに対する回答デ

ータから、項目提示のステップごとのθ値および

se 値が推定され、次のステップへと続き、最後の

項目まで、θ値および se 値が算出されるもので

ある。実際の CAT では、終了条件に達すると項

目提示を止めるが、このマクロでは、全項目数ま

でのステップが算出され保存される。 
 CAT の終了条件の検討材料として選んだのは、

令和 2 年度の CAT 実行プロセスの説明にも用い

た「仕事に対する前向きな考え」である。これは、

『労働者の成長・職場の活性化を目指したい』と

いう労働現場のニーズが非常に高い領域におけ

る主要な個人レベルの側面である。10 項目（4 選

択肢）で構成されているため、実際には全項目を

用いてもさほど時間を要さないが、いくつかの尺

度の組合せでの使用を考えると、CAT 化してより

簡便に測定できる方が望ましい。 

 2,000 名の WEB 調査の回答データを用いたシ

ミュレーションの結果、CAT の終了条件に関する

いくつかの情報が得られた。すなわち、１）終了

条件の se 値は 0.30 付近が適正であること、２）

終了条件を全項目での IRT 解析で得られた平均

se より低く設定すると、終了できない回答者が急

に増えること、３）素点合計と CAT によるθ値

との相関は十分に高いが、全項目 IRT に基づくθ

値の方が高いこと、４）測定項目数を 1 つに規定

してしまうと、精度が低下することなどである。 
 CAT による測定では、1 項目 1 画面で設定され

ているために、回答者は何項目への回答が求めら

れているのかという情報がない。また、回答のた

びに画面が刷新されるため、ある程度の項目数ま

でなら回答の負担感は大きくはない。しかし、い

くつかの測定尺度を組合せた場合には、ある程度

の測定値をおさえれば十分という考え方もある。

本研究班の課題である集団分析のための観測値

収集であれば、なおのことである。CAT は IRT
に基づく精緻な測定特性の把握に準拠した測定

システムなので、このようなニーズに最適なツー

ルであるといえる。 
 測定精度による終了条件としては、全項目での

IRT 解析で得られた平均 se より少し高めの se < 
0.30 付近が適正であると判断した。一方、本研究

班で作成した 23 尺度（調査項目プール）のほと

んどは 10 数項目以内で構成されており、上述の

ように負担感を感じにくい測定システムである

ことも考慮して、CAT 終了条件として、項目数の

上限は設定しないこととした。但し、これは暫定

的な設定であり、この条件設定が適正か否かにつ

いては、今後の現場実装試験を踏まえてさらに検

討していく必要がある。 
 医療や精神医学の評価などでは、測定の負担を

軽減するために多くの CAT アプリケーションが

導入されてきている（Gibbons et al., 2008）。我々

の身の回りには ICT 媒体の情報が溢れ、加速度的

に増大している。CAT の画面の見やすさや回答ア

イコンの大きさや色彩デザイン、操作の簡便さ

等々、画面のクオリティや操作性の平均レベルは

向上の一途にある。説明画面や測定項目の画面の

クオリティやフィードバック画面や情報の充実

度など、この CAT システムのユーザビリティの

向上のためには、まだ多くの検討課題が存在する。

今後の課題としたい。 
 
Ｅ．結論 
 令和元年度は NIOSH-GJSQ に対する労働者

2,428 名（男性 2,224 名、女性 203 名、不明 1 名）

の回答データに IRT 解析を適用し、各ストレス尺

度の構成項目の項目特性パラメタを推定した。そ

れに基づいて各測定側面の平均レベルでの項目
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の情報量を算出し、情報量の大きい順に配置した。

各尺度の全情報量の 7割程度の情報量が得られる

項目を選抜した。その結果、いずれも半分以下の

項目数でおよそ 7割の情報が得られることが明ら

かとなった。また、この解析だけでも十分な項目

選抜手続きになることが確認された。 
 令和 2 年度は、新たに作成した調査項目プール

の CAT への実装化を目的として、解析作業およ

び CAT 試作版の構築を行った。新たに作成した

計 362 項目からなる調査項目プールを用いて

WEB 調査を行い、得られた回答データを因子分

析して一次元性チェックを行うとともに、MGRM
による IRT 解析を行った。各尺度項目の項目特性

パラメタを推定し CAT のシステム化を行った。

また、これらの CAT モジュールを各事業場・職

場のニーズに応じて組み合せた CAT セット（調

査項目セット）を試作した。 
 令和 3 年度は、最終年度として、CAT システム

の実装化に向けて、CAT の測定過程が再現できる

マクロを組み、令和 2 年度の WEB 調査で取得し

た回答データを用いてシミュレーションを行っ

た。その結果、回答者の約 3/4 が 5 項目までで測

定終了となる se < 0.30 付近の精度が適正で、測

定項目数の上限は設定しないという条件が現実

的であると考えられた。但し、これは暫定的な設

定であり、条件設定については事業場・職場のニ

ーズや今後の現場実装試験も踏まえてさらに検

討していく必要があると思われた。 
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図 1. 本研究の解析手続き 
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図 4. 量的労働負荷の第 1 選抜項目および第 4 選抜項目までの情報曲線、ならびに全項目での情報 
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表４. 作業・課題レベルの測定尺度項目の識別力および閾値パラメタ推定値

①仕事に対する前向きな考え(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
仕事の意義

自分の仕事は意味のあるものだと思う 2.67 -2.02 -0.99 0.88
自分の仕事は重要だと思う 2.26 -2.10 -0.89 0.94
働きがいのある仕事だ 3.38 -1.52 -0.47 1.12
自分の仕事はよりよい社会を築くのに役立っている 2.28 -1.77 -0.39 1.47
自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる 2.20 -1.84 -0.56 1.27
今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている 3.32 -1.44 -0.27 1.25

成長の機会
仕事で新しいことを学ぶ機会がある 1.97 -1.86 -0.61 1.26
仕事で自分の長所をのばす機会がある 2.51 -1.57 -0.24 1.51
職場では、自分の技能を十分に高めることができる 2.50 -1.54 -0.16 1.55

仕事の適性
仕事の内容は自分にあっている 1.90 -2.03 -0.67 1.32

②仕事の変化によるストレス(N)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
新奇性

これまでしたことのない種類の仕事をすることが多い 1.65 -1.17 0.46 2.06
毎回、新しい技術や知識を必要とする仕事である 2.02 -1.02 0.48 2.02
仕事の上で、以前に経験したことのないことに出あう 2.45 -1.57 -0.20 1.50

内容の変化による負荷
担当業務内容の変更がよくある 1.00 -1.34 1.16 3.31
仕事量が大きく増えることがある 1.13 -2.26 -0.29 1.87

予測可能性
いつごろ、自分の仕事量が増えるか分かっている*
いつごろ、自分の仕事が一段落するか見通しがついている*
いつごろ、仕事上でトラブルが生じるか予想できる*

*逆転項目

③-1要求度(N)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
要求度(量的負担)

非常にたくさんの仕事をしなければならない 1.64 -1.97 -0.27 1.29
時間内に仕事が処理しきれない 1.97 -1.06 0.36 1.62
一生懸命働かなければならない 1.12 -2.93 -0.96 1.31
いろいろなグループから、一緒にするには難しい別々のことを要求される 1.47 -1.04 0.65 2.34
達成するのが無理な締め切りがある 1.98 -0.60 0.88 2.17
とても集中して働かなくてはならない 1.26 -2.31 -0.58 1.64
あまりにもやることが多いので、いくつかの仕事は無視しなくてはいけない 1.96 -0.73 0.78 2.25
仕事中に、休憩を十分とることができない 1.65 -0.71 0.65 1.91
長い時間働くようプレッシャーがかかっている 2.37 -0.32 0.86 1.98
とても早く仕事をしなくてはいけない 2.14 -1.08 0.26 1.73
仕事を仕上げるのがとうてい無理なくらい時間が足りない 2.90 -0.40 0.81 1.93
自分の職場の労働時間は長い 2.18 -0.58 0.65 1.74
自分の職場はいつも人手不足だ 1.56 -1.51 -0.01 1.40
本来の業務を圧迫するほどの余分な仕事はない* 0.44 -4.48 0.32 4.64
生産や注文などの入力作業による負荷は多すぎない* 0.34 -4.52 1.46 5.97
資料や報告書の作成は必要最小限になるように配慮されている* 0.44 -5.23 0.12 4.11
休日労働がある 0.93 -0.37 0.93 2.79
2週間以上にわたる連続勤務がある 1.09 1.17 2.28 3.57
達成が容易ではないノルマが課されることが多い 1.69 0.02 1.30 2.48
顧客や取引先から無理な注文を受けることが多い 1.55 -0.08 1.10 2.69
付き合いのある会社や元請会社から無理な要求を受けることがある 1.49 0.22 1.48 3.08
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(外在的)努力
仕事の負担が重く、常に時間に追われている 3.42 -0.48 0.47 1.52
邪魔が入って中断させられることの多い仕事だ 1.74 -0.81 0.35 1.89
過去数年、だんだん仕事の負担が増えてきた 1.98 -0.86 0.17 1.56

時間外労働によるストレス
時間外労働による心理的負荷がかかる 3.10 -0.26 0.72 1.76
時間外労働が恒常的に続いている 2.76 -0.19 0.66 1.65
時間外労働によって疲労が蓄積している 3.04 -0.21 0.66 1.67
自分の時間外労働は正確に把握されていない 1.74 -0.09 0.96 1.99
時間外労働を是正する対策が講じられている* 0.10 -22.13 -1.74 11.38

要求度(速度負担)
とてもスピードが要求される仕事だ 1.65 -1.29 0.28 1.89
一日中、速いペースで仕事をしている 1.89 -1.09 0.35 1.87
速いペースで仕事をし続けなければならない 2.22 -0.86 0.42 1.69

身体的負担
からだを大変よく使う仕事だ 0.72 -1.17 0.52 2.37

*逆転項目

③-2認知的要求度(N)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
認知的要求度

難しい決断をする必要がある仕事だ 1.47 -1.14 0.38 1.95
仕事の上で、新しい考えやアイディアを出すことを要求される 0.98 -1.36 0.40 2.72

要求度(質的負担）
かなり注意を集中する必要がある 1.47 -1.94 -0.51 1.33
高度の知識や技術が必要なむずかしい仕事だ 1.13 -1.36 0.21 2.20
勤務時間中はいつも仕事のことを考えていなければならない 1.60 -1.67 -0.08 1.63

要求度(感情負担)
仕事の上で、気持ちや感情がかき乱されることがある 3.03 -0.97 0.11 1.31
感情面で負担になる仕事だ 4.30 -0.77 0.28 1.23
感情的に巻き込まれやすい仕事だ 3.90 -0.69 0.43 1.42
気がすすまなくても皆に同じように接しなければならない 2.06 -1.50 -0.40 1.10
仕事では自分の感情を隠さなければならない 1.95 -1.50 -0.29 1.29
皆に親切でしたしみやすくなければならない 1.52 -2.08 -0.62 1.18
仕事で自分の思ったことを言えない 1.25 -1.47 0.66 2.52

④裁量度(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
裁量度(コントロール)

自分のペースで仕事ができる 1.81 -1.63 -0.23 1.47
自分で仕事の順番・やり方を決めることができる 2.73 -1.47 -0.37 1.08
職場の仕事の方針に自分の意見を反映できる 1.67 -1.60 -0.16 1.99
いつ休憩をとるか、自分で決めることができる 1.85 -1.02 -0.20 1.15
どのくらいのスピードで仕事をするかについてある程度自分で決められる 2.99 -1.41 -0.49 1.11
自分の仕事をどう進めるか決める時に、自分で選ぶことができる 3.60 -1.21 -0.24 1.15
どんな仕事をするか決める時に、自分で選ぶことができる 2.46 -0.89 0.27 1.65
自分の仕事の仕方についてある程度決めることができる 3.38 -1.32 -0.43 1.22
自分の勤務時間は、ある程度融通をきかせることができる 1.50 -1.12 -0.14 1.62
どのくらい残業や休日出勤するか自分で決められる 1.42 -1.07 -0.07 1.59
現場の担当者には、円滑に仕事を進めるために十分な権限がある 1.41 -1.63 -0.13 2.08
その日の業務量を、自らの裁量で調節できる 2.35 -1.01 -0.06 1.51
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⑤職場環境によるストレス(N)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
職場環境

私の職場の作業環境（騒音、照明、温度、換気など）はよくない 0.69 -1.56 1.25 3.61
職場の分煙は適切に行われている* 3.15 0.43 1.35 1.92
作業環境調整（空調・照明など）に、作業者の希望が反映されている* 0.64 -3.77 0.52 3.42
自分の業務に必要な作業空間は十分に確保されている* 0.90 -2.01 1.35 3.39

喫煙に関するルール
喫煙に関するルールがきちんと定められている* 2.87 0.25 1.24 1.79
受動喫煙による健康への悪影響が不安である 1.52 0.16 1.22 2.13
禁煙・分煙に対する措置が取られている職場だ* 2.76 0.27 1.18 1.74
喫煙者と禁煙者の間で待遇に格差があるように感じる 1.31 0.18 1.52 2.56
職場にいるせいで、タバコの煙への曝露が増えているように感じる 2.06 0.43 1.41 2.24

*逆転項目

⑥業務負荷に関連した体制づくり(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
業務負荷に関連した体制づくり

残業や休日出勤が多くなりすぎないよう配慮されている 1.42 -1.97 -0.79 0.95
休憩時間中は確実に休める 1.43 -1.94 -0.77 0.76
休憩中の電話や来客対応は、特定の人に偏っていない 0.92 -2.62 -0.79 1.61
仕事の区切りがついたら他の人に気がねせずに帰れる 1.35 -2.42 -1.11 0.72
「ノー残業デー」が設定され、活用されている 0.85 -0.71 0.45 2.05
年休はとりやすい 1.88 -1.59 -0.76 0.63
時間が不規則な勤務でも、健康面に配慮した勤務体系になっている 2.06 -1.60 -0.48 1.19
休日出勤はないか、あっても連日にはならない 1.55 -1.82 -0.95 0.39
休日出勤の後には代休をとりやすい 2.17 -1.41 -0.55 0.58
混雑する時間・経路を避けて通勤できる 0.68 -1.83 0.00 2.42
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表５. グループ・対人レベルの測定尺度項目の識別力および閾値パラメタ推定値

⑦上司(との関係)(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
コーチング・リーダーシップ

上司は仕事に情熱をもてるようにしてくれる 2.23 -1.27 0.12 1.94
仕事の出来ばえについて、上司からフィードバックをもらっている 1.59 -1.40 0.20 2.27
上司は部下が能力を伸ばす機会を持てるように、取り計らってくれる 2.28 -1.27 0.16 1.93
上司は私が自分で問題解決できるように励ましてくれる 2.37 -1.35 0.02 1.85

上司の公正な態度
上司は独りよがりなものの見方をしないようにすることができる 2.25 -1.42 -0.09 1.84
上司は親切心と思いやりをもって接してくれる 2.75 -1.60 -0.38 1.31
上司は誠実な態度で対応してくれる 2.72 -1.62 -0.50 1.26

上司の支援
上司はどれくらい気軽に話ができますか？* 1.37 -2.34 0.21 1.83
あなたが困った時、上司はどのくらい頼りになりますか？* 2.61 -1.52 0.25 1.47
あなたの個人的な問題を相談したら、上司はどのくらい聞いてくれますか？* 1.85 -1.42 0.49 1.84
上司は部下のためを考えてくれる 3.11 -1.61 -0.37 1.55
上司は私が言っていることに耳を傾けてくれる 2.59 -1.92 -0.64 1.41
上司は仕事をやりとげる上で助けになる 3.01 -1.67 -0.34 1.36
上司はうまくみんなを共同して働かせている 2.64 -1.42 -0.15 1.58
自分の仕事について、助けになる意見を上司からもらっている 3.02 -1.52 -0.14 1.49
仕事上の問題があれば上司が助けてくれると信じられる 3.19 -1.36 -0.25 1.22
仕事で困ったり、悩んだりしたことについて上司に話すことができる 2.88 -1.47 -0.25 1.33
精神的に負担になる仕事では、上司からサポートしてもらっている 2.73 -1.23 0.07 1.73
上司は職場で自分を励ましてくれる 2.82 -1.20 0.08 1.68
上司が忙しすぎないので、部下からの相談を受ける余裕がある 1.19 -1.67 0.44 2.70
上司は部下からの報告・相談を受け、適切な業務調整を行っている 2.69 -1.42 -0.09 1.70
上司が多忙な職場では、代理を務める者が設定されている 1.19 -1.51 0.15 2.49
上司はみんなの仕事が円滑に運ぶよう取りはからっている 3.09 -1.43 -0.14 1.61
上司と部下の定期的な面接の際、部下の心身の健康状態を確認している 2.05 -1.28 0.01 1.94
上司から部下へは、何事についてもきちんとした説明がなされている 2.41 -1.32 0.17 1.93
進捗状況・達成度について上司と定期的に話し合う場が設定されている 2.01 -1.28 0.14 1.91
上司が部下の訓練や研修の機会を積極的に与えている 1.91 -1.27 0.20 2.07
上司は仕事に困った時に頼りになる 3.30 -1.37 -0.23 1.36
上司は部下の状況に理解を示してくれる 3.47 -1.42 -0.19 1.45
この職場では上司と部下が気兼ねのない関係にある 2.18 -1.46 -0.16 1.59
上司は仕事がうまくいくように配慮や手助けをしてくれる 3.93 -1.34 -0.18 1.44

*選択肢：1＝全くない、2＝多少、3＝かなり、4＝非常に

⑧同僚(との関係)(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
同僚の支援

職場の同僚はどれくらい気軽に話ができますか？* 1.63 -2.70 -0.20 1.54
あなたが困った時、職場の同僚はどのくらい頼りになりますか？* 2.17 -1.88 0.14 1.53
あなたの個人的な問題を相談したら、職場の同僚はどのくらい聞いてくれますか？* 1.73 -1.67 0.36 1.95
私が一緒に働いている人達は、私に個人的に関心を持ってくれる 1.63 -1.92 -0.25 2.54
私が一緒に働いている人達は、親しみやすい人達である 2.49 -2.11 -0.88 1.32
私が一緒に働いている人達は、仕事をやりとげる上で助けになる 2.68 -1.98 -0.85 1.22
仕事に問題がおきれば、同僚が助けてくれる 2.72 -1.77 -0.67 1.18
同僚から必要な助けや応援をもらっている 2.75 -1.80 -0.66 1.24
同僚から自分にふさわしい扱いを受けている 2.80 -1.98 -0.83 1.22
同僚は自分の仕事上の問題を聴いてくれる 3.16 -1.77 -0.66 1.22

同僚間の人間関係
同僚との関係はうまくいっている 3.04 -2.07 -0.95 1.01
同僚同士は良い協力関係にある 3.18 -1.92 -0.82 1.07
同僚から認められていると思う 1.94 -2.24 -0.83 1.60
同僚は自分の仕事の価値を認めている 2.10 -2.24 -0.80 1.64

*選択肢：1＝全くない、2＝多少、3＝かなり、4＝非常に

－64－



⑨対人関係によるストレス(N)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
対人葛藤

私の部署内で意見の食い違いがある 1.66 -1.35 0.39 2.14
私の部署と他の部署はうまが合わない 1.69 -0.97 0.92 2.30
私の職場の雰囲気は友好的である* 1.47 -1.37 0.96 2.35
付き合いのある会社や元請会社の社員との人間関係はよくない 1.26 -0.68 1.88 3.51

対人関係
職場の中で、勝手にふるまう者はいない* 1.30 -1.91 0.20 1.80
職場の中で、取り残されたり孤立したりする者はいない* 1.43 -1.79 0.32 2.04

職場の人間関係
冷たい言葉や行動で、いじめにあっている 1.83 0.28 1.52 2.69
同僚の間で意見がぶつかったり、お互い腹を立てることがある 2.03 -0.92 0.51 2.02
職場では、緊張した人間関係がある 2.00 -0.97 0.47 1.93
職場のメンバーの間でトラブルがある 3.16 -0.57 0.62 1.71

*逆転項目

⑩職場機能(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
グループの有能感

自分のグループは仕事の遂行能力がとても高い、という自信がある 1.56 -2.26 -0.35 1.96
自分のグループは不測の事態をうまく処理できる、という自信がある 1.63 -2.20 -0.45 2.02
自分のグループは全体的に見て、課題の解決能力が高い 1.68 -2.16 -0.35 1.92

ほめてもらえる職場
仕事をきちんとすれば、ほめてもらえる 2.23 -1.62 -0.31 1.47
努力して仕事をすれば、ほめてもらえる 2.39 -1.55 -0.24 1.46
あたりまえのことでも、できたらほめてもらえる 2.22 -1.18 0.27 1.84

失敗を認める職場
ピンチをチャンスに変えられる職場だ 2.30 -1.22 0.37 2.04
失敗しても挽回(ばんかい)するチャンスがある職場だ 2.12 -1.73 -0.25 1.91

個人の尊重
一人ひとりの長所や得意分野を考えて仕事が与えられている 2.21 -1.27 0.21 2.01
一人ひとりの価値観を大事にしてくれる職場だ 3.00 -1.30 0.06 1.69
自分に合った仕事や職場を社内で見つける機会がある 2.25 -1.14 0.23 2.05

職場の一体感
我々の職場では、共に働こう、という姿勢がある 2.64 -1.46 -0.18 1.60
お互いに理解し認め合っている 2.51 -1.69 -0.33 1.64
仕事に関連した事柄や問題について部署内で情報を共有している 2.06 -1.84 -0.49 1.54

職場の情報授受・共有
職場では、だれでも自由に意見や考えを述べることができる 2.06 -1.78 -0.23 1.71
仕事の方針はみんなの納得のいくやり方で決められている 2.49 -1.32 0.20 1.92
ミーティングの回数や内容が適切で、情報や問題が共有できている 1.97 -1.40 0.03 2.01
仕事の目標、作業の見通しや位置づけの情報がきちんと伝えられている 2.38 -1.57 -0.11 1.91

作業・業務に関連する支援
出張業務時の連絡・支援のためのシステムが整備されている 1.45 -1.39 0.13 2.18
仕事の大きな負荷が長期化する場合の補充・支援は速やかに行われている 2.06 -1.27 0.16 2.05
顧客や関連業者とのトラブル発生時の相談・支援体制はできている 1.98 -1.72 -0.18 1.79
他のグループとの連携・協力はうまくいっている 2.09 -1.55 -0.14 1.86

⑪報酬(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
経済・地位報酬

自分の仕事に見合う十分な給料をもらっている 5.38 -1.06 0.03 1.49
自分の給料は、仕事で費やしている努力に見合っている 4.39 -1.12 0.08 1.61
世間的に見劣りしない給料がもらえる 2.32 -1.01 0.15 1.76
働きに見合った給料がもらえる 5.47 -0.98 0.09 1.46
地位にあった報酬を得ている 3.31 -1.08 0.03 1.62
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職の不安定性・安定報酬
昇進の見込みは少ない*
職を失う恐れがある*
職場で、好ましくない変化を経験している。もしくは今後そういう状況が起こりうる*
もし解雇されたら別の仕事を見つけるのは難しいと思う*

尊重報酬
私は上司、もしくはそれに相当する人から、ふさわしい評価を受けている 1.24 -2.13 -0.22 2.48
自分の努力と成果をすべて考え合わせると、私は仕事上ふさわしい評価と人望
を受けている

1.34 -2.09 -0.14 2.51

*逆転項目

⑫-1役割ストレス-役割曖昧さ(N)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
役割曖昧さ・明確さ

仕事の内容や目的を理解している* 3.48 0.01 1.67 2.52
自分が所属するグループ/部署での仕事の内容や目的を理解している* 3.25 -0.11 1.49 2.53
自分の責任が何であるかわかっている* 4.12 -0.13 1.44 2.29
仕事で、自分に何が求められているか分かっている* 4.46 -0.18 1.38 2.26
仕事を完了するためには、どう取り組めばいいか分かっている* 3.45 -0.25 1.39 2.37
自分の職務や責任が何であるが分かっている* 4.30 -0.20 1.37 2.31
自分の部署の目標や目的が分かっている* 3.39 -0.32 1.23 2.11
自分の仕事が、組織全体の目的にどう一致しているのかわかっている* 2.99 -0.46 1.19 2.28
自分にどのくらいの権限があるのかはっきりしている* 1.79 -0.87 1.13 2.31
自分の仕事には、計画された明確な目標や目的がある* 1.82 -1.00 0.85 2.20
自分の仕事の時間を適切に配分していると思う* 1.55 -1.28 1.05 2.56
自分に何を期待されているか正確にわかっている* 2.37 -0.89 1.01 2.23
自分の仕事で何をするべきかについてはっきり説明されている* 1.85 -0.95 0.91 2.17
業務分担の内容は明確化されている* 1.43 -1.17 0.85 2.37

*逆転項目

⑫-2役割ストレス-役割葛藤(N)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
役割葛藤

自分がこうするべきだと思う方法とは異なったやり方で仕事をしなければならない 1.46 -1.72 0.22 1.98
仕事をするのに必要な援助もないまま仕事を割り当てられる 1.89 -1.23 0.28 1.76
割り当てられた仕事をするために規則や方針を曲げたり破ったりしなければならな 1.92 -0.43 0.87 2.18
全く違ったやり方で働いている複数のグループと仕事をする 1.71 -0.44 0.84 2.22
複数の人からお互いに矛盾したことを要求される 3.17 -0.53 0.56 1.73
ある人には受け入れられるが他の人には受け入れられないことになりがちな仕事
をしている

2.77 -0.66 0.49 1.72

十分な人員・機器や材料もないまま仕事を割り当てられる 1.96 -0.75 0.53 1.92
する必要のない仕事をしている 2.01 -0.57 0.68 1.87
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表６. 組織レベルの測定尺度項目の識別力および閾値パラメタ推定値

⑬労働者への対応(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
経営陣との信頼関係

経営陣は従業員の仕事ぶりを信頼している 1.49 -2.21 -0.67 2.04
経営陣からの情報は信頼できる 1.70 -1.78 -0.28 2.13
経営陣は従業員からの提案をすべて真剣に取り扱ってくれる 1.74 -1.56 0.01 2.21
経営陣は全従業員を公正に扱ってくれる 1.66 -1.49 0.01 2.14

研修の機会
能力や経験に見合った訓練や能力開発のための研修が行われている 2.17 -1.20 0.06 1.86

キャリア形成
意欲を引き出したり、キャリアに役立つ教育が行われている 2.41 -1.02 0.24 1.93
若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている 2.19 -0.91 0.48 2.25
グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている 2.26 -1.06 0.27 2.19
自分の職場では、誰でも必要なときに必要な教育・訓練が受けられる 2.07 -1.00 0.32 2.14
自分の職場では、従業員を育てることが大切だと考えられている 2.24 -1.30 -0.17 1.55

休暇・福利厚生
自分の職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい 1.30 -2.07 -0.65 1.28

従業員の教育・指導
自分の職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある 1.20 -2.24 -0.75 1.16
従業員の健康を守るために必要な教育・指導が十分に行われている 2.80 -1.42 -0.21 1.40
従業員の安全を守るために必要な教育・指導が十分に行われている 2.94 -1.43 -0.27 1.37
外国人を含むすべての従業員に対する教育・指導が十分に行われている 2.27 -1.09 0.04 1.68
危険な作業に従事する従業員に対する教育・指導が十分に行われている 2.31 -1.34 -0.18 1.52
上司から部下に対する教育・指導が十分に行われている 2.82 -1.27 0.00 1.63

休職に関連した制度
病気やけがになっても、安心して休職できる職場だ 1.66 -1.91 -0.51 1.15
病気やけがで休みたくても休職できる仕組みがない*
職場復帰に関する制度がきちんと定められている 1.57 -1.85 -0.37 1.45
職場復帰するときに意に反して職場復帰できなかったり、解雇されることがある*
休職の経験を理由に昇進や昇給が妨げられることがある*

多様な労働者への対応
女性、高齢者あるいは障がい者が働きやすい職場だ 1.16 -2.22 -0.54 1.77
若い人が働きやすい職場だ 1.43 -2.18 -0.46 1.66
職場では、（正規、非正規、アルバイトなど）いろいろな立場の人が職場の一
員として尊重されている

1.56 -1.98 -0.63 1.49

非正規社員等の理由により仕事上の差別、不利益取り扱いがある*
*逆転項目

⑮公正／誠実な組織(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
業務配分バランス

仕事は公正に配分されている 1.45 -1.64 0.17 2.49
資源は公正に配分されている 1.38 -2.18 -0.47 2.12
意思決定は正確な情報に基づいてなされている 2.17 -1.83 -0.29 1.91

変化への対応
職場や仕事でどんな変化があるか、上司にたずねる機会が十分確保されている 2.23 -1.56 -0.12 1.78
職場や仕事で変化がある時には、従業員の意見が聞かれている 2.65 -1.33 0.01 1.81
職場や仕事の変更がある場合、それが具体的にどうなるのか分かっている 2.65 -1.54 0.03 1.86
職場や仕事の変化がある場合、事前に説明がある 2.33 -1.46 -0.13 1.64

手続き的公正
意思決定によって影響を受ける全ての関係者が、意思決定に参加している 2.61 -1.02 0.37 1.97
意思決定は一貫している（全ての従業員に対し規則が同様に適用される） 2.54 -1.29 0.01 1.76
意思決定が行われる前に、影響を受ける人たちの考えが聞かれている 2.52 -1.27 0.14 1.97

公正な人事評価
人事評価の結果について十分な説明がなされている 2.63 -0.93 0.35 1.98
仕事の方針と役割について納得できるような説明がある 3.64 -1.10 0.13 1.80
人事評価の基準が明確にされている 2.41 -0.95 0.36 2.01
給料の決め方は公平である 1.72 -1.34 0.01 1.91
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⑯指揮・命令(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
指揮・命令

人の配置や仕事量の割り当てが適切に行われ、特定の人に負荷が偏らない 1.13 -1.82 0.40 3.31
仕事の指示をする人が明確になっており、誰に従うか迷うことはない 2.27 -1.76 -0.42 1.37
それぞれの技能に見合った難易度の仕事が割り当てられている 1.50 -1.95 -0.19 2.35
配置転換・グループ換えは適切に行われている 1.25 -1.57 0.38 2.69
誰が自分の上司かはっきりしている 1.66 -2.67 -1.31 0.44
誰が自分への仕事の指示や、進捗管理、仕事の出来の評価に責任をもってい
るかはっきりしている

2.66 -1.82 -0.59 0.94

仕事で大きな問題がおきたとき、誰に相談すればよいか分かっている 2.24 -2.19 -0.99 0.71

⑰ワーク・ライフ・バランス(P) (3短縮版ゆえIRT実行せず）
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
ワーク・ライフ・バランス

仕事がうまくいった日は家へもいい気分で帰ることができ、それが家庭でのよい雰囲気につながっている
配偶者/家族/友人と過ごした後はいい気分で仕事に向かい、それが職場でのよい雰囲気につながっている

ワーク・セルフ・バランス（ネガティブ）
仕事のことを考えているため自分の生活を充実させられない*
仕事のスケジュールのために自分の生活を充実させられない*

ワーク・セルフ・バランス（ポジティブ）
仕事で学んだことを活かして自分の生活を充実させている
仕事でエネルギーをもらうことで、自分の生活がさらに充実している

*逆転項目

⑱労働者の成長・活躍(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
積極的な学習

仕事で自分を上手に高めることができている 2.30 -1.42 -0.16 1.77
新しい事をマスターすることで刺激を受けている 3.07 -1.38 -0.21 1.39
新しいことを経験して成長している 3.02 -1.45 -0.32 1.33

創造性の発揮
仕事でいろいろ工夫したり、アイデアを出している 1.92 -1.92 -0.57 1.50
仕事上の問題に対して新しい解決策を考えている 2.00 -2.04 -0.54 1.62
仕事について新しいやり方を提案している 1.72 -1.84 -0.23 1.79

⑲持続的な成長(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
新しさの活用

自分の職場の組織の変化のスピードは速い 1.18 -1.70 0.38 2.49
新しい技術、テクノロジーを積極的に活用する組織だ 1.90 -0.84 0.67 2.22
データや情報を活用することを重視する組織だ 1.78 -1.32 0.19 1.91
世の中の変化を恐れずに取り入れる組織だ 2.05 -1.07 0.48 2.07
日本だけでなく世界中の技術をグローバルに活用する組織だ 2.22 -0.39 0.80 2.00
新たな資源を活用することを重視する組織だ 2.56 -0.65 0.70 2.11

中長期的な成長
中長期（5～10年）の経営戦略、成長戦略がある組織だ 2.44 -0.87 0.35 1.73
組織の戦略は多岐に渡っている 2.70 -0.84 0.39 1.76
持続的な成長のための戦略を持っている組織だ 3.60 -0.87 0.26 1.69
常に新しい成長戦略を持つ組織だ 3.13 -0.84 0.48 1.81
この組織にはしっかりとした経営基盤がある 1.96 -1.32 0.04 1.74

持続可能な社会
持続可能な社会への貢献を重視する組織だ 2.34 -1.28 0.01 1.64
環境の保全を重視する組織だ 2.13 -1.13 0.20 1.79
有限である資源の有効活用や保全に気をつけている組織だ 2.56 -1.02 0.26 1.81
この組織では、地球温暖化の対策を行っている 2.27 -0.73 0.47 1.96
地球と社会の未来を見据えた活動を行う組織だ 2.59 -0.78 0.42 1.89
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⑳-1社内外の関係者の重視(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
株主の重視

株主への礼儀や感謝を忘れない組織だ 3.47 -0.74 0.11 1.38
株主に価値を提供することを重視する組織だ 4.98 -0.64 0.18 1.33
株主からの評価や信頼を得ることを重視する組織だ 5.38 -0.67 0.15 1.28
株主の期待に応えることを重視する組織だ 5.58 -0.66 0.18 1.26
株主に利益を還元することを重視する組織だ 4.61 -0.66 0.27 1.37

ステークホルダー（利害関係者）の重視
この組織では何かを決めるとき、ステークホルダーからの意見を重視する 2.77 -0.98 0.35 1.67
この組織は、ステークホルダーがどんな関心を持つかに配慮する 2.91 -0.94 0.31 1.66
ステークホルダーからの理解や信頼を得ることを重視する組織だ 3.20 -0.95 0.27 1.55
ステークホルダーが満足することを重視する組織だ 2.86 -1.00 0.27 1.60
ステークホルダーに対する責任を果たそうとする組織だ 2.94 -0.97 0.29 1.59

⑳-2社内外の関係者の重視(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
顧客の満足

顧客が満足することを何よりも優先する組織だ 3.60 -1.59 -0.48 0.91
顧客が満足する商品やサービスの提供を目指す組織だ 5.22 -1.55 -0.59 0.81
顧客の満足につながる価値の創造を目指す組織だ 4.96 -1.47 -0.52 0.83
この組織は、利益が顧客の満足から生まれると考えている 3.14 -1.50 -0.43 0.98
この組織は、顧客満足度を重要な指標としてとらえている 3.69 -1.53 -0.53 0.92

㉑Well-beingの重視(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
幸福の重視

顧客やステークホルダーの幸せを重視する組織だ 0.96 -2.16 -0.27 2.56
この組織は、利益の追求と同じくらい、人々の幸福を追求している 1.83 -1.38 0.07 1.84
世の中の一人一人の幸せを重視する組織だ 1.88 -1.26 0.18 1.86
この組織は、現在だけでなく、未来の幸せのために何が必要かを考えている 1.99 -1.27 0.10 1.76
顧客だけでなく、従業員の幸せも重視する組織だ 2.21 -1.10 0.19 1.88

安心と安全の重視
利益の追求よりも、安心と安全を優先する組織だ 1.89 -1.61 -0.11 1.49
商品やサービスの安心と安全を重視する組織だ 1.70 -1.79 -0.47 1.52
安心できる社会への貢献を重視する組織だ 2.17 -1.58 -0.30 1.31
安全な労働環境が確保されている組織だ 1.84 -1.96 -0.52 1.57
この組織は、安心、安全な職場づくりに注力している 2.43 -1.71 -0.36 1.44
パワーハラスメントの防止策が講じられている 1.64 -1.63 -0.24 1.66

健康の重視
人々の健康を重視する組織だ 2.40 -1.59 -0.38 1.28
この組織は、健康寿命の延伸に注力している 1.94 -1.24 0.24 1.79
健康に資する商品やサービスの提供を重視する組織だ 1.46 -1.22 0.35 2.11
顧客だけでなく、従業員の健康も大切にする組織だ 2.77 -1.33 -0.22 1.50
この組織は、従業員の健康を守ることで組織の利益につながると考えている 2.79 -1.21 -0.07 1.55

㉒-1社会への貢献(P)-課題解決の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
課題の解決

地域、社会の課題を解決することを重視する組織だ 2.74 -1.10 -0.04 1.26
自組織のみでなく、業界全体の課題解決を目指す組織だ 3.41 -0.99 0.12 1.45
顧客の抱える課題解決に取り組む組織だ 1.62 -1.79 -0.56 1.31
自組織の課題を明確に把握し、解決に取り組む組織だ 2.07 -1.58 -0.20 1.55
自組織のみでなく、人類全体の課題解決を目指す組織だ 2.62 -0.79 0.35 1.65
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㉒-2経済への貢献(P)-課題解決の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
経済への貢献

利益の追求を何よりも重視する組織だ 0.71 -2.29 0.49 3.19
経済へ貢献することを組織の使命としている 3.00 -1.02 0.24 1.64
人々の経済的な豊かさを追求する組織だ 3.28 -0.87 0.28 1.65
従業員の経済的な豊かさを重視する組織だ 1.91 -0.95 0.43 2.16
この組織は、国内外の経済がしっかりと見通せている 1.95 -0.89 0.55 2.31

㉒-3社会への貢献(P)-課題解決の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
組織の存在意義

この組織は、何のために組織が存在するのかを明確に理解している 3.27 -1.51 -0.49 1.02
存在意義がはっきりとした組織だ 3.99 -1.58 -0.59 0.75
組織が掲げる使命がはっきりしている 5.44 -1.51 -0.50 0.74
この組織が何を目指すのか、組織のメンバーにも伝えられている 3.32 -1.41 -0.39 1.09
組織のビジョンがはっきりしている 3.10 -1.41 -0.36 1.08

㉓組織としての責任(P)の識別力(a)および閾値パラメタ(b)
下位尺度／項目 a b1 b2 b3
社会的責任・コンプライアンス

組織の活動内容を社会へ説明する責任を重視する組織だ 1.31 -1.86 -0.16 2.11
この組織は、法令、ルール、規範を守ることは当然と考えている 2.36 -2.18 -0.97 0.63
コンプライアンスを重視する組織だ 2.65 -1.89 -0.76 0.59
国内だけでなく、国外の法令や条約を守ることも重視する組織だ 1.46 -1.57 -0.33 1.33
社会に対する組織の責任を重視する組織だ 2.84 -1.75 -0.72 0.77

公正性・透明性
公正で透明な取引を重視する組織だ 2.93 -1.71 -0.72 0.73
この組織は、組織に関する情報を適切に社会に公開している 2.89 -1.64 -0.56 0.96
社会からの要請があった場合には、速やかに組織の情報を開示している 2.88 -1.81 -0.76 0.87
組織内で問題があった場合でも、情報を隠さず開示している 2.35 -1.85 -0.60 1.20
付き合いのある組織との公正で透明な関係を重視する組織だ 2.94 -1.82 -0.61 1.05

人権の重視
基本的人権を重視する組織だ 2.98 -1.76 -0.72 0.77
この組織は、組織の活動が人の基本的な権利を侵害しないよう気をつけている 3.33 -1.81 -0.72 0.81
組織は、差別や偏見の禁止を公言している 2.24 -1.89 -0.75 0.77
利益を追求するよりも、人としての権利を尊重する組織だ 2.22 -1.67 -0.32 1.21
基本的人権を守る法令や条約を守ることを重視する組織だ 3.36 -1.70 -0.63 0.82
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表7．CAT「仕事に対する前向きな考え」シミュレーションによる終了条件別項⽬数およびθ推定値・標準誤差

項⽬数 n % 累積％ Mean SD Min Max Mean SD Min Max
2 994 49.7 49.7 -0.30 0.87 -1.60 1.28 0.31 0.01 0.30 0.35
3 273 13.7 63.4 0.12 0.99 -1.93 1.52 0.30 0.02 0.27 0.35
4 623 31.2 94.5 0.22 0.53 -2.15 1.66 0.31 0.02 0.26 0.35
5 18 0.9 95.4 -0.07 1.80 -2.20 1.78 0.30 0.02 0.29 0.34
6 10 0.5 95.9 -0.08 2.00 -2.22 1.80 0.28 0.01 0.27 0.31
7 6 0.3 96.2 0.44 2.09 -2.25 1.80 0.26 0.00 0.26 0.27
8 5 0.3 96.5 1.71 0.00 1.71 1.71 0.22 0.00 0.22 0.22
9 6 0.3 96.8 1.81 0.00 1.81 1.81 0.26 0.00 0.26 0.26
10 5 0.3 97.0 0.19 2.17 -2.19 1.77 0.24 0.00 0.23 0.24

収束せず 60 3.0 100.0 0.41 0.02 0.38 0.41 0.41 0.02 0.38 0.41
合計 2000 100.0 -0.04 0.86 -2.25 1.81 0.31 0.02 0.22 0.41

項⽬数 n % 累積％ Mean SD Min Max Mean SD Min Max
3 1146 57.3 57.3 -0.20 0.92 -1.75 1.52 0.27 0.01 0.25 0.30
4 296 14.8 72.1 0.10 0.80 -1.99 1.66 0.28 0.01 0.23 0.30
5 88 4.4 76.5 -0.20 1.24 -2.22 1.78 0.28 0.01 0.24 0.30
6 378 18.9 95.4 0.26 0.43 -2.22 1.80 0.28 0.01 0.24 0.30
7 11 0.6 96.0 0.33 1.51 -2.25 1.80 0.27 0.01 0.25 0.30
8 9 0.5 96.4 1.01 0.92 -0.72 1.71 0.25 0.03 0.22 0.30
9 6 0.3 96.7 1.81 0.00 1.81 1.81 0.26 0.00 0.26 0.26
10 5 0.3 97.0 0.19 2.17 -2.19 1.77 0.24 0.00 0.23 0.24

収束せず 61 3.1 100.0 0.40 0.02 0.31 0.41 0.40 0.02 0.31 0.41
合計 2000 100.0 -0.04 0.87 -2.25 1.81 0.28 0.03 0.22 0.41

項⽬数 n % 累積％ Mean SD Min Max Mean SD Min Max
3 814 40.7 40.7 -0.57 0.69 -1.75 1.19 0.27 0.01 0.25 0.28
4 341 17.1 57.8 0.69 0.89 -1.63 1.66 0.26 0.02 0.23 0.28
5 300 15.0 72.8 0.01 0.66 -2.08 1.60 0.25 0.02 0.21 0.28
6 116 5.8 78.6 0.13 0.80 -2.22 1.80 0.25 0.01 0.22 0.28
7 323 16.2 94.7 0.22 0.55 -2.29 1.80 0.27 0.01 0.21 0.28
8 21 1.1 95.8 0.32 1.44 -2.33 1.82 0.25 0.02 0.22 0.28
9 9 0.5 96.2 1.28 0.86 -0.57 1.81 0.26 0.01 0.26 0.28
10 12 0.6 96.8 0.87 1.58 -2.19 1.87 0.26 0.02 0.23 0.28

収束せず 64 3.2 100.0 0.40 0.03 0.29 0.41 0.40 0.03 0.29 0.41
合計 2000 100.0 -0.04 0.87 -2.33 1.87 0.27 0.03 0.21 0.41

項⽬数 n % 累積％ Mean SD Min Max Mean SD Min Max
4 768 38.4 38.4 -0.36 0.88 -1.70 1.31 0.24 0.01 0.22 0.25
5 338 16.9 55.3 -0.12 0.79 -1.96 1.49 0.24 0.01 0.21 0.25
6 296 14.8 70.1 0.16 0.95 -2.09 1.71 0.24 0.01 0.21 0.25
7 120 6 76.1 0.10 0.79 -2.06 1.75 0.23 0.01 0.21 0.25
8 99 5 81.1 0.36 0.67 -2.07 1.71 0.23 0.01 0.19 0.25
9 41 2.1 83.1 0.31 0.53 -2.04 1.56 0.24 0.01 0.20 0.25
10 35 1.8 84.9 0.35 0.81 -2.19 1.77 0.24 0.01 0.18 0.25

収束せず 303 15.2 100.0 0.29 0.06 0.25 0.41 0.29 0.06 0.25 0.41
合計 2000 100.0 -0.05 0.83 -2.19 1.77 0.24 0.03 0.18 0.41

CAT終了条件 se35 < 0.35 θ値 se値

CAT終了条件 se30 < 0.30 θ値 se値

CAT終了条件 se28 < 0.28 θ値 se値

CAT終了条件 se25 < 0.25 θ値 se値
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素点合計 全項⽬IRT se<0.35 se<0.30 se<0.28 se<0.25

　基礎統計値

平均 27.43 0.00 -0.04 -0.04 -0.04 -0.05

SD 6.08 0.96 0.86 0.87 0.87 0.83

　相関係数

素点合計 ̶ .993** .845** .871** .877** .841**

全項⽬IRT_θ値 ̶ ̶ .846** .870** .876** .834**

se<0.35 ̶ ̶ ̶ .976** .967** .903**

se<0.30 ̶ ̶ ̶ ̶ .993** .933**

se<0.28 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ .937**

n=2000. **p<0.01

表8．「仕事に対する前向きな考え」の素点、全項⽬IRTθ値・終了条件別CATシミュレーションに
　　よるθ値ならびにそれらの相関

θ値

終了条件別CATシミュレーション

－72－



表9．CATシステム「仕事に対する前向きな考え」のシミュレーションに基づく終了条件別項⽬数およびθ推定値・標準誤差

項⽬数 n Mean SD Min Max Mean SD Min Max Mean SD t prob
3 1146 -0.20 0.92 -1.75 1.52 -0.18 0.92 -2.04 1.67 -0.02 0.19 -3.53 0.000
4 296 0.10 0.80 -1.99 1.66 0.04 0.77 -2.08 1.71 0.06 0.17 5.70 0.000
5 88 -0.20 1.24 -2.22 1.78 -0.20 1.24 -2.22 1.78 − − − −

6 378 0.26 0.43 -2.22 1.80 0.26 0.45 -2.58 2.16 0.00 0.14 -0.55 0.585
7 11 0.33 1.51 -2.25 1.80 0.40 1.77 -2.58 2.16 -0.06 0.34 -0.60 0.565
8 9 1.01 0.92 -0.72 1.71 1.25 1.15 -0.54 2.16 -0.24 0.28 -2.55 0.034
9 6 1.81 0.00 1.81 1.81 2.16 0.00 2.16 2.16 − − − −

10 5 0.19 2.17 -2.19 1.77 0.26 2.59 -2.58 2.16 -0.08 0.43 -0.40 0.709
収束せず 61 0.40 0.02 0.31 0.41 1.02 2.02 -2.58 2.16 -0.62 2.00 -2.42 0.019

合計 2000 -0.04 0.87 -2.25 1.81 -0.01 0.96 -2.58 2.16 0.28 0.03 0.22 0.410

項⽬数 n Mean SD Min Max Mean SD Min Max Mean SD t prob
3 1146 0.27 0.01 0.25 0.30 0.23 0.02 0.19 0.38 0.05 0.02 70.17 0.000
4 296 0.28 0.01 0.23 0.30 0.25 0.02 0.21 0.35 0.03 0.02 17.66 0.000
5 88 0.28 0.01 0.24 0.30 0.28 0.01 0.24 0.30 − − − −

6 378 0.28 0.01 0.24 0.30 0.30 0.02 0.28 0.43 -0.03 0.02 -23.30 0.000
7 11 0.27 0.01 0.25 0.30 0.40 1.77 -2.58 2.16 -0.12 0.06 -6.59 0.000
8 9 0.25 0.03 0.22 0.30 0.40 0.04 0.34 0.43 -0.15 0.07 -6.77 0.000
9 6 0.26 0.00 0.26 0.26 0.43 0.00 0.43 0.43 − − − −

10 5 0.24 0.00 0.23 0.24 0.41 0.02 0.40 0.43 -0.18 0.01 -30.83 0.000
収束せず 61 0.40 0.02 0.31 0.41 0.42 0.02 0.31 0.43 -0.01 0.00 -27.55 0.000

合計 2000 0.28 0.03 0.22 0.41 0.26 0.05 0.19 0.48 0.01 0.00 27.55 0.000

CAT終了条件 se30 < 0.30 CAT実⾏5項⽬で終了した場合
θ値 θ値 ⊿θ (Paired t-test)

CAT終了条件 se30 < 0.30 CAT実⾏5項⽬で終了した場合
se値 se値 ⊿se (Paired t-test)
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表10．CAT「仕事に対する前向きな考え」シミュレーションによる項⽬提⽰パターン（5項⽬以内の終了者）

1st 2nd 3rd 4th 5th

(1530) (1187) (597) *
(171) *

2 (42) *
8 (3) *

(26) *
5 (1) *

(2) *
2 (2) *
9 (1) *

4 (1) *

(314) *
(14) *

2 (3) *
5 (1) *

(5) *
1 (3) *
4 (1) *

(184) (113) *
(15) *

2 (1) *

(20) *

3 (5) *
(22) *

10 (8) *

(159) (102) *

2 (6) *
(16) *

9 (1) *
9 8 (2) *

3 (13) *
5 (16) *
7 (3) *

(1530) (1146) (296) (88)

Note: カッコ内の数字は⼈数、*その時点での終了者

6

3

1

9

2

8

8
1

9

9

3 1

8
4

1

3
8

2 10
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図 5. CAT「仕事に対する前向きな考え」シミュレーションによる項目提示パターン 
（第 4 項目までのプロセス） 

CAT第1画⾯ 第2画⾯ 第3画⾯ 第4画⾯

9 職場では、⾃分の技能を
⼗分に⾼めることができる

2 ⾃分の仕事は重要だと
思う

1 ⾃分の仕事は意味のある
ものだと思う

8 仕事で⾃分の⻑所をのば
す機会がある

4 ⾃分の仕事はよりよい社
会を築くのに役⽴っている

3 働きがいのある仕事だ

1 ⾃分の仕事は意味のある
ものだと思う

8 仕事で⾃分の⻑所をのば
す機会がある

9 職場では、⾃分の技能を
⼗分に⾼めることができる

3 働きがいのある仕事だ 1 ⾃分の仕事は意味のある
ものだと思う

6 今の職場やこの仕事にか
かわる⼀員であることに、
誇りに思っている

9 職場では、⾃分の技能を
⼗分に⾼めることができる

3 働きがいのある仕事だ
8 仕事で⾃分の⻑所をのば
す機会がある

4 ⾃分の仕事はよりよい社
会を築くのに役⽴っている

2 ⾃分の仕事は重要だと
思う

3 働きがいのある仕事だ 8 仕事で⾃分の⻑所をのば
す機会がある

9 職場では、⾃分の技能を
⼗分に⾼めることができる

1 ⾃分の仕事は意味のある
ものだと思う

3 働きがいのある仕事だ
2 ⾃分の仕事は重要だと
思う

10 仕事の内容は⾃分にあっている

－75－



  CAT #1

Iwata et al. (Int J Behav Med, 2016)

  CAT #2
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資料　CATにおける回答者の特性上の位置(θ値)の推定プロセス
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令和元年度～令和３年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 
ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善の促進を目的とした調査項目 

及びその活用方法論の開発（190501-01）研究代表者：井上彰臣 
分担研究報告書 

 

ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善の促進を目的とした 

調査項目の検討およびＣＡＴを用いたストレスチェック実施後の 

職場環境改善ヒント集の作成 
 

研究分担者 小田切優子 東京医科大学医学部・講師 

 
研究要旨 本研究班では、ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善のさらなる促進の

ために、多様な事業場の課題に対応できるような項目を含む大量の調査項目プールを作成し、それらを

コンピュータ適応型テスト（Computerized Adaptive Testing：CAT）を活用したストレスチェックに
用い、事業場の自律的な職場環境改善を促進するための方法論の開発を目途としている。本分担研究の

1 年目は、調査項目プールに含める候補となる項目について、ストレスチェック制度にかかわる多様な
関係者（ステークホルダー）会議を開催し、意見を広く収集した。調査項目案について多岐にわたる具

体的なアイディアを得たほか、ストレスチェック制度から職場環境改善の実施までに関する多様な意見

を収集できた。ポジティブな項目を含む、改善行動にすぐにつながる質問項目を用意するといった項目

案に対する意見を参考とし、既存の調査票項目も参考にしつつ項目プール素案を作成した。2年目は、1
年目に作成した調査項目プール 362項目を含むWEB調査データを分析し、開発された CATのプロト
タイプの運用について意見を求める目的で、再びステークホルダー会議を開催した。その結果、CATを
用いることで回答項目数が少なく短時間でストレスチェックが実施可能であることのメリットが大き

いことが認識された。一方、職場環境改善への展開を促進するための結果提示の方法の検討や事業場担

当者による活用を容易にする工夫が課題として挙げられた。3年目は、CATを用いたストレスチェック
の後に集団分析結果を用いて職場環境改善を実施に移すための具体的なアクションについて、項目内容

を参考にしながら検討した。研究班員ならびに職場環境改善の専門家の協力を得て、最終的に合計 439
の職場環境改善のアクション（ヒント集）を作成、完成させた。 
 
研究協力者 
井上 彰臣 産業医科大学 IR推進センター 
岩田  昇 桐生大学医療保健学部 
江口  尚 産業医科大学産業生態科学研究所 
堤  明純 北里大学医学部 
渡辺 和広 北里大学医学部 
海野 賀央 （株）CSIソリューションズ 
金森  悟 帝京大学医学部 
栗岡 住子 桃山学院教育大学人間教育学部 
小林 由佳 東京大学大学院医学系研究科 
田中 和秀 医療法人ひつじクリニック 
中辻めぐみ 社会保険労務士法人 

中村・中辻事務所 
長見まき子 関西福祉科学大学健康福祉学部 
萩原 周子 全日本自治団体労働組合 

川崎市職員労働組合 
日野亜弥子 産業医科大学産業生態科学研究所 
坊  隆史 東洋学園大学人間科学部 
増田 将史 イオン（株） 
松坂亜紀子 （株）インテージ・アソシエイツ 
松本 桂樹 （株）ジャパン EAPシステムズ 
森口 次郎 一般財団法人京都工場保健会 
安倉 沙織 アビームコンサルティング（株） 

山田 直樹 東芝 ITコントロールシステム（株） 
吉川 悦子 日本赤十字看護大学看護学部 
 
Ａ．研究目的 
 平成 30年労働安全衛生調査 1) によると、スト

レスチェック結果の集団（部・課など）ごとの分

析を実施した事業場の割合は 73.3％（前年
58.3％）、このうち分析結果を活用した事業場の
割合は 80.3％（72.6％）に及び、ストレスチェッ
ク実施後の結果を活用する動きが広まってきて

いることが推察される。分析結果の活用内容とし

ては、「残業時間削減・休暇取得に向けた取り組

み」が 46.5％と最も高く、職場の心理社会的環境
に該当する「上司・同僚に支援を求めやすい環境

の整備」は 28.7％、「職場の物理的環境の見直し」
は 17.3％、さらに「従業員参加型の職場環境改善
ワークショップの開催」は 5.2％に留まっている。
このことより、ストレスチェック結果を活用して

職場環境改善を進めるためには、それを容易にす

るための技術的な支援やさらなる工夫が必要と

考えられる。 
 本研究班では、ストレスチェック結果を活用し

た職場環境改善のさらなる促進のために、現行の
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ストレスチェック制度で使用が推奨されている

職業性ストレス簡易調査票（57項目）にとらわれ
ず、多様な事業場の課題に対応できるような項目

を含む大量の調査項目プールを作成し、その中か

ら各事業場が必要な項目を選定し自律的に職場

環境改善をすすめるための方法論を開発するこ

とを目的として研究が進められた。本分担研究の

1年目（令和元年度）および 2年目（令和 2年度）
研究では、ストレスチェック制度にかかわる多様

な関係者（ステークホルダー）会議の機会を設け、

大量の調査項目プールの作成について、ストレス

チェック制度から職場環境改善へのプロセスに

関して、研究班で作成したコンピュータ適応型テ

スト（Computerized Adaptive Testing：CAT）
のストレスチェックにおける適用について等、広

く意見を収集し、研究に反映させることを目的と

した。また最終年度（令和 3年度）は、CATを用
いたストレスチェック実施後に職場環境改善を

具体的実施に移すためのアクションについて考

え、職場環境改善ヒント集を作成することを目的

とした。 
 
Ｂ．研究方法 
 令和元年度は、１）ステークホルダー会議の開

催、２）既存の調査票の項目の収集、３）ストレ

スチェック後の集団分析結果の活用に関する事

例の検討を行った。 
 
１） ステークホルダー会議の開催 
 産業医、保健師、人事労務担当者や衛生管理者、

心理職、労働組合役員、EAP機関、社会保険労務
士、計 11 名の参加を得てステークホルダー会議
を開催した。会議では、職場環境改善を課題とし

て意識してもらい、①ストレスチェックから職場

環境改善につながりやすくする、事業場で把握し

ておくと良い事柄、②企業や事業場が、自社・自

事業場ではこれを尋ねておくと良い、と必要と感

じる事柄、③（汎用性はないが）業種、職種に特

徴的で、問題の多い部署を明らかにできるような

事柄、の 3点を考えながら調査項目候補を挙げて
もらう作業を依頼した。 
 
２）既存の調査票の項目の収集 
 新職業性ストレス簡易調査票の開発にかかわ

った研究者の間で検討の材料となった既存の調

査票の項目や、メンタルヘルス改善意識調査票

（MIRROR）2)、中央労働災害防止協会による快

適職場調査 3) 等から、調査項目プールとして追加

する項目について検討、整理した。 
 
３）ストレスチェック後の集団分析結果の活用に

関する事例の検討 

 ストレスチェック後の集団分析結果を職場環

境改善に活かしている精神科産業医の協力を得

て、調査項目の有効活用方法についての示唆を得

ることとした。 
 
 令和 2年度は、前年度に引き続き、ステークホ
ルダー会議を開催し、意見を聴取したほか、会議

の参加者に対してアンケート実施し、研究途中成

果についての意見を求めた。 
 ステークホルダー会議は、新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）の流行下であったため、リ
モート形式で 2 回に分けて実施した。会議では、
集団分析結果を活用した職場環境改善をさらに

促進するため、多様な事業場の課題に対応できる

よう、大量の調査項目プールを作成したことを説

明し、それらの調査項目プールから、事業場が考

えている課題や、目標とする事業場の姿をイメー

ジして選択できるように設定された調査項目セ

ットについて説明を行った。次に、岩田班員より

CAT の概要説明、CAT プロトタイプを用いてテ
ストが終了するまでの様子を供覧した。会議終了

後に参加者を対象に CAT の事業場での受け入れ
やすさ等、CATの活用可能性に関するWEB上で
のアンケートを実施し、情報を得た。 
 
 令和 3年度は、開発された調査項目プール 362
項目の内容を参考にしながら職場環境改善のた

めのアクション案を作成した。研究班会議の場で

研究班員より、また職場環境改善の専門家 2名（小
林氏、吉川氏）から意見聴取しアクションの追加

提案のプロセスを経て、最終的なアクションをま

とめヒント集とした。 
 
（倫理面への配慮） 
 本分担研究は、東京医科大学医学倫理審査委員

会の承認を得て実施した（承認番号：T2019- 
0242）。 
 
Ｃ．研究結果 
１）令和元年度ステークホルダー会議の成果 
 ステークホルダー会議では、職場環境改善につ

ながることを意識した項目や、業種、職種に特徴

的な項目に関するものなど、調査項目プールに含

めたい非常に多くのアイディアが出された。以下

に列記する。 
 
【それぞれの事業場で追加を検討したい項目】 
1. ストレスチェックの受検希望（ストレスチェ
ックを受けたくない層がどういう働き方を

しているのか、知ることができるため） 
2. 精神疾患の労働災害の認定基準に含まれて
いる項目を活用する 
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3. メンタルヘルスアクションチェックリスト、
ヒント集の項目をそのまま調査項目にする 

4. 現行の職業性ストレス簡易調査票よりも具
体的な尋ね方にしてはどうか（例：ホウ・レ

ン・ソウに対する気遣いがある、など） 
5. 経営者との信頼関係（新職業性ストレス簡易
調査票での項目は経営陣が主語になってい

るが、従業員からみた経営層への信頼感が測

れると良い） 
6. 会社への愛着（例：会社が好きかどうか、会
社に誇りを感じるか、今後もこの会社/部署/
上司のもとで働き続けたいと思うか、この会

社で長く働きたいと思うか、毎日朝この会社

に行きたいと思うか、知人に自分の会社をお

勧めできるか、自分の子どもに働かせたいか、

など） 
7. 経営理念に関する項目（例：経営理念に共感
している、経営理念が浸透している、理念に

沿って行動できている、など） 
8. ハラスメント要素がある職場をあぶりだせ
る項目（例：ハラスメント/いじめをこの部署
/職場で見聞きした、など）。ハラスメントに
特化したストレスチェックがあっても良い

かもしれない 
9. 身体的負担（例：座る暇がない、伸びができ
ない、タバコで離席ができる、など）。職業

性ストレス簡易調査票では 1項目だが、もう
少し数があると良い 

10. 家族・友人のサポート（例：家族に相談でき
ない、相談しづらい、話す必要もない、など） 

11. 支援について、仕事とプライベートを分けて
尋ねる（例：仕事の話をプライベートには持

ち込みたくない、仕事より趣味や生活を大事

にしているか。自分以外のことも話したいと

思うか、自分をさらけ出せる環境か、など） 
12. 情報共有がよく行われているか 
13. 兼業や副業とのバランス 
14. 挨拶ができているかどうか、自分から挨拶を
しやすい環境か 

15. 不採算部門に焦点を当てた項目（例：やって
もやっても報われない、組織の存在意義を感

じない、会社に貢献していると感じる、職場

で理不尽な思いをすることがある、など） 
16. 気持ちよく働けているか 
17. 仕事に対するやる気（仕事に対してやる気が
出ない理由（例：キャリア、人間関係、スキ

ルなど）が分かれば、問題解決にもつながる） 
18. 仕事が好きで自己実現ができそうと思って
いるか、仕事が面白いか、仕事を通じて自身

の成長を実感できるか 
19. 勤務調整の現実的なしやすさ（例：個人のラ
イフスタイルに応じて勤務調整ができる（あ

るいは、しやすい）など） 
20. キャリアに役立つ教育やチャンスがある、平
等・公平に確保・提供されている 

21. 職場内にロールモデルがある、ロールモデル
の情報がある 

22. 人間関係を良くするための工夫がなされて
いるか 

23. 仕事の見通し（例：業務が忙しくても期限や
終わりが分かっている、大変だがこのまま乗

り切ってしまうぞと思える、仕事の先が見え

ない、つらい状況がどのくらい続くのか分か

らない、など） 
24. 仕事のやりがいはあるがストレスも高い状
況（必ずしも高ストレスが悪い状況でない） 

25. キャリアの展望が持てる 
26. 個人の背景に対する配慮があるか 
 
【人事労務的内容】で追加が望ましい項目 
1. 転勤、出向、部署異動、居住地の変更 
2. 通勤時間 
3. 法定外労働時間 
4. サービス残業をしている 
5. 残業時間を正しく申請しにくい 
6. 緊急連絡先 
 
【業種、職種に特有な内容】 
（IT産業） 
1. 客先で仕事をすることが多い場合、周囲の目
があって自由度が少ない。そのような属性に

関連した項目は欲しい 
2. 常駐先の人たちとの関係性など。但し、関係
性には「部署」と「プロジェクト」の 2つの
所属があるので、分かるように尋ねる必要が

ある 
3. 顧客の要求度など、外部顧客と接するストレ
ス。24時間対応の必要性。呼び出し勤務はあ
るか 

 
（小売業） 
1. 「報われる仕事かどうか」は小売業では重要
な項目かもしれない 

 
（業態に関して） 
1. テレワークやフレックス勤務の体制 
2. 親会社との関係性 
3. 元受け下請けの関係性に関連するストレス
（仕事ではあるが会社の中の話でなく、自分

は会社を代表している立場の場合、（自社の）

ブランドの維持などに関連する場合もあっ

てストレス要因となりうる） 
4. 出先で用事が終わっても帰るに帰れない 
5. 業種特有の問題については、それぞれの業種
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について現場の人を集めないと、先入観だけ

で項目を作ってしまう可能性があるので、注

意が必要である。例えば小売業では「感情労

働」が問題だと思われがちだが、実際は現場

ではあまり問題になっておらず、むしろ、パ

ート労働者の借金問題などの方が重要だっ

たりすることもある、など 
 
【調査項目に含めたい内容に関するアイディア】 
1. 経営に関する項目（経営層に使ってもらえる
経営層に食いついてもらえるような項目） 

2. 経営者の持っている仮説に合う項目、あるい
は仮説の検証に使える項目 

3. パフォーマンスの低下に伴う人件費の損失
額が分かるような項目 

4. 改善に直結する内容を尋ねているもの 
5. 自由記述にして、問題点は何か、改善策は何
だと思うか。自分たちで考えて書いてもらう 

6. （より上の、あるいは大きな）組織レベルの
課題を、（下の）現場レベルが集まって考え

ても解決できないことも多く、集団分析結果

などは、課題を確認することにはつながるが、

より上層の人が「そうだね（それは改善に取

り組まないといけないね）」と思ってくれな

いと変わらないので、経営者を説得する資料

となるような情報を提供できるものが望ま

しい 
 
【その他の意見】 
1. 項目の尋ね方は、ネガティブに聞くよりもポ
ジティブに聞く方が良い 

2. 項目に対して「答えたくない」という場合、
その背景にある事柄に問題が潜んでいるか

もしれない 
3. 若手の場合、仕事の優先順位を決められない
場合があるなど個人の抱える問題が背景に

ある場合もある 
4. 今は、そもそも上司がいない人もいるので、
まずは「上司がいるかどうか」の項目が必要

かもしれない 
5. 「仕事の意義」に関しては、世代によって考
え方が異なると思うので注意が必要 

6. 上司にラインケアが求められているため、上
司が疲弊しているかもしれない。「上司への

支援」を尋ねた方が良いかもしれないし、「管

理監督者用のストレスチェック」があると良

いかもしれない 
7. 上司が感じている「部下をマネジメントしな
ければならない」というストレス 

8. セルフケアを促すような項目（趣味の時間が
確保できているか、団欒の時間かあるか、地

域とのつながりなど） 

9. 設問項目自体がセルフケアの気付きになる
ようなものがあると良い 

10. 食事・運動・睡眠（レジリエンスの観点から） 
11. 労働密度をどのように測るか課題である。仕
事の件数が少なくても、いっぱいいっぱいの

努力をしている場合もあり、評価は難しい。

提供するサービスの質の問題もある。とくに、

対人労働では、提供するサービスに対する相

手の理解や評価が様々なので顧客満足度の

ような質問項目を追加すると良いかもしれ

ない。いずれにしても、短い文章の質問項目

や単独項目では問題の理解が進まず、複合的

に分析しないと分からない情報もあること

に注意が必要である 
 
【職場環境改善に向けての運用面での問題と解

決のためのアイディア】 
1. 点数の高低までは理解されるが、どこの何が
悪いのかまで探るに至らず対策までつなが

らない（犯人探しが先になってしまってい

る） 
2. 調査票の項目について専門職が説明できて
も、人事労務担当者が説明できないので対策

も考えづらい 
3. 項目やアクションチェックリストは一般論
になりがちで、自分の職場に落とし込むこと

が難しい 
4. 現行の職業性ストレス簡易調査票は、具体的
に（対策として）何をすれば良いか分からな

い項目もある 
5. 「仕事量が多い」「役割葛藤が高い」など、
結果を現場にフィードバックできるが、具体

的にどういうことで困っているのかを知り

フィードバックするのが難しい（新職業性ス

トレス簡易調査票 80 項目が一部情報源にな
る） 

6. アウトカムの評価も重要と考えてプレゼン
ティーズムの項目を追加したが、これが本当

にその部署の損失を表しているのかが疑問

だという話になり、参考値程度になってしま

っている 
7. ストレスチェックの個人フィードバックの
内容に価値を見いだせないのかもしれない

（項目を見たら、どう答えたら、どういう結

果が出るのか、予想できるため） 
8. 集団分析という点では、休暇の取得率、健診
データと組織データをリンクさせた分析な

どを行い、経営層が興味を持ち、人材を失う

リスクを低減できることを示したい 
9. ストレスチェックの実施に重要な働きをも
つのは衛生委員会。衛生委員会の活性化もス

トレスチェックの目的（成果）。製造業など
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では PDCAの考え方が根付いているが、他の
業種ではそうでないところもあり、ストレス

チェックで PDCA を意識するようになった
意義は大きい 

10. （改善の）アクションを質問項目として、行
動レベルに落とした質問項目とするのが良

いのではないか。このような情報をまとめて

管理職向けアドバイスシートを返したいと

考えている 
11. 組織開発の手法も役に立つかもしれない。達
成感を感じることができるのは何か？段階

を経て、自分達のあるべき姿が分かり、皆の

ベクトルがあっていくようなイメージであ

る。そのためには、個別ヒアリングして情報

収集する必要もある 
12. フィードバックのアウトカムをどうするか
「業績が上がった」「離職率が減った」など

（数字が出ると良い） 
13. 健康経営は会社のミッションの中の 1つにす
ぎないので、健康経営だけに注力するのは難

しい。健康経営とストレスチェックの目的に

ついてすり合わせができて両方が良い形で

展開できると良いかもしれない 
14. CREW のようなツールがあると改善活動を

やりやすいかもしれない 
 
２）既存の調査票の項目の収集 
 職業性ストレス簡易調査票を含む既存の調査

票を参考に調査項目プール案を整理し、作業・課

題に関する項目候補、グループ・対人関係に関す

る項目候補、組織に関する項目候補（全 244項目）
を作成した。 
 
３）ストレスチェック後の集団分析結果の活用に

関する事例の検討 
 ストレスチェック後に集団分析を行い、職場環

境改善に活かす経験を有する精神科産業医から、

その手法に関する情報提供を受け、多くの示唆を

得た。ストレスチェックの集団分析結果を事前に

把握してから高ストレス者面談を実施すること

で、対策の糸口が見えてくることがある。例えば、

集団分析の結果、仕事の量的負担・質的負担が高

く、仕事のコントロールが低く、身体的負担が高

いが、同時に働きがいも高い、同僚の支援も高い

看護部に所属する、ある高ストレス者の面談では、

働く中でキャリアプランの先が見えなくなった

ように感じており、職場は良く言えば自由、悪く

言えば放任で、個人のモチベーションに任されて

いる部分が大きい今、中堅になった後どうすれば

良いのか分からずに不安を感じているというこ

とが分かった。本人に就労アドバイスを行うと同

時に、本人同意のもと職場に情報を共有して対策

を検討するためのフィードバックを行い、中堅職

員のキャリアプラン、キャリアラダーを考慮する

ことで離職防止のアプローチをとっていくこと

につながった。 
 もう 1つの活動事例は、製造業某社のストレス
チェック結果の経年変化から、仕事の負担感の増

大、自覚症状の悪化、満足度の低下を把握し、そ

の後の対応を行った例である。2～3人の会社関係
者とストレスチェック結果についてじっくりと

話し合う時間を持ち、問題点の抽出と改善策を話

し合い、部下のモチベーションを上げること、上

司のリーダーシップを上げることを目標として、

リーダーシップ実行シートを作成し、具体的な目

的、とる行動等について、毎月の進捗を確認する

方法をとった。その結果、仕事の負荷の減少、満

足度、自覚症状の向上がみられた。 
 
４）令和 2年度ステークホルダー会議の成果 
 ステークホルダー会議で供覧した CAT は、現
行の職業性ストレス簡易調査票に追加で使用す

ることを想定しており、その点でも短時間で回答

が終了することは受検者にとってメリットであ

るとの意見が共有された。参加者からの意見が最

も多かったのは結果の示し方であり、事業場の担

当者が分かりやすい形で結果が示されることに

対する期待が大きかった。 
 ステークホルダー会議後のアンケート結果を

資料１に示した。会議の参加者のうち研究班員を

除く 11名全員から回答を得た。 
Q1「CAT の事業場での受け入れられやすさ」に
ついては、5段階評価の 5（とてもそう思う）と 4
（ややそう思う）が 90％を占めた。 
Q2「CAT 導入の促進要因」として多くのアイデ
ィアが出された。CATのメリットを事業場に周知
するために、結果の示し方（理解のしやすい内容

か）、職場環境改善につながるガイドなどが重要

な促進要因となりうることが示された。 
Q3「事業場が項目を選択できる仕組みの受け入れ
られやすさ」は、ややそう思うが 82％であった。
どちらともいえないという回答も 14％あった。 
Q4「ストレスチェックに含めたい調査項目セッ
ト」は「労働者の成長・職場の活性化を目指した

い」であり、ポジティブメンタルヘルスの潮流が

反映されている形となった。次いで多かったのは

「職場の人間関係を改善したい」であった。 
Q5としてCATの特徴として回答者の回答パター
ンに応じて提示され、回答する質問が異なること

があるが、これに対する意見を求めたところ、組

織間の比較が可能かどうか、経年での比較可能性

などについて、疑問も含めた意見が挙げられた。 
Q6「CAT の集団分析結果の示し方に対するアイ
ディア」としては、レーダーチャートの使用に好
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意的意見が多かった。さらに職場の強み、改善す

ると職場がもっと良くなる、といった形態につい

てだけでなく、改善活動を意識して意味を持たせ

て結果を示すことの提案があった。また絶対評価、

相対評価という視点や、平均のみではく（回答者

の）回答の分布やばらつきについても示す提案が

あった。 
Q7「CAT 集団分析結果提示により期待される効
果」として「職場課題の現状へのより深い理解」

はそう思うと回答が 10 名（90％）であった一方
「職場環境改善への意欲向上」はどちらともいえ

ないが 7名（63％）であった。 
Q8「CATやその進め方に関する疑問点や改善点」
について自由記述にて尋ねたところ、結果を示し

たのちも（事業場の担当者に）説明を行って職場

環境改善に繋げるためのフォローが重要であろ

うこと、導入事例が欲しいといった意見が挙げら

れた。 
 
５）令和 3年度の研究成果 
令和 2年度中に研究班で行われた、大量の調査

項目プールを用いたWEB調査のデータを因子分
析した結果を参考にまとめた 23（小分類まで含め
ると 33）の調査項目プール、さらに、これら項目
プールの集まりであり、事業場が目指す姿や課題

をイメージしたうえで参照する 13 の調査項目セ
ットの枠組みに準じて、全部で 439の職場環境改
善のためのアクション（ヒント集）が作成された

（資料２）。 
 作成にあたり、1 年目のステークホルダー会議
での意見が可能な限り盛り込まれているか確認

した。 
 
Ｄ．考察 
 令和元年度、令和 2年度にステークホルダー会
議を開催し、ストレスチェックの集団分析結果か

ら職場環境改善を促進する目的で、多様な事業場

の課題に対応できるような項目についてのアイ

ディアを収集し、それらを調査項目プール作成に

活かすことができた。また CAT の事業場での適
用可能性について意見を求め、実際に職場環境改

善に着手するには、より具体的なイメージを提供

することが必要であることが分かり、ヒント集の

作成に活かすことができた。また、CATを用いた
ストレスチェックの実施から職場環境改善への

取り組み事例の必要性が認識され、本研究の成果

物である「CATを用いて自律的な職場環境改善を
実施するためのマニュアル」に含めることとした

など、貴重な意見を研究に反映することができた。 
 ステークホルダー会議の意見の中で、ストレス

チェックの調査票項目からすぐに改善策がイメ

ージできたり、改善につながるような項目が望ま

しいという意見が多かったことは大変参考にな

った。ストレスチェックの機会に、職場で困って

いること、自身で考える解決策について、自由記

述によって情報を得てはどうかという意見もあ

った。「CAT を用いて自律的な職場環境改善を実
施するためのマニュアル」では、リスクアセスメ

ントの手法を用いて事業場内で PDCA を回すプ
ロセスを重視し、ワークシート形式を採用してい

る点も重要である。 
 令和元年度の研究で、ストレスチェック後の集

団分析結果の活用に関する事例において、ストレ

スチェックの集団分析結果を事業場が自分の問

題として理解し、改善の手だてを考えるための時

間を持つことが重要であった。その事例では、精

神科産業医が、事業場内の職場単位での差異や、

同部署の経年変化などに着目して結果を事業場

の担当者と共有し、事業場自らが課題意識を持ち、

職場環境改善のモチベーションをあげるような

支援が行われていた。そのような点で言えば、本

研究班で開発した CAT を用いたストレスチェッ
クのプロセスでは、調査項目セットの選択にあた

り、事業場の課題を意識することが求められてお

り、このことが自律的な取り組みを推進すること

にもつながると考えられる。 
 作成した大量の調査項目は、調査項目プール

（測定指標）とそれらを 3つ程度組み合わせ、事
業場の目指す姿や解決すべき課題をタイトルと

した調査項目セットとして示されている。この調

査項目セットを選択できる方式は、ステークホル

ダーより高い評価を受けた。中小規模事業場や職

場環境改善の経験を持たない事業場に対しては、

どの調査項目セットを選んで実施すればどのよ

うな結果が示され、それを用いて職場環境改善が

どのような方法で実施できそうか、がイメージで

きるようにすることが重要との意見があった。

「CAT を用いて自律的な職場環境改善を実施す
るためのマニュアル」に含まれた、職場に対する

結果フィードバック例も参考となるし、「CAT を
用いたストレスチェック後の職場環境改善のた

めのヒント集」を、既存のアクションチェックリ

スト 4,5) とともに参照することが有用と考えられ

る。しかし、本ヒント集を実際に使用した職場環

境改善の取り組みは研究期間中に実施できなか

った。今後は研究班で開発した CAT のシステム
や「CATを用いて自律的に職場環境改善を実施す
るためのマニュアル」などのツールと同時に用い、

有用性を評価していく必要がある。 
 ステークホルダー会議の場では、調査項目やア

クションチェックリスト（ヒント集）は一般論に

なりがちで、自分の職場に落とし込むことが難し

いという意見もあった。そのような点でいえば、

職場環境改善のプロセスには、問題点は何か、改
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善策は何だと思うかを自分たちで考え、改善策に

ついて共に考えるという、職場メンバーの主体的

参加が重要であろう。今後、各職場で職場環境改

善の経験例が蓄積され、ヒント集に追加、改訂さ

れていくことが期待される。 
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資料１ ステークホルダー会議参加者による CATを用いた職場環境改善に関するアンケート結果 

（参加 11名全員より回答あり） 
 

Q1．「CAT の事業場での受け入れられやすさ」 

会議でご案内した CAT は、従来のストレスチェックの職業性ストレス簡易調査票 57 項目に追加して ICT を用い

て実施することを想定しています。この CAT は事業場で受け入れられやすいと思いますか？（コスト面は考えず、

実施の利便性やストレスチェックの拡充という視点でご回答ください） 

 

  １．全くそう思わない ２． ３． ４． ５．とてもそう思う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q2．「CAT 導入の促進要因」 

CAT のストレスチェックへの導入を事業場で促進するために必要と思う事柄についてご意見があればお聞かせくださ

い。（自由記述） 

 

1） 結果の見せ方 

2） 事業所内でのストレスチェックはすでに大手の EAP と契約している事業所が多いと思いますので既存の実施

方法との兼ね合いがうまく調整できれば良いと思います 

3） ニーズに応じてオーダーメイド感覚で質問が選べることや、質問項目が少なくなるよう工夫されている点を強調
すればすでに毎年集団分析をしている事業場にも魅力的に感じてもらえるのではないでしょうか。まだ集団分

析をやっていない事業所で導入してもらうには、個人が特定できないこと、その後の職場環境改善に生かしや

すいこと、などをお伝えすると効果的と思いました。あとは，費用面についても事前にクリアになると安心してい

ただけると思います。 

4） 項目セットの選び方についてのヒントや、yes-no で答えれば最適な項目セットに行きつくフローなどがあるとよ

いと思います（マニュアル）。あとは集団分析の見せ方の工夫でしょうか。 

5） 通常のストレスチェックは事業主の義務だが、CAT についてはそうではないため、ストレスチェック実施を手間と

感じている（仕方なくやっている）事業主の理解をしっかりと得ること。 

6） 通常のストレスチェックを行う際に、CAT もまとめて実施するように案内をするなど、受検者への早期通知があ

るとスムースに導入できるのではないかと考える。 

7） ストレスチェックの実施者、実施事務従事者など、実際に会社側でストレスチェックの運営を行う担当者（人
事など）の理解も重要と思う。 

8） CAT を行うことで享受できるメリットをしっかりと事前に理解させること。 

9） 経営層の思い付きや興味本位な選定を避けるため、専門家による目的別セット選定の支援。 
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10） 各社の状況にはよりますが、弊社は人事担当者への理解と協力があると促進につながると思います。本来で

すと、産業医の理解があれば産業医が推し進めていけるのだと思いますが… 

11） 57問に追加するとなると比較的問題数が多い可能性がありますが、最終的に何問になるのか気になります。 

12） CATでは偏差値がわかるとなっておりましたが、結果をみて具体的にどのように改善したらよいのか、がわかると

現場では非常に活用しやすくなると思います。 

13） 今回の目的別セット13種類にある質問項目は既に人事コンサル会社等のweb調査等で実施している企業

も多いので、差別化を図る上で、ストレスチェックと同時に実施する意義を示すべき。例えば、高ストレス群と

そうでない群とで比較して結果を示すことができる機能がついているとよい（BJSQ とのクロス集計機能）。 

14） 事業場によってはストレスチェック実施規定に高ストレス者の選定基準を記載している事業場があります。大
変実用性がある一方で、IRT分析の説明、実施規定の記載の表現などを簡易にする必要がありそうです。 

15） またストレスチェックを委託しているEAP業者、健診業者にも幅広く理解を求める必要がありそうです。実際に

質問票を選択しているのは業者であるケースが多いように思われます。" 

16） 算出されたポイント（偏差値？）をどう判断（数字をどのように読むか）し、どのような対策をすればよいのかわか
るような仕組みが欲しい。 

 

Q３．「事業場が項目を選択できる仕組みの受け入れられやすさ」 

今回供覧した CAT は、事業場が認識している課題や事業場のめざす姿等をイメージして目的別に項目セットを

選択する形式でした。このような【目的別項目セット】を提示して事業場が自ら選択できるようにする仕組みは受

け入れられやすいと思いますか？ 

１． 全くそう思わない ２． ３． ４． ５．とてもそう思う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q４．「ストレスチェックに含めたい項目セット」 

あなたが事業場のご担当者だったら、どの項目セットをストレスチェックに含めたいと思いますか？ 3 つまで選んで

✅をいれてください 

 

  １．「労働者の成長・職場の活性化を目指したい」 10人 

  ２．「労働者の負担を軽減したい」 3人 

  ３．「社会の変化に対応できる職場にしたい」 3人 

  ４．「職場の人間関係を改善したい」 5人 

  ５．「職場環境を全般的に把握して改善したい」 4人 

  ６．「仕事の資源・職場の資源を充実させたい」 2人 

  ７．「業務内容を明確にして体制を整備したい」 1人 

  ８．「労働者の安全と健康を守りたい」 1人 
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  ９．「公正・誠実な職場づくりを目指したい」 1人 

  10．「１人ひとりが責任を持って社会に貢献できる組織にしたい」 3人 

  11．「社内外双方の関係者を重視する組織にしたい」 無 

  12．「仕事と家庭のバランスを重視する組織にしたい」 無 

  13．「職場内の教育・研修を充実させたい」 無 

 

Q5．「回答者によって調査項目が異なることへの意見」 

CAT の特徴として「労働者の回答パターンに応じて、提示される調査項目が変わる（同一概念であっても労働者

によって回答する調査項目が異なる）こと」が挙げられます。これは従来のストレスチェックとは大きく異なるものです

が、これについてご意見があれば以下にご記入ください。（例：マンネリ化を防げるのには賛成、項目別に回答分布

を見ることができないのは困る、など）（自由記述） 

 

1） 組織間の比較ができるのか気になります。 

2） 質問項目を読まずに回答する人に対しては効果を期待したいと思いますが、職場環境改善のヒントになる具
体的なフィードバックが作成できないと残念です． 

3） 回答する問題数が少なくてすむのは賛成です。事業所ごとに回答する質問項目が違うのに他事業所（全国
平均）との比較ができるのか？と感じるかもしれません。偏差値で結果が出ることがあらかじめわかっていれば

納得してもらいやすいかもしれません。 

4） 膨大な項目に回答しなくて済むので、とても良いと思います。 

5） 項目別に回答を集計できたほうが、データの扱いに長けていない担当者にはわかりやすいかもしれない。 

6） 組織の現状を把握できたとしても、その原因について、どの回答がどういう状態になっているかを定量的にみる
ことで、実際にその組織をみている者が組織の状態を推察しやすいかもしれない。 

7） 回答時間が少なくなることは回答者にとって回答することに対しポジティブに考える要素になる。 

8） 57 項目の中で労働者の負担などは把握しつつ、前向きな改善を志向するための、軽微な負荷だと考えると、

事業場には受け入れられやすいと考えます。 

9） 同じ項目を順番に回答するものと違って受検者もやらされ感で受け身的な回答よりは、個別性という意識が
働き自分事としてしっかり考えて回答されるのではないかと思います。一方で、回答時間の目安を提示される

とよいかと思います。 

10） ストレスチェックを 1 年に 1 回実施している企業が多いので、質問内容をほとんど覚えていない社員が多いの

ではないかと思います。CAT を使用することで問題数が半減するなどであればマンネリ化防止になるとは思い

ます。 

11） 役員などに説明する際に必ず聞かれることは「全国比や同業種比」です。そのあたりの比較的は可能であっ
てほしいです。" 

12） 集団分析結果がきちんと示すことが可能かどうかが課題と感じる（受検者、企業が理解しやすく、納得できる
様式で）。例えば、経年変化はどのように示すことができるか。 

13） また、職場環境改善に繋げる情報収集（集団分析結果）を阻害することがないかどうかが気になる。職場環
境改善に繋げるには一律の項目の集計結果や分布データがないと取り組みにくいのではないか（CATの仕様

についての理解不足による懸念かもしれないが）。 

14） マンネリ化を防げることには賛成ですが、統一した記述データが蓄積されないことが困りそうです。 

15） 裏付けとなる母集団が測定したい業種、職種に対してマッチしているのかよくわからない。（同じ業種、職種で
の比較も必要かわからないが 

 

Q６．「CAT の集団分析結果の示し方に対するアイディア」 

CAT を用いたストレスチェックシステムでは、選択した項目セットに含まれる複数の概念について、レーダーチャート

による図示をして集団分析結果を提示することを考えています。レーダーチャート以外でより良い提示方法のご提

案があればご記入ください。（自由記述） 
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1） 人事や管理職に集団分析結果を説明する際には、具体的な項目が必要だと思います（教育機会が少ない

と感じている．同僚のサポートが少ない等）。このような具体的な結果があると特に上司は改善のための行動

をとってくれやすいと思います。人事部門に対してはレーダーチャートの年次推移でもよいかもしれません。 

2） レーダーチャートが良いと思います。他には偏差値なので棒グラフで示す方法もありかと思います。（模試の結
果のようなイメージです） 

3） 「職場の強み」となる項目セット、「改善すると職場がもっと良くなる」項目セットと分けて示すとよいかもしれま
せん。特に、職場の強みとなる項目セットは示してあげるとポジティブなアプローチにつながりやすいように思いま

す。 

4） 組織がその状態になっている原因、要因（因子）を推察できるような内容のコメント。本質問の意図とはずれ
るかもしれませんが、回答人数によるブレ幅。 

5） 可能であれば、業種ベンチマーク集団内での偏差値も興味を持っていただきやすい印象です。 

6） 個人を特定するわけではないのですが、分布図もあるとより職場は全体的なバランスを把握しやすいのではな
いかと思います。 

7） レーダーチャートで良いと思いますが、健康経営度調査のようなランキングだったり、どこを改善する必要があり、
何をしたらよいのか、がわかるとよいと思います。 

8） 集団分析の単位（部署等）ごとの絶対評価・相対評価がわかる結果、例えば社内での部署順位（他部署
結果はわからないようにする）、同業他社との比較等ができるようになるとよい。 

9） 職業性ストレス簡易調査票でレーダーチャートを用いて表現することが普及しているので、大きな利点がない
限り変更する必要はないように思います。 

10） レーダーチャートは見やすいと思います。ただ、何と比較するかです。また、それぞれの項目の点数はわかります
が、レーダーチャートの形を類型化して対応策など例示するとよいと思います。 

 

Q７．「CAT集団分析結果提示により期待される効果」 

CATでの集団分析結果（事業場が認識する課題やなりたい姿に相当する概念の職場偏差値）の提示は以下の

事柄を促進するでしょうか？ 

 

１）職場課題の現状へのより深い理解 

１．そう思う（10人） ２．どちらともいえない（1人） 

２）職場環境改善への意欲向上  

１．そう思う（10人） ２．どちらともいえない（７人） ３．そう思わない（1人） 

 

Q8．ステークホルダー会議に参加されて不明な点（こんなことはできるのだろうか？）、改良点（このような使い方や

応用ができないだろうかといったアイディア）、などがあれば自由にお知らせください。（自由記述） 

 

1） 結果を示すだけでは、そこから先の職場環境改善に進むのはなかなか難しいように感じます。 

2） 事業所や職場において、結果を活用する方法を説明するようなフォローアップが必要だと感じますが、そのあた
りは今後の検討されていくのでしょうか（フォローアップができると分析結果が生かせると思いますが、結果を活

かす方法を事業所任せにするとせっかくの結果が有効に使われるか心配なところもあります）。 

3） 導入事例があると事業所で導入してもらいやすいと感じました。 

4） 研究期間や研究費の関係で最終的な成果物としてどこまで作りこめるのかがよくわかりませんでした。 

5） 通常のストレスチェックの集団分析と回答人数がずれた場合、何か影響があるか。CAT を同時に実施すれば

回答人数は一緒になると思いますが、時期をずらした場合人数がずれる可能性があるという前提です。 
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6） 回答率が低かった場合、その組織の所属員の総意ではないと考えられるため、どのように取り扱うべきか。（こ

の点は通常のストレスチェックの集団分析結果も同じ課題があると思います。） 

7） 組織分析については、ストレスチェックの集団分析以外でも、民間企業のサービスで色々なサーベイがあると
思うが、CATはどのような点で差別化ができるか。 

8） 規模や業種、職種などによる平均的集団との比較が可能だと、事業場は興味を持つのではないかと思いま
す。 

9） 産業保健スタッフが充実している企業や事業所は色々工夫したり、アレンジされるでしょうが、産業医保健ス
タッフの活用ができていない企業や事業所でも具体的な対策に繋げられるところまでもっていけるような分析に

なるとよいなとは思います（理想は具体的な対策などにも導いてくれるとより活用しやすいと考えます）業者の

オプション的な部分を標準としてある程度カバーされると産業保健職に便利 

10） Health Impact Assessment への応用。例えば、2019年と 2020年で大きく変化した項目を表示できれば、

コロナ禍やテレワーク導入による心身への影響がすぐにわかるようになる。部署単位で表示できれば、社内で

の何らかの事象の影響等も把握できるようになる（かもしれない）。 

11） 職業性ストレス簡易調査票と比較できるようになると、過去に実施したストレスチェック結果と比較ができるた
め、実施者は CAT を採用しやすくなるように思います。 

 

質問は以上です。ご回答ありがとうございました。 
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資料２ 作成した職場環境改善のアクション（ヒント集） 
 
 
 

CAT（コンピュータ適応型テスト）を用いた 
ストレスチェックの集団分析結果をもとにした 

職場環境改善のためのヒント集 
 
 

 
 
 

令和元年度～令和３年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金（190501-01） 
「ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善の促進を目的とした調査項目 

及びその活用方法論の開発」研究班（研究代表者：井上彰臣） 
研究分担者：小田切優子 

研究協力者：小林由佳、吉川悦子 
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はじめに 
 
CAT（コンピュータ適応型テスト）では、ストレスチェックの調査項目に含めたい項目を、事業場が抱え
ている課題や目指したい姿をイメージして選んでいただきます。 
あなたの事業場が抱えている課題や目指したい姿は以下の調査項目セットのうちどれでしょうか？ 
 
調査項目セット 

１．「労働者の成長・職場の活性化を目指したい」 
２．「労働者の負担を軽減したい」 
３．「社会の変化に対応できる職場にしたい」 
４．「職場の人間関係を改善したい」 
５．「職場環境を全般的に把握して改善したい」 
６．「仕事の資源・職場の資源を充実させたい」 
７．「業務内容を明確にして体制を整備したい」 
８．「労働者の安全と健康を守りたい」 
９．「公正・誠実な職場づくりを目指したい」 
10．「１人ひとりが責任を持って社会に貢献できる組織にしたい」 
11．「社内外双方の関係者を重視する組織にしたい」 
12．「仕事と家庭のバランスを重視する組織にしたい」 
13．「職場内の教育・研修を充実させたい」 

 
選んでいただいた調査項目セットは、いずれも 3～5 の項目プール（測定指標）を提案しています。 
調査項目セットに含まれる調査項目プールは次ページの通りです。 
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調査項目セットと調査項目プール（測定指標）との対応 

（調査項目セット１） 
労働者の成長・職場の活性化を目指したい 
項目プール１  仕事に対する前向きな考え 
項目プール 10 職場機能 
項目プール 18 労働者の成長・活躍 
 
（調査項目セット２）労働者の負担を軽減したい 
項目プール 3-①  要求度（仕事の量的負担） 
項目プール 3-②  要求度（仕事の質的負担） 
項目プール 6     業務負荷に関連した体制づくり 
項目プール 12-① 役割ストレス（役割曖昧さ） 
項目プール 12-② 役割ストレス（役割葛藤） 
 
（調査項目セット３） 
社会の変化に対応できる職場にしたい 
項目プール 2-① 仕事の変化によるストレス 

（仕事の質・量の変化） 
項目プール 2-② 仕事の変化によるストレス 

（予測可能性） 
項目プール 15   公正／誠実な組織 
項目プール 19   持続的な成長 
 
（調査項目セット４）職場の人間関係を改善したい 
項目プール 7    上司 
項目プール 8    同僚 
項目プール 9-① 対人関係によるストレス 

（職場内外の対人関係によるストレス） 
項目プール 9-② 対人関係によるストレス 

（ハラスメント）（オプション項目） 
 
（調査項目セット５） 
職場環境を全般的に把握して改善したい 
項目プール 5  職場環境によるストレス 
項目プール 10 職場機能 
項目プール 15 公正／誠実な組織 
 
（調査項目セット６） 
仕事の資源・職場の資源を充実させたい 
項目プール 4     裁量度 
項目プール 11-① 報酬（経済・地位・尊重報酬） 
項目プール 11-② 報酬（職の不安定性・安定報酬） 
項目プール 13    労働者への対応 
 
 
 
 

（調査項目セット７） 
業務内容を明確にして体制を整備したい 
項目プール 6     業務負荷に関連した体制づくり 
項目プール 12-① 役割ストレス（役割曖昧さ） 
項目プール 12-② 役割ストレス（役割葛藤） 
項目プール 16    指揮・命令 
 
（調査項目セット８）労働者の安全と健康を守りたい 
項目プール 6  業務負荷に関連した体制づくり 
項目プール 13 労働者への対応 
項目プール 21 Well-beingの重視 
 
（調査項目セット９） 
項目公正・誠実な職場づくりを目指したい 
項目プール 13 労働者への対応 
項目プール 15 公正／誠実な組織 
項目プール 23 組織としての責任 
 
（調査項目セット 10） 
１人ひとりが責任を持って社会に貢献できる組織にしたい 
項目プール 1     仕事に対する前向きな考え 
項目プール 4     裁量度 
項目プール 22-① 社会への貢献（課題の解決） 
項目プール 22-② 社会への貢献（経済への貢献） 
項目プール 22-③ 社会への貢献（組織の存在意義） 
 
（調査項目セット 11） 
社内外双方の関係者を重視する組織にしたい 
項目プール 10    職場機能 
項目プール 13    労働者への対応 
項目プール 20-① 社内外の関係者の重視 

（株主・ステークホルダーの重視） 
項目プール 20-② 社内外の関係者の重視 

（顧客満足の重視） 
 
（調査項目セット 12） 
仕事と家庭のバランスを重視する組織にしたい 
項目プール 4  裁量度 
項目プール 6  業務負荷に関連した体制づくり 
項目プール 17 ワーク・ライフ・バランス 
 
（調査項目セット 13） 
職場内の教育・研修を充実させたい 
項目プール 1  仕事に対する前向きな考え 
項目プール 13 労働者への対応 
項目プール 18 労働者の成長・活躍 
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ヒント集の使用方法： 

①CAT実施時に選んだ調査項目セットに対応する項目プール（測定指標）の欄をみます。 
②選んだ測定指標に含まれる項目が列記されています。★印がついているのは、その指標を最も良く説明する項
目です。 
③項目に関連した職場環境改善のためのアクション（ヒント）（表の右）から、職場環境改善のために採用す
るアクションを（部署のメンバーで相談しながら）選びましょう。 
★のついた項目のアクションはぜひ候補として目を通してみてください。 
採用するアクションは数多く選びすぎないこともポイントです。 
（対応するアクションが記載されていない項目は同一項目プールにある他のアクションを参照してください） 
 

CATで用いられる調査項目 職場環境改善のためのアクション（ヒント） 

項目プール１「仕事に対する前向きな考え」（全 10問） 

★・自分の仕事は意味のあるもの
だと思う 

 上司は部下に、担当業務の内容、その責任、部署としての期待
について明確にする 

 仕事の全体像や行っている仕事の他への影響について上司が部
下に伝える 

 定型業務であっても部門の実行計画との関連を示す 
 仕事の上でのこだわり（自信に思えること）について話す機会を

つくる 
 仕事をどうしていきたいか上司、同僚と話し合う機会を持つ 
 仕事が事業場の方針と一致しているか確認する 

★・働きがいのある仕事だ 

 上司が（当該労働者や職場の）仕事の重要性について常日頃
から意識する 

 仕事に関する情報や意見を交換する時間をとる 
 職場や個人に対する外部からのフィードバック（顧客からの評価

含）を行う・伝える 
 仕事の出来を評価につなげる 
 仕事の意味について上司が説明する機会を定期的に持つ 

★・今の職場やこの仕事にかかわ
る一員であることに、誇りに思って
いる 

 上司が仕事の社会的意義やビジョンを伝える 
 今の職場に対する外部の評価を皆で共有する 
 職場の一体感を醸成する 
 職場や仕事の意味について意識を共有する機会を持つ 

・自分の仕事は重要だと思う 

 上司が（当該労働者や職場の）仕事の重要性について常日頃
から意識する 

 仕事の重要性について上司、同僚と意見交換する時間をとる 
外部からのフィードバックを行う・伝える 

 仕事の出来を評価につなげる 
 仕事の意味について上司が説明する機会を定期的に持つ 

・自分の仕事はよりよい社会を築
くのに役立っている 

 自分の仕事の社会における意義を考え、意識する 
 上司は、仕事の社会における意義を部下に説明する 
 持続可能な社会の実現と自分の仕事との連携がとれていることを

理解する 
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・自分の仕事が、社会と繋がって
いることを実感できる 

 自分の仕事がどのようなプロセスで社会とつながっているのか、いけ
るのか、考え、部署メンバーと意見交換する 

 エンドユーザーを意識しながら仕事を行う 

・仕事で新しいことを学ぶ機会が
ある 

 会社は、労働者に仕事で新しいことを学ぶ機会を提供する 
 昇進や配置変更などの機会を公平に与える 

・仕事で自分の長所をのばす機
会がある 

 業務の中で長所を活かせるよう（上司が）ガイドする 
 自分自身の強みは何か、長所は何かを他者評価（上司の評

価）も含めて把握できる環境を提供する 
 評価制度を整える 

・職場では、自分の技能を十分に
高めることができる 

 技能を高めることができるよう、新規課題や難しい課題にスモール
ステップで取り組めるようにする 

 多能工化をすすめる 
 研修機会を提供したり費用助成などを行う 

・仕事の内容は自分にあっている  仕事に対するフィードバックを（上司が）定期的に行い、仕事の
労働者の適合感を確認する 

項目プール２－①「仕事の変化によるストレス（仕事の質・量の変化）」（全５問） 

★・これまでしたことのない種類の
仕事をすることが多い 

 仕事を与える際、部下のこれまでの仕事内容を勘案してアサイン
することによりこれまでしたことのない種類の仕事が続きすぎることが
無いようにする、あるいはローテーションを組む 

 業務の遂行に必要な情報やスキルを得る機会を提供する 
 仕事上の困りごとの相談窓口、サポート体制を整える 
 必要に応じて経験豊富な相談役を配置する 

★・毎回、新しい技術や知識を必
要とする仕事である  新しい技術や知識を得るための情報を部署内で共有する 

★・仕事の上で、以前に経験した
ことのないことに出あう 

 新しい経験を労働者個人と部署の資源として(必要に応じて)そ
の経験を伝える 

・担当業務内容の変更がよくある  仕事の見通しについて部署内外で情報を共有する 

・仕事量が大きく増えることがある  繁忙期に備えて業務再配分やサポートできる体制を作っておく 

項目プール２－②「仕事の変化によるストレス（予測可能性）」（全３問） 

★・いつごろ、自分の仕事量が増
えるか分かっている 

 仕事量が増えそうな兆しが見られたら、情報を部署内外で共有
する 

 仕事量が増えそうな時期を予想し、部署内外で情報を共有する 

★・いつごろ、自分の仕事が一段
落するか見通しがついている 

 仕事の見通しについて部署メンバーと共有し、必要に応じて業務
遂行の修正を行う 

 いつごろ仕事が一段落し、次の仕事がどのように始まるか考え、部
署内外で情報を共有する 

★・いつごろ、仕事上でトラブルが
生じるか予想できる 

 起きそうなトラブルについてリスト化し、その対処法について部署メ
ンバーを交えて考えておく 
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項目プール３－①「要求度（仕事の量的負担）」（全 33問） 

★・仕事の負担が重く、常に時間
に追われている 

 業務の棚卸をする 
 業務の進め方の効率化を検討するための時間を設ける 
 業務量にあった人員配置を検討する 
 勤務時間やシフト勤務、交代制の見直しを行う 

★・時間外労働による心理的負
荷がかかる 

 時間外労働の削減に努める 
 ノー残業デーを設ける 
 有給休暇の取得を促進する 

★・時間外労働によって疲労が蓄
積している 

 

・非常にたくさんの仕事をしなけれ
ばならない 

 一部の人に仕事量が集中したり偏ることが無いように業務配分に
配慮する、話し合う 

 仕事の見通しについて部署内外で情報を共有し、過剰な労働が
続くことがないよう配慮する 

・時間内に仕事が処理しきれない  業務量にあった人員配置を検討する 

・一生懸命働かなければならない  

・いろいろなグループから、一緒に
するには難しい別々のことを要求
される 

 仕事の優先度について確認を行い、同時に進行させる仕事を多
くしすぎない（他部門からの要求など断りづらい場合は）より上
位職が窓口となり管理・交渉する 

 （仕事の抱え込みがないように）職場の中で情報共有できる機
会を定期的に設ける 

・達成するのが無理な締め切りが
ある  必要に応じて締め切りを再検討する、あるいは人員配置を見直す 

・とても集中して働かなくてはなら
ない  集中が続いた際は早めに休憩をとる等の工夫をする 

・あまりにもやることが多いので、い
くつかの仕事は無視しなくてはいけ
ない 

 他メンバーとの仕事の割り振りを検討する 

・仕事中に、休憩を十分とることが
できない 

 休憩の確保が次の効率アップにつながることを意識させる 
 休憩時間を確保するための工夫を行う（定刻での消灯や PC 画

面の設定など） 
 休憩の確保ができるよう人員配置を見直す 

・長い時間働くようプレッシャーがか
かっている  長時間労働の削減に努める 

・とても速く仕事をしなくてはいけない  仕事のスピードの適正化を図る 

・仕事を仕上げるのがとうてい無理
なくらい時間が足りない 

 業務量の上限目安を決めると同時に無駄がないか確認し効率
化を図る 

・自分の職場の労働時間は長い  

・自分の職場はいつも人手不足だ  継続的に人員増加について検討する 
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・本来の業務を圧迫するほどの余
分な仕事はない  本来の業務を圧迫するほどの余分な仕事があればなくす 

・生産や注文などの入力作業によ
る負荷は多すぎない  生産や注文などの入力作業による負荷が適当となるよう配慮する 

・資料や報告書の作成は必要最
小限になるように配慮されている  資料や報告書の作成は必要最小限になるように配慮する 

・休日労働がある  確実に振休を取得できるよう配慮する 

・2週間以上にわたる連続勤務が
ある  連続出勤が続かないよう勤怠管理に注意する 

・達成が容易ではないノルマが課
されることが多い  ノルマを達成可能なレベルに設定する 

・顧客や取引先から無理な注文
を受けることが多い 

 業務内容や業務量等について個人にとどまらず部署内で共有さ
れ、皆が理解、納得できているか確認する 

 必要に応じて公的機関等が開いている相談窓口などのリソースを
利用して相談する ※ヒント集末尾参照 

・付き合いのある会社や元請会社
から無理な要求を受けることがある 

 公的機関等が開いている相談窓口などのリソースを利用して相談
する ※ヒント集末尾を参照 

・邪魔が入って中断させられること
の多い仕事だ  業務中断の事由について確認し（邪魔の原因を）避ける 

・過去数年、だんだん仕事の負担
が増えてきた  仕事量が増えてきていることを認識し適量化を図る 

・時間外労働が恒常的に続いて
いる  時間外労働時間の目標値を定めて短縮のための計画を立てる 

・自分の時間外労働は正確に把
握されていない  時間外労働を正確に把握する仕組みをつくる 

・時間外労働を是正する対策が
講じられている  具体的な策を他部署にも提案する 

・とてもスピードが要求される仕事だ  スピードがミスにつながらないよう人間工学的に十分な配慮がされ
ているか確認する 

・一日中、速いペースで仕事をし
ている  休息、休憩を適切にとれているか確認する 

・速いペースで仕事をし続けなけ
ればならない 

 

・からだを大変よく使う仕事だ 
 筋骨格系の障害予防につとめる（準備体操の実施等） 
 適切な休憩時間や休日を確保し、身体の疲労がたまらないよう

にする 
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項目プール３－②「要求度（仕事の質的負担）」（全 12問） 

★・仕事の上で、気持ちや感情が
かき乱されることがある 

 （仕事で生じた感情的な負担は、ひとりで抱え込まず、）相談、
共有できるリソースパーソン・部署を準備しておく 

★・感情面で負担になる仕事だ  相談窓口等の事業場内外の資源について周知する 

★・感情的に巻き込まれやすい仕
事だ 

 

・難しい決断をする必要がある仕
事だ  難しい決断は一人に課さず部署内で話し合いの場を持つ 

・仕事の上で、新しい考えやアイデ
アを出すことを要求される 

 ブレインストーミングの機会を増やし、新しい考えやアイデアを出す
ことに個人が過度な負担感を感じないようにする（“ブレインストー
ミングの機会”には、部署内、多部署、社外の人と交流を持つ場
が持てるよう促す） 

・かなり注意を集中する必要がある  注意の集中が持続し過度に緊張しないよう小休止をとる 
 チームでミスを防ぐ体制をつくる 

・高度の知識や技術が必要なむ
ずかしい仕事だ 

 高度な知識や技術を学ぶ機会を提供する 
 高いスキルをもって仕事ができていることを承認する 

・勤務時間中はいつも仕事のこと
を考えていなければならない 

 仕事の合間に小休止を入れるなど、リラックスできる時間を設ける 
 リラックスできる環境として、音楽を流す、雑談できるスペースや机

を配置する 

・気がすすまなくても皆に同じよう
に接しなければならない 

 仕事と仕事外のオンオフをしっかり区別し、ストレスマネジメントを
行う 

・仕事では自分の感情を隠さなけ
ればならない 

 

・皆に親切でしたしみやすくなけれ
ばならない 

 

・仕事で自分の思ったことを言えない 

 職場内で、威圧的なコミュニケーションや、他者の意見を否定する
ことが承認される雰囲気がないか確認する 

 意思決定時にチームメンバー全員が意見や考えを述べる機会を
設ける 

項目プール４「裁量度」（全 12問） 

★・どのくらいのスピードで仕事をす
るかについてある程度自分で決め
られる 

 仕事のスピードにある程度の裁量権を与える 

★・自分の仕事をどう進めるか決
める時に、自分で選ぶことができる  仕事の進め方に適宜裁量権を与える 

★・自分の仕事の仕方についてあ
る程度決めることができる  仕事の仕方に適宜裁量権を与える 

・自分のペースで仕事ができる  各人にあった仕事のペースに配慮する 
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・自分で仕事の順番・やり方を決
めることができる  仕事の順番ややり方に裁量権を与える 

・職場の仕事の方針に自分の意
見を反映できる  職場の仕事の方針にメンバーの意見を適宜反映させる 

・いつ休憩をとるか、自分で決める
ことができる  休暇をとる時期についてメンバー間で相談して決める 

・どんな仕事をするか決める時に、
自分で選ぶことができる  どんな仕事をするのか、選択権を与える 

・自分の勤務時間は、ある程度
融通をきかせることができる  融通をきかせた勤務を可能にする 

・どのくらい残業や休日出勤するか
自分で決められる 

 残業や休日出勤は過度の負担にならない範囲に自分で決められ
るようにする 

・現場の担当者には、円滑に仕事
を進めるために十分な権限がある  現場担当者に、仕事を進めるために必要な権限を与える 

・その日の業務量を、自らの裁量
で調節できる  その日の業務量を、労働者各自の裁量で調整できるようにする 

項目プール５「職場環境によるストレス」（全９問） 

★・私の職場の作業環境（騒
音、照明、温度、換気など）はよ
くない 

 職場の作業環境の改善をはかる（騒音対策、適当な照度を確
保する、適温適湿を保つよう改善を工夫する、採光やグレアに配
慮する） 

★・職場の分煙は適切に行われ
ている 

 職場の分煙を適切に行う 
 法律に沿った受動喫煙防止策を徹底する 

★・自分の業務に必要な作業空
間は十分に確保されている  業務に必要な作業空間を十分に確保する 

・作業環境調整（空調・照明な
ど）に、作業者の希望が反映され
ている 

 作業環境（空調・照明）は、当該規則に準じることに加え、作
業者の希望を適宜反映させる 

 物品や資材の整理・整頓（スペースの確保のためのアクション） 
 職場のレイアウトの工夫で個人の作業をしやすくする 

・喫煙に関するルールがきちんと定
められている  （少なくとも法律に沿った）受動喫煙防止策を徹底する 

・受動喫煙による健康への悪影
響が不安である  分煙を徹底し受動喫煙に関する不安を払拭する 

・禁煙・分煙に対する措置が取ら
れている職場だ 

 

・喫煙者と禁煙者の間で待遇に
格差があるように感じる  喫煙者と禁煙者を同等に扱う/待遇に差をつけない 

・職場にいるせいで、タバコの煙へ
の曝露が増えているように感じる 
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項目プール６「業務負荷に関連した体制づくり」（全 10問） 

★・年休はとりやすい 
 年休取得を事業場あげて推進する 
 ワーク・ライフ・バランスの意識を高め皆で共有し、年休をとりやすく

する 

★・時間が不規則な勤務でも、
健康面に配慮した勤務体系にな
っている 

 勤務間インターバルを採用するなど、時間が不規則な勤務でも健
康面に配慮した勤務体制を組む 

★・休日出勤の後には代休をとり
やすい  休日出勤後の代休取得を部署の皆が確実に行うようにする 

・残業や休日出勤が多くなりすぎ
ないよう配慮されている  残業や休日出勤をなるべく少なくする 

・休憩時間中は確実に休める  休憩時間中には確実に休めるようにする。 

・休憩中の電話や来客対応は、
特定の人に偏っていない 

 休憩時間中の電話や来客対応は、順番を決め、特定の人に偏
らないようにする 

・仕事の区切りがついたら他の人
に気がねせずに帰れる 

 所定の終業時刻以降は（仕事の区切りがついたとき等に）気兼
ねせずに帰宅できるよう皆で声がけをする 

・「ノー残業デー」が設定され、活
用されている 

 「ノー残業デー」を設定し、全員が活用する。 
 「ノー残業デー」の活用/達成目標を掲げる 

・休日出勤はないか、あっても連
日にはならない 

 休日出勤をなくす。 
 休日出勤があっても連続しないようルール作りをする 

・混雑する時間・経路を避けて通
勤できる 

 出退勤時刻の自由度を高めた制度を導入し、混雑等をさけた通
勤を可能にする。 

項目プール７「上司」（全 31問） 

★・上司は仕事に困った時に頼り
になる 

 上司は、必要な時に部下から頼りにされるよう、部下の考えや気
持ちに共感しながらともに解決を図る 

★・上司は部下の状況に理解を
示してくれる  上司は部下の状況を良く知り、理解し、それを示すようにする 

★・上司は仕事がうまくいくように
配慮や手助けをしてくれる  上司は、仕事がうまくいくよう部下への配慮や手助けをする 

・上司は仕事に情熱をもてるよう
にしてくれる 

 上司は、部下が仕事への情熱を持てるよう、仕事の位置づけ、意
義、将来性について部下と話し、伝える 

・仕事の出来ばえについて、上司
からフィードバックをもらっている  上司は仕事の出来ばえについて、部下にフィードバックを行う 

・上司は部下が能力を伸ばす機会
を持てるように、取り計らってくれる  上司は日ごろから部下の能力を伸ばす機会を考えるようにする 

・上司は私が自分で問題解決で
きるように励ましてくれる 

 上司は部下にアドバイスする際に、自分で問題解決できるように
導く 
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・上司は独りよがりなものの見方を
しないようにすることができる 

 上司は自分の考えを述べる前に、まずは部下の意見を聞くように
心がける 

 上司は先入観を持たないよう意識し、できるだけ広く情報を得る
ようにする 

 上司は普段交流する機会の少ない部下の話を聞いてみる 

・上司は親切心と思いやりをもって
接してくれる  上司は部下に親切心と思いやりをもって接する 

・上司は誠実な態度で対応してく
れる  上司は誠実な態度で部下に接する 

・上司はどれくらい気軽に話ができ
ますか？  上司は、部下が気軽に話しかけやすい態度や笑顔を心掛ける 

・あなたが困った時、上司はどのく
らい頼りになりますか？ 

 上司は、必要な時に部下から頼りにされるよう、部下の考えや気
持ちに共感しながらともに解決を図る 

・あなたの個人的な問題を相談し
たら、上司はどのくらい聞いてくれま
すか？ 

 上司は、部下から個人的な事柄であっても相談してもらえるよう、
日ごろから礼節と親しみやすさを心掛ける。 

・上司は部下のためを考えてくれる  上司は、部下のためを考えてガイドする 

・上司は私が言っていることに耳を
傾けてくれる 

 上司は、部下の言っていることに耳を傾け、必要に応じて問や確
認をする 

・上司は仕事をやりとげる上で助
けになる  上司は、部下が仕事をやり遂げるうえでの支援を行う 

・上司はうまくみんなを共同して働
かせている  上司は、部署のメンバーが共同して働くように配慮する 

・自分の仕事について、助けにな
る意見を上司からもらっている 

 上司は、部下の仕事がうまくいくように適切なタイミングと適切な内
容で助言を行う 

・仕事上の問題があれば上司が
助けてくれると信じられる 

 上司は、仕事上で問題が生じた時に、部下を孤立させず支援を
し、必要に応じて一緒に問題解決を図る 

・仕事で困ったり、悩んだりしたこと
について上司に話すことができる  上司は、部下の仕事上での困りごとや悩みを常に聞くようにする 

・精神的に負担になる仕事では、
上司からサポートしてもらっている 

 上司は、精神的に負担になる仕事について、部下を業務面と精
神面で支援する 

・上司は職場で自分を励ましてく
れる  上司は職場で部下を励ます 

・上司が忙しすぎないので、部下
からの相談を受ける余裕がある 

 上司が部下からの相談を受けられる余裕を持てるよう、上司の業
務量に配慮する 

・上司は部下からの報告・相談を受
け、適切な業務調整を行っている 

 上司は、部下からの報告や相談を受け、部署メンバーの業務調
整を適切に行う 

・上司が多忙な職場では、代理を
務める者が設定されている  上司が多忙な部署では、代理を務める者を設定する 
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・上司はみんなの仕事が円滑に運
ぶよう取りはからっている 

 上司は、みんなの仕事が円滑に運ぶよう、全体を見渡しながら人
と業務の調整をはかる 

・上司と部下の定期的な面接の
際、部下の心身の健康状態を確
認している 

 上司は部下と定期的な面接を行う際、部下の心身の健康状態
を、（態度や言葉で）確認するようにする 

・上司から部下へは、何事について
もきちんとした説明がなされている 

 上司は部下へ、何事についてもきちんとした説明を行い、部下に
疑問点の有無について確認する 

・進捗状況・達成度について上司
と定期的に話し合う場が設定され
ている 

 上司は、進捗状況・達成度について、部下と定期的に話し合う
機会を設定する 

・上司が部下の訓練や研修の機
会を積極的に与えている  上司は、部下の訓練や研修の機会を積極的に与える 

・この職場では上司と部下が気兼
ねのない関係にある 

 上司と部下が気兼ねなく、話、相談、注意などがし合えるよう、普
段からコミュニケーションの機会をつくる 

項目プール８「同僚」（全 14問） 

★・同僚は自分の仕事上の問題
を聴いてくれる 

 職場のメンバー間で、仕事上の問題をいつでも聴けるようにする、
またそのような機会を定期的に設ける 

★・同僚との関係はうまくいっている  同僚間での相互信頼関係を構築する 

★・同僚同士は良い協力関係に
ある 

 同僚同士が協力する仕組み作る。 
 仕事の出来を個人のものにせず協働作業の結果として評価する 

・職場の同僚はどれくらい気軽に
話ができますか？ 

 部署の皆が気軽に話しかけやすいように日ごろからコミュニケーショ
ンの機会を設定する 

・あなたが困った時、職場の同僚
はどのくらい頼りになりますか？ 

 同僚に困ったことが無いか日ごろから気にかけ、声がけを行うことを
推奨する。 

・あなたの個人的な問題を相談し
たら、職場の同僚はどのくらい聞い
てくれますか？ 

 同僚の間で個人的な問題の相談もし合えるような交友関係の構
築を図るべく、仕事以外の話題共有や家族等も交えた交流の機
会を設定する。 

・私が一緒に働いている人達は、
私に個人的に関心を持ってくれる 

 

・私が一緒に働いている人達は、
親しみやすい人達である 

 お互い気持ちよく職場で過ごし働けるよう、挨拶やねぎらいの言葉
をかける 

・私が一緒に働いている人達は、
仕事をやりとげる上で助けになる  仕事をやりとげるプロセスで皆が協働する仕組みをつくる 

・仕事に問題がおきれば、同僚が
助けてくれる  仕事に問題が起きたときは同僚同士で助けあう 

・同僚から必要な助けや応援をも
らっている  職場のメンバー同士で必要な助け、応援をする 

・同僚から自分にふさわしい扱いを
受けている 

 どのような相手にも（職制にかかわらず、）人の意見を尊重し敬
意をもって接する 
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・同僚から認められていると思う  お互いの仕事を評価し認め、ねぎらいや賞賛をつたえる 

・同僚は自分の仕事の価値を認
めている 

 

項目プール９－①「対人関係によるストレス（職場内外の対人関係によるストレス）」（全 10問） 

★・同僚の間で意見がぶつかった
り、お互い腹を立てることがある 

 仕事の意義や役割を明確にし、同僚同士が協力できる共通目
標が意識されるよう促す 

 仕事が属人化しないようローテーションを見直す 
 各人が目標の達成に向けてするべきことの整理がついているか確

認する 
 仕事の進め方を同僚に押し付けていることが無いか相互に確認す

る 
 対立軸が生産的なものであれば、会議で取り上げるなどして合理

的な判断につながるよう上司が采配する 

★・職場では、緊張した人間関
係がある 

 人間関係の対立がどのように生じているか、上司が多くの人の意
見を聞いて状況を把握する 

 対立した人間関係の両者の話をよく聞き、組織として解決できる
ことは対応する 

★・職場のメンバーの間でトラブル
がある 

 職場のメンバー間のトラブルの原因を探り、調整をはかる 
 職場内での相互理解を醸成するための懇親の機会や御礼を言う

機会を設定する 

・私の部署内で意見の食い違い
がある 

 部署内の意見の統一を図り、食い違いがある場合は相互理解を
促す 

 職場内の問題を同僚間で報告しあったり、相談しやすいようなツー
ル（ホワイトボードやメッセージカード等）を活用する 

・私の部署と他の部署はうまが合
わない 

 部署間での情報共有や意見交換の機会を増やし、正確な情報
共有や相互理解を促す 

・私の職場の雰囲気は友好的で
ある  コミュケーションの機会を設け、職場の相互理解を促す 

・付き合いのある会社や元請会社
の社員との人間関係はよくない 

 背景にある理由を確認し、対処を行う。 
 付き合いのある会社や元請会社側の社員の暴言等が理由であ

るならば、事業場としてそれを認識し、必要に応じて事業場として
対処する。 

 公的機関等が開いている相談窓口などのリソースを利用して相談
する ※ヒント集末尾参照 

・職場の中で、勝手にふるまう者
はいない 

 仕事が属人化しないようローテーションを見直す 
 勝手なふるまいをする者がいたら、その背景にある（かもしれな

い）不満や要望を聞き出し、対応する。 
 勝手な振る舞いをする者の役割と権限の範囲、指揮命令系統を

明確にする 

・職場の中で、取り残されたり孤
立したりする者はいない 

 ひとりひとりが職場の構成員であるという意識を持てるような機会
を設ける 

・冷たい言葉や行動で、いじめに
あっている  職場のひとりひとりに人として敬意を払い配慮した言動を促す 
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項目プール９－②「対人関係によるストレス（ハラスメント）」（全９問） 

★・度を越えた叱責や注意を受け
ることがある  仕事に関連した注意は感情的に行わない 

★・暴言や暴力を目撃したり、受
けたりすることがある  職場から暴言、暴力をなくす 

★・職場で、ひどい嫌がらせ、いじ
め、または暴行があることを見聞き
する 

 いやがらせ、いじめ、暴行を許さない 
職場でのいじめやハラスメント防止の手順や方針を決めて周知す
る 

・職場でいじめにあっている  職場のハラスメント対策を行い、徹底、浸透させる 

・この１年間に職場で威圧的言
動や行為を受けたことがある  立場を利用した威圧的言動や行為はハラスメントであり許さない 

・不愉快で人を傷つける言葉や無
視が繰り返され、それに耐えるのが
つらい様な状況のことを「いじめ」と
する場合、この１年間に職場でい
じめにあったことがある 

 

・職場でハラスメントに関する訴え
がある 

 

・不法行為を強要されることがある  社内コンプライアンスの向上をはかる 

・ひどい嫌がらせ、いじめ、または暴
行を受けている 

 

項目プール 10「職場機能」（全 22問） 

★・一人ひとりの価値観を大事に
してくれる職場だ  一人ひとりの価値観を大事にする 

★・我々の職場では、共に働こ
う、という姿勢がある 

 職場メンバー間の交流を増やし、目標を共有するなどして共に働
く意識を高める 

★・お互いに理解し認め合っている  お互いを理解しあう機会を設け、それぞれを認め合う 

・自分のグループは仕事の遂行能
力がとても高い、という自信がある 

 グループ構成員それぞれの仕事のスキルを高めるだけでなく、チー
ムで力を合わせお互いの仕事を補完する 

・自分のグループは不測の事態をう
まく処理できる、という自信がある  不測の事態については構成員皆が協力する 

・自分のグループは全体的に見
て、課題の解決能力が高い 

 

・仕事をきちんとすれば、ほめても
らえる  仕事をきちんとする人をほめる 

・努力して仕事をすれば、ほめても
らえる  努力して仕事をする人をほめる 
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・あたりまえのことでも、できたらほ
めてもらえる  あたりまえのことでも、できたらほめる 

・ピンチをチャンスに変えられる職
場だ 

 失敗やピンチを部署で共有し、逆転の発想でチャレンジすることを
すすめる 

・失敗しても挽回（ばんかい）す
るチャンスがある職場だ  「失敗は成功の母」を意識し、チャレンジを続ける 

・一人ひとりの長所や得意分野を
考えて仕事が与えられている  一人ひとりの長所や得意分野を考えて仕事を与える 

・自分に合った仕事や職場を社内
で見つける機会がある 

 仕事の魅力を部署ごとに発信し、労働者それぞれに合った仕事や
職場を見つけやすくする 

 各職場が何をしていて、どのような仕事があるのかを知ることができ
る掲示板機能を設ける 

 部門間の情報共有の機会を設ける 
 イベントなどを通して社内の人的交流を促す 
 社内公募制度や希望を申告できる制度を設ける 

・仕事に関連した事柄や問題につ
いて部署内で情報を共有している  仕事に関連した事柄や問題について部署内で情報を共有する 

・職場では、だれでも自由に意見
や考えを述べることができる  職場では、だれでも自由に意見や考えを述べることを容認する 

・仕事の方針はみんなの納得のい
くやり方で決められている  仕事の方針決定の際は皆の納得のいくやり方で行う 

・ミーティングの回数や内容が適切
で、情報や問題が共有できている 

 情報や問題が共有できるよう、ミーティングの回数や内容を調整
する 

・仕事の目標、作業の見通しや
位置づけの情報がきちんと伝えら
れている 

 仕事の目標、作業の見通しや位置づけの情報がきちんと伝える 

・出張業務時の連絡・支援のため
のシステムが整備されている  出張業務時の連絡・支援のためのシステムを整備する 

・仕事の大きな負荷が長期化す
る場合の補充・支援は速やかに
行われている 

 仕事の大きな負荷が長期化する場合、（人員の）補充・支援
を速やかに行う 

・顧客や関連業者とのトラブル発生
時の相談・支援体制はできている 

 顧客や関連業者とのトラブル発生時の相談・支援体制を整備し
ておく 

・他のグループとの連携・協力はう
まくいっている  他のグループとの連携・協力体制を構築する 

項目プール 11－①「報酬（経済・地位・尊重報酬）」（全７問） 

★・自分の仕事に見合う十分な
給料をもらっている  仕事に見合った給料を支給する 

★・自分の給料は、仕事で費やし
ている努力に見合っている  仕事で費やしている努力に見合った給料を支給する 
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★・働きに見合った給料がもらえる  働きに見合った給料を支給する 

・世間的に見劣りしない給料がも
らえる  世間的に見劣りしない給料を支給する 

・地位にあった報酬を得ている  地位にあった報酬を支払う 

・私は上司、もしくはそれに相当する
人から、ふさわしい評価を受けている  本人にあった相応しい評価を行う 

・自分の努力と成果をすべて考え
合わせると、私は仕事上相応しい
評価と人望を受けている 

 仕事上相応しい評価を行う（人望はついてくるものだから抄録し
にくい） 

項目プール 11－②「報酬（職の不安定性・安定報酬）」（全４問） 

★・職を失う恐れがある  事業場の将来計画や見通しについて周知されているようにする 

★・職場で、好ましくない変化を
経験している。もしくは今後そうい
う状況が起こりうる 

 職の安定性を確保する 
 資格や技能を身に着ける機会を提供する 

★・もし解雇されたら別の仕事を
見つけるのは難しいと思う 

 職の安定性を確保する 
 仕事で様々なスキルを身につけられる機会を提供する 

・昇進の見込みは少ない  必要に応じて適宜昇進の機会を提供する 

項目プール 12－①「役割ストレス（役割曖昧さ）」（全 14問） 

★・自分の責任が何であるかわか
っている 

 職務が何であるか明確にする 
 ホワイトボード等を活用し、各メンバーの業務内容や責任の範囲

を見える化する 

★・仕事で、自分に何が求められ
ているか分かっている 

 仕事で自分に何が求められているか明確にし、理解を促す/共有
する 

★・自分の職務や責任が何であ
るかが分かっている 

 

・仕事の内容や目的を理解している  仕事の内容や目的を理解して業務を行うよう促す 

・自分が所属するグループ/部署
での仕事の内容や目的を理解し
ている 

 所属するグループ/部署での仕事の内容や目的が理解できるよう
情報提供を行う 

・仕事を完了するためには、どう取
り組めばいいか分かっている  仕事を完了するためにどう取り組めばいいか、明確にし理解を促す 

・自分の部署の目標や目的が分
かっている  自分の部署の目標や目的を明確にする 

・自分の仕事が、組織全体の目
的にどう一致しているのかわかって
いる 

 自分の仕事が、組織全体の目的にどう一致しているのか明確にする 

・自分にどのくらいの権限があるの
かはっきりしている  職務上の権限を明確にしておく 
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・自分の仕事には、計画された明
確な目標や目的がある  仕事のうえで明確な目標や目的をあらかじめ設定する 

・自分の仕事の時間を適切に配
分していると思う  仕事の時間を適切に配分する 

・自分に何を期待されているか正
確にわかっている 

 仕事で何を期待されているか明確にし、それを労働者と管理監督
者が共有する 

・自分の仕事で何をするべきかに
ついてはっきり説明されている  仕事で何をするべきかについて、はっきりとした説明を行う 

・業務分担の内容は明確化され
ている  業務分担の内容を明確化する 

項目プール 12－②「役割ストレス（役割葛藤）」（全８問） 

★・複数の人からお互いに矛盾し
たことを要求される 

 仕事の指示内容で困ったことがないか部下に確認し、他との矛盾
があった場合は調整をはかる 

 指揮命令系統を明確にする 
 指示の窓口を一本化する 
 業務内容の共有の機会を定期的に設定して相談できる場とする 
 各自の役割を明確にする 
 役割に見合う程度に権限委譲する 

★・ある人には受け入れられるが、
他の人には受け入れられないこと
になりがちな仕事をしている 

 意思決定時にチームメンバー全員が意見や考えを述べる機会を
設ける 

 上司に相談しやすい環境をつくる 

★・する必要のない仕事をしている 

 その仕事は必要か、業務を指示するに当たって再考する。必要で
あればなぜ必要か、労働者に説明する。 

 意思決定時にチームメンバー全員が意見や考えを述べる機会を
設け、必要のない仕事はなぜそう思うのか、情報を得る 

 仕事の意味や役割について上司と話せる機会を作る 

・自分がこうするべきだと思う方法
とは異なったやり方で仕事をしなけ
ればならない 

 仕事のやり方に複数ある場合、チームメンバー全員が意見や考え
を述べる機会を設け、労働者のこうするべきだと思う方法でも実施
する選択肢を検討してみる（採用するかは法令順守や安全を重
視して決定する） 

 仕事の進め方について検討する機会を設ける（従来のやり方を押
し付けるのではなく、両者の良いところを同じテーブルで検討してみ
て、大事なプロセスと不要なものを取捨選択する） 

・仕事をするのに必要な援助もな
いまま仕事を割り当てられる 

 仕事を割り当てる際には援助の必要性を検討し、必要に応じて
援助を提供する 

・割り当てられた仕事をするために
規則や方針を曲げたり破ったりし
なければならない 

 規則を遵守したり方針に準じて業務を行うにあたって不具合や矛
盾がないかを確認し、不具合や矛盾がある場合は調整する 

・全く違ったやり方で働いている複
数のグループと仕事をする 

 複数グループと仕事をする際は、グループに共通したり類似した事
項を探して効率化をはかる 

・十分な人員・機器や材料もない
まま仕事を割り当てられる  業務の遂行にあたり必要十分な人員・機器や材料の準備を行う 
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項目プール 13「労働者への対応」（全 22問） 

★・能力や経験に見合った訓練
や能力開発のための研修が行わ
れている 

 能力や経験に見合った訓練や能力開発のための研修を行う/に
参加する機会を提供する 

★・意欲を引き出したり、キャリア
に役立つ教育が行われている  意欲を引き出したり、キャリアに役立つ教育の機会を提供する 

★・若いうちから将来の進路を考
えて人事管理が行われている  若いうちから将来の進路を考えた人事管理を行う 

・経営陣は従業員の仕事ぶりを
信頼している 

 従業員の仕事ぶりをまずは信頼する。仕事ぶりに不満足な場合は
経営陣の期待との齟齬を埋める方法を労働者と話し合う 

・経営陣からの情報は信頼できる  従業員に対して信頼できる情報を提供する 

・経営陣は従業員からの提案をす
べて真剣に取り扱ってくれる  経営陣は、従業員からの提案をすべて真剣に取り扱うようにする 

・経営陣は全従業員を公正に扱
ってくれる  経営陣は全従業員を公正に扱う 

・グループや個人ごとに、教育・訓
練の目標が明確にされている 

 グループや個人ごとに、教育・訓練の目標を明確にし、それを共有
する 

・自分の職場では、誰でも必要な
ときに必要な教育・訓練が受けら
れる 

 どの職場でも、誰でも必要なときに必要な教育・訓練が受けられ
るようにする 

・自分の職場では、従業員を育て
ることが大切だと考えられている  従業員を育てることが大切だという理念を掲げ、職場に浸透させる 

・自分の職場では、産休、育児休
暇、介護休暇がとりやすい 

 どの職場であっても、産休、育児休暇、介護休暇がとれるようにす
る。例外を作らない 

・自分の職場では、年次有給休
暇を取りやすい制度や雰囲気が
ある 

 どの職場でも年次有給休暇を取りやすい制度を整える 

・従業員の健康を守るために必要な
教育・指導が十分に行われている  従業員の健康を守るために必要な教育・指導を十分に行う 

・従業員の安全を守るために必要な
教育・指導が十分に行われている 

 

・外国人を含むすべての従業員に
対する教育・指導が十分に行わ
れている 

 外国人を含むすべての従業員に対する教育・指導を十分に行う 

・危険な作業に従事する従業員
に対する教育・指導が十分に行
われている 

 危険な作業に従事する従業員に対する教育・指導を十分に行う 

・上司から部下に対する教育・指
導が十分に行われている  上司から部下に対する教育・指導を十分に行う 
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・病気やけがになっても、安心して
休職できる職場だ  病気やけがになっても、安心して休職できる制度を整え、周知する 

・職場復帰に関する制度がきちん
と定められている  職場復帰に関する制度を整え、周知をはかる 

・女性、高齢者あるいは障がい者
が働きやすい職場だ 

 制度面や文化面で、女性、高齢者あるいは障がい者が働きやす
い環境を整備する 

・若い人が働きやすい職場だ  （若い人達からの要望をききながら）若い人が働きやすい職場づ
くりを工夫する 

・職場では、（正規、非正規、ア
ルバイトなど）いろいろな立場の
人が職場の一員として尊重されて
いる 

 （正規、非正規、アルバイトなど）いろいろな立場の人を職場の
一員として尊重する。 

 様々な制度の運用は（正規、非正規、アルバイトなど）いろいろ
な立場の人が共通で利用できるようにする 

項目プール 14－①「多様な労働者への対応（派遣社員を支援する仕組み）」（全５問） 
（CATでは調査項目セットには含まずオプション項目として設定されている） 

・派遣社員は、そうでない社員と
同様に教育を受けることができる  派遣社員にも、そうでない社員と同様の教育の機会を提供する 

・派遣社員に対して、そうでない社
員と同様に健康管理が行われて
いる 

 派遣社員にも、そうでない社員と同様の健康管理を提供する 

・派遣社員はストレスチェックを受
けることができる  派遣社員にもストレスチェック受検の機会を提供する 

・派遣社員は、そうでない社員と
同様に管理監督が行われている  派遣社員にも、そうでない社員と同様の管理監督をおこなう 

・派遣社員は、そうでない社員と同
様に必要な情報にアクセスできる 

 派遣社員にも、そうでない社員と同様に、必要な情報にアクセス
できる権利を与える 

項目プール 14－②「多様な労働者への対応（外国人労働者・研修生・技能実習生を支援する仕組
み）」（全５問）（CATでは調査項目セットには含まずオプション項目として設定されている） 

・外国人労働者は、日本人労働
者に比べて賃金や待遇に差がある 

 外国人労働者に対して、日本人労働者に比べて賃金や待遇に
差をつけない 

・外国人労働者にも読むことがで
きる言語で情報が伝達されている  外国人労働者にも読むことができる言語で情報を伝達する 

・外国人労働者に対して、日本
人労働者と同様に健康管理が行
われている 

 外国人労働者に対しても、日本人労働者と同様に健康管理を
行う 

・外国人労働者は、日本人労働
者と同様に教育を受けることがで
きる 

 外国人労働者にも、日本人労働者と同様に教育の機会を与える 

・外国人労働者は、日本人労働
者と同様に管理監督が行われて
いる 

 外国人労働者にも、日本人労働者と同様の管理監督を行う 
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項目プール 14－③「多様な労働者への対応（下請会社の社員を支援する仕組み）」（全３問） 
（CATでは調査項目セットには含まずオプション項目として設定されている） 

・下請会社の社員に対しても健
康管理を行っている  下請会社の社員に対しても健康管理を行う 

・下請会社の社員に対しても安
全・衛生管理を行っている  下請会社の社員に対しても安全・衛生管理を行う 

・下請会者の社員に対してもきち
んと管理監督が行われている  下請会者の社員に対してもきちんと管理監督を行う 

項目プール 15「公正／誠実な組織」（全 14問） 

★・職場や仕事で変化がある時に
は、従業員の意見が聞かれている  職場や仕事で変化がある時には、従業員の意見を聞く 

★・職場や仕事の変更がある場
合、それが具体的にどうなるのか
分かっている 

 職場や仕事の変更がある場合、それが具体的にどうなるのかが分
かるように労働者に周知する 

★・仕事の方針と役割について納
得できるような説明がある  仕事の方針と役割について、納得できるような説明を行う 

・仕事は公正に配分されている  仕事は公正に配分する 

・資源は公正に配分されている  資源は公正に配分する 

・意思決定は正確な情報に基づ
いてなされている  意思決定は正確な情報に基づいて行う 

・職場や仕事でどんな変化がある
か、上司にたずねる機会が十分
確保されている 

 職場や仕事でどんな変化があるか、上司にたずねる機会を十分に
確保する 

・職場や仕事の変化がある場合、
事前に説明がある  職場や仕事の変化がある場合、事前に説明を行う 

・意思決定によって影響を受ける
全ての関係者が、意思決定に参
加している 

 意思決定によって影響を受ける全ての関係者が、意思決定に参
加できる仕組みをつくり機会を提供する 

・意思決定は一貫している（全て
の従業員に対し規則が同様に適
用される） 

 意思決定は一貫する（全ての従業員に対し規則を同様に適用
する） 

・意思決定が行われる前に、影響
を受ける人たちの考えが聞かれて
いる 

 意思決定が行われる前に、影響を受ける人たちの考えを聞く 

・人事評価の結果について十分
な説明がなされている  人事評価の結果について十分な説明をおこなう 

・人事評価の基準が明確にされて
いる  人事評価の基準を明確に明示する 

・給料の決め方は公平である  給料の決め方は公平にする/公平であることが分かるように開示する 
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項目プール 16「指揮・命令」（全７問） 

★・誰が自分の上司かはっきりして
いる  誰が自分の上司か分かるようはっきりとする 

★・誰が自分への仕事の指示や、
進捗管理、仕事の出来の評価に
責任をもっているかはっきりしている 

 誰が労働者への仕事の指示や、進捗管理、仕事の出来の評価
に責任をもっているかはっきりさせておく 

★・仕事で大きな問題がおきたと
き、誰に相談すればよいか分かっ
ている 

 仕事で大きな問題がおきたとき、誰に相談すればよいか明確に
し、周知する 

・人の配置や仕事量の割り当てが
適切に行われ、特定の人に負荷
が偏らない 

 人の配置や仕事量の割り当てを適切に行い、特定の人に負荷が
偏らないようにする 

・仕事の指示をする人が明確にな
っており、誰に従うか迷うことはない 

 仕事の指示をする人を明確にし、誰に従うか迷うことがないように
する 

・それぞれの技能に見合った難易
度の仕事が割り当てられている  労働者それぞれの技能に見合った難易度の仕事を割り当てる 

・配置転換・グループ換えは適切
に行われている  配置転換・グループ換えは適切に行う 

項目プール 17「ワーク・ライフ・バランス」（全６問） 

★・配偶者／家族／友人と過ご
した後はいい気分で仕事に向か
い、それが職場でのよい雰囲気に
つながっている 

 

★・仕事で学んだことを活かして自
分の生活を充実させている 

 仕事で学ぶ機会を提供し、学んだことを日常生活にも活かすよう
労働者に促す 

 業務の裁量度を高める 
 上司は業務で扱う内容に関する労働者からの提案を取り入れる

姿勢をもつ 

★・仕事でエネルギーをもらうこと
で、自分の生活がさらに充実して
いる 

 仕事でエネルギーをもらえたり仕事のモチベーションを高く保てるよ
う、労働者どうしが話題を提供したり鼓舞できる機会を提供する 

・仕事がうまくいった日は家へもいい
気分で帰ることができ、それが家庭
でのよい雰囲気につながっている 

 スモールステップを活用して業務目標を細分化し、小さな達成感
を積み重ねられるようにする 

・仕事のことを考えているため自分
の生活を充実させられない 

 仕事のことを考えすぎることが無いよう、（精神的な）労働負荷
を軽減する 

・仕事のスケジュールのために自分
の生活を充実させられない 

 生活の妨げになるような仕事のスケジュールを立てさせないように
する 
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項目プール 18「労働者の成長・活躍」（全６問） 

★・仕事で自分を上手に高めるこ
とができている 

 日常業務に工夫を加えてみるよう促す 
 業務スキル向上のための研修機会や自己啓発への補助などの研

鑽を促す仕組みをつくる 

★・新しい事をマスターすることで
刺激を受けている 

 労働者が新しい事に触れ、それをマスターするために必要な情報や
ノウハウを提供する（適切なジョブローテーション含） 

 ジョブローテーションの仕方を見直す 
 OJT の機能強化をはかる 
 社外研修などで業務スキル向上の機会を設ける 

★・新しいことを経験して成長して
いる  新しいことを経験できる機会を提供し成長を促す 

・仕事でいろいろ工夫したり、アイ
デアを出している  仕事でいろいろ工夫したりアイデアを出していることを組織が認める 

・仕事上の問題に対して新しい解
決策を考えている 

 仕事上の問題に対してメンバーが意見や考えを述べる機会を設
ける 

 新しい解決策を提案する姿勢を評価する 
 新しい解決策の好事例を職場内で共有する 

・仕事について新しいやり方を提
案している 

 仕事についての新しいやり方についてメンバーが意見や考えを述べ
る機会を設ける 

 仕事についての新しいやり方の好事例を職場内で共有する 

項目プール 19「持続的な成長」（全 16問） 

★・組織の戦略は多岐に渡っている  組織として、多岐にわたる戦略を持つ 

★・持続的な成長のための戦略
を持っている組織だ  組織として、持続的な成長のための戦略を持つ 

★・常に新しい成長戦略を持つ
組織だ  組織として、常に新しい成長戦略を持つ 

・自分の職場の組織の変化のスピ
ードは速い  （必要に応じて）速いスピードで職場組織を変化させる 

・新しい技術、テクノロジーを積極
的に活用する組織だ  組織として、新しい技術、テクノロジーを積極的に活用する 

・データや情報を活用することを重
視する組織だ  組織として、データや情報の利活用を重視する 

・世の中の変化を恐れずに取り入
れる組織だ  組織として世の中の変化を恐れずに取り入れる 

・日本だけでなく世界中の技術を
グローバルに活用する組織だ  日本だけでなく世界中の技術をグローバルに活用する 

・新たな資源を活用することを重
視する組織だ  新たな資源を活用することを重視する 
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・中長期（5～10年）の経営戦
略、成長戦略がある組織だ  組織として中長期（5～10年）の経営戦略や成長戦略を持つ 

・この組織にはしっかりとした経営
基盤がある  しっかりとした経営基盤をもつ 

・持続可能な社会への貢献を重
視する組織だ  組織として、持続可能な社会への貢献を重視する 

・環境の保全を重視する組織だ  組織として環境の保全を重視する 

・有限である資源の有効活用や
保全に気をつけている組織だ  組織として、有限である資源の有効活用や保全に気をつける 

・この組織では、地球温暖化の対
策を行っている  組織として地球温暖化の対策を行う 

・地球と社会の未来を見据えた活
動を行う組織だ  組織として、地球と社会の未来を見据えた活動を行う 

項目プール 20－①「社内外の関係者の重視（株主・ステークホルダーの重視）」（全 10問） 

★・この組織は、ステークホルダー
がどんな関心を持つかに配慮する  ステークホルダーがどんな関心を持つかに配慮する 

★・ステークホルダーからの理解や
信頼を得ることを重視する組織だ  組織としてステークホルダーからの理解や信頼を得ることを重視する 

★・ステークホルダーが満足するこ
とを重視する組織だ  組織としてステークホルダーが満足することを重視する 

・株主への礼儀や感謝を忘れない
組織だ  組織として株主への礼儀や感謝を忘れない 

・株主に価値を提供することを重
視する組織だ  組織として株主に価値を提供することを重視する 

・株主からの評価や信頼を得るこ
とを重視する組織だ  組織として株主からの評価や信頼を得ることを重視する 

・株主の期待に応えることを重視
する組織だ  組織として株主の期待に応えることを重視する 

・株主に利益を還元することを重
視する組織だ  組織として株主に利益を還元することを重視する 

・この組織では何かを決めるとき、ス
テークホルダーからの意見を重視する  何かを決めるとき、ステークホルダーからの意見を重視する 

・ステークホルダーに対する責任を
果たそうとする組織だ  組織としてステークホルダーに対する責任を果たそうとするよう努める 

項目プール 20－②「社内外の関係者の重視（顧客満足の重視）」（全５問） 

★・顧客が満足することを何よりも
優先する組織だ  組織として顧客が満足することを何よりも優先する 
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★・顧客が満足する商品やサービ
スの提供を目指す組織だ  組織として顧客が満足する商品やサービスの提供を目指す 

★・顧客の満足につながる価値の
創造を目指す組織だ  組織として顧客の満足につながる価値の創造を目指す 

・この組織は、利益が顧客の満足
から生まれると考えている 

 利益は顧客の満足から生まれると考え、組織として顧客の満足を
最優先とする 

・この組織は、顧客満足度を重要
な指標としてとらえている  顧客満足度を重要な指標としてとらえる 

項目プール 21「Well-beingの重視」（全 16問） 

★・安全な労働環境が確保され
ている組織だ  組織として安全な労働環境を確保する 

★・この組織は、安心、安全な職
場づくりに注力している  組織として、安心、安全な職場づくりに注力する 

★・顧客だけでなく、従業員の健
康も大切にする組織だ  組織として、顧客だけでなく、従業員の健康も大切にする 

・顧客やステークホルダーの幸せを
重視する組織だ  組織として顧客やステークホルダーの幸せを重視する 

・この組織は、利益の追求と同じく
らい、人々の幸福を追求している  組織として、利益の追求と同じくらい、人々の幸福を追求する 

・世の中の一人一人の幸せを重
視する組織だ  組織として世の中の一人一人の幸せを重視する 

・この組織は、現在だけでなく、未
来の幸せのために何が必要かを考
えている 

 組織として、現在だけでなく、未来の幸せのために何が必要かを考
える 

・顧客だけでなく、従業員の幸せ
も重視する組織だ  顧客だけでなく、従業員の幸せも重視する 

・利益の追求よりも、安心と安全
を優先する組織だ  組織として、利益の追求よりも、安心と安全を優先する 

・商品やサービスの安心と安全を
重視する組織だ  組織として、商品やサービスの安心と安全を重視する 

・安心できる社会への貢献を重視
する組織だ  組織として、安心できる社会への貢献を重視する 

・パワーハラスメントの防止策が講
じられている  パワーハラスメントの防止策を講じる 

・人々の健康を重視する組織だ  組織として人々の健康を重視する 
従業員の健康に対する方針が定められ周知されている 

・この組織は、健康寿命の延伸に
注力している  組織として健康寿命の延伸に注力する 
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・健康に資する商品やサービスの
提供を重視する組織だ  組織として健康に資する商品やサービスの提供を重視する 

・この組織は、従業員の健康を守
ることで組織の利益につながると
考えている 

 組織として、従業員の健康を守ることで組織の利益につながるとい
う考えを持つ 

 健康経営を推進する 

項目プール 22－①「社会への貢献（課題の解決）」（全５問） 

★・地域、社会の課題を解決す
ることを重視する組織だ  組織として、地域、社会の課題を解決することを重視する 

★・自組織のみでなく、業界全体
の課題解決を目指す組織だ  組織として、自組織のみでなく、業界全体の課題解決を目指す 

★・自組織のみでなく、人類全体
の課題解決を目指す組織だ  自組織のみでなく、人類全体の課題解決を目指す 

・顧客の抱える課題解決に取り組
む組織だ  組織として顧客の抱える課題解決に取り組む 

・自組織の課題を明確に把握し、
解決に取り組む組織だ  自組織の課題を明確に把握し、解決に取り組む 

項目プール 22－②「社会への貢献（経済への貢献）」（全５問） 

★・経済へ貢献することを組織の
使命としている 

 経済へ貢献することを組織の使命とする/使命として掲げる 
企業の方針に社会への貢献や寄与を含む 

★・人々の経済的な豊かさを追
求する組織だ  組織として人々の経済的な豊かさを追求する 

★・従業員の経済的な豊かさを
重視する組織だ  組織として従業員の経済的な豊かさを重視する 

・利益の追求を何よりも重視する
組織だ  組織として利益の追求を何よりも重視する 

・この組織は、国内外の経済がし
っかりと見通せている  組織として国内外の経済をしっかりと見通すようにする 

項目プール 22－③「社会への貢献（組織の存在意義）」（全５問） 

★・存在意義がはっきりとした組織だ 
 組織として存在意義をはっきりとさせる 
 企業の運営ポリシーに社会とのつながりや社会貢献について明記

する 

★・組織が掲げる使命がはっきりし
ている 

 組織としてはっきりとした使命を掲げる 
企業の運営ポリシーを定める 

★・この組織が何を目指すのか、
組織のメンバーにも伝えられている  この組織が何を目指すのか、組織のメンバーにも伝え周知を図る 

・この組織は、何のために組織が存
在するのかを明確に理解している  何のために組織が存在するのかを明確に理解する 

・組織のビジョンがはっきりしている  組織のビジョンをはっきりとさせる 
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項目プール 23「組織としての責任」（全 15問） 

★・コンプライアンスを重視する組
織だ 

 組織としてコンプライアンスを重視する 
 コンプライアンスに関する教育や研修機会が定期的に行う 

★・社会に対する組織の責任を
重視する組織だ 

 社会に対する組織の責任を重視する 
 組織の方針を周知し、順守する 

★・公正で透明な取引を重視す
る組織だ  組織として公正で透明な取引を重視し、行う 

・組織の活動内容を社会へ説明
する責任を重視する組織だ  組織の活動内容を社会へ説明する責任を重視する 

・この組織は、法令、ルール、規範
を守ることは当然と考えている  組織として、法令、ルール、規範を守ることは当然と考える 

・国内だけでなく、国外の法令や
条約を守ることも重視する組織だ 

 組織として、国内だけでなく、国外の法令や条約を守ることも重視
する 

・この組織は、組織に関する情報
を適切に社会に公開している  組織に関する情報を適切に社会に公開する 

・社会からの要請があった場合に
は、速やかに組織の情報を開示し
ている 

 社会からの要請があった場合には、速やかに組織の情報を開示する 
 リスクコミュニケーションのポリシーを決め周知する 

・組織内で問題があった場合で
も、情報を隠さず開示している  組織内で問題があった場合でも、情報を隠さず開示する 

・付き合いのある組織との公正で
透明な関係を重視する組織だ  付き合いのある組織との公正で透明な関係を重視する 

・基本的人権を重視する組織だ  基本的人権を重視する 

・この組織は、組織の活動が人の
基本的な権利を侵害しないよう
気をつけている 

 組織の活動が人の基本的な権利を侵害しないよう気をつける 
 企業の方針を定め周知する 

・組織は、差別や偏見の禁止を
公言している  組織として、差別や偏見を禁止し、公言する 

・利益を追求するよりも、人として
の権利を尊重する組織だ  組織として、利益を追求するよりも、人としての権利を尊重する 

・基本的人権を守る法令や条約
を守ることを重視する組織だ  組織として、基本的人権を守る法令や条約を守ることを重視する 

 
※この問題についての解決には下記の情報も参考になります。 
厚生労働省 働き方休み方改善ポータルサイト「しわ寄せ防止特設サイト」 

https://work-holiday.mhlw.go.jp/shiwayoseboushi/shitauke.html 
公正取引委員会 相談手続き窓口 

https://www.jftc.go.jp/soudan/madoguchi/kouekitsuhou/sitaukemadoguchi.html 
中小企業庁 下請適正取引等推進のためのガイドライン 

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/guideline.htm 
公益財団法人 全国中小企業振興機関協会 下請けかけこみ寺 

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/kakekomi.htm 
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令和元年度～令和３年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 
ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善の促進を目的とした調査項目 

及びその活用方法論の開発（190501-01）研究代表者：井上彰臣 
分担研究報告書 

 

事業場を対象としたストレスチェック制度の実施状況に関する実態調査 

およびＣＡＴのインターフェースに関するヒアリング調査 
 

研究分担者 江口  尚 産業医科大学産業生態科学研究所・教授 
研究代表者 井上 彰臣 産業医科大学 IR 推進センター・准教授 

 
研究要旨 本分担研究では、1 年目に神奈川産業保健総合支援センターの協力のもと、同センターから

提供を受けた（市販の）企業データベースから無作為に抽出した事業場（労働者数 50 人未満の事業場

を含む）の責任者、人事労務担当者、産業保健スタッフを対象に、ストレスチェック制度の実施状況に

ついて尋ねる自記式調査を実施した。令和元年 11 月に配付した調査票は 4,000 通中 917 通（回答率：

22.9%）、令和 2 年 1 月に配付した調査票は 2,000 通中 462 通（回答率：23.1%）の回答があり、全体の

回答数は 1,379 通（回答率：23.0%）であった。ストレスチェック制度の実施状況について、実施が義

務化されていない（努力義務となっている）労働者数 50 人未満の事業場も含めて、その実態を把握し、

今後のストレスチェック制度の実施方法を検討するための基礎的なデータを得ることができた。2 年目

は、別途開催したステークホルダー会議によって得られた情報を踏まえて、開発を進めてきたコンピュ

ータ適応型テスト（Computerized Adaptive Testing：CAT）のインターフェースに関するヒアリング

調査の対象者および質問項目の内容を検討した。3 年目は、2 年目の検討結果を踏まえ、別途実施した

CAT の使用感に関する調査に参加した事業場のうち、労働者に対して CAT を試用した事業場の人事労

務担当者（3 名）を対象に、実際の使用や集団分析結果のフィードバックを受けた経験を踏まえてヒア

リング調査を行った。ヒアリング調査によって得られた CAT のインターフェースやシステムの互換性

に関する知見は、ストレスチェックの際に、各事業場が測定したい（職場環境改善を行いたい）概念を

自律的に選定し、労働者のストレス状況を簡便かつ効率的に測定できるような CAT の開発に向けて社

会実装を進める基礎資料となることが期待される。 
 
Ａ．研究目的 
 わが国では、平成 26 年 6 月 25 日に公布された

労働安全衛生法の一部を改正する法律に基づき、

平成 27 年 12 月 1 日より、常時 50 人以上の労働

者を使用する全ての事業場において「ストレスチ

ェック制度」を実施することが義務付けられた

（労働安全衛生法第 66 条の 10）。本制度では、事

業者が労働者に対して心理的な負担の程度を把

握するための検査（以下、ストレスチェック）を

実施することを義務付けており、「労働安全衛生

法に基づくストレスチェック制度実施マニュア

ル」では、ストレスチェックの実施に際し、職業

性ストレス簡易調査票（下光ら，2000）を使用す

ることが推奨されている。しかしながら、本調査

票の 57 項目（職場におけるストレス要因および

緩衝要因に限定した場合は 23 項目）だけでは、

多様な事業場の課題を包含しきれているとは言

い難く、本制度の努力義務として位置付けられて

いる「集団分析結果を活用した職場環境改善」に

も、十分に活用されていないのが現状である。事

業場において、ストレスチェックの集団分析結果

を活用した職場環境改善を更に普及させるため

には、多様な事業場の課題に対応できるよう、新

たな調査項目の作成が必要である。一方で、調査

項目の作成に際しては、ただ闇雲に項目を増やせ

ば良いわけではなく、労働者のストレス状況をで

きるだけ少ない項目数で効率的かつ正確に予測

できるよう、識別力の高い項目を選定することが

不可欠である。 
 そこで我々は、ストレスチェックの集団分析結

果に基づく職場環境改善の促進を目的に、新たに

調査項目プール（国内外の疫学研究やストレス調

査で用いられている既存の調査項目のほか、労働

災害に関する裁判事例や企業のホームページに

掲載されている代表者挨拶を対象としたテキス

トマイニングや、ストレスチェック制度に関与す

る利害関係者からの聴き取り調査に基づいてオ

リジナルに作成した調査項目から構成される）を

作成し、これらの項目を用いて、より簡便かつ正

確に労働者のストレス状況を把握できるよう、コ

ン ピ ュ ー タ 適 応 型 テ ス ト （ Computerized 
Adaptive Testing：CAT）の開発を進めてきた。

CAT は、コンピュータを使い、個々の回答者に適

した質問項目を適宜判断しながら提示し、効率良

く回答者の潜在特性を測定するテストであり、ス

トレスチェックにおいては「事業場の人事労務担
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当者や産業保健スタッフが、当該事業場で測定し

たい概念を選定すると、その概念に対応した項目

プールの中から、当該労働者に適した質問項目が

提示される（労働者の回答パターンによって、提

示される質問項目が変化する）」システムを想定

している。 
 上記のような CAT のシステムを開発するにあ

たり、事業場の人事労務担当者や産業保健スタッ

フ向けのインターフェースも同時に作成してい

く必要があるが、CAT をより現場で活用しやすい

ものにするには、実際のユーザーとなる人事労務

担当者や産業保健スタッフ等に、インターフェー

スに盛り込むべき情報や導入の際の留意点につ

いて聴取する必要がある。 
 このような背景を踏まえ、本分担研究では令和

元年度～令和 3 年度の 3 年間で、以下の一連の研

究を実施した。 
 1 年目は、神奈川産業保健総合支援センターの

協力のもと、同センターから提供を受けた（市販

の）企業データベースから無作為に抽出した事業

場（労働者数 50 人未満の事業場を含む）の責任

者、人事労務担当者、産業保健スタッフを対象に、

ストレスチェック制度の実施状況について尋ね

る自記式調査を実施した。 
 2 年目は、別途開催したステークホルダー会議

（小田切班員および堤班員の分担研究報告書を

参照）によって得られた情報を踏まえて、井上班

長とともに CAT のインターフェースに関するヒ

アリング調査の対象者および質問項目の内容を

検討した。 
 3 年目は、2 年目の検討結果を踏まえ、事業場

の人事労務担当者を対象に、CAT のインターフェ

ースや活用方法論の素案に対するヒアリング調

査を行った。 
 
Ｂ．研究方法 
１．令和元年度の研究概要 
 令和元年 11 月に神奈川産業保健総合支援セン

ターから提供を受けた企業データベース（神奈川

県内に本社を置く 16,775 社）から無作為に抽出

した 4,000 社にストレスチェック制度の実施状況

を尋ねる自記式調査票を配付し、回答を依頼した

（締切は令和元年 12 月末とした）。その後、調査

対象を増やすため、令和 2 年 1 月に追加で 2,000
社を無作為に抽出し、同様の調査票を配付し、回

答を依頼した（締切は令和 2 年 1 月末とした）。 
 調査票では、事業場の基本情報、ストレスチェ

ック制度の実施の有無、外部委託の有無、外部機

関に委託した内容、労働者 1 人あたりの費用、実

施者（共同実施者を含む）、質問票の種類、受検率、

高ストレス者の割合、面接指導を受けた者の割合、

面接指導を担当した医師、集団分析の実施の有無、

集団分析結果の活用方法、職場環境改善の具体的

内容、職場環境改善における外部機関の活用状況、

集団分析結果を職場環境改善に活用しなかった

（できなかった）理由、集団分析を実施しなかっ

た理由、集団分析結果を活用しなかった理由、ど

ういう効果が認められれば集団分析の実施や集

団分析結果を活用してみたいか、ストレスチェッ

ク制度を実施しなかった理由、どういう効果が認

められればストレスチェック制度を実施してみ

たいかについて尋ねた（資料参照）。 
 最初に、調査票に回答した事業場（調査票への

回答内容から企業データベースと照合できた事

業場に限る）と回答しなかった事業場の属性（労

働基準監督署の管轄地域、企業規模、業種）を比

較した。その後、上記で挙げた調査票の質問内容

について、事業場規模別（原則として 49 人以下、

50～99 人、100～299 人、300 人以上）に集計を

行った。 
 
２．令和 2 年度の研究概要 
 別途開催したステークホルダー会議によって

得られた情報を踏まえて、井上班長とともに CAT
のインターフェースに関するヒアリング調査の

対象者および質問項目の内容を検討した。 
 
３．令和 3 年度の研究概要 
 別途実施した CAT の使用感に関する調査（渡

辺班員の分担研究報告書を参照）に参加した事業

場のうち、労働者に対して CAT を試用した事業

場の人事労務担当者（3 名）を対象に、実際の使

用や集団分析結果のフィードバックを受けた経

験を踏まえてヒアリング調査を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
 令和元年度の自記式調査の実施に際し、北里大

学医学部・病院倫理委員会に申請を行った結果、

個人の健康情報を収集することを目的とした調

査ではなく、「人を対象とする医学系研究」には該

当しないため、審査対象外と判定された（申請番

号：B19-169）。令和 3 年度のヒアリング調査の実

施に際しては、産業医科大学倫理委員会の承認を

得た（承認番号：R2-076）。 
 
Ｃ．研究結果 
１．令和元年度の研究結果 
 令和元年 11 月に配付した調査票は 4,000 通中

917 通（回答率：22.9%）、令和 2 年 1 月に配付し

た調査票は 2,000 通中 462 通（回答率：23.1%）

の回答があり、全体の回答数は 1,379 通（回答率：

23.0%）であった。また、39 通が宛先不明で不着

となった。以下、本研究では 1,379 社を対象総数

として解析を行った。 
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（１）回答した事業場と回答しなかった事業場の

属性比較 
 回答した 1,379 社のうち、調査票に企業名やデ

ータベースと照合可能な基本情報が記載されて

いない等の理由で同定できなかった事業場が 80
社あったため、これらは回答しなかった事業場に

含めて属性比較を行った。その結果、回答のあっ

た事業場（1,379－80＝1,299 社）と回答のなかっ

た事業場（上記の 80 社を含む 4,701 社）では、

属性（労働基準監督署の管轄、企業規模、業種）

の分布に大きな差は認められなかった。 
 
（２）回答事業場の本社・支社／出張所の内訳 
 回答した 1,379 社のうち、本社は 94.1%、支社・

出張所が 4.9%、不明・無回答が 1.1%であった。 
 
（３）回答事業場の労働者数（事業場規模）の内訳 
 回答した 1,379 社のうち、77.2%はストレスチ

ェック制度の実施が義務化されていない（努力義

務となっている）労働者数 49 人以下の事業場で

あった。 
 
（４）回答事業場の産業保健専門職の配置状況 
 事業場規模が大きくなるほど、産業保健専門職

の配置が進んでいた。労働者数 300 人以上の事業

場では、専属・嘱託の精神科医や心療内科医の配

置が 17.2%、専属・嘱託のカウンセラーや心理士

の配置が 34.5%であった。 
 
（５）ストレスチェック制度の実施の有無 
 ストレスチェック制度の実施義務が課されて

いる労働者数 50 人以上の事業場であっても、50
～99 人の事業場では 15.5%が実施していなかっ

た。一方で、実施が努力義務となっている 49 人

以下の事業場であっても、8.9%がストレスチェッ

ク制度を実施していた。 
 
（６）ストレスチェック制度の外部委託の有無 
 ストレスチェック制度を実施したと回答した

365 事業場では、事業場規模に応じて 69.5%～

83.2%が健診機関や EAP などの外部機関に委託

していた。 
 
（７）外部機関に委託した内容 
 外部機関に委託した内容は、「ストレス度の判

定結果の本人への通知」が最も多く、次いで「部

署毎の集団分析の実施と結果のレポートの作成」

が多かった。職場環境改善策の提案まで行ってい

る事業場は、事業場規模に応じて 8.3%～14.3%で

あった。 
 
（８）ストレスチェックの実施における労働者 1

人あたりの費用 
 ストレスチェックの実施における労働者 1人あ

たりの費用は、1,000 円未満が 35.1%～50.5%、

1,000 円台が 14.2%～33.6%であった。費用がか

からなかったと回答した事業場は 7.6%～17.9%
であった。 
 
（９）ストレスチェックの実施者 
 ストレスチェックの実施者は、産業医が 52.6%
～85.7%と最も多く、次いで事業場外所属の産業

医以外の医師で 8.4%～13.7%であった。 
 
（10）ストレスチェックで使用した質問票の種類 
 ストレスチェックで使用した質問票の種類は、

職業性ストレス簡易調査票（下光ら，2000）のみ

を使用している事業場は 54.7%～76.6%であった。

労働者数 300 人以上の事業場では、追加項目を実

施している事業場が 28.6%であった。 
 
（11）ストレスチェックの受検率 
 ストレスチェックの受検率は、80～100%が最

も多く、次いで 60%～80%未満であった。 
 
（12）ストレスチェックを受検した者に占める高

ストレス者の割合 
 ストレスチェックを受検した者に占める高ス

トレス者の割合は、10%～20%未満が最も多く、

次いで 5%～10％未満であった。 
 
（13）高ストレス者のうち医師による面接指導を

受けた者の割合 
 高ストレス者のうち医師による面接指導を受

けた者の割合は 0%が最も多かったが、その他の

実施割合については事業場規模に応じてばらつ

きがあり、一定の傾向は認められなかった。 
 
（14）高ストレス者への面接指導を担当した医師 
 高ストレス者への面接指導を担当した医師に

ついては、産業医の選任義務のある労働者数50人

以上の事業場では、事業場専任の産業医の割合が

高く、49 人以下の事業場では、他の規模の事業場

と比較して外部委託先の医師の割合が高かった

（23.2%）。 
 
（15）ストレスチェックの結果に基づく集団分析

の実施の有無 
 ストレスチェックの結果に基づく集団分析の

実施率は 65.3%～85.7%で、事業場規模が大きく

なるほど実施率が高かった。 
 
（16）集団分析結果の活用方法 
 集団分析結果の活用方法については、「経営層

への報告と説明」が最も多く、次いで「衛生委員
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会等での審議」、「職場環境改善」の順であった。

また、事業場規模が大きくなるほど各項目の実施

割合が高くなる傾向があった。 
 
（17）職場環境改善の具体的内容 
 職場環境改善を実施していた 68 事業場におい

て、労働者数 300 人以上の事業場では、他の事業

場と比較して「職場で行う研修の充実や従業員に

対する情報提供体制の改善」、「心の健康を含む社

内相談窓口の開設や機能の拡充」、「作業環境や職

場環境の見直し」、「職場内の相互支援体制の見直

し」の割合が高かった。一方で、事業場規模が小

さくでも、職場環境改善活動を行っている事業場

があった。 
 
（18）職場環境改善における外部機関の活用状況 
 職場環境改善における外部機関の活用状況は、

「外部機関を活用していない」割合が 61.9%～

92.9%であった。外部機関への依頼事項として多

かったのは「集団分析結果に基づく職場のリスク

や課題の洗い出し」であった。 
 
（19）集団分析結果を職場環境改善に活用しなか

った（できなかった）理由 
 集団分析結果を職場環境改善に活用しなかっ

た 198 事業場において、集団分析結果を職場環境

改善に活用しなった理由としては、「職場環境改

善の必要性を感じなかった」、「分析結果から職

場・部署毎のリスク・課題を洗い出すのが困難だ

った」、「職場環境改善に必要なマンパワーや経費

が確保できなかった」が多く、事業場規模に応じ

た一定の傾向は認められなかった。 
 
（20）集団分析を実施しなかった（できなかった）

理由 
 「集団分析を実施しなかった」と回答した 92 事

業場において、集団分析を実施しなかった（でき

なかった）理由としては、「事業場が小規模であり、

プライバシーの保護を考慮して集団分析の実施

を控えた」が最も多く、次いで「時間的に集団分

析を実施する余裕がなかった」が多かった。 
 
（21）集団分析結果を活用しなかった（できなか

った）理由 
 集団分析結果を活用しなかった 34 事業場につ

いて、「集団分析の結果の具体的な活用方法が分

からなかった」と回答した割合が最も多かった。 
 
（22）どういう効果が認められれば集団分析の実

施や集団分析結果を活用してみたいか 
 「集団分析を実施しなかった」または「活用し

なかった」と回答した 126 事業場において、どう

いう効果が認められれば集団分析の実施や集団

分析結果を活用してみたいか、という質問に対し

ては「メンタルヘルス不調者が減る」、「社員の満

足度が上がる」と回答した割合が高く、事業場規

模に応じた一定の傾向は認められなかった。 
 
（23）ストレスチェック制度を実施しなかった理由 
 ストレスチェック制度を実施していない理由

については、労働者数 49 人以下の事業場では、

実施義務がないことを理由に挙げていた。ストレ

スチェック制度の義務化を知らなかったと回答

した事業場も 20.2%あった。 
 
（24）どういう効果が認められればストレスチェ

ック制度を実施してみたいか 
 どういう効果が認められればストレスチェッ

ク制度を実施してみたいか、という質問に対して、

労働者数 49 人以下の事業場では「社員の満足度

が上がる」、「労働者がいきいきと働くようになる」

ことに関心が高かった。 
 
２．令和 2 年度の研究結果 
（１）ヒアリング対象者 
 本研究班の目的は、多様な事業場の課題に対応

できるような、新たな調査項目の開発であること

から、CAT のインターフェースに関するヒアリン

グ調査の対象者として、以下の職種が挙げられた。 
・事業者／人事労務担当者 
・産業保健スタッフ（専属産業医、嘱託産業医、

独立系産業医、産業看護職等） 
・社会保険労務士 
 
 社会保険労務士については、産業医が選任され

ていないような小規模事業場において、近年、産

業保健活動を支援する役割が期待されるになっ

ていることから含めることにした。 
 
（２）質問項目 
 質問項目として、以下の項目が挙げられた。 
・労働者向け／人事労務担当者向け／産業保健ス

タッフ向けのインターフェースに必要な情報 
・測定したい概念を選択するときに必要となる説

明事項に関する情報 
・CATを導入するにあたっての社内システムの情

報セキュリティ上の注意点 
・CATを運用するための人事労務担当者／産業保

健スタッフの役割の設定の手順（人事労務担当

者が見られる部分、産業保健スタッフが見られ

る部分、労働者本人が見られる部分を区別する

ため、システム上で役割を設定する必要がある） 
・個人向け／集団向けのフィードバックの書式に

必要な情報 
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 ヒアリング時間は 1時間程度を予定することに

した。 
 
（３）倫理委員会への申請 
 本研究での検討結果を踏まえて、ヒアリング調

査に関する倫理申請を行った（「B．研究方法」で

記載した「倫理面への配慮」を参照）。 
 
３．令和 3 年度の研究結果 
 ヒアリング調査の結果、以下のような意見が挙

げられた。 

・調査項目セットを選ぶためのアルゴリズムがあ

ると良い。調査項目セットは都度システム上で

選びたい（下の表は CAT の使用感に関する調

査で選択可能とした調査項目セットの例）。 

・管理監督者、人事労務担当者、産業保健スタッ

フなど、色々な職種が調査項目セットを選択で

きると良い。 
・部署名と選択した調査項目セット、結果が一覧

できるリストが出力できると良い。 
・部署ごとで比較ができると良い。 
・残りの回答時間が分かるようなインジケーター

があると良い。 
・個人結果のフィードバックが回答終了後にすぐ

に表示されると良い。 
・CAT の画面が無機質なので、もう少しデザイン

性が欲しい。 
・スマートフォンでも回答できる仕様にして欲し

い。 
・クラウド型の人事系のシステム（HRTech 例：

HRBrain、SmartHR）と連携、同期ができると

良い。 
・集団分析結果を活用するためのインストラクシ

ョンがあると良い。 

 

表：調査項目セット例 

１．調査項目セット１「労働者の成長・職場の

活性化を目指したい」 

２．調査項目セット３「社会の変化に対応でき

る職場にしたい」 

３．調査項目セット５「職場環境を全般的に把

握して改善したい」 

４．調査項目セット６「仕事の資源・職場の資

源を充実させたい」 

５．調査項目セット７「業務内容を明確にして

体制を整備したい」 

６．調査項目セット８「労働者の安全と健康を

守りたい」 

７．調査項目セット 13「職場内の教育・研修を

充実させたい」 

 

Ｄ．考察 
１．令和元年度の研究結果に対する考察 
 神奈川産業保健総合支援センターの協力のも

と、同センターから提供を受けた（市販の）企業

データベースから無作為に抽出した事業場（労働

者数 50 人未満の事業場を含む）の責任者、人事

労務担当者、産業保健スタッフを対象に、ストレ

スチェック制度の実施状況について尋ねる自記

式調査を実施した。 
 労働者数 50 人未満の事業場については、スト

レスチェック制度の実施が努力義務にとどまっ

ていることを理由に実施していない事業場が多

かった。どのような効果が期待できれば実施を検

討するかということについては、「社員の満足度

が上がる」、「労働者がいきいきと働くようになる」

ことを挙げていた。ここで挙げている成果はすで

に先行研究では実証されているが、事業者からす

ると、ストレスチェックの項目からこれらの成果

をイメージすることが難しいのかもしれない。こ

れまでもストレスチェックの結果を活用した職

場環境改善活動の効果については、マニュアルな

どが出されているところであるが、労働者数50人

未満の事業場の事業者や労働者に対して、事例が

発生する前から関心を持ってもらえるような仕

掛け作りが必要であると考えられる。さらに、ス

トレスチェックの質問項目そのものにも関心を

持ってもらえるような仕組み作りが必要である

と考えられた。 
 ストレスチェック制度の実施が義務化されて

いない小規模事業場おいては、ストレスチェック

制度の義務化を認識していない事業場が20.2%あ

った。小規模事業場においては、ストレスチェッ

ク制度そのものが認知されていない可能性があ

る。今後の義務化に向けて、労働基準監督署の臨

検時の確認等、小規模事業場に対する更なる周知

が必要になると考えらえる。 
 今回の調査では、労働者数が 50 人未満であっ

ても、職場環境改善活動を行っている事業場があ

った。今後、小規模事業場で職場環境改善活動を

広げていくためには、具体的な事例の収集も必要

となるだろう。その際には、今回の調査で指摘さ

れたように、小規模事業場で関心が高かった「社

員の満足度が上がる」、「労働者がいきいきと働く

ようになる」といった成果を念頭に置いた事例の

紹介が求められるだろう。 
 
２．令和 2 年度の研究結果に対する考察 
 ステークホルダー会議によって得られた情報

を踏まえて、井上班長とともに CAT のインター

フェースに関するヒアリング対象者および質問

項目の内容を検討した。ヒアリング対象者として

は、事業者、人事労務担当者、産業保健スタッフ、
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社会保険労務士が挙げられた。質問項目について

は、労働者向け／人事労務担当者向け／産業保健

スタッフ向けのインターフェースに必要な情報、

測定したい概念を選択するときに必要となる説

明事項に関する情報、CAT を導入するにあたって

の社内システムの情報セキュリティ上の注意点、

CAT を運用するための人事労務担当者／産業保

健スタッフの役割の設定の手順（人事労務担当者

が見られる部分、産業保健スタッフが見られる部

分、労働者本人が見られる部分を区別するため、

システム上で役割を設定する必要がある）、個人

向け／集団向けのフィードバックの書式に必要

な情報が挙げられた。 
 現在、ストレスチェック制度の実施が努力義務

となっている 50 人未満の事業場においては、職

場環境等の評価及び改善（ストレスチェック後の

集団［部、課など］ごとの分析を含む）に取り組

んでいる割合は約 30%にとどまっている。このよ

うな中小規模事業場に対して産業保健サービス

を提供しているのは健診機関や企業外労働衛生

機関である。そのため、ヒアリング調査の対象と

して、健診機関や企業外労働衛生機関でストレス

チェックに関するサービスを提供している担当

者もヒアリングに含めても良いかもしれない。 
 多くの事業場ではストレスチェックは、事業場

外資源である EAP 機関によって提供されている

ことが多い。また、地域産業保健センターは中小

零細事業場のメンタルヘルス対策に関するニー

ズを把握している。EAP 機関の対象者や、地域産

業保健センターのコーディネーター、産業保健総

合支援センターのメンタルヘルス対策促進員に

対するヒアリングも検討の余地があるかもしれ

ない。 
 小田切班員が実施したステークホルダー会議

では、参加者に対して CAT の説明がなされてい

たが、その良さが十分に伝わっていない様子が窺

えた。CAT についてのヒアリング調査を行うにあ

たっては、事前にデモを行うことで、より具体的

な意見が聴取できるものと考えられた。 
 また、岩田班員からは、CAT のセキュリティ上

の課題も指摘されている。現場では、電子カルテ

が導入されるなど IT 化が進んでいる事業場もあ

れば、紙ベースでの管理が主流の事業場など様々

である。また、ストレスチェック自体も外注して

いる事業場が多いことから、事業場で CAT を導

入するにあたって、システムやセキュリティ上、

どのような課題が生じるかについて、詳細な情報

収集が必要と考えられる。課題の解決のためには、

専門家への依頼も必要となるかもしれない。 
 CAT の開発の目的は、現在、多くの事業場が不

満を感じている画一的なフィードバックではな

く、事業場のそれぞれの状況をより個別に把握で

きるようにすることである。事業場のニーズをあ

る程度、研究者側が把握することによって、CAT
のシステム上で提示される「概念」についても改

善することができるかもしれない。 
 
３．令和 3 年度の研究結果に対する考察 
 CAT の使用に際し、調査項目セットをあらかじ

め提示することは、自分の職場環境にあった項目

の選定に慣れていないユーザーにとってはより

使いやすくなっているようであった。但し、調査

項目セットの選択にあたっては、何かしらのガイ

ドが必要であろう。それぞれの項目について、も

う少し具体的な例を設けても良いかもしれない。

または、事業場が抱える問題点をチェックするこ

とで最適な調査項目セットが提案されるような

仕組みを検討しても良いかもしれない。 
 どの調査項目セットを選ぶかについては、管理

監督者、人事労務担当者、産業保健スタッフによ

って異なる可能性がある。今回開発した CAT で

は、誰が調査項目セットを選ぶのかについては明

確になっていない。今後、調査項目セットの作成

にあたっては、より多職種による検討も必要かも

しれない。 
 事業場内で部署ごとに異なる調査項目セット

を選択した場合に、事業場へのフィードバック方

法については検討が必要であろう。フィードバッ

ク書式では、選択した調査項目セットと集団分析

結果、経年変化が一覧で見ることができると良い

かもしれない。ストレスチェックの実施は 1 年以

内ごとに 1 回とされているが、CAT の強みを生か

して、年に複数回実施し、よりタイムリーに職場

環境の評価に使うという提案もできるかもしれ

ない。 
 調査項目セットごとに部署間の比較をするこ

とで、それぞれの部署の強みが明確になると、次

のアクションにつながりやすくなる。メンタルヘ

ルスアクションチェックリスト（吉川ら，2007）
との連携や、調査項目セット向けにアレンジした

アクションチェックリストの開発を期待したい。 
 本研究班では、集団分析結果に基づく職場環境

改善の促進を目的としたため、個人向けのフィー

ドバック書式は作成しなかった。結果自体は部署

単位で示すとしても、その職場の持つ「強み」と

「弱み」を示すことで、一人ひとりが職場環境改

善に取り組めるように、組織へのコミットメント

を引き出すような何かしらの個人向けのフィー

ドバックがあると良いかもしれない。 
 
Ｅ．結論 
 令和元年度は、ストレスチェック制度の実施状

況について、実施が義務化されていない（努力義

務となっている）労働者数 50 人未満の事業場も
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含めて、その実態を把握し、今後のストレスチェ

ック制度の実施方法を検討するための基礎的な

データを得ることができた。 
 令和 2 年度は、別途開催したステークホルダー

会議によって得られた情報を踏まえて、井上班長

とともに CAT のインターフェースに関するヒア

リング調査の対象者および質問項目の内容を検

討し、これに基づき、令和 3 年度に、労働者に対

して CAT を試用した事業場の人事労務担当者を

対象に、実際の使用や集団分析結果のフィードバ

ックを受けた経験を踏まえてヒアリング調査を

行った。ヒアリング調査によって得られたCATの

インターフェースやシステムの互換性に関する

知見は、ストレスチェックの際に、各事業場が測

定したい（職場環境改善を行いたい）概念を自律

的に選定し、労働者のストレス状況を簡便かつ効

率的に測定できるような CAT の開発に向けて、

社会実装を進める基礎資料となることが期待さ

れる。 
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令和元年度に実施した自記式調査の結果概要 
 
１．回答した事業場と回答しなかった事業場の属性比較 
 

 回答あり 

（n=1,299） 

回答なし 

（n=4,701）† 

データベース全体 

（n=16,775） 
 n (%) n (%) n (%) 
労働基準監督署の管轄    
 厚木署 161 (12.4%)    502 (10.7%)   1,732 (10.3%)   
 小田原署 53 (4.1%)     190 (4.0%)    673 (4.0%)    
 川崎北署 96 (7.4%)     421 (9.0%)    1,595 (9.5%)    
 川崎南署 62 (4.8%)     261 (5.6%)    915 (5.5%)    
 相模原署 111 (8.5%)     286 (6.1%)    1,207 (7.2%)    
 鶴見署 50 (3.8%)     215 (4.6%)    694 (4.1%)    
 平塚署 80 (6.2%)     334 (7.1%)    1,185 (7.1%)    
 藤沢署 83 (6.4%)     285 (6.1%)    945 (5.6%)    
 横須賀署 48 (3.7%)     198 (4.2%)    694 (4.1%)    
 横浜北署 202 (15.6%)    709 (15.1%)   2,624 (15.6%)   
 横浜西署 178 (13.7%)    739 (15.7%)   2,528 (15.1%)   
 横浜南署 175 (13.5%)    561 (11.9%)   1,983 (11.8%)   
企業規模    
 10～29 人 732 (56.4%)    2,842 (60.5%)   10,162 (60.6%)   
 30～49 人 216 (16.6%)    702 (14.9%)   2,506 (14.9%)   
 50～99 人 160 (12.3%)    590 (12.6%)   2,039 (12.2%)   
 100～299 人 138 (10.6%)    386 (8.2%)    1,443 (8.7%)    
 300～999 人 37 (2.8%)     144 (3.1%)    478 (2.8%)    
 1000 人以上 16 (1.2%)     37 (0.8%)    147 (0.9%)    
業種    
 製造業 283 (21.8%)    986 (21.0%)   3,631 (21.6%)   
 鉱業 1 (0.1%)     2 (0.0%)    11 (0.1%)    
 建設業 243 (18.7%)    1,005 (21.4%)   3,555 (21.2%)   
 運輸交通業 96 (7.4%)     397 (8.4%)    1,259 (7.5%)    
 貨物取扱業 8 (0.6%)     29 (0.6%)    88 (0.5%)    
 畜産・水産業 2 (0.2%)     8 (0.2%)    22 (0.1%)    
 商業 190 (14.6%)    768 (16.3%)   2,750 (16.4%)   
 金融・広告業 40 (3.1%)     162 (3.4%)    536 (3.2%)    
 映画・演劇業 1 (0.1%)     4 (0.1%)    15 (0.1%)    
 通信業 1 (0.1%)     4 (0.1%)    9 (0.1%)    
 教育・研究業 101 (7.8%)     277 (5.9%)    1,018 (6.1%)    
 保健衛生業 143 (11.0%)    392 (8.3%)    1,488 (8.9%)    
 接客娯楽業 29 (2.2%)     208 (4.4%)    628 (3.7%)    
 清掃・と畜業 34 (2.6%)    99 (2.1%)    401 (2.4%)    
 その他 127 (9.8%)    362 (7.7%)    1,364 (8.1%)    

† 調査票には回答したが、調査票に企業名やデータベースと照合可能な基本情報の記載がない等の理由で 

同定できなかった事業場 80 社を含む。 
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２．回答事業場の本社・支社／出張所（工場等を含む）の内訳（n=1,379） 

 

 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 

有効 本社 1,297   94.1%    95.1%     95.1%     

支社・出張所 67   4.9%    4.9%     100.0%     

合計 1,364   98.9%    100.0%      
無効 不明・無回答 15   1.1%      
対象総数 1,379   100.0%      

 

本社
94.1%

不明・無回答
1.1%

支社・出張所
4.9%
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３．回答事業場の労働者数（事業場規模）の内訳（n=1,379） 

 
 

 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 

有効 49人以下 1,065   77.2%    78.1%     78.1%     

50～99人 155   11.2%    11.4%     89.5%     

100～299人 114   8.3%    8.4%     97.9%     

300人以上 29   2.1%    2.1%     100.0%     

合計 1,363   98.8%    100.0%      
無効 不明・無回答 16   1.2%      
対象総数 1,379   100.0%      

 

300人以上
2.1%

100～299人
8.3%

50～99人
11.2%

49人以下
77.2%

不明・無回答
1.2%
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４．回答事業場の産業保健専門職の配置状況（「いない」以外は複数回答可） 

 

（注）横軸の数値の具体的な内容は下の表を参照 
 

 49 人以下 

（n=1,065） 

50～99 人 

（n=155） 

100～299 人 

（n=114） 

300 人以上 

（n=29） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

１ 常勤または非常勤の産業医や医師 83 (7.8%)    96 (61.9%)   77 (67.5%)   28 (96.6%)   

２ 専属・嘱託の精神科医や心療内科医 12 (1.1%)    3 (1.9%)    6 (5.3%)    5 (17.2%)   

３ 常勤または非常勤の保健師や看護師 51 (4.8%)    28 (18.1%)   37 (32.5%)   24 (82.8%)   

４ 専属・嘱託のカウンセラーや心理士 10 (0.9%)    7 (4.5%)    18 (15.8%)   10 (34.5%)   

５ その他のメンタルヘルス専門職 8 (0.8%)    3 (1.9%)    4 (3.5%)    1 (3.4%)    

６ いない 925 (86.9%)   45 (29.0%)   26 (22.8%)   0 (0.0%)    
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５．ストレスチェック制度の実施の有無（対象期間：平成 30 年 11 月～令和元年 10 月） 

 

 49 人以下 

（n=1,065） 

50～99 人 

（n=155） 

100～299 人 

（n=114） 

300 人以上 

（n=29） 
 n (%) n (%) n (%) n (%) 

ストレスチェック制度を実施した 95 (8.9%)    131 (84.5%)   111 (97.4%)   28 (96.6%)   

ストレスチェック制度を実施しなかった 970 (91.1%)   24 (15.5%)   3 (2.6%)    1 (3.4%)    

 
６．ストレスチェック制度の外部委託の有無（５で「ストレスチェック制度を実施した」と回答した 365

事業場のみを対象） 

 

 49 人以下 

（n=95） 

50～99 人 

（n=131） 

100～299 人 

（n=111） 

300 人以上 

（n=28） 
 n (%) n (%) n (%) n (%) 

事業場内のスタッフのみ（自前）で実施 27 (28.4%)   22 (16.8%)   20 (18.0%)   7 (25.0%)   

健診機関や EAP などの外部機関に委託 66 (69.5%)   109 (83.2%)   91 (82.0%)   21 (75.0%)   

無回答 2 (2.0%)    0 (0.0%)    0 (0.0%)    0 (0.0%)    

96.6

97.4

84.5

8.9

3.4

2.6

15.5

91.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人以上

100～299人

50～99人

49人以下

実施した 実施しなかった

25.0

18.0

16.8

28.4

75.0

82.0

83.2

69.5 2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人以上

100～299人

50～99人

49人以下

自前で実施 外部に委託 無回答
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７．外部機関に委託した内容（６で「外部に委託」と回答した 287 事業場のみを対象：複数回答可） 

 
（注）横軸の数値の具体的な内容は下の表を参照 
 

 49 人以下 

（n=66） 

50～99 人 

（n=109） 

100～299 人 

（n=91） 

300 人以上 

（n=21） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

１ ストレス度の判定結果の本人への通知 57 (86.4%)  96 (88.1%)  77 (84.6%)  16 (76.2%)  

２ 部署毎の集団分析の実施と結果のレポート

作成 
44 (66.7%)  77 (70.6%)  70 (76.9%)  17 (81.0%)  

３ 部署毎の集団分析結果の該当職場への結果

通知 
15 (22.7%)  29 (26.6%)  23 (25.3%)  1 (4.8%)   

４ ２の集団分析結果に基づく職場のリスクや

課題分析とその結果のレポート作成 
20 (30.3%)  38 (34.9%)  36 (39.6%)  9 (42.9%)  

５ ４のリスク・課題分析結果の該当職場への

結果通知 
5 (7.6%)   17 (15.6%)  11 (12.1%)  4 (19.0%)  

６ ４のリスク・課題分析結果に基づく職場 

環境改善策の提案 
7 (10.6%)  9 (8.3%)   12 (13.2%)  3 (14.3%)  

７ その他 2 (3.0%)   1 (0.9%)   2 (2.2%)   0 (0.0%)   

 
【その他の具体的内容】 
・高ストレス者の判定 
・高ストレス者が希望した場合の面接指導 
・レポートのアドバイスと講演会 
・東京海上日動ストレスチェックサービスを実施 
・企業内全体の集団分析の実施と結果レポート作成 
・集団分析結果に基づく職場リスクとその結果のレポート作成 
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８．ストレスチェックの実施における労働者 1 人あたりの費用（５で「ストレスチェック制度を実施し

た」と回答した 365 事業場のみを対象） 

 
 

 49 人以下 

（n=95） 

50～99 人 

（n=131） 

100～299 人 

（n=111） 

300 人以上 

（n=28） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

0 円（費用がかからなかった） 17 (17.9%)   10 (7.6%)    12 (10.8%)   3 (10.7%)   

1 円～1,000 円未満 40 (42.1%)   46 (35.1%)   56 (50.5%)   11 (39.3%)   

1,000 円台 18 (18.9%)   44 (33.6%)   26 (23.4%)   4 (14.2%)   

2,000 円台 5 (5.3%)    10 (7.6%)    1 (0.9%)    2 (7.1%)    

3,000 円以上 7 (7.4%)    12 (9.2%)    10 (9.0%)    3 (10.7%)   

無回答 8 (8.4%)    9 (6.9%)    6 (5.4%)    5 (17.9%)   

 

10.7

10.8

7.6

17.9

39.3

50.5

35.1

42.1

14.2

23.4

33.6

18.9
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
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50～99人

49人以下

0円 1円～1,000円未満 1,000円台 2,000円台 3,000円以上 無回答

－129－



９．ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）（５で「ストレスチェック制度を実施した」と回答

した 365 事業場のみを対象：複数回答可） 

 
（注）横軸の数値の具体的な内容は下の表を参照（「事業場所属の歯科医師」および「外部委託先の歯科

医師」に回答した事業場は皆無であったため、グラフには表示していない） 
 

 49 人以下 

（n=95） 

50～99 人 

（n=131） 

100～299 人 

（n=111） 

300 人以上 

（n=28） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

１ 産業医（専属・嘱託は問わない） 50 (52.6%)   102 (77.9%)   86 (77.5%)   24 (85.7%)   

２ 産業医以外の医師（事業場所属） 1 (1.1%)    1 (0.8%)    2 (1.8%)    0 (0.0%)    

３ 産業医以外の医師（事業場外所属） 13 (13.7%)   11 (8.4%)    14 (12.6%)   3 (10.7%)   

４ 事業場所属の保健師・看護師 4 (4.2%)    3 (2.3%)    11 (9.9%)    11 (39.3%)   

５ 外部委託先の保健師・看護師 10 (10.5%)   15 (11.5%)   12 (10.8%)   3 (10.7%)   

６ 事業場所属の精神保健福祉士 0 (0.0%)    1 (0.8%)    3 (2.7%)    0 (0.0%)    

７ 外部委託先の精神保健福祉士 4 (4.2%)    11 (8.4%)    8 (7.2%)    0 (0.0%)    

８ 事業場所属の歯科医師 0 (0.0%)    0 (0.0%)    0 (0.0%)    0 (0.0%)    

９ 外部委託先の歯科医師 0 (0.0%)    0 (0.0%)    0 (0.0%)    0 (0.0%)    

10 事業場所属の公認心理師 2 (2.1%)    0 (0.0%)    0 (0.0%)    1 (3.6%)    

11 外部委託先の公認心理師 4 (4.2%)    1 (0.8%)    1 (0.9%)    0 (0.0%)    
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10．ストレスチェックで使用した質問票の種類（５で「ストレスチェック制度を実施した」と回答した

365 事業場のみを対象） 

 
（注）BJSQ：職業性ストレス簡易調査票（Brief Job Stress Questionnaire の略） 
 

 49 人以下 

（n=95） 

50～99 人 

（n=131） 

100～299 人 

（n=111） 

300 人以上 

（n=28） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

職業性ストレス簡易調査票（BJSQ） 52 (54.7%)   82 (62.6%)   85 (76.6%)   19 (67.9%)   

BSJQ＋追加項目 10 (10.5%)   16 (12.2%)   11 (9.9%)    8 (28.6%)   

BJSQ 以外の独自の質問票 4 (4.2%)    5 (3.8%)    1 (0.9%)    0 (0.0%)    

分からない 20 (21.1%)   18 (13.7%)   11 (9.9%)    1 (3.6%)    

無回答 9 (9.5%)    10 (7.6%)    3 (2.7%)    0 (0.0%)    
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62.6

54.7

28.6

9.9

12.2

10.5

0.9

3.8

4.2

3.6

9.9

13.7

21.1

2.7

7.6

9.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人以上

100～299人

50～99人

49人以下

BJSQ BJSQ＋追加項目 BJSQ以外の独自の質問票 分からない 無回答

－131－



11．ストレスチェックの受検率（５で「ストレスチェック制度を実施した」と回答した 365 事業場のみ

を対象） 

 
 

 49 人以下 

（n=95） 

50～99 人 

（n=131） 

100～299 人 

（n=111） 

300 人以上 

（n=28） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

5%未満 0 (0.0%)    1 (0.8%)    0 (0.0%)    0 (0.0%)    

5%～10%未満 0 (0.0%)    0 (0.0%)    1 (0.9%)    0 (0.0%)    

10%～20%未満 0 (0.0%)    0 (0.0%)    4 (3.6%)    1 (3.6%)    

20%～40%未満 3 (3.2%)    6 (4.6%)    6 (5.4%)    3 (10.7%)   

40%～60%未満 1 (1.1%)    8 (6.1%)    12 (10.8%)   1 (3.6%)    

60%～80%未満 10 (10.5%)   17 (13.0%)   21 (18.9%)   4 (14.3%)   

80%～100% 31 (32.6%)   52 (39.7%)   29 (26.1%)   8 (28.6%)   

無回答・矛盾回答（100%を超えている） 50 (52.6%)   47 (35.9%)   38 (34.2%)   11 (39.3%)   

3.6 10.7

5.4

4.6

3.2

3.6

10.8

6.1

1.1

14.3

18.9

13.0

10.5

28.6

26.1

39.7

32.6

39.3

34.2

35.9

52.6

0.8

0.93.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人以上

100～299人

50～99人

49人以下

5%未満 5%～10%未満 10%～20%未満 20%～40%未満

40%～60%未満 60%～80%未満 80%～100% 無回答・矛盾回答
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12．ストレスチェックを受検した者に占める高ストレス者の割合（５で「ストレスチェック制度を実施

した」と回答した 365 事業場のみを対象） 

 
 

 49 人以下 

（n=95） 

50～99 人 

（n=131） 

100～299 人 

（n=111） 

300 人以上 

（n=28） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

0%（なし） 32 (33.7%)   22 (16.8%)   13 (11.7%)   2 (7.1%)    

5%未満 16 (16.8%)   13 (9.9%)    13 (11.7%)   0 (0.0%)    

5%～10%未満 17 (17.9%)   23 (17.6%)   13 (11.7%)   9 (32.1%)   

10%～20%未満 12 (12.6%)   44 (33.6%)   51 (45.9%)   13 (46.4%)   

20%以上 5 (5.3%)    17 (13.0%)   10 (9.0%)    2 (7.1%)    

無回答 13 (13.7%)   12 (9.2%)    11 (9.9%)    2 (7.1%)    

7.1

11.7

16.8

33.7

11.7

9.9

16.8

32.1

11.7

17.6

17.9

46.4

45.9

33.6
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7.1

9.0

13.0

5.3

7.1

9.9

9.2

13.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人以上

100～299人

50～99人

49人以下

0%（なし) 5%未満 5%～10%未満 10%～20%未満 20%以上 無回答
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13．高ストレス者のうち医師による面接指導を受けた者の割合（12 で「0%」および「無回答」以外の

回答をした 258 事業場のみを対象） 

 
 

 49 人以下 

（n=50） 

50～99 人 

（n=97） 

100～299 人 

（n=87） 

300 人以上 

（n=24） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

0%（なし） 29 (58.0%)   62 (63.9%)   43 (49.4%)   6 (25.0%)   

5%未満 2 (4.0%)    3 (3.1%)    7 (8.0%)    9 (37.5%)   

5%～10%未満 0 (0.0%)    4 (4.1%)    13 (14.9%)   3 (12.5%)   

10%～20%未満 5 (10.0%)   5 (5.2%)    11 (12.6%)   4 (16.7%)   

20%～40%未満 6 (12.0%)   11 (11.3%)   5 (5.7%)    1 (4.2%)    

40%～60%未満 3 (6.0%)    3 (3.1%)    3 (3.4%)    0 (0.0%)    

60%～80%未満 0 (0.0%)    0 (0.0%)    1 (1.1%)    0 (0.0%)    

80%～100% 2 (4.0%)    4 (4.1%)    2 (2.3%)    0 (0.0%)    

無回答 3 (6.0%)    5 (5.2%)    2 (2.3%)    1 (4.2%)    
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4.0
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3.1
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4.1

4.0

4.2

2.3

5.2
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人以上

100～299人

50～99人

49人以下

0%（なし) 5%未満 5%～10%未満 10%～20%未満 20%～40%未満

40%～60%未満 60%～80%未満 80%～100% 無回答・矛盾回答
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14．高ストレス者への面接指導を担当した（または担当予定だった）医師（５で「ストレスチェック制

度を実施した」と回答した 365 事業場のみを対象：複数回答可） 

 
 

 49 人以下 

（n=95） 

50～99 人 

（n=131） 

100～299 人 

（n=111） 

300 人以上 

（n=28） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

事業場選任の産業医 51 (53.7%)   101 (77.1%)   87 (78.4%)   26 (92.9%)   

事業場所属の医師（上記以外の医師） 2 (2.1%)    1 (0.8%)    3 (2.7%)    0 (0.0%)    

外部委託先の医師 22 (23.2%)   21 (16.0%)   17 (15.3%)   2 (7.1%)    
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23.2
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割
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（
％
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49人以下 50～99人 100～299人 300人以上
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15．ストレスチェックの結果に基づく集団分析の実施の有無（５で「ストレスチェック制度を実施した」

と回答した 365 事業場のみを対象） 

 
 

 49 人以下 

（n=95） 

50～99 人 

（n=131） 

100～299 人 

（n=111） 

300 人以上 

（n=28） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

集団分析を実施した 62 (65.3%)   90 (68.7%)   90 (81.1%)   24 (85.7%)   

集団分析を実施しなかった 29 (30.5%)   40 (30.5%)   19 (17.1%)   4 (14.3%)   

無回答 4 (4.2%)    1 (0.8%)    2 (1.8%)    0 (0.0%)    

85.7

81.1

68.7

65.3

14.3

17.1

30.5

30.5

1.8

0.8

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人以上

100～299人

50～99人

49人以下

実施した 実施しなかった 無回答
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16．集団分析結果の活用方法（15 で「集団分析を実施した」と回答した 266 事業場のみを対象：「活用

しなかった」以外は複数回答可） 

 
（注）横軸の数値の具体的な内容は下の表を参照 
 

 49 人以下 

（n=62） 

50～99 人 

（n=90） 

100～299 人 

（n=90） 

300 人以上 

（n=24） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

１ 経営層への報告と説明 38 (61.3%)   63 (70.0%)   59 (65.6%)   18 (75.0%)   

２ 業務配分の見直し 5 (8.1%)    3 (3.3%)    7 (7.8%)    3 (12.5%)   

３ 人員体制・組織の見直し 5 (8.1%)    10 (11.1%)   7 (7.8%)    4 (16.7%)   

４ 管理監督者向け研修の実施 5 (8.1%)    5 (5.6%)    8 (8.9%)    2 (8.3%)    

５ 衛生委員会等での審議 14 (22.6%)   33 (36.7%)   31 (34.4%)   11 (45.8%)   

６ 職場環境改善 14 (22.6%)   21 (23.3%)   25 (27.8%)   8 (33.3%)   

７ その他 3 (4.8%)    4 (4.4%)    4 (4.4%)    2 (8.3%)    

８ 活用しなかった 10 (16.1%)   9 (10.0%)   13 (14.4%)   2 (8.3%)    

 
【その他の具体的内容】 
・各職場の所属長への面談と高ストレス職場への全員面談 
・全職員会議での報告 
・所属長や各部署長への報告と説明 
・ストレスチェック担当者への報告 
・個人面談時の参考として活用 
・管理職への報告と説明 
・セルフケアの研修について実施の検討 
・産業医および労働基準監督への報告
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17．職場環境改善の具体的内容（16 で「職場環境改善に活用した」と回答した 68 事業場のみを対象：

複数回答可） 

 
（注）横軸の数値の具体的な内容は下の表を参照 
 

 49 人以下 

（n=14） 

50～99 人 

（n=21） 

100～299 人 

（n=25） 

300 人以上 

（n=8） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

１ 職場で行う研修の充実や従業員に対する

情報提供態勢の改善 3 (21.4%)   3 (14.3%)   6 (24.0%)   4 (50.0%)   

２ 心の健康を含む社内相談窓口の開設や 
機能の拡充 2 (14.3%)   5 (23.8%)   7 (28.0%)   6 (75.0%)   

３ コミュニケーション・プログラムの実践を 
含む社内のコミュニケーションのあり方 
の見直し 

4 (28.6%)   6 (28.6%)   6 (24.0%)   2 (25.0%)   

４ 勤務時間や職場体制・態勢の見直し 5 (35.7%)   9 (42.9%)   9 (36.0%)   1 (12.5%)   

５ 作業手順の見直し 3 (21.4%)   1 (4.8%)    5 (20.0%)   2 (25.0%)   

６ 作業環境や職場環境の見直し 7 (50.0%)   8 (38.1%)   7 (28.0%)   4 (50.0%)   

７ 職場内の相互支援態勢の見直し 2 (14.3%)   3 (14.3%)   6 (24.0%)   4 (50.0%)   

８ 人事制度等の見直し 0 (0.0%)    1 (4.8%)    2 (8.0%)    0 (0.0%)    

９ 健康管理体制・態勢の見直し 1 (7.1%)    1 (4.8%)    4 (16.0%)   3 (37.5%)   

10 その他 0 (0.0%)    2 (9.5%)    4 (16.0%)   0 (0.0%)    
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49人以下 50～99人 100～299人 300人以上
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【その他の具体的内容】 

・ラインケアを重視して活用 

・高リスク者の個人名までは公表していないため、部署別分析結果に基づき、現場フォローや、面談等

で部下とのコミュニケーションを細目にとって、仕事の状況、健康状態等を把握し、改善につなげる

こととした。 

・部署長に、部下とコミュニケーションを取り、時間外労働や業務内容・量に偏りがないか、再度確認・

改善を指示 

・３月に外部講師によるメンタルヘルス社内講習を予定 

・次回の安全衛生委員会で具体的に何を実施するか検討予定 

・職員へのアンケートを実施 

・残業削減 

・ロボット等導入による負担軽減 
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18．職場環境改善における外部機関の活用状況（16 で「職場環境改善に活用した」と回答した 68 事業

場のみを対象：「外部機関は活用していない」以外は複数回答可） 

 
（注）横軸の数値の具体的な内容は下の表を参照 
 

 49 人以下 

（n=14） 

50～99 人 

（n=21） 

100～299 人 

（n=25） 

300 人以上 

（n=8） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

１ 外部機関は活用していない 13 (92.9%)   13 (61.9%)   16 (64.0%)   7 (87.5%)   

２ 集団分析結果に基づく職場のリスクや 

課題の洗い出し 
0 (0.0%)    5 (23.8%)   7 (28.0%)   1 (12.5%)   

３ ２の結果を活用した職場のリスク･課題に 

対する改善策の具体的提案 
0 (0.0%)    0 (0.0%)    2 (8.0%)    0 (0.0%)    

４ ２や３の結果を活用した職場での（管理 

監督者向けのものを含む）研修の実施 
0 (0.0%)    2 (9.5%)    0 (0.0%)    0 (0.0%)    

５ ３の具体的提案の実施に伴うアドバイス 1 (7.1%)    2 (9.5%)    1 (4.0%)    0 (0.0%)    

６ ３の具体的提案の実施状況の達成度分析･ 

評価と、その後の職場環境改善のフォロー 

アップ方法に対するアドバイスなど、作業 

環境や職場環境の見直し 

0 (0.0%)    1 (4.8%)    1 (4.0%)    1 (12.5%)   

７ その他 0 (0.0%)    0 (0.0%)    2 (8.0%)    0 (0.0%)    

 
【その他の具体的内容】 
・外部講師にメンタルヘルス講習を依頼 
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19．集団分析結果を職場環境改善に活用しなかった（できなかった）理由（16 で「職場環境改善に活用

した」と回答しなかった 198 事業場のみを対象：複数回答可） 

 
（注）横軸の数値の具体的な内容は下の表を参照 
 

 49 人以下 

（n=48） 

50～99 人 

（n=69） 

100～299 人 

（n=65） 

300 人以上 

（n=16） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

１ 職場環境改善の必要性を感じなかった 13 (27.1%)   26 (37.7%)   12 (18.5%)   2 (12.5%)   

２ 分析結果から職場・部署毎のリスク・ 
課題の洗い出すのが困難だった 13 (27.1%)   15 (21.7%)   13 (20.0%)   4 (25.0%)   

３ 分析結果から職場・部署毎のリスク・ 
課題を洗い出す時間的余裕がなかった 4 (8.3%)    5 (7.2%)    7 (10.8%)   4 (25.0%)   

４ どの職場環境改善に取り組むのが最も 
効果的なのか分からなかった（職場の 
リスク・課題の優先順位を付けるの

が困難だった） 

5 (10.4%)   13 (18.8%)   8 (12.3%)   3 (18.8%)   

５ 職場環境改善の仕方が分からなかった 3 (6.3%)    6 (8.7%)    6 (9.2%)    0 (0.0%)    

６ 職場改善の必要性について職場の理解 
や協力が得られず、自発的な改善意欲 
が盛り上がらなかった 

1 (2.1%)    1 (1.4%)    6 (9.2%)    1 (6.3%)    

７ 職場環境改善に必要なマンパワーや 
経費が確保できなかった 4 (8.3%)    9 (13.0%)   19 (29.2%)   2 (12.5%)   

８ その他 5 (10.4%)   3 (4.3%)    4 (6.2%)    3 (18.8%)   
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【その他の具体的内容】 

・問題点は明確でも費用的に実施出来ないケース、対策について理解を得られないケースが多く前に進

みづらい。ただ、小さな事からコツコツと実施には努めている。生産ありきで、人の問題は後回しに

なりがちである。 

・テストの結果で、人員の配置替えは無理。業務配分、あらゆる体制の見直しはとても難しい。 

・派遣業を生業にしており、社員の多くは派遣先にいるため、部署毎の集団分析が困難となっている。 

・部署毎のリスク、課題は洗い出せているが適切な対応（配置転換など）の余剰人員の確保ができなか

った。 

・ストレスチェックの結果からは職場環境改善の必要性を感じなかったが、常に改善は行っている。 

・今現在、集団分析の結果待ち中である。 

・これからどのように改善策をとっていくか、検討中である。 

・高ストレス該当者が社外での業務（出向）であり、社内職場環境よりも、客先との業務改善を図った

ため。 

・研修を含めこれから検討する。 

・様子を見ながら検討する。 

・ES サーベイの結果と類似しており、すでに改善行動に取り組んでいるため。 

・別途、従業員満足度調査を実施しており、トータルとして対応しているため。 

・改善の必要性については、常に衛生委員会で検討をしているため本制度で特別のものは感じていない。 

・費用がかかる（お金がない）。 

・経営層に報告、説明後、会議にて上長に報告があったと思われる。評価等の面談時に状況を確認しな

がら、各課内で見直し等を行っていると思われる。 

・まずは集団分析を行い現状の課題、問題の把握に注力したため。今後、職場環境の改善に取り組んで

いきたい。 
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20．集団分析を実施しなかった（できなかった）理由（15 で「集団分析を実施しなかった」と回答した

92 事業場のみを対象：複数回答可） 

 
（注）横軸の数値の具体的な内容は下の表を参照 
 

 49 人以下 

（n=29） 

50～99 人 

（n=40） 

100～299 人 

（n=19） 

300 人以上 

（n=4） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

１ 時間的に集団分析を実施する余裕が 
なかった 4 (13.8%)   9 (22.5%)   2 (10.5%)   1 (25.0%)   

２ 経済的に集団分析を実施する余裕が 
なかった 1 (3.4%)    7 (17.5%)   1 (5.3%)    0 (0.0%)    

３ 社内全体が集団分析を実施できる雰囲 
気ではなかった 0 (0.0%)    2 (5.0%)    2 (10.5%)   0 (0.0%)    

４ 事業場が小規模であり、プライバシー 
の保護を考慮して集団分析の実施を 
控えた 

17 (58.6%)   24 (60.0%)   8 (42.1%)   3 (75.0%)   

５ その他 4 (13.8%)   7 (17.5%)   7 (36.8%)   2 (50.0%)   
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【その他の具体的内容】 

・義務にしていないため。 

・受検者が 10 人以上の場合と高ストレス該当者のあった場合にする様にしている。 

・分析結果が一部不明瞭だった。 

・個人指導のみ実施しているため。 

・問題が無かったため。 

・別途費用がかかり、義務ではないため。 

・人数が少なく、分析しても個別対応には変わりがないため。 

・10 人以下であり、集団分析の対象外であったため。 

・健診機関（委託先）に集団分析の結果を依頼していない。 

・10 事業場あり、受検者が属する事業場名を記入せずに提出したり、不備により再回答を求めたりして

時間を要したため事務的にまとめきれなかった。 

・過度な人手不足。 

・実際の勤務地単位では 1～4 人程度の規模のため、利点が見えない。アウトソーシングのため（事業

場としては同一になります）。 

・1 部門あたりの人数が 10 人以下の部門が多いため。 

・ノウハウがないため。 

・各自パソコンに入力してセルフチェックをしてもらっているだけのため。 

・外部顧客先での勤務者が多いため。 

・初回であり、様子を見たかったため。 

・親会社の産業医から情報公開がないため。 

・実施 4 年であり、期日が短いため。 

・とくに必要と思わなかったため。 

・高ストレス者の該当者がおらず、不要と判断したため。 

・派遣会社のため。 
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21．集団分析結果を活用しなかった（できなかった）理由（16 で「活用しなかった」と回答した 34 事

業場のみを対象：複数回答可） 

 
（注）横軸の数値の具体的な内容は下の表を参照 
 

 49 人以下 

（n=10） 

50～99 人 

（n=9） 

100～299 人 

（n=13） 

300 人以上 

（n=2） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

１ 集団分析の結果の見方が分からなかった 0 (0.0%)    3 (33.3%)   1 (7.7%)    0 (0.0%)     

２ 集団分析の結果が職場の問題を反映して 
いなかった 2 (20.0%)   1 (11.1%)   2 (15.4%)   0 (0.0%)     

３ 集団分析の結果の具体的な活用方法が 
分からなかった 4 (40.0%)   7 (77.8%)   1 (7.7%)    2 (100.0%)   

４ 集団分析の結果を活用するためのマンパ 
ワーが不足していた 1 (10.0%)   1 (11.1%)   4 (30.8%)   1 (50.0%)    

５ 有効性が分からないので、集団分析の結

果 

を活用しても意味がないと思った 

3 (30.0%)   1 (11.1%)   1 (7.7%)    1 (50.0%)    

６ その他 1 (10.0%)   2 (22.2%)   4 (30.8%)   0 (0.0%)     

 
【その他の具体的内容】 
・改善に向け取り組んでいる事であった。 
・個人指導のみ実施した。 
・結果に特に問題がなかったため。 
・著しいストレスの偏りがなかったため。 
・分析単位内の回答人数が少ない等により、まとまった分析結果とならなかったため。 
・データを蓄積（3～5 年）してから対応を考えたい。 
・職種や季節性・労働勤務体制が複雑のため。 
・覚えていない。
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22．どういう効果が認められれば集団分析の実施や集団分析結果を活用してみたいか（15 で「集団分析

を実施しなかった」と回答した 92 事業場および 16 で「活用しなかった」と回答した 34 事業場の

みを対象：複数回答可） 

 
（注）横軸の数値の具体的な内容は下の表を参照 
 

 49 人以下 

（n=39） 

50～99 人 

（n=49） 

100～299 人 

（n=32） 

300 人以上 

（n=6） 

 n (%) n (%) n (%) n (%) 

１ 離職者が減る 13 (33.3%)   14 (28.6%)   11 (34.4%)   3 (50.0%)   

２ 疾病休業者が減る 8 (20.5%)   13 (26.5%)   9 (28.1%)   0 (0.0%)    

３ 長時間労働者が減る 10 (25.6%)   11 (22.4%)   13 (40.6%)   2 (33.3%)   

４ メンタルヘルス不調者が減る 21 (53.8%)   21 (42.9%)   18 (56.3%)   3 (50.0%)   

５ 社員の満足度が上がる 19 (48.7%)   29 (59.2%)   17 (53.1%)   2 (33.3%)   

６ 労働者がいきいきと働くようになる 15 (38.5%)   25 (51.0%)   17 (53.1%)   0 (0.0%)    

７ 会社の利益が上がる 11 (28.2%)   13 (26.5%)   8 (25.0%)   1 (16.7%)   

８ その他 3 (7.7%)    3 (6.1%)    5 (15.6%)   2 (33.3%)   
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【その他の具体的内容】 

・今回から EAP を活用したが、集団分析の結果の活用方法が分からなかった。来年より活用する予定

である。 

・具体的な要因、活用方法が分かれば活用する。 

・単に受検者に正確に行なってもらえるよう周知していくこと。それからやってみて効果を計る。 

・少人数なので実施したくない。 

・個人のプライバシーの保護のため、集団分析をしないことにしている。 

・活用できると思えない。本当に心因的に負担のある者はむしろ受検しない。ストレスチェック制度は

担当者の業務量をいたずらに増やし、実施している職員の負担は全く無視されているように思う。 

・有効性が分かれば、実施・活用したいと思う。 

・メンタルヘルス対策を十分しており、改善する必要性がないと判断した。 

・現状では有効性を感じないので活用を考えていない。 

・ストレスチェックの目的はセルフチェックと考えているため、細かな分析は現段階では不要。 
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23．ストレスチェック制度を実施しなかった理由（５で「ストレスチェック制度を実施しなかった」と

回答した 998 事業場のみを対象：複数回答可） 

 

（※）100～299 人および 300 人以上の該当事業場はそれぞれ 3 社および 1 社であったため、50 人以上

の事業場は 1 つの群にまとめて解析：横軸の数値の具体的な内容は下の表を参照 

 

 
49 人以下 

（n=970） 

50 人以上 

（n=28） 

 n (%) n (%) 

１ 労働者数 50 人未満の事業場であり、実施義務がなかった 860 (88.7%)   6 (21.4%)   

２ 実務上煩雑だった 101 (10.4%)   9 (32.1%)   

３ 費用負担が大きかった 74 (7.6%)    3 (10.7%)   

４ プライバシーに配慮することが困難だった 57 (5.9%)    4 (14.3%)   

５ ストレスチェック制度の義務化を知らなかった 196 (20.2%)   6 (21.4%)   

６ 家族経営なので、実施する必要がないと思った 8 (0.8%)    0 (0.0%)    

７ その他 50 (5.2%)    11 (39.3%)   
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【その他の具体的内容】 

・職業性ストレス簡易調査を実施した。 

・タイムカードの横に、産業医等に相談する場合には、相談申請書を設置してある。 

・どの様に自社で行う様にすれば良いか分からないため、実施できない。専門機関に任せると費用がか

かり、資金的に余裕がない。 

・どうしてそんなことまで会社がするべきなのか、そもそも疑問である。 

・全職員と面談する時間、仕事への要望（希望）を書面にする機会があるため。 

・今年 50 人を越えたため為準備中。第二種衛生管理者を取得後に速やかに産業医と契約予定である。 

・知識不足だった。 

・過去に実施した事がある。 

・相談出来る医療機関があるため。 

・実施を検討したが中断してしまった。 

・効果が出るのかが判断出来なかった。 

・出向職員しかおらず、出向元にてストレスチェックを実施しているため。 

・ストレスと怠け心は紙一重だと思っている。建設業はつらい仕事。何でも「ストレス」と理由づけて

さぼる気風に納得がいかない。 

・希望者がいなかったため。 

・連絡先など実施する手順がわからないため。 

・必要性を感じないから。 

・回答する社員がいない（義務ではないので、回答が返ってこない）。 

・メンタルヘルスのため、月 1 回カウンセラー（外部）の出張カウンセリング実施しているため。 

・全く認識がない。 

・調査後の結果フォローや改善対応が困難であるため。 

・ストレスチェックの基礎認識を知らないため。 

・自社内の情報共有、コミュニケーションの機会を毎週行い、意見交換、ストレス相談等を行っている。

社風として風通しが良く、ストレスフリーになるよう社員が取り組んでいる。 

・平成 28 年から実施しているが、今年度は業者の見直しを検討していた。担当者が入院しているため、

実施できていない。 

・現状メンタルヘルス不調者がいないため。 

・調査票が届いているかどうか知らない。 

・実施できるスタッフ（実施事務従事者）がいなかったため。 

・今後、検討予定である。 

・制度の導入初期（平成 28 年 7 月）に実施した。その後は、各事業場が 50 人に達していないので、未

実施である。 

・社員 17 人中、７人は母体行からの出向者で、当該社員については母体行がストレスチェックのシス

テムを使って行っているが、当社のプロパー社員はシステムを利用できないため未実施である。 
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【その他の具体的内容（続き）】 

・知らなかった。 

・保育関係の会議でもこの件は通知がない。 

・年 2 回の定期的な個人面談を行っているスタッフからの求めがあれば、その都度話しを聞くようにし

ている。 

・労働基準監督署に問合せた結果、当社は 2 つの事業場があり、1 つの事業所は全員パートで実施義務

がなかった。もう 1 つは労働者数 50 人未満（常用 3 人）で実施義務がなかった。 

・前年に実施し、面接指導の対象になった者がいなかったため。 

・労働者数 24 人で、常勤の保健師（看護師）と非常勤の産業医が勤務しているため、日常的に業務上

のストレスの相談に対応している。 

・平成 28 年度に 1 回実施したが、業務時間との兼合いで、継続希望が出なかった。 

・12 月中に実施する予定。 

・役員しかいないため。 

・無料のアンケートは行ってもらっている。 

・平成 30 年度は 10 月に実施し、令和元年度は 11 月に実施した（本調査の対象である平成 30 年 11 月

～令和元年 10 月の期間には実施していない）。 

・担当者が病気になり（欠勤）遅れているが、実施予定である。 

・令和 2 年 2 月頃に初回の実施を予定している。 

・経営陣が必要性を感じていないため。一部の労働者が嫌がるため。 

・事業場単位では 50 人未満のため。 

・ストレスチェック制度自体を知らなかった。 

・現場労働者が多く、ストレスチェックを実施しても産業医までには相談ができないため。 

・産業医にお願いしたが、10 月までの間に実施できなかった。 

・8 割が外国人のため、皆興味がない。 

・不安となる従業員が居なかったため。 

・対象事業場に社員等がいないため。 

・ストレスチェックを行う費用、その後の医師の面接指導などの費用も不明のため。 

・産業医が見つからないため。 

・安全大会などで簡単なストレスチェック表を使い、メンタルヘルス不調等のチェックはしている。 

・令和元年 11 月に実施した。 

・現在、外部機関に予約中である。 

・産業医等はいないが、民間の相談窓口と契約を行い、その旨を社員に通知している。 

・制度的なことを含め検討中である。 

・実施を検討したが、産業医との契約もないため、難しいという判断になった。 
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24．どういう効果が認められればストレスチェック制度を実施してみたいか（５で「ストレスチェック

制度を実施しなかった」と回答した 998 事業場のみを対象：複数回答可） 

 
（※）100～299 人および 300 人以上の該当事業場はそれぞれ 3 社および 1 社であったため、50 人以上

の事業場は 1 つの群にまとめて解析：横軸の数値の具体的な内容は下の表を参照 
 

 49 人以下 

（n=970） 

50 人以上 

（n=28） 

 n (%) n (%) 

１ 離職者が減る 291 (30.0%)   10 (35.7%)   

２ 疾病休業者が減る 151 (15.6%)   3 (10.7%)   

３ 長時間労働者が減る 148 (15.3%)   7 (25.0%)   

４ メンタルヘルス不調者が減る 291 (30.0%)   12 (42.9%)   

５ 社員の満足度が上がる 595 (61.3%)   20 (71.4%)   

６ 労働者がいきいきと働くようになる 562 (57.9%)   20 (71.4%)   

７ 会社の利益が上がる 412 (42.5%)   9 (32.1%)   

８ その他 60 (6.2%)    5 (17.9%)   
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【その他の具体的内容】 

・自己コントロール意識、知識の向上につながる。 

・プライバシーの保護を守る方法があれば。 

・会社の規模に関わらず希望者が実施できるようになれば。 

・ストレス等の理由で休んだりしていないので、今のところ、制度は口頭だけの啓蒙である。 

・とくに必要とは思わない。50 人未満で義務もない。 

・何か社員に問題があれば、問題解決（ストレス）に関する面談をその都度行っている。現状では、人

数も少人数であることもあり、ストレスチェック制度は、行っていないが、将来的には、必要性（社

員増加）は、あると考えている。 

・そもそも個人情報にはとてもうるさいのに、こんな個人的なことまで会社がする必要がないと思う。

常に思っているが、いつも労働者（社員）ばかりのメンテナンスが重視されるが、経営者（役員も含

めて）のストレスは誰がケアしてくれるのか？そういう所は平等にやるべきだと思う。 

・令和 2 年度には全事業場で実施予定である。 

・今のところ必要ないと思う。 

・世の中から自殺者が減る。 

・直接雇用の職員が発生したら実施する。 

・費用負担が減れば実施する。 

・多分実施する予定はない。 

・ストレスチェックを実施すると、かえって疾病休業者等が出てしまうのでは、という観点で、班長や

職場長がこまめに面談をしているので、必要性は感じていない。 

・人それぞれストレスの感じ方が違うと思うので、効果的なものがわからない。 

・きちんと指導を引き受けてくれる産業医が増えれば。 

・実施義務になれば。50 人未満の会社の方がストレスが高い。人が少なく仕事量が多く、内容も幅広く

する、人が少ないからこそ人間関係にもストレスを感じる。 

・専属担当を決めて行うのは難しいため、簡単にでき、担当者が負担に感じない事も重要と思う。 

・発病の予防・防止につながれば。 

・費用負担と手間がなければ。 

・平成 28 年～平成 30 年まで毎年実施している。今年度は未実施（業者・設問内容見直しのため）。 

・現状満足である。 

・ストレスチェック制度を実施したいとは思わない。 

・何でも制度化になられて困る。 

・ストレスチェック制度の実施が低価格であれば。 

・採用の際のアピール材料になれば。 

・事故が減れば。 

・ストレスが問題になったことは創業 72 年に 1 度もない良い職場なので。 

・客観的に自己の働き方や職業観、倫理観などを見つめ直すことは非常に有意義だと思う。 
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【その他の具体的内容（続き）】 

・とにかく社員が楽しく仕事ができれば良い。 

・とても小さな事業場なので、常日頃、従業員とのコミュニケーション＆福利厚生に努めているが、機

会があれば実施し、職員の心身の健康管理に役立てていきたい。 

・人間関係が上手くいけば。 

・数々の様々な政府調査がなくなればストレスが減る。 

・当社は 60 歳以上のシニアをパートで雇用する会社であり、必要性を感じない。 

・今後 2 年ぐらいには実施したいと考えている。 

・上司が部下のストレスが自分宛にだと気付けば。 

・労働者数が 50 人以上になり、常勤の保健師（1 人）と産業医（1 人）が対応できない業務量となった

ら導入する。 

・職員の健康状態が把握できれば。 

・職場環境改善から企業の健全な発展に寄与されることが条件。 

・補助金制度があれば助かる。 

・無料で実施できれば。 

・目の前の業務が忙しくそれどころではない。何年も同じメンバーでいるので特に変化を求めない。 

・それほど必要性を感じない。 

・社員の仕事に対する意欲向上につながれば。 

・ストレスチェックを実施したくらいで、上記の効果があるとは思わない。ストレス耐性を強くする努

力は必要だし、企業もストレスを与えない風土が必要だと思う。医師からのフィードバックがないと

何も変わらないと思う。 

・現在、職場内では自身が知る限り、言いたい事は言えている従業員たちである。 

・行政が委託先を指名してくれれば。 

・産業医が非常勤の場合。 

・全労働者のストレス実態の把握、改善点の明確化。 

・義務になったら。 

・ストレスチェック制度の内容が分からないので答えようがない。労働者数 50 人以上ではないので、

今回初めて知った。 

・ストレスチェックを受け結果がでたところで、専門職の団体という性格上、役員等の業務遂行に対し

てどれくらい意識が変わるのか疑問。 

・選択肢に書かれていたこと全てに効果的であることを承知しているので、来期には行う予定である。 

・総務での手間が省力できれば。 
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資料 令和元年度に配付した自記式調査票 

 

 

事業場を対象としたストレスチェック制度の 

    実施状況に関する実態調査 

    ＜ 調 査 票 ＞ 

 

【締切：2020（令和 2）年 1 月末日までにご返送ください】 

ご記入の際のご注意： 

 1. 本調査票が届きました事業場（本社の場合は本社，支社・出張所の場合は当該支社・出張所）

についてお答えください。 
 2. 事業場の責任者，人事労務担当者または産業保健スタッフの方がご記入ください。 
 3. 2020（令和 2）年 1 月末日までに回答の上，同封の返信用封筒にて返送ください。 
 4. 返信用封筒には貴社名や事業場名，所在地のご記入は不要です。 

 

 労働者のストレスを軽減することは，事業場における健康管理の中で優先順位の高い課題とな

っています。こうした中，2015（平成 27）年 12 月に「ストレスチェック制度」が施行されまし

た。現在，本制度は常時 50 人以上の労働者を使用する事業場が実施義務の対象となっています

が，本調査では，実施義務のない労働者数 50 人未満の事業場も含め，わが国のストレスチェック

制度の実施状況を明らかにすることを目的としています。貴事業場における実施状況をぜひお聞

かせください。本調査への参加の同意は，本調査票への回答と返送をもって替えさせていただき

ます。つきましては，次のページよりご回答くださいますよう，宜しくお願い申し上げます。 
 

 

用語の定義 

 

 本調査票では，厚生労働省「労働者の心の健康保持増進のための指針」および「ストレスチェ

ック制度導入マニュアル」に従って，以下に掲げる用語を使用しています。用語の定義がご不明

な際はご覧ください。 
 
ストレスチェック…ストレスに関する質問票（選択式）に労働者が回答し，それを集計・分析す

ることで，自分のストレスがどのような状態にあるのかを調べる検査です。 
 
ストレスチェック制度…（1）毎年 1 回，労働者全員を対象にストレスチェックを実施し，（2）ス

トレスチェックの結果，「高ストレス者」と判定された労働者に対し，医師による面接指導を実施

する制度で，労働安全衛生法の改正により，2015（平成 27）年 12 月から労働者数 50 人以上の

全ての事業場で実施が義務付けられています。 
 
メンタルヘルス不調…精神および行動の障害に分類される精神障害や自殺のみならず，ストレス

や強い悩み，不安など，労働者の心身の健康，社会生活および生活の質に影響を与える可能性の

ある精神的および行動上の問題を幅広く含むものをいいます。 
 
集団分析…個人のストレスチェック結果を部署や課，年代や性別，職位といった一定規模の集団

ごとに集計し，様々な観点から分析を行うことです。ストレスチェック制度の中で，集団分析の

実施は努力義務に位置付けられています。  
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 最初に，事業場の所在地および事業場名のご記入をお願い申し上げます（集計のために使用さ

せていただきますので，ご協力をお願い申し上げます）。また，ご希望に応じ，本調査の集計結果

をお送りさせていただきますので，集計結果の送付をご希望の場合は，ご担当者様（本調査票に

ご回答いただいている方）の所属部署とお名前もあわせてご記入いただけますよう，お願い申し

上げます（調査結果の送付は年度明けになる予定です）。 

 

１）事業場の所在地および事業場名のご記入をお願い申し上げます。 

 

    〒                               

 

                                    

 

                                    

 

２）調査の集計結果の送付をご希望の場合，所属部署とお名前のご記入をお願い申し上げます。

※ 集計結果の送付を希望されない場合は，空欄のままで差し支えございません。 

 

    所属部署：                           

 

    お名前：                            
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Ⅰ. 調査の対象となる事業場について 

 ※ これからの質問は，本調査票が届きました事業場のことについてお答えください。 

 

Ⅰ－① 貴事業場（本調査票が届きました事業場）は本社ですか，それとも支社・出張所（工場

等を含む）ですか？当てはまる項目１つに○をつけてください。 

 

１．本社 

２．支社・出張所（工場等を含む） 

 

Ⅰ－② 業種は次のどれにあてはまりますか？当てはまる項目１つに○をつけてください。 

 業種が分からない場合は，株式会社日本法令のホームページに掲載されている業種区分 

 一覧表（http://www.horei.co.jp/linkbg/2015_9bg.pdf）をご覧ください（回答選択肢は 

 大分類を記載しています）。 

 

 １．製造業  ２．鉱 業  ３．建設業 

 ４．運輸交通業  ５．貨物取扱業  ６．農林業 

 ７．畜産・水産業  ８．商 業  ９．金融・広告業 

 10．映画・演劇業  11．通信業  12．教育・研究業 

 13．保健衛生業  14．接客娯楽業  15．清掃・と畜業 

 16．官公署 

 17．それ以外（ご記入ください：                         ） 

 

Ⅰ－③ 貴事業場が所属している企業全体（本社，支社・出張所を含む企業全体）の労働者数（正

社員，契約社員，パート・アルバイトを含む）は何人ですか？ 

 

 （                  ）人 

 

Ⅰ－④ 貴事業場（本調査票が届きました事業場）の労働者数（正社員，契約社員，パート・アル

バイトを含む）は何人ですか？ 

 

 （                  ）人 
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Ⅰ－⑤ 貴事業場（本調査票が届きました事業場）には，次のようなスタッフがいますか？１～５

の中から，当てはまる項目全てに○をつけてください。スタッフがいない場合は「６．

いない」にのみ○をつけてください。 

 

１．常勤または非常勤の産業医や医師 

２．専属・嘱託の精神科医や心療内科医 

３．常勤または非常勤の保健師や看護師 

４．専属・嘱託のカウンセラーや心理士（公認心理師，臨床心理士など） 

５．その他のメンタルヘルス専門職  

６．いない（← こちらを選択した場合は，１～５には○をつけないでください） 

 

Ⅱ．ストレスチェック制度の実施について 

 労働安全衛生法の改正により，2015（平成 27）年 12 月から，年に 1 回，質問票によるストレ

スチェックを実施し，「高ストレス者」と判定された労働者が希望すれば，医師による面接指導を

実施することが労働者数 50 人以上の全ての事業場で義務付けられました。 

 ※ この部分は健康管理部門のご担当者に記入をお願いしていただいても構いません。 

 

Ⅱ－① 2018（平成 30）年 11 月～2019（令和元）年 10 月までの間に，貴事業場（本調査票が届

きました事業場）では，ストレスチェック制度を実施しましたか？当てはまる項目１つに

○をつけてください。 

 

１．はい（⇒ 質問Ⅱ－②に進んでください） 

２．いいえ（⇒ Ｐ９の質問Ⅳ－①に進んでください） 

 

 ※ 以下は，質問Ⅱ－①の期間中に実施したストレスチェック制度についてお答えください。 

 

Ⅱ－② ストレスチェックは事業場内のスタッフのみ（自前）で実施しましたか？それとも，健診

機関やＥＡＰ（従業員支援プログラム）などの外部機関に委託しましたか？当てはまる項

目１つに○をつけてください。 

 

１．事業場内のスタッフのみ（自前）で実施（⇒ 質問Ⅱ－④に進んでください） 

２．健診機関やＥＡＰなどの外部機関に委託して実施（⇒ 質問Ⅱ－③に進んでください） 
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Ⅱ－③ 質問Ⅱ－②で「２．健診機関やＥＡＰなどの外部機関に委託して実施」に○をつけた方に

お尋ねします。ストレスチェックの実施に関し，外部機関には，どの程度の処理まで委託

しましたか？当てはまる項目全てに○をつけてください。 

 

１．ストレス度の判定結果の本人への通知 

２．部署毎の集団分析の実施と結果のレポート作成 

３．部署毎の集団分析結果の該当職場への結果通知 

４．２の集団分析結果に基づく職場のリスクや課題分析とその結果のレポート作成 

５．４のリスク・課題分析結果の該当職場への結果通知 

６．４のリスク・課題分析結果に基づく職場環境改善策の提案 

７．その他（以上１～６に該当がない場合は，以下にご記入ください） 

 

 

 

 

 

Ⅱ－④ ストレスチェックの実施で，労働者１人あたりにかかった費用はどれくらいですか？ 

※ 医師による面接指導など，オプションで発生した費用は除き，純粋にストレスチェッ

クの実施で，労働者１人あたりにかかった費用をご記入ください（概算で結構です）。 

 

労働者１人あたり，およそ（               ）円 

 

Ⅱ－⑤ ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）は誰ですか？当てはまる項目全てに○を

つけてください（但し，看護師，精神保健福祉士，歯科医師，公認心理師は，一定の研修

を受けた者とします）。 

 

１．産業医（専属・嘱託は問わない） ２．産業医以外の医師（事業場所属） 

３．産業医以外の医師（事業場外所属） ４．事業場所属の保健師・看護師 

５．外部委託先の保健師・看護師  ６．事業場所属の精神保健福祉士 

７．外部委託先の精神保健福祉士  ８．事業場所属の歯科医師 

９．外部委託先の歯科医師  10．事業場所属の公認心理師 

11．外部委託先の公認心理師 

 

(７の自由記入欄) 
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Ⅱ－⑥ ストレスチェックの際に使用した質問票はどれですか？当てはまる項目１つに○をつけ

てください。また，お手数ではございますが，実際に使用した質問票の写しを同封してく

ださい。 

 

１．職業性ストレス簡易調査票（厚生労働省が推奨する 57項目または 23項目の調査票） 

２．職業性ストレス簡易調査票＋追加項目 

３．上記以外の独自の質問票 

４．分からない 

 

⇒ 実際に使用した質問票の写しの同封をお願い致します。 

外部に委託しており，質問票の原本がお手元にない場合は，外部委託先の機関名を以下

にご記入ください。 

 

    外部委託先の機関名（                             ） 

 

Ⅱ－⑦ ストレスチェックに回答した労働者は，何人でしたか？ 

 

 （                  ）人 

 

Ⅱ－⑧ ストレスチェックに回答した労働者のうち，「高ストレス者」と判定された（医師による

面接指導の対象となった）人は何人でしたか？ 

 

 （                  ）人 

 

Ⅱ－⑨ 「高ストレス者」と判定された（医師による面接指導の対象となった）人のうち，実際

に医師による面接指導を受けた人は何人でしたか？ 

 

 （                  ）人 

 

Ⅱ－⑩ 高ストレス者への面接指導を担当した医師は誰ですか？当てはまる項目全てに○をつけ

てください（労働者からの申し出がなく，面接指導を実施しなかった場合は，申し出があ

った際に面接指導を担当する予定だった医師についてお答えください）。 

 

１. 事業場選任の産業医（専属・嘱託は問わない） 

２. 事業場所属の医師（１以外の医師に限る） 

３. 外部委託先の医師
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Ⅱ－⑪ ストレスチェックの結果に基づき，集団分析を行いましたか？当てはまる項目１つに○

をつけてください。 

 

１．はい（※）（⇒ 質問Ⅱ－⑫に進んでください） 

２．いいえ（⇒ Ｐ８の質問Ⅲ－①に進んでください） 

 

（※）質問Ⅱ－③で「２」～「６」のどれかに○がある場合，ここは「１．はい」になります。 

 

 

Ⅱ－⑫ 質問Ⅱ－⑪で「１．はい」に○をつけた方にお尋ねします。集団分析の結果を，以下の１

～７のような目的で活用しましたか？１～７の中から，当てはまる項目全てに○をつけ

てください。活用しなかった場合は「８．活用しなかった」にのみ○をつけてください。 

 

 １．経営層への報告と説明 

 ２．業務配分の見直し 

 ３．人員体制・組織の見直し 

 ４．管理監督者向け研修の実施 

 ５．衛生委員会等での審議 

 ６．職場環境改善（← こちらに○をつけた場合は質問Ⅱ－⑬および質問Ⅱ－⑭に， 

○をつけなかった場合はＰ７の質問Ⅱ－⑮にお答えください） 

 ７．その他（ご記入ください：                         ） 

 ８．活用しなかった（← こちらを選択した場合は，１～７には○をつけないでください。 

また，Ｐ８の質問Ⅲ－②および質問Ⅲ－③にもお答えください） 

 

Ⅱ－⑬ 質問Ⅱ－⑫で「６．職場環境改善」に○をつけた方にお尋ねします。「職場環境改善」と

して具体的には何を実施されましたか？当てはまる項目全てに○をつけてください。 

 

 １．職場で行う研修の充実や従業員に対する情報提供態勢の改善 

 ２．心の健康を含む社内相談窓口の開設や機能の拡充 

 ３．コミュニケーション・プログラムの実践を含む社内のコミュニケーションのあり方の

見直し 

 ４．勤務時間や職場体制・態勢の見直し 

 ５．（一部の）作業手順の見直し 

 ６．作業環境や職場環境の見直し 

 ７．職場内の相互支援態勢の見直し 

 ８．（人事評価制度を含む）人事制度等の見直し 

 ９．健康管理体制・態勢の見直し 

 10．その他（以上１～９に該当がない場合は，以下にご記入ください） 

 

 

 

 

(10の自由記入欄) 
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Ⅱ－⑭ 質問Ⅱ－⑫で「６．職場環境改善」に○をつけた方に引き続きお尋ねします。「職場環境

改善」に関し，健診機関やＥＡＰなどの外部機関をどの程度活用されましたか？当てはま

る項目全てに○をつけてください。 

 

 １．「職場環境改善」に外部機関は活用していない（自社･事業場内スタッフだけで実施） 

（↑こちらを選択した場合は，２～７には○をつけないでください） 

 ２．集団分析結果に基づく職場のリスクや課題の洗い出し 

 ３．２の結果を活用した職場のリスク･課題に対する改善策の具体的提案 

 ４．２や３の結果を活用した職場での（管理監督者向けのものを含む）研修の実施 

 ５．３の具体的提案の実施に伴うアドバイスなど 

 ６．３の具体的提案の実施状況の達成度分析･評価と，その後の職場環境改善のフォロー

アップ方法に対するアドバイスなど，作業環境や職場環境の見直し 

 ７．その他（以上２～６に該当がない場合は，以下にご記入ください） 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ－⑮ 質問Ⅱ－⑫で「６．職場環境改善」に○をつけなかった方にお尋ねします。集団分析の結

果を職場環境改善に活用しなかった／できなかった理由は何ですか？当てはまる項目全

てに○をつけてください。 

 

 １．職場環境改善の必要性を感じなかった 

 ２．分析結果から職場・部署毎のリスク・課題の洗い出すのが困難だった 

 ３．分析結果から職場・部署毎のリスク・課題を洗い出す時間的余裕がなかった 

 ４．どの職場環境改善に取り組むのが最も効果的なのか分からなかった（職場のリスク・

課題の優先順位を付けるのが困難だった） 

 ５．職場環境改善の仕方が分からなかった 

 ６．職場改善の必要性について職場の理解・協力が得られず，自発的な改善意欲が盛り上

がらなかった 

 ７．職場環境改善に必要なマンパワーや経費が確保できなかった 

 ８．その他（以上１～７に該当がない場合は，以下にご記入ください） 

 

 

 

 

(８の自由記入欄) 

 

 

 

(７の自由記入欄) 
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Ⅲ．ストレスチェックの集団分析や結果の活用ができなかった理由について 

Ⅲ－① 質問Ⅱ－⑪で「２．いいえ」に○をつけた方にお尋ねします。集団分析を実施しなかっ

た／できなかった理由は何ですか？当てはまる項目全てに○をつけてください。 

 

１．時間的に集団分析を実施する余裕がなかった 

２．経済的に集団分析を実施する余裕がなかった 

３．社内全体が集団分析を実施できる雰囲気ではなかった 

４．事業場が小規模であり，プライバシーの保護を考慮して集団分析の実施を控えた 

５．その他（ご記入ください：                         ） 

 

 ⇒ 質問Ⅲ－③に進んでください。 

 

Ⅲ－② 質問Ⅱ－⑫で「８．活用しなかった」に○をつけた方にお尋ねします。集団分析の結果

を活用しなかった／できなかった理由は何ですか？当てはまる項目全てに○をつけてく

ださい。 

 

１．集団分析の結果の見方が分からなかった 

２．集団分析の結果が職場の問題を反映していなかった 

３．集団分析の結果の具体的な活用方法が分からなかった 

４．集団分析の結果を活用するためのマンパワーが不足していた 

５．有効性が分からないので，集団分析の結果を活用しても意味がないと思った 

６．その他（ご記入ください：                         ） 

 

Ⅲ－③ 質問Ⅱ－⑪で「２．いいえ」または質問Ⅱ－⑫で「８．活用しなかった」に○をつけた

方にお尋ねします。どういう効果が認められれば，集団分析の実施や，集団分析の結果

を活用してみたいと思いますか？当てはまる項目全てに○をつけてください。 

 

１．離職者が減る 

２．疾病休業者が減る 

３．長時間労働者が減る 

４．メンタルヘルス不調者が減る 

５．社員の満足度が上がる 

６．労働者がいきいきと働くようになる 

７．会社の利益が上がる 

８．その他（ご記入ください：                         ） 
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Ⅳ．ストレスチェック制度を実施しなかった理由について 

※ 以下の２問は，質問Ⅱ－①で「２．いいえ」に○をつけた方にお尋ねします。 

Ⅳ－① ストレスチェック制度を実施しなかった理由は何ですか？当てはまる項目全てに○をつけて

ください。 

 

１．労働者数 50 人未満の事業場であり，実施義務がなかった 

２．実務上煩雑だった 

３．費用負担が大きかった 

４．プライバシーに配慮することが困難だった 

５．ストレスチェック制度の義務化を知らなかった 

６．家族経営なので，実施する必要がないと思った 

７．その他（ご記入ください：                         ） 

 

Ⅳ－② どういう効果が認められれば，ストレスチェック制度を実施してみたいと思いますか？当ては

まる項目全てに○をつけてください。 

 

１．離職者が減る 

２．疾病休業者が減る 

３．長時間労働者が減る 

４．メンタルヘルス不調者が減る 

５．社員の満足度が上がる 

６．労働者がいきいきと働くようになる 

７．会社の利益が上がる 

８．その他（ご記入ください：                         ） 

 

 

 質問は以上です。ご回答ありがとうございました。 
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令和元年度～令和３年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 
ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善の促進を目的とした調査項目 

及びその活用方法論の開発（190501-01）研究代表者：井上彰臣 
分担研究報告書 

 

労働安全衛生マネジメントシステムを取り入れた活用方法論の開発 
 

研究分担者 堤 明純 北里大学医学部・教授 
 
研究要旨 職場のメンタルヘルス対策は、疾病対策（ディジーズ・マネジメント）から、より予防に視

点を移したリスクマネジメントを中心とする考え方で講じられており、将来的には、産業の生産性寄与

にも資するような、よりポジティブな意味合いを持った活動が目指されている。心理社会的要因への対

策についても、リスクの程度を評価（リスクアセスメント）して、予防的な対策を講じることが国際水

準になろうとしており、これまで専門職に任されていた対策から、労働者が自律的に関与する職場のス

トレス対策が実施されようとしている。諸外国では、職場のメンタルヘルス対策にリスクアセスメント

の考え方が既に取り入れられているが、ストレスチェックおよびその集団分析に基づく職場環境改善は、

まさに、わが国の職場のメンタルヘルス対策でリスクアセスメントを行う絶好のツールである。「スト

レスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善の促進を目的とした調査項目及びその活用方法論

の開発」では、当該事業場が重視している事項や課題と感じている事項を選択すると、それに対応した

推奨項目が提示されるようなアルゴリズムと、それを活用して労働安全衛生マネジメントシステムの枠

組みで自律的に職場環境改善を進めていくためのマニュアルを開発することを、研究の特色・独創的な

点として挙げている。本分担研究では、労働安全衛生マネジメントシステムの枠組みで、コンピュータ

適応型テスト（Computerized Adaptive Testing：CAT）というツールをストレスチェックで活用して、
職場環境改善を自律的・計画的に進めていくためのマニュアルを作成した。初年度には、労働安全衛生

マネジメントシステムの考え方に沿って、ストレスチェックとその結果に基づく職場環境改善を職場の

メンタルヘルス対策全体の中で位置づけた際に、ストレスチェックを進める上で改善されていくべき要

素を整理した。第 2 年度は、本研究班で整理した調査項目とそれを活用した CAT を現場で活用して職
場環境改善を行っていく PDCAサイクルを回すためのマニュアルの構成を検討した。最終年度に、項目
選択のヒント、その項目群にあった職場環境改善のヒントなどを取り入れて、実務に使えるマニュアル

として洗練化した「CATを用いて自律的な職場環境改善を実施するためのマニュアル」を作成した。 
 
研究協力者 
井上 彰臣  産業医科大学 IR推進センター 
岩田  昇  桐生大学医療保健学部 
江口  尚  産業医科大学産業生態科学研究所 
小田切優子 東京医科大学医学部 
渡辺 和広  北里大学医学部 
海野 賀央  （株）CSIソリューションズ 
金森  悟  帝京大学医学部 
栗岡 住子 桃山学院教育大学人間教育学部 
中辻めぐみ 社会保険労務士法人 

中村・中辻事務所 
長見まき子 関西福祉科学大学健康福祉学部 
萩原 周子  全日本自治団体労働組合 

川崎市職員労働組合 
日野亜弥子 産業医科大学産業生態科学研究所 
坊  隆史  東洋学園大学人間科学部 
増田 将史  イオン（株） 
松坂亜紀子 （株）インテージ・アソシエイツ 
松本 桂樹  （株）ジャパン EAPシステムズ 
森口 次郎  一般財団法人京都工場保健会 
安倉 沙織  アビームコンサルティング（株） 

山田 直樹  東芝 ITコントロールシステム（株） 
 
Ａ．研究目的 
 昨今の職場のメンタルヘルス対策は、疾病対策

（ディジーズ・マネジメント）から、より予防に

視点を移したリスクマネジメントを中心とする

考え方で講じられており、将来的には、産業の生

産性寄与にも資するような、よりポジティブな意

味合いを持った活動が目指されている。心理社会

的要因への対策についても、リスクの程度を評価

（リスクアセスメント）して、予防的な対策を講

じることが国際水準になろうとしており、これま

で専門職に任されていた対策から、労働者が自律

的に関与する職場のストレス対策が実施されよ

うとしている 1)。 
 わが国でも、第 12 次労働災害防止計画におい
て、メンタルヘルス不調予防のための職場改善の

取り組みとして、ストレスのリスクを特定し、評

価するリスクアセスメントのような新たな手法

の検討が盛り込まれた。一方で、種々のリソース

の不足のために、わが国の中小企業のメンタルヘ

－164－



ルス対策は遅れている。事業場規模別に見たとき、

心の健康問題に取り組んでいる事業場の割合は、

300人以上の規模では 9割を超えているが、事業
場規模が小さくなるにつれて割合は低下し、10
人～29人では 4割未満にとどまっている 2)。小規

模の事業場を含めたフィールドスタディも、小規

模事業場におけるメンタルヘルス対策の遅れを

示している。中小規模事業場でも、ストレス評価

や対策が推進可能となるようなパッケージを提

供していくことはわが国全体のメンタルヘルス

対策を底上げしていくためにも急務である 3)。 
 欧州では、1989 年に「職場で働く人々の安全
と健康を向上させるための推進策に関する欧州

理事会枠組み規則」4)、2004 年と 2007年には、
それぞれ「職業性ストレスについての枠組み合

意」5) と「職場におけるハラスメントと暴力につ

いての枠組み合意」6) が相次いで打ち出され、職
場のストレス要因に対する雇用者の義務や利害

関係者の注意喚起がなされてきた。 
 2006年から 2009年にかけては、職場の心理社
会的課題に対して、リスクアセスメントをメイン

に据えて PDCA サイクルを回すアプローチを基
本とした心理社会的リスクマネジメント欧州枠

組み（Psychosocial Risk Management-European 
Framework: PRIMA-EF）プロジェクトが、欧州
横断的に紹介され、展開された 7)。PRIMA-EFは、
2011 年に英国規格協会により一般仕様書
（ Publicly Available Specification-British 
Standards Institution：PAS2010）として公表さ
れた。 
 イギリス健康安全省は、人事担当責任者、安全

衛生管理担当者、労働組合の長、職場の管理者ら

が、ストレス軽減のための職場改善の方策を提案

するガイドラインとして、Management Stand-
ardを制定した 8)。Management Standardは、
労働者の健康や生産性に関連する 6つの心理社会
的要因を 35 問の調査票により評価してリスクア
セスメントを行うための標準的な指標を示した

もので、当該調査票で把握されたトップ 20%の優
良企業のストレス水準を目標にした具体的な改

善計画が立てられるようになっている。

Management Standardで、取り組むべき要因と
して挙げられている 6つの心理社会的要因の領域
は、仕事の要求度や裁量権など、代表的な職業性

ストレスモデルから取り入れられたものである。 
 イタリアで行われている Work-related Stress 
Risk Assessment は、イギリスの Management 
Standard を参考としている。Management 
standard に取り入れられている心理社会的調査
票を基に、大規模なWEB調査で調査項目の妥当
性を確認し適用している 9)。 
 本邦では、職場ストレスのリスクアセスメント

と対策のために簡便に利用できるツールの開発

が試みられている 10)。 
 本分担研究では、労働安全衛生マネジメントシ

ステムの枠組みで、コンピュータ適応型テスト

（Computerized Adaptive Testing：CAT）とい
うツールをストレスチェックで活用して、職場環

境改善を自律的・計画的に進めていくためのマニ

ュアルを作成した。 
 
Ｂ．研究方法 
 初年度に、労働安全衛生マネジメントシステム

の考え方に沿って、ストレスチェックとその結果

に基づく職場環境改善を職場のメンタルヘルス

対策全体の中で位置づけた際に、ストレスチェッ

クを進める上で改善されていくべき要素を整理

した。 
 要素を整理するために、文献上、ストレスチェ

ックの実施に必要な手順・手続きをリストアップ

し、人事労務、心理職、産業看護職、産業医、事

業者、EAP、社会保険労務士、労働組合で活躍す
るステークホルダーに供覧して意見を聴取した。 
 第 2年度に、本研究班で整理した調査項目群（調
査項目セット）とそれを活用した CAT を、現場
で活用して職場環境改善を行っていく PDCA サ
イクルを回すためのマニュアルの構成を検討し

た。 
 人事労務、心理職、産業看護職、産業医、事業

者、EAP、社会保険労務士、労働組合で活躍する
ステークホルダーに、本研究班で整理した項目群

と、それを用いた CAT 評価システムの概要を供
覧して（供覧内容は令和 2年度の小田切班員の分
担研究報告書の資料１～２を参照）、その有用性

や改善点について意見を聴取し、マニュアルに反

映させる構成要素を整理した。 
 さらに、研究班員間でディスカッションを行い、

マニュアルを作成する上で工夫する点と残る課

題を整理した。 
 最終年度に、井上班長、小田切班員との協議を

中心に、項目選択のヒント、その項目群にあった

職場環境改善のヒント（事例集）、Q&Aなどを取
り入れて、実務に使えるマニュアルとして洗練化

した「CATを用いて自律的な職場環境改善を実施
するためのマニュアル」を作成した。 
 
Ｃ．研究結果 
１．ストレスチェックを進める上で改善されてい

くべき要素 

枠組みと構成内容の確認 
 ストレスチェックは、PDCAの大きな枠組みの
中にある「（心の健康づくり）計画の作成」にお

ける計画の 1つと位置づけられる（図 1）。ストレ
スチェックの集団分析を活用した職場環境改善
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は、さらにその一部である。ストレスチェックの

集団分析を活用した職場環境改善を自律的に進

めるサイクルを、いわゆる「小さな PDCA」とみ
なしてマニュアル作成を検討することとした。 
 マニュアルの構成は、マネジメントシステムの

定型的な構成（図 2）に準じて、方針、目標、体
制、計画、必要に応じて各種実施要領、ツール類、

Q&A からなる文書とし、リスクアセスメント部
分にストレスチェックと集団分析を配置し、最終

的に、次年度への継続を織り込んだ構成を検討し

た。ツール類は、とくに、継続的なリスクアセス

メントを自律的に進めていくため付加すべき要

素として、残存リスクの記録と改善、および、監

査システムは重視してリストアップした。 
 
ステークホルダーへの提示と意見聴取 
 ステークホルダーに構成内容の案を提示し、意

見を聴取した。 
 さらに取り込むべき内容として、事業場毎の推

進者を選ぶ手順、プロセスを可視化できるツール、

実施時期についての検討、小規模事業場に対して

社会保険労務士等の支援者によるアドバイスが

できるツール（やらされ感なく巻き込めるもの）

の必要性が挙がった。 
 
２．ストレスチェックによる職場環境改善を想定

した労働安全衛生システムの構成要素 

 本報告書末の参考文献とステークホルダーか

らの意見、研究班員間でのディスカッションを基

に、ストレスチェックによる職場環境改善を想定

した労働安全衛生システムの構成要素案を作成

した。最終的に、各職場で表 1のような「ストレ
スチェックによる職場環境改善実施計画」が作成

されることを想定した。 
 以下、それぞれの構成要素についての検討事項

を記す。 
 
構成要素１：方針表明の支援 
 方針表明の支援には、ストレスチェック制度は、

労働者自身のストレスへの気づきおよびその対

処の支援ならびに職場環境の改善を通じて、メン

タルヘルス不調となることを未然に防止する一

次予防を目的としていることから、職場環境改善

を通じて求めるあるべき事業場の姿の例（方針）

を挙げられるようにする。基本事項として、個人

情報の管理についても加えることができる。 
 
構成要素２：集団分析に基づく職場環境改善によ

る目標例（評価項目例） 
 事業場における包括的なメンタルヘルス対策

の指標として、メンタルヘルス関連疾病の有病者、

休業日数、長期休業率、医療費等が挙げられるが、

できるだけストレスチェックに基づく職場環境

改善に特異的な目標とすることで整理した（表 2）。 
 集団分析に基づく職場環境改善について

PDCAを回すとしても、職場のメンタルヘルス対
策の全体的な活動と密接に関連する要素がある。

一方で、集団分析や職場環境改善の前提となるス

トレスチェックの実施を進めていくためのスト

ラクチャーやプロセスの達成も目標となりうる。

以上から、ストレスチェックにおける職場環境改

善に（比較的）特有な検討項目とともに、職場環

境改善を進めるうえで必要な、労働者教育や相談

体制の整備などの関連項目も盛り込まれた。 
 
構成要素３：体制の整備 
 体制の整備として、集団分析を行う主体は、事

業者もしくは専門スタッフ主体から従業員参加

型まである。一般に、事業者主体から従業員によ

る参加型とステップアップすることになるが、そ

の折の事業場の状況に応じて選択される。段階に

応じて予算なども検討される。 
 
構成要素４：情報の取り扱い 
 ストレスチェックの集団分析の結果を、どのよ

うな形で、どこまでの範囲で共有するかも検討事

項となる。不利益取り扱いのない配慮についての

周知をしたうえで、徐々に共有の範囲が広げられ

る。 
 
構成要素５：集計・分析方法 
 集計・分析方法は、集計の単位から、実際に職

場環境改善に着手する集計単位まで検討される。 
 集団分析および引き続く職場環境改善を、すべ

ての職場で行うのか、準備ができているところか

ら行うのか等、対象集団の設定について検討され

る。10人を下回る場合の集団分析で、労働者の同
意を得る手順も検討される。 
 集計内容は、代表値の算出から、部署間比較、

経年変化の確認など、数段階が考えられる。 
 
構成要素６：リスクの把握 
 現在、集団分析におけるリスク評価には、仕事

のストレス判定図が用いられているが、判定図を

作成する 4要因（仕事の要求度、仕事のコントロ
ール、上司の支援、同僚の支援）のみでは、多様

な職業性ストレス要因を把握しきれない可能性

がある。職業性ストレス簡易調査票内の他の項目

や職業性ストレス簡易調査票以外の項目との組

み合わせで評価の幅を広げられることが多様な

視点での改善に結び付く可能性がある。 
 他のデータの例として、欠勤、休職、離職、懲

戒、等職場で把握されるデータや、ストレスチェ

ック時に職業性ストレス簡易調査票で得られる
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項目の中には、仕事満足感等、従業員の健康問題

を予測することが検証されつつあるものがある。 
 
構成要素７：監査計画 
 監査の対象となる項目では、もちろん計画に挙

げられている指標が検討されるが、究極のアウト

カムが出にくいメンタルヘルス対策の分野では、

とくに、プロセスの評価が重視される。さらに、

制度導入時期、集団分析に基づいて職場環境改善

を取り入れる際はとくに、ストレスチェックの意

義についての理解の浸透度合いを評価し、運用の

改善に活かす必要がある（表 3）。 
 職場環境改善を自律的に継続していくために、

残存リスクの管理は重要と思われる。そのための

ツールとして、集団分析に基づく職場環境改善の

進捗表（図 3）と残存リスクを含みリスクアセス
メントの結果を記録するフォーマットが有用と

考えられた。 
 
 以上の検討から、労働安全衛生マネジメントシ

ステムの考え方に沿って、ストレスチェックとそ

の結果に基づく職場環境改善を職場のメンタル

ヘルス対策全体の中で位置づけた際に、ストレス

チェックを進める上で改善されていくべき要素

を、表 4のように整理した。 
 
３．ＣＡＴを用いて職場環境改善を行うためのマ

ニュアルのデザイン 

自律的なリスクの把握について 
 前項の構成要素６で述べたように、職業性スト

レス簡易調査票内の他の項目や職業性ストレス

簡易調査票以外の項目との組み合わせで評価の

幅を広げられることが多様な視点での改善に結

び付く可能性がある。 
 本研究では、各種媒体を通じて公表されている

職場環境改善の好事例や、企業のホームページ、

裁判記録等を対象とした、AIによるテキストマイ
ニングの手法によって、事業場の課題や目標とな

る事項を幅広く収集し、項目群を整理した（渡辺

班員の分担研究報告書を参照）。さらに、ストレ

スチェックを実施する際に、各事業場が測定した

い（職場環境改善を行いたい）概念を自律的に選

定し、労働者のストレス状況を簡便かつ効率的に

測定できるように類型化して、少数の項目でマン

ネリとならない評価が行えるよう CAT を用いた
プロトタイプを開発した。 
 CATを活用するリスクアセスメント部分（表 4
の項目 D）を中心に、本報告書末の参考文献とス
テークホルダーからの意見、研究班員間でのディ

スカッションを基に、マニュアルを作成した。 
 本研究班で整理した項目群と、それを用いた

CAT 評価システムの概要を、人事労務、心理職、

産業看護職、産業医、事業者、EAP、社会保険労
務士、労働組合で活躍するステークホルダーに提

示し、活用方法に関する意見を聴取した（小田切

班員の分担研究報告書に詳述）。各職場で、自律

的・計画的に職場環境改善を進めるために、マニ

ュアルに必要な要素として、測定したい調査項目

セットの選び方の参考になる資料や CAT で職場
評価した後の職場環境改善を容易にするための

事例集の必要性を確認した。 
 以下、マニュアルの構成に沿って、検討結果を

記す。 
 
１）マニュアルのタイトル 
「CAT を用いて自律的な職場環境改善を実
施するためのマニュアル」とした。 

２）項目の選定 
ストレスチェックによる職場環境改善を実

施することで目指す目標を設定し、目標に応

じた項目の選定を促す。項目設定の経緯（理

由）を記録させ、目標を明確にした自律的な

活動ができるようにした。 
ワークブック形式で項目を埋めていく形を

とっているが、その例示を分かりやすくした。

例えば、調査項目セットの選択については、

番号だけではなく、項目セットの内容が分か

るように例示した。 
別表（調査項目セット一覧）と参考資料（調

査項目プール一覧）を、調査項目セットの選

択のヒントとして活用してもらうことにし

た。 
３）CATを用いたストレスチェックの実施 
通常のストレスチェックに加え、自らの目標

に資する項目の評価を、CATを用いて行う方
法を記した。 
CAT のインストールや集団分析のフィード
バック書式の作成などの具体的な方法は、井

上班長が作成したものを参考資料（調査項目

プール一覧）の後に【CATを用いたストレス
チェックの実施方法】として別建てで参照し

てもらうことにした。 
岩田班員が開発した CAT 本体は、所定のホ
ームページからダウンロードできるように

した。 
４）職場環境改善の実施 
リスクアセスメントの記録の仕方として、英

国のManagement Standardが自律的な改善
活動を支援するツールとして導入している

改善活動を支援する計画表のフォーマット

と、残存リスクを含みリスクアセスメントの

結果を記録するフォーマットを修正して盛

り込んだ。 
（ストレスチェックによる集団分析を基に
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した）リスクアセスメントの記録については、

記入例を書き入れた。 
職場環境改善の参考となる事例集について

は、CATを活用した職場環境改善の流れ（責
任編集：井上班長・江口班員）および、活用

者がイメージしにくい可能性のある「持続的

な成長」と「Well-beingの重視」を活用した
事例（責任編集：井上班長・渡辺班員）を漫

画化したものを付録として掲載した。 
５）再評価 
計画した職場環境改善の実施率や労働者の

参加率等プロセスの評価を行い、今後の運用

面の参考が得られるようにした。 
アウトカム評価については、従来の職業性ス

トレス簡易調査票は得点、CATは偏差値の記
入例を記した。 
さらに、同一の調査項目セットを用いた再評

価（CATを用いることで短時間での実施が期
待される）を行うことで、残存リスクの評価

に活用することが可能である。 
６）Q&A 

CAT の使用感に関する調査で、実際に CAT
を使ってもらった参加者からの質問に加え、

課題になりそうな想定質問と回答を研究班

員間で検討して作成した。 
 
 その他、２）で示した通り、調査項目セット一

覧、調査項目プール一覧をそれぞれ別表、参考資

料として付した。 
 なお、小田切班員が別途作成した項目に対応す

る具体的な取り組みのヒント（小田切班員の分担

研究報告書の資料２を参照）は、紙ベースだけで

なく、WEBベースでも利用できるようにした。 
 全体的な用語の統一やレイアウトの修正を行

い、マニュアルを完成させた（添付の成果物を参

照）。 
 
Ｄ．考察 
 労働安全衛生マネジメントシステムの枠組み

で、CATというツールをストレスチェックで活用
して、職場環境改善を自律的・計画的に進めてい

くためのマニュアルを作成した。 
 まず、労働安全衛生マネジメントシステムの考

え方に沿って、ストレスチェックとその結果に基

づく職場環境改善を職場のメンタルヘルス対策

全体の中で位置づけた際に、ストレスチェックを

進める上で改善されていくべき要素を表 4のよう
に整理した。次いで、リスクアセスメント部分を

中心に、CAT 用いて職場環境改善を行う PDCA
を回すためのマニュアルを作成した。 
 継続的に、また、取得した情報を無駄なく利用

し網羅的なリスクアセスメントを進めていくた

めに、職業性ストレス簡易調査票で作成される

「仕事のストレス判定図」以外の情報（項目反応

理論利用による項目、他の健康情報、欠勤や離職

等の就業情報評価項目を含む）を、いかにリスク

アセスメントに取り込み、PDCAを回していくか
検討される必要がある。本研究班でプロトタイプ

を開発した CAT の理論的背景である項目反応理
論を応用して、識別力の高い項目の選択を利用で

きるようになると、より包括的で精度の高いリス

クアセスメントとなる可能性がある。 
 本研究班では、集団分析におけるリスク評価ツ

ール「仕事のストレス判定図」を補足するものと

して、項目群を開発しているが、既成の概念に限

らず、職場で自律的に評価を行えるようになるこ

とを支援することが、最終的な目的である。職業

性ストレス簡易調査票内の他の項目や職業性ス

トレス簡易調査票以外の項目との組み合わせで

評価の幅を広げられることが多様な視点での改

善に結び付く可能性が指摘されている 11)。仕事満

足感等の指標を高ストレスと組み合わせること

で、疾病休業の予測性が高まる可能性も示されつ

つあり 12)、これまで使用されていない職業性スト

レス簡易調査票内の尺度や睡眠などの要素を組

み合わせられる可能性がある。 
 将来的な課題として、職場単位の選び方につい

ては、今後、さらに検討が必要である。現在、集

団分析の職場単位としては、仕事の内容が類似し

ている部や課、ラインなど物理的な空間を共有し

ている職場単位を想定し、ストレス要因の測定結

果に基づいた職場環境改善を行えることを目標

としている。 
 しかし、テレワーク等の導入が進んでおり、極

端な場合は労働者の自宅など、必ずしも物理的に

空間を共有しない職場単位が発生することにな

る。CAT評価システムの開発に当たり、活用して
いる項目反応理論は、理論的には、個人のストレ

スレベルの絶対値を測定することが可能であり、

従来の職場環境改善の枠組みを超えた応用がで

きる可能性がある。 
 
Ｅ．結論 
 労働安全衛生マネジメントシステムの枠組み

で、CATというツールを活用して、ストレスチェ
ック結果に基づく集団分析と職場環境改善を自

律的・計画的に進めていくためのマニュアルを作

成した。 
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表 1．実施計画ひな型（案） 
 

令和△年度 ストレスチェックによる職場環境改善実施計画 
職場環境改善の中期目標（今後 5年間） 
1. ストレスチェック制度の定着 
2. 従業員または管理監督者によるメンタルヘルス相談利用の定着 
3. 集団分析による職場環境改善実施率 100％ 
職場環境改善の年次目標 
1. ストレスチェック制度に対応する体制の構築と周知 
担当者の選任と教育 

  文書の策定（運営内規・紹介状） 
2. 管理監督者研修 
  管理監督者の役割（とくに相談体制を機能させるための管理監督者の役割について） 
  集団分析の実施方法 
3. ストレスチェックを含めた職場の現状把握 
  集団分析手法の確立 
休業日数・件数の把握方法の定義（モニタリングの指標） 

ストレスチェックと職場環境改善の年次計画（具体的に、優先順位の高いものから３つ） 
1. 本年度のストレスチェック実施についての周知 

4-6月：メンタルヘルス担当者の選任と教育 
6-7月：関係者研修：利用ルールと運営内規の研修含む 

2. 管理監督者研修 
5月：研修の企画・対象者の選定、研修内容の設定と対象者への通知 
6月：第 1回研修「相談対応について」の実施 
7月：第 2回研修（リスナー研修・積極的傾聴）の実施 

3. ストレスチェック 
7月：ストレスチェック実施 
8月：結果通知 
8-9月：面談 
8-9月：集団分析 
10-12月：職場改善 
1-2月：ふりかえり、次年度計画（外部資源の検討・選定含む） 

職場環境改善の評価計画 
1. メンタルヘルス相談体制の構築と周知 
利用ルール・運営規定バージョン１の完成 
面談・相談件数（相談体制の発足時にあたるので、その評価については留意） 

  健診時アンケートによる周知度の確認（目標：相談窓口の利用方法については 80%） 
2. 管理監督者研修 
  プロセス評価：研修すること・管理監督者受講率（目標 90%） 
  アウトカム評価：研修内容の理解度（目標：相談窓口の利用方法については 80%） 
アウトカム評価：ストレス判定図の見方の理解（目標：30%向上） 

3. ストレス調査等による現状把握 
  プロセス評価：従業員の参加率（目標 80%）、集団分析自体は 100% 
  アウトカム評価：ハイリスク職場の頻度（初年度なので基準値として把握） 
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表 2．構成要素２：職場環境改善を遂行する目標例（評価項目） 
ストラクチャー 
体制や運営についてその構造を評価する 
担当者設定：実施者、実施事務従事者、面接指導担当医など 
職場環境改善に携わる人的資源（職種、人数、ファシリテーターの有無、実行責任者） 
労働者教育（到達目標、履修率等） 
管理監督者教育（到達目標、履修率等） 
事業場内部門との連携体制（事務局、人事総務部門、安全衛生委員会、産業保健部門の

関与） 
事業場外部門との連携や活用状況（ストレスチェックの委託先外部支援機関との契約含

む） 
面接指導体制 
自発的な相談に対する相談体制整備 
予算 
 
プロセス 
ストレスチェック受検率 
職場環境改善の実施プロセスへの関与の程度（参加人数、ワーク実施率） 
ファシリテーターや職場全体の変化、取組に対する職場の満足度 
産業医面接指導実施数（割合） 
 
アウトプット 
それぞれの職場の抱える課題を解決するために行われた改善の実施数、計画したうちの

実施にいたった実施率、環境改善の効果 
 
アウトカム 
職場環境改善の目的に対する達成度または成果 
次年度ストレスチェック集団分析結果（例：総合健康リスク何パーセント改善） 
メンタルヘルス指標の変化、職場の課題の解決度 
高ストレス者の人数（割合） 
ワークエンゲイジメント得点 
従業員による質的な評価（やってよかった、これは課題だ、等） 
 
 
 
表 3．構成要素７：ストレスチェック実施後の振り返り（監査）のチェックポイント 
⚫ ストレスチェック制度の理解 
⚫ プロセスは踏めたか 
参加率 
面接の受診割合 
職場環境改善実施率 

⚫ 正確な集団分析の前提となるストレスチェック受検率向上のための取組（プライバシ
ー配慮のための取組周知など） 

⚫ 残存リスクの管理 
⚫ 運用面の改善点 
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表 4．ストレスチェックを進める上で、PDCAで改善が重ねられる要素  
A. 体制の整備（集団分析・職場環境改善の主体） 
1. 事業者や衛生委員会による 
2. 産業保健スタッフによる 
3. 管理監督者による 
4. 従業員による（参加型） 
B. 情報の共有（集団分析のフィードバック）の手順 
1. 実施者のみ（事業者含む） 
2. 安全衛生委員会 
3. 管理監督者個人まで 
4. 管理監督者他部署含む（匿名部署化） 
5. 管理監督者間オープン 
6. 従業員までオープン 
C. 集計・分析方法 
1. 集計単位の設定 
2. 集団分析の内容の設定 
代表値の算出 
部署間比較（他部署との比較） 
経年比較（経時データの活用） 
仕事のストレス判定図（健康リスク）の算出 

3. 職場環境改善の対象の設定 
部分・・・基準を設ける（高ストレス職場の抽出など） 
部分・・・手上げで実施する 
部分・・・モデル職場の設定 
全体 

4. 10人を下回る場合の集団分析で、労働者の同意を得る手順 
D. リスクアセスメントの手順 
1. ストレス判定図の活用 
2. 他のデータ、項目の活用（本研究班の主目的） 
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図 1．職場のメンタルヘルス対策における PDCA 
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図 2．労働安全衛生マネジメントシステムの要素と概念図 

 
 
 

項目 
スケジュール（月） 

内容 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 
スケジュール確認周知 ★             
担当者の研修  ★            
管理監督者研修   ★ ★         集団分析のやり方（１） 
従業員研修   ★          ストレスチェック意義 
ストレスチェック実施    ★          
結果通知     ★         
面談     ★ ★        
集団分析     ★ ★        
アクションの策定      ★        
職場改善       ★ ★ ★     
結果の振り返り（監査）          ★    
次年度の計画（見直し）            ★  
              
              
注：集団分析のための計画表も作成可能 
 

図 3．ツール例：ストレスチェックを基に職場環境改善を進める年間計画例 
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CATを用いて自律的な職場環境改善を実施するためのマニュアル

本マニュアルの目的
　労働安全衛生法に基づいて労働者数50人以上の事業場に対してストレスチェック制度の実施

が義務付けられており、これにより労働者のメンタルヘルス不調の予防及び職場環境改善が進む

ことが期待されています。しかしながら、制度の中で努力義務とされているストレスチェック結

果の集団分析を活用した事業場の割合は51.7％（平成29年10月末時点）にとどまり、十分とは言

えません。また、現行のストレスチェック制度で推奨されている職業性ストレス簡易調査票のみ

では、多様な事業場の課題を十分に把握しきれていない可能性も考えられます。集団分析の結果

を活用した職場環境改善をさらに普及させるため、各事業場が抱える課題に対応し、職場環境改

善につながるような調査項目を多く準備（以下、調査項目プールと略）し、それをもとに事業場

が必要とする調査項目を選定してPDCAサイクルを回しながら自律的に職場環境改善活動を進め

られるような活用方法論（マニュアル）が求められています。

　本マニュアルは、ストレスチェック制度に関わる関係者（ステークホルダー）会議の開催、な

らびにインタビュー調査を通じて、ストレスチェックから職場環境改善に向けての課題を明らか

にしながら、職場環境改善のために必要な調査項目について幅広く意見を集めて調査項目プール

を作成し、そこから自律的な改善活動のための方法論を整理したものです。

本マニュアルの利用者
　本マニュアルは、事業場で産業保健に従事する産業医や看護職、心理職、人事労務担当者、従

業員支援プログラム（EAP）機関担当者、社会保険労務士、労働組合関係者、事業者等、労働安

全衛生法に基づくストレスチェック実施後の職場環境改善活動に関与する可能性のある方々が利

用できるよう作成しました。ワークブック形式で、必要箇所を埋めていく形でストレスチェック

制度に基づく集団分析を進めてください。

1
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� （実施年度を記入します→）　　　　　　　　年度�集団分析計画

１．調査項目セットの選定
１）目標の設定

　まず、職場において、ストレスチェックの集団分析に基づく職場環境改善を実施することで目

指す目標を設定します。

　●

　●

今回の目標を設定した理由

　●

　●

解説：目標の明確化は、職場環境改善活動にとって、とても重要な作業になります。今回の集団

分析で目指す現実的なゴールを設定しましょう。目標の設定の過程は記録して残しておくように

します。

記入例）

　● 昨年来続いている労働者の負担軽減を図る

　● 業務内容の整理を図る

今回の目標を設定した理由

　● 昨年来、仕事の量的負担が増加し、メンタルヘルスに影響しているように思われる

　● 業務内容の見直しが量的負担の軽減に繋がるのではという現場の声がある

2
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参考となる情報）

・これまでのストレスチェックの結果

・（すでに実施したことのある職場は）前年度の検討の記録

別表に挙げている調査項目セットを見ながら目標を設定しても良いでしょう。

２）集団分析の対象とする調査項目セットの選択

　●

　●

　●

解説：別表と参考資料を参照しながら、職業性ストレス簡易調査票に追加してCATで測定する調

査項目セットを選択します。目標とする職場を反映する調査項目、職場が抱えている課題に対応

した調査項目はどのようなものでしょうか？CATを活用した職場環境改善の流れを【付録１】に

掲載しています。CATで測定する調査項目セットを衛生委員会等で審議する際の参考資料として

ご活用ください。

記入例）

　● 職業性ストレス簡易調査票の「仕事の量的負担」に加えて

　● 別表　調査項目セット２の「役割ストレス（役割曖昧さ）」

　● 別表　調査項目セット７の「指揮・命令」

２．CATによる測定を加えたストレスチェックの実施
　CATで測定する調査項目セットを選択したら、CAT回答用のPCまたはタブレット端末を準備し、

所定のホームページから対応する調査項目セットのCATをダウンロードします。インストールが

完了したら、労働者の皆さんに（職業性ストレス簡易調査票への回答に加えて）CATへの回答を

依頼します。

（※）�CATのインストールや集団分析のフィードバック書式の作成などの具体的な方法については、26

ページからの【CATを用いたストレスチェックの実施方法】をご参照ください）。
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３．職場環境改善の実施
１）（ストレスチェックによる集団分析を基にした）リスクアセスメントの記録

危険源がある
場所

予見リスク 既存の対策 現在リスク
発生可能性
重大性

管理策の実施
１）担当者
２）管理策
３）終了日

残存リスク
発生可能性
重大性

解説：職場環境改善のためのリスクアセスメント結果を記録するフォーマットです。とくに、職

場環境改善で十分に改善できていなかった残存リスクは、次年度の改善活動の参考として記録し

ておくようにします。

4
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記入例）

危険源がある
場所

予見リスク 既存の対策 現在リスク
発生可能性
影響重大性

管理策の実施
１）担当者
２）管理策
３）終了日

残存リスク
発生可能性
影響重大性

直接部門 物品の整理が
で き て お ら
ず、業務を妨
げる

整理整頓は試
みているが、
系統だっては
いない

発生可能性大

影響重大性小
（しかし積み
重なると中）

１）担当者
ライン従業員

２）管理策
①�器具・備品
の整理、保管
場所の明確化
②�部品見出し
表作成/備品の
ラベル表示
③�製品入れの
多段化改良、
作業台の設置

３）終了日
上半期中

発生可能性小

影響重大性小

直接部門 ライン編成の
不備がライン
従業員の負担
になっている

なし 発生可能性大

影響重大性大

１）担当者
ラインマネー
ジャー

２）管理策
①�業務に合わ
せたラインの
再編
②�レイアウト
変更による動
線の改善

３）終了日
次回機器メン
テナンスでラ
インを止める
際に実施

発生可能性小

影響重大性小
（次回のスト
レスチェック
で評価）

２）事例集

　CATを活用した職場環境改善の事例を【付録２-１】および【付録２-２】に掲載しています。【付

録２-１】では、調査項目セット３に含まれる「持続的な成長」、【付録２-２】では、調査項目セ

ット８に含まれる「Well-beingの重視」を活用した事例を掲載しています。適宜、ご参照くださ

い。
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４．再評価
１）プロセス評価

プロセス指標
（指標をここに記載）

評価

解説：職場環境改善の実施率や労働者の参加率（参加型職場環境改善の場合）を記録します。プ

ロセス評価は、運用面の改善点の参考にします。

記入例）

プロセス指標
（指標をここに記載）

計画した職場環

境改善の数

職場環境改善の

実施率
労働者参加率

労働者の満足度

（アンケート調査）

評価 ５ ６割 ７割 非常に満足４割

6
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２）アウトカム評価

調査票 事前得点または偏差値 事後得点または偏差値

解説：同一の調査項目セットを用いた再評価を実施します（CATを用いることで短時間での実施

が期待されます）。再評価の結果は、残存リスクの評価に活用します。

記入例）

調査票 事前得点または偏差値 事後得点または偏差値

仕事の量的負担
（職業性ストレス簡易調査票）

9.7（得点） 8.5（得点）

役割ストレス（役割曖昧さ）
（別表�調査項目セット２）

53.5（偏差値） 56.3（偏差値）

指揮・命令
（別表�調査項目セット７）

48.7（偏差値） 52.2（偏差値）

7
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５．Q＆A
　職業性ストレス簡易調査票によるストレスチェックに加えてCATを用いて職場のリスクアセス

メントを行う際に、不明点となりやすい事項をQ&Aとして整理しましたので、適宜、ご参照くだ

さい。

Q. 役職や立場によって、知りたい指標が異なるため、誰が調査項目セットを選ぶかによっ
て選択のバラツキが大きいように思います。どのように調査項目セットを選択すれば良いで
しょうか。

A.�ストレスチェック制度の具体的な運用方法については、衛生委員会等における調査審議

を経て事業者が決定することになります。調査項目セットの選択においても、これに準拠し

て、労使双方の意向を十分に踏まえることが望ましいです。選択する調査項目セットは必ず

しも１つに絞る必要はなく、複数選択することも可能です。労働者側と使用者側から１セッ

トずつ選択するという方法も考えられます。

Q. ２つの調査項目セットを使用したいのですが、その中に含まれている指標（調査項目プ
ール）が一部重複しています。23の指標の中から測定したい指標を独自にピックアップして、
オリジナルの調査項目セットを作ることはできないのでしょうか。

A.�当初、そのような仕様にすることも検討していましたが、開発の工程が複雑であること

から、今回は13の調査項目セットを事前に準備し、その中から選択していただく仕様とさ

せていただきました。ご理解を賜りますよう、お願いいたします。

Q. CATを社内のイントラネットで運用し、労働者が各自のPCやタブレット端末で回答でき
るようにしたいのですが、そのようなことは可能でしょうか。

A.�今回開発したCATはプロトタイプのため、単一のPCまたはタブレット端末にインストー

ルし、労働者の皆様には同一の端末からご回答いただく仕様となっております。ご不便をお

かけいたしますが、ご理解を賜りますよう、お願いいたします。

Q. CATに回答していると、自身の職場にはあてはまらない（そのような状況が発生しない）
ような内容の質問が出題されました。どのように回答すれば良いでしょうか。

A.�今回開発したCATには「該当しない」という選択肢を設けていないため、４つの選択肢の

中から必ず１つを選んでいただく必要があります。業種や職種によっては、ご自身の職場に

あてはまらない質問も出題される可能性がありますが、職場でそのような状況が発生した場
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合を想定し、できるだけそれに近い回答選択肢を選んでいただけますよう、お願いいたしま

す。

Q. 集団分析を行った結果、ある指標で「偏差値60」という結果が出ました。これはどれく
らい良い結果なのでしょうか。

A.�偏差値は「平均値を50、標準偏差を10」とした場合の相対的な位置を示したものです（今

回開発したCATでは、全国の労働者2,000名の回答データから算出した平均値と標準偏差を

使用しています）。得点が正規分布すると仮定した場合、±１標準偏差（偏差値40～60の範囲）

には全体の約68%が含まれますので、「偏差値60」という結果は、上位から数えて（100-68）

/２＝16%くらいに位置する結果であるとご理解ください。

Q. フィードバック書式では、各指標の偏差値が表示されますが、質問項目別の回答分布を
表示することはできないのでしょうか。

A.�CATでは、各指標の偏差値をより正確に算出するため、回答者の回答パターンによって出

題される質問項目が異なっています（全員が同じ質問項目に回答しているわけではありませ

ん）ので、質問項目別に回答分布を表示することは困難です。但し、フィードバック書式の

２ページ目に掲載されている上位３項目は、多くの回答者に出題されやすい（その指標をよ

く説明している）質問項目ですので、職場環境改善により直結しやすい内容になっています。

Q. CATでは、回答者によって出題される質問項目が異なっており、誰がどの質問に対し、
どのように回答したのかが分からないので、10人を下回る集団を対象に集計・分析しても問
題ないのでしょうか。

A.�現行の「ストレスチェック制度関係Q&A」では「個々の労働者が特定されるおそれがな

いような方法」であれば、10人を下回る集団でも集計・分析しても差し支えないとされて

おり、CATもその方法の１つと考えられます。但し、回答人数が極端に少なすぎると、匿名

で回答者によって出題される質問項目が異なるとは言っても、回答者１人ひとりの顔が見え

てしまいますので、集団分析を実施するのは不適切です。
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別表　調査項目セット一覧
（調査項目セット１）労働者の成長・職場の活性化を目指したい

項目プール１　仕事に対する前向きな考え

項目プール10　職場機能

項目プール18　労働者の成長・活躍

（調査項目セット２）労働者の負担を軽減したい

項目プール３-①　要求度（仕事の量的負担）

項目プール３-②　要求度（仕事の質的負担）

項目プール６ 　　業務負荷に関連した体制づくり

項目プール12-①　役割ストレス（役割曖昧さ）

項目プール12-②　役割ストレス（役割葛藤）

（調査項目セット３）社会の変化に対応できる職場にしたい

項目プール２-①　仕事の変化によるストレス（仕事の質・量の変化）

項目プール２-②　仕事の変化によるストレス（予測可能性）

項目プール15 　　公正／誠実な組織

項目プール19 　　持続的な成長

（調査項目セット４）職場の人間関係を改善したい

項目プール７ 　　上司との関係

項目プール８ 　　同僚との関係

項目プール９-①　対人関係によるストレス（職場内外の対人関係によるストレス）

項目プール９-②　対人関係によるストレス（ハラスメント）（オプション項目）

（調査項目セット５）職場環境を全般的に把握して改善したい

項目プール５　職場環境によるストレス

項目プール10　職場機能

項目プール15　公正／誠実な組織

（調査項目セット６）仕事の資源・職場の資源を充実させたい

項目プール４ 　　裁量度

項目プール11-①　報酬（経済・地位・尊重報酬）

項目プール11-②　報酬（職の不安定性・安定報酬）

項目プール13 　　労働者への対応
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（調査項目セット７）業務内容を明確にして体制を整備したい
項目プール６ 　　業務負荷に関連した体制づくり

項目プール12-①　役割ストレス（役割曖昧さ）

項目プール12-②　役割ストレス（役割葛藤）

項目プール16 　　指揮・命令

（調査項目セット８）労働者の安全と健康を守りたい
項目プール６　業務負荷に関連した体制づくり

項目プール13　労働者への対応

項目プール21　Well-beingの重視

（調査項目セット９）公正・誠実な職場づくりを目指したい
項目プール13　労働者への対応

項目プール15　公正／誠実な組織

項目プール23　組織としての責任

（調査項目セット10）１人ひとりが責任を持って社会に貢献できる組織にしたい
項目プール１ 　　仕事に対する前向きな考え

項目プール４ 　　裁量度

項目プール22-①　社会への貢献（課題の解決）

項目プール22-②　社会への貢献（経済への貢献）

項目プール22-③　社会への貢献（組織の存在意義）

（調査項目セット11）社内外双方の関係者を重視する組織にしたい
項目プール10 　　職場機能

項目プール13 　　労働者への対応

項目プール20-①　社内外の関係者の重視（株主・ステークホルダーの重視）

項目プール20-②　社内外の関係者の重視（顧客満足の重視）

（調査項目セット12）仕事と家庭のバランスを重視する組織にしたい
項目プール４　裁量度

項目プール６　業務負荷に関連した体制づくり

項目プール17　ワーク・ライフ・バランス

（調査項目セット13）職場内の教育・研修を充実させたい
項目プール１　仕事に対する前向きな考え

項目プール13　労働者への対応

項目プール18　労働者の成長・活躍

11
－188－



参考資料　調査項目プール一覧
※�CATでは、回答者の回答パターンに応じて、各調査項目プールから５問程度が質問項目として提示さ

れます。

項目プール１　仕事に対する前向きな考え（全10問）

あなたのお仕事について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・自分の仕事は意味のあるものだと思う

・自分の仕事は重要だと思う

・働きがいのある仕事だ

・自分の仕事はよりよい社会を築くのに役立っている

・自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる

・今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている

・仕事で新しいことを学ぶ機会がある

・仕事で自分の長所をのばす機会がある

・職場では、自分の技能を十分に高めることができる

・仕事の内容は自分にあっている

項目プール２－①　仕事の変化によるストレス（仕事の質・量の変化）（全５問）

あなたのお仕事について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・これまでしたことのない種類の仕事をすることが多い

・毎回、新しい技術や知識を必要とする仕事である

・仕事の上で、以前に経験したことのないことに出あう

・担当業務内容の変更がよくある

・仕事量が大きく増えることがある

項目プール２－②　仕事の変化によるストレス（予測可能性）（全３問）

あなたのお仕事について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・いつごろ、自分の仕事量が増えるか分かっている

・いつごろ、自分の仕事が一段落するか見通しがついている

・いつごろ、仕事上でトラブルが生じるか予想できる

項目プール３－①　要求度（仕事の量的負担）（全33問）

あなたのお仕事について、最もあてはまるものを１つ選んでください。
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（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・非常にたくさんの仕事をしなければならない

・時間内に仕事が処理しきれない

・一生懸命働かなければならない

・いろいろなグループから、一緒にするには難しい別々のことを要求される

・達成するのが無理な締め切りがある

・とても集中して働かなくてはならない

・あまりにもやることが多いので、いくつかの仕事は無視しなくてはいけない

・仕事中に、休憩を十分とることができない

・長い時間働くようプレッシャーがかかっている

・とても速く仕事をしなくてはいけない

・仕事を仕上げるのがとうてい無理なくらい時間が足りない

・自分の職場の労働時間は長い

・自分の職場はいつも人手不足だ

・本来の業務を圧迫するほどの余分な仕事はない

・生産や注文などの入力作業による負荷は多すぎない

・資料や報告書の作成は必要最小限になるように配慮されている

・休日労働がある

・２週間以上にわたる連続勤務がある

・達成が容易ではないノルマが課されることが多い

・顧客や取引先から無理な注文を受けることが多い

・付き合いのある会社や元請会社から無理な要求を受けることがある

・仕事の負担が重く、常に時間に追われている

・邪魔が入って中断させられることの多い仕事だ

・過去数年、だんだん仕事の負担が増えてきた

・時間外労働による心理的負荷がかかる

・時間外労働が恒常的に続いている

・時間外労働によって疲労が蓄積している

・自分の時間外労働は正確に把握されていない

・時間外労働を是正する対策が講じられている

・とてもスピードが要求される仕事だ

・一日中、速いペースで仕事をしている

・速いペースで仕事をし続けなければならない

・からだを大変よく使う仕事だ
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項目プール３－②　要求度（仕事の質的負担）（全12問）

あなたのお仕事について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・難しい決断をする必要がある仕事だ

・仕事の上で、新しい考えやアイデアを出すことを要求される

・かなり注意を集中する必要がある

・高度の知識や技術が必要なむずかしい仕事だ

・勤務時間中はいつも仕事のことを考えていなければならない

・仕事の上で、気持ちや感情がかき乱されることがある

・感情面で負担になる仕事だ

・感情的に巻き込まれやすい仕事だ

・気がすすまなくても皆に同じように接しなければならない

・仕事では自分の感情を隠さなければならない

・皆に親切でしたしみやすくなければならない

・仕事で自分の思ったことを言えない

項目プール４　裁量度（全12問）

あなたのお仕事について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・自分のペースで仕事ができる

・自分で仕事の順番・やり方を決めることができる

・職場の仕事の方針に自分の意見を反映できる

・いつ休憩をとるか、自分で決めることができる

・どのくらいのスピードで仕事をするかについてある程度自分で決められる

・自分の仕事をどう進めるか決める時に、自分で選ぶことができる

・どんな仕事をするか決める時に、自分で選ぶことができる

・自分の仕事の仕方についてある程度決めることができる

・自分の勤務時間は、ある程度融通をきかせることができる

・どのくらい残業や休日出勤するか自分で決められる

・現場の担当者には、円滑に仕事を進めるために十分な権限がある

・その日の業務量を、自らの裁量で調節できる

項目プール５　職場環境によるストレス（全９問）

あなたのお仕事について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・私の職場の作業環境（騒音、照明、温度、換気など）はよくない
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・職場の分煙は適切に行われている

・作業環境調整（空調・照明など）に、作業者の希望が反映されている

・自分の業務に必要な作業空間は十分に確保されている

・喫煙に関するルールがきちんと定められている

・受動喫煙による健康への悪影響が不安である

・禁煙・分煙に対する措置が取られている職場だ

・喫煙者と禁煙者の間で待遇に格差があるように感じる

・職場にいるせいで、タバコの煙への曝露が増えているように感じる

項目プール６　業務負荷に関連した体制づくり（全10問）

あなたのお仕事について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・残業や休日出勤が多くなりすぎないよう配慮されている

・休憩時間中は確実に休める

・休憩中の電話や来客対応は、特定の人に偏っていない

・仕事の区切りがついたら他の人に気がねせずに帰れる

・「ノー残業デー」が設定され、活用されている

・年休はとりやすい

・時間が不規則な勤務でも、健康面に配慮した勤務体系になっている

・休日出勤はないか、あっても連日にはならない

・休日出勤の後には代休をとりやすい

・混雑する時間・経路を避けて通勤できる

項目プール７　上司との関係（全31問）

あなたの働いている職場について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

（※の項目のみ１＝全くない、２＝多少、３＝かなり、４＝非常に）

・上司は仕事に情熱をもてるようにしてくれる

・仕事の出来ばえについて、上司からフィードバックをもらっている

・上司は部下が能力を伸ばす機会を持てるように、取り計らってくれる

・上司は私が自分で問題解決できるように励ましてくれる

・上司は独りよがりなものの見方をしないようにすることができる

・上司は親切心と思いやりをもって接してくれる

・上司は誠実な態度で対応してくれる

・上司はどれくらい気軽に話ができますか？（※）

・あなたが困った時、上司はどのくらい頼りになりますか？（※）
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・あなたの個人的な問題を相談したら、上司はどのくらい聞いてくれますか？（※）

・上司は部下のためを考えてくれる

・上司は私が言っていることに耳を傾けてくれる

・上司は仕事をやりとげる上で助けになる

・上司はうまくみんなを共同して働かせている

・自分の仕事について、助けになる意見を上司からもらっている

・仕事上の問題があれば上司が助けてくれると信じられる

・仕事で困ったり、悩んだりしたことについて上司に話すことができる

・精神的に負担になる仕事では、上司からサポートしてもらっている

・上司は職場で自分を励ましてくれる

・上司が忙しすぎないので、部下からの相談を受ける余裕がある

・上司は部下からの報告・相談を受け、適切な業務調整を行っている

・上司が多忙な職場では、代理を務める者が設定されている

・上司はみんなの仕事が円滑に運ぶよう取りはからっている

・上司と部下の定期的な面接の際、部下の心身の健康状態を確認している

・上司から部下へは、何事についてもきちんとした説明がなされている

・進捗状況・達成度について上司と定期的に話し合う場が設定されている

・上司が部下の訓練や研修の機会を積極的に与えている

・上司は仕事に困った時に頼りになる

・上司は部下の状況に理解を示してくれる

・この職場では上司と部下が気兼ねのない関係にある

・上司は仕事がうまくいくように配慮や手助けをしてくれる

項目プール８　同僚との関係（全14問）

あなたの働いている職場について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

（※の項目のみ１＝全くない、２＝多少、３＝かなり、４＝非常に）

・職場の同僚はどれくらい気軽に話ができますか？（※）

・あなたが困った時、職場の同僚はどのくらい頼りになりますか？（※）

・あなたの個人的な問題を相談したら、職場の同僚はどのくらい聞いてくれますか？（※）

・私が一緒に働いている人達は、私に個人的に関心を持ってくれる

・私が一緒に働いている人達は、親しみやすい人達である

・私が一緒に働いている人達は、仕事をやりとげる上で助けになる

・仕事に問題がおきれば、同僚が助けてくれる

・同僚から必要な助けや応援をもらっている

・同僚から自分にふさわしい扱いを受けている
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・同僚は自分の仕事上の問題を聴いてくれる

・同僚との関係はうまくいっている

・同僚同士は良い協力関係にある

・同僚から認められていると思う

・同僚は自分の仕事の価値を認めている

項目プール９－①　対人関係によるストレス（職場内外の対人関係によるストレス）（全10問）

あなたの働いている職場について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・私の部署内で意見の食い違いがある

・私の部署と他の部署はうまが合わない

・私の職場の雰囲気は友好的である

・付き合いのある会社や元請会社の社員との人間関係はよくない

・職場の中で、勝手にふるまう者はいない

・職場の中で、取り残されたり孤立したりする者はいない

・冷たい言葉や行動で、いじめにあっている

・同僚の間で意見がぶつかったり、お互い腹を立てることがある

・職場では、緊張した人間関係がある

・職場のメンバーの間でトラブルがある

項目プール９－②　対人関係によるストレス（ハラスメント）（全９問）

（※調査項目セット４では、本項目プールを含むバージョンと含まないバージョンを選択できます）

あなたの働いている職場について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・職場でいじめにあっている

・この１年間に職場で威圧的言動や行為を受けたことがある

・不愉快で人を傷つける言葉や無視が繰り返され、それに耐えるのがつらい様な状況のことを

「いじめ」とする場合、この１年間に職場でいじめにあったことがある

・職場でハラスメントに関する訴えがある

・度を越えた叱責や注意を受けることがある

・暴言や暴力を目撃したり、受けたりすることがある

・不法行為を強要されることがある

・ひどい嫌がらせ、いじめ、または暴行を受けている

・職場で、ひどい嫌がらせ、いじめ、または暴行があることを見聞きする
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項目プール10　職場機能（全22問）

あなたの働いている職場について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・自分のグループは仕事の遂行能力がとても高い、という自信がある

・自分のグループは不測の事態をうまく処理できる、という自信がある

・自分のグループは全体的に見て、課題の解決能力が高い

・仕事をきちんとすれば、ほめてもらえる

・努力して仕事をすれば、ほめてもらえる

・あたりまえのことでも、できたらほめてもらえる

・ピンチをチャンスに変えられる職場だ

・失敗しても挽回（ばんかい）するチャンスがある職場だ

・一人ひとりの長所や得意分野を考えて仕事が与えられている

・一人ひとりの価値観を大事にしてくれる職場だ

・自分に合った仕事や職場を社内で見つける機会がある

・我々の職場では、共に働こう、という姿勢がある

・お互いに理解し認め合っている

・仕事に関連した事柄や問題について部署内で情報を共有している

・職場では、だれでも自由に意見や考えを述べることができる

・仕事の方針はみんなの納得のいくやり方で決められている

・ミーティングの回数や内容が適切で、情報や問題が共有できている

・仕事の目標、作業の見通しや位置づけの情報がきちんと伝えられている

・出張業務時の連絡・支援のためのシステムが整備されている

・仕事の大きな負荷が長期化する場合の補充・支援は速やかに行われている

・顧客や関連業者とのトラブル発生時の相談・支援体制はできている

・他のグループとの連携・協力はうまくいっている

項目プール11－①　報酬（経済・地位・尊重報酬）（全７問）

あなたの働いている職場について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・自分の仕事に見合う十分な給料をもらっている

・自分の給料は、仕事で費やしている努力に見合っている

・世間的に見劣りしない給料がもらえる

・働きに見合った給料がもらえる

・地位にあった報酬を得ている

・私は上司、もしくはそれに相当する人から、ふさわしい評価を受けている

・自分の努力と成果をすべて考え合わせると、私は仕事上相応しい評価と人望を受けている
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項目プール11－②　報酬（職の不安定性・安定報酬）（全４問）

あなたの働いている職場について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・昇進の見込みは少ない

・職を失う恐れがある

・職場で、好ましくない変化を経験している。もしくは今後そういう状況が起こりうる

・もし解雇されたら別の仕事を見つけるのは難しいと思う

項目プール12－①　役割ストレス（役割曖昧さ）（全14問）

あなたの働いている職場について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・仕事の内容や目的を理解している

・自分が所属するグループ/部署での仕事の内容や目的を理解している

・自分の責任が何であるかわかっている

・仕事で、自分に何が求められているか分かっている

・仕事を完了するためには、どう取り組めばいいか分かっている

・自分の職務や責任が何であるが分かっている

・自分の部署の目標や目的が分かっている

・自分の仕事が、組織全体の目的にどう一致しているのかわかっている

・自分にどのくらいの権限があるのかはっきりしている

・自分の仕事には、計画された明確な目標や目的がある

・自分の仕事の時間を適切に配分していると思う

・自分に何を期待されているか正確にわかっている

・自分の仕事で何をするべきかについてはっきり説明されている

・業務分担の内容は明確化されている

項目プール12－②　役割ストレス（役割葛藤）（全８問）

あなたの働いている職場について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・自分がこうするべきだと思う方法とは異なったやり方で仕事をしなければならない

・仕事をするのに必要な援助もないまま仕事を割り当てられる

・割り当てられた仕事をするために規則や方針を曲げたり破ったりしなければならない

・全く違ったやり方で働いている複数のグループと仕事をする

・複数の人からお互いに矛盾したことを要求される

・ある人には受け入れられるが、他の人には受け入れられないことになりがちな仕事をしている

・十分な人員・機器や材料もないまま仕事を割り当てられる
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・する必要のない仕事をしている

項目プール13　労働者への対応（全22問）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・経営陣は従業員の仕事ぶりを信頼している

・経営陣からの情報は信頼できる

・経営陣は従業員からの提案をすべて真剣に取り扱ってくれる

・経営陣は全従業員を公正に扱ってくれる

・能力や経験に見合った訓練や能力開発のための研修が行われている

・意欲を引き出したり、キャリアに役立つ教育が行われている

・若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている

・グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている

・自分の職場では、誰でも必要なときに必要な教育・訓練が受けられる

・自分の職場では、従業員を育てることが大切だと考えられている

・自分の職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい

・自分の職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある

・従業員の健康を守るために必要な教育・指導が十分に行われている

・従業員の安全を守るために必要な教育・指導が十分に行われている

・外国人を含むすべての従業員に対する教育・指導が十分に行われている

・危険な作業に従事する従業員に対する教育・指導が十分に行われている

・上司から部下に対する教育・指導が十分に行われている

・病気やけがになっても、安心して休職できる職場だ

・職場復帰に関する制度がきちんと定められている

・女性、高齢者あるいは障がい者が働きやすい職場だ

・若い人が働きやすい職場だ

・�職場では、（正規、非正規、アルバイトなど）いろいろな立場の人が職場の一員として尊重さ

れている

項目プール14－①　多様な労働者への対応（派遣社員を支援する仕組み）（全５問）

（※オプション項目のため、調査項目セットには含まれません）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・派遣社員は、そうでない社員と同様に教育を受けることができる

・派遣社員に対して、そうでない社員と同様に健康管理が行われている

・派遣社員はストレスチェックを受けることができる
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・派遣社員は、そうでない社員と同様に管理監督が行われている

・派遣社員は、そうでない社員と同様に必要な情報にアクセスできる

項目プール14－②　多様な労働者への対応（外国人労働者・研修生・技能実習生を支援する仕組み）

（全５問）（※オプション項目のため、調査項目セットには含まれません）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・外国人労働者は、日本人労働者に比べて賃金や待遇に差がある

・外国人労働者にも読むことができる言語で情報が伝達されている

・外国人労働者に対して、日本人労働者と同様に健康管理が行われている

・外国人労働者は、日本人労働者と同様に教育を受けることができる

・外国人労働者は、日本人労働者と同様に管理監督が行われている

項目プール14－③　多様な労働者への対応（下請会社の社員を支援する仕組み）（全３問）

（※オプション項目のため、調査項目セットには含まれません）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・下請会社の社員に対しても健康管理を行っている

・下請会社の社員に対しても安全・衛生管理を行っている

・下請会者の社員に対してもきちんと管理監督が行われている

項目プール15　公正／誠実な組織（全14問）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・仕事は公正に配分されている

・資源は公正に配分されている

・意思決定は正確な情報に基づいてなされている

・職場や仕事でどんな変化があるか、上司にたずねる機会が十分確保されている

・職場や仕事で変化がある時には、従業員の意見が聞かれている

・職場や仕事の変更がある場合、それが具体的にどうなるのか分かっている

・職場や仕事の変化がある場合、事前に説明がある

・意思決定によって影響を受ける全ての関係者が、意思決定に参加している

・意思決定は一貫している（全ての従業員に対し規則が同様に適用される）

・意思決定が行われる前に、影響を受ける人たちの考えが聞かれている

・人事評価の結果について十分な説明がなされている

・仕事の方針と役割について納得できるような説明がある
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・人事評価の基準が明確にされている

・給料の決め方は公平である

項目プール16　指揮・命令（全７問）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・人の配置や仕事量の割り当てが適切に行われ、特定の人に負荷が偏らない

・仕事の指示をする人が明確になっており、誰に従うか迷うことはない

・それぞれの技能に見合った難易度の仕事が割り当てられている

・配置転換・グループ換えは適切に行われている

・誰が自分の上司かはっきりしている

・�誰が自分への仕事の指示や、進捗管理、仕事の出来の評価に責任をもっているかはっきりして

いる

・仕事で大きな問題がおきたとき、誰に相談すればよいか分かっている

項目プール17　ワーク・ライフ・バランス（全６問）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・�仕事がうまくいった日は家へもいい気分で帰ることができ、それが家庭でのよい雰囲気につな

がっている

・�配偶者／家族／友人と過ごした後はいい気分で仕事に向かい、それが職場でのよい雰囲気につ

ながっている

・仕事のことを考えているため自分の生活を充実させられない

・仕事のスケジュールのために自分の生活を充実させられない

・仕事で学んだことを活かして自分の生活を充実させている

・仕事でエネルギーをもらうことで、自分の生活がさらに充実している

項目プール18　労働者の成長・活躍（全６問）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・仕事で自分を上手に高めることができている

・新しい事をマスターすることで刺激を受けている

・新しいことを経験して成長している

・仕事でいろいろ工夫したり、アイデアを出している

・仕事上の問題に対して新しい解決策を考えている

・仕事について新しいやり方を提案している
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項目プール19　持続的な成長（全16問）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・自分の職場の組織の変化のスピードは速い

・新しい技術、テクノロジーを積極的に活用する組織だ

・データや情報を活用することを重視する組織だ

・世の中の変化を恐れずに取り入れる組織だ

・日本だけでなく世界中の技術をグローバルに活用する組織だ

・新たな資源を活用することを重視する組織だ

・中長期（５～10年）の経営戦略、成長戦略がある組織だ

・組織の戦略は多岐に渡っている

・持続的な成長のための戦略を持っている組織だ

・常に新しい成長戦略を持つ組織だ

・この組織にはしっかりとした経営基盤がある

・持続可能な社会への貢献を重視する組織だ

・環境の保全を重視する組織だ

・有限である資源の有効活用や保全に気をつけている組織だ

・この組織では、地球温暖化の対策を行っている

・地球と社会の未来を見据えた活動を行う組織だ

項目プール20－①　社内外の関係者の重視（株主・ステークホルダーの重視）（全10問）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・株主への礼儀や感謝を忘れない組織だ

・株主に価値を提供することを重視する組織だ

・株主からの評価や信頼を得ることを重視する組織だ

・株主の期待に応えることを重視する組織だ

・株主に利益を還元することを重視する組織だ

・この組織では何かを決めるとき、ステークホルダーからの意見を重視する

・この組織は、ステークホルダーがどんな関心を持つかに配慮する

・ステークホルダーからの理解や信頼を得ることを重視する組織だ

・ステークホルダーが満足することを重視する組織だ

・ステークホルダーに対する責任を果たそうとする組織だ

項目プール20－②　社内外の関係者の重視（顧客満足の重視）（全５問）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。
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（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・顧客が満足することを何よりも優先する組織だ

・顧客が満足する商品やサービスの提供を目指す組織だ

・顧客の満足につながる価値の創造を目指す組織だ

・この組織は、利益が顧客の満足から生まれると考えている

・この組織は、顧客満足度を重要な指標としてとらえている

項目プール21　Well-beingの重視（全16問）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・顧客やステークホルダーの幸せを重視する組織だ

・この組織は、利益の追求と同じくらい、人々の幸福を追求している

・世の中の一人一人の幸せを重視する組織だ

・この組織は、現在だけでなく、未来の幸せのために何が必要かを考えている

・顧客だけでなく、従業員の幸せも重視する組織だ

・利益の追求よりも、安心と安全を優先する組織だ

・商品やサービスの安心と安全を重視する組織だ

・安心できる社会への貢献を重視する組織だ

・安全な労働環境が確保されている組織だ

・この組織は、安心、安全な職場づくりに注力している

・パワーハラスメントの防止策が講じられている

・人々の健康を重視する組織だ

・この組織は、健康寿命の延伸に注力している

・健康に資する商品やサービスの提供を重視する組織だ

・顧客だけでなく、従業員の健康も大切にする組織だ

・この組織は、従業員の健康を守ることで組織の利益につながると考えている

項目プール22－①　社会への貢献（課題の解決）（全５問）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・地域、社会の課題を解決することを重視する組織だ

・自組織のみでなく、業界全体の課題解決を目指す組織だ

・顧客の抱える課題解決に取り組む組織だ

・自組織の課題を明確に把握し、解決に取り組む組織だ

・自組織のみでなく、人類全体の課題解決を目指す組織だ
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項目プール22－②　社会への貢献（経済への貢献）（全５問）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・利益の追求を何よりも重視する組織だ

・経済へ貢献することを組織の使命としている

・人々の経済的な豊かさを追求する組織だ

・従業員の経済的な豊かさを重視する組織だ

・この組織は、国内外の経済がしっかりと見通せている

項目プール22－③　社会への貢献（組織の存在意義）（全５問）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・この組織は、何のために組織が存在するのかを明確に理解している

・存在意義がはっきりとした組織だ

・組織が掲げる使命がはっきりしている

・この組織が何を目指すのか、組織のメンバーにも伝えられている

・組織のビジョンがはっきりしている

項目プール23　組織としての責任（全15問）

あなたの働いている会社や組織について、最もあてはまるものを１つ選んでください。

（１＝ちがう、２＝ややちがう、３＝まあそうだ、４＝そうだ）

・組織の活動内容を社会へ説明する責任を重視する組織だ

・この組織は、法令、ルール、規範を守ることは当然と考えている

・コンプライアンスを重視する組織だ

・国内だけでなく、国外の法令や条約を守ることも重視する組織だ

・社会に対する組織の責任を重視する組織だ

・公正で透明な取引を重視する組織だ

・この組織は、組織に関する情報を適切に社会に公開している

・社会からの要請があった場合には、速やかに組織の情報を開示している

・組織内で問題があった場合でも、情報を隠さず開示している

・付き合いのある組織との公正で透明な関係を重視する組織だ

・基本的人権を重視する組織だ

・この組織は、組織の活動が人の基本的な権利を侵害しないよう気をつけている

・組織は、差別や偏見の禁止を公言している

・利益を追求するよりも、人としての権利を尊重する組織だ

・基本的人権を守る法令や条約を守ることを重視する組織だ
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【CATを用いたストレスチェックの実施方法】

１）調査項目セット（CAT）のダウンロード

　職業性ストレス簡易調査票に加えて、集団分析の対象とする調査項目セットを選択したら、所

定のホームページから対応する調査項目セット（zipファイル）をダウンロードしてください（以

下は「調査項目セット１」をダウンロードした際のzipファイルです）。

２）zipファイルの解凍

　調査項目セットのzipファイルをPCあるいはタブレット端末（※）のデスクトップなど、適当

な場所に解凍してください。解凍したフォルダの中に「開かないでください」と書かれたフォル

ダと「CATセット〇スタート.exe」が入っていることを確認してください。

（※）�PCやタブレット端末はWindowsでの使用を推奨しています。Mac�OSでは正しく動作しない可能性

がありますので、ご注意ください。

３）労働者による回答

　集団分析の対象となる労働者の皆様にCATへの回答を依頼してください。「CATセット〇スター

ト.exe」をダブルクリックすると、労働者の皆様宛ての説明文が表示されますので、説明文の下

にある�  同意します ��をクリックして、回答を開始してください。

（※）�exeファイルを起動した際に、ウイルス対策ソフトの警告が出る可能性があります。その際は「今

回のみ許可」をクリックするなど、起動の許可をお願いします。
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４）部署コードの入力

　最初に下記のように部署コード（１以上の半角の整数のみ入力可）を入力する画面が出てきま

す。複数の部署を対象に同一のCATを実施する場合は、あらかじめ部署コードと部署名の対応表

を作成しておき、労働者の皆様に入力する部署コードをお伝えください（単一の部署を対象とし、

部署別に分析を実施する予定がない場合は、全員「１」と入力していただいて構いません）。部

署コードを入力後、�  開始  �をクリックすると、最初の質問項目が提示されます。

５）質問項目への回答

　以下のように、１問ずつ質問項目が提示されます。画面下の回答選択肢（１～４）から１つ選

び、左下の�� 次へ ��を押してください。質問項目が提示されなくなったら回答終了です。
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（※）回答を途中で中断した場合

　回答を途中で中断すると、以下のような警告が表示され、結果が保存されないまま終了となり

ます。特別な事情がない限り、回答は中断されませんよう、お願いします。

６）集団分析（フィードバック書式作成）の準備

　各労働者の回答が終わりましたら、所定のホームページから対応する調査項目セットのフィー

ドバック書式（Excelファイル）をダウンロードしてください（以下は「調査項目セット１」に

対応するフィードバック書式のExcelファイルです）。

（※）�フィードバック書式のExcelファイルはExcel�2019で作成しています。それ以前のバージョンで開

いた場合、正しく動作しない可能性がありますので、ご注意ください。

７）部署名の入力

　フィードバック書式のExcelファイルを開くと、１シート目に「部署名入力シート」が表示さ

れます。４）で決めておいた部署コードに対応する部署名をB列に入力してください。

（※）�部署コード０は社内全体（回答者全員）の分析結果が集計されるようになっていますので、具体

的な部署名は部署コード１以降にご記入ください（本フォーマットでは、最大10部署の集計がで

きるようになっています）。
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＜部署名入力シート（Excelファイルの１シート目）＞

８）個人結果の転記（コピー＆ペースト）

　２）で解凍した「開かないでください」と書かれたフォルダを開いてください。複数のフォル

ダが表示されますので、その中から「result」という名前のフォルダを開き、その中に格納され

ている「resultall.csv」のファイル（下図）を開いてください。

「resultall.csv」を開くと、下記のように各労働者の回答内容から算出された集計値が出力されて

いますので、回答内容をコピーしてください（以下は、調査項目セット１に部署コード１の人と

部署コード２の人が２名ずつ回答した場合の出力結果の例です）。

＜resultall.csvの出力結果＞
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「resultall.csv」の出力結果をコピーしたら、フィードバック書式のExcelファイルに戻り、２シー

ト目「resultall.csv貼付シート」にコピーした出力結果を貼り付けてください（最大100名まで貼

り付け可能です）。

＜resultall.csv貼付シート（Excelファイルの２シート目）＞

９）フィードバック書式の表示

　「resultall.csv貼付シート」（フィードバック書式のExcelファイルの２シート目）に出力結果を

貼り付けたら、３シート目「調査項目セット〇」に移動し、L５セルに会社名を入力してくださ

い（入力した会社名は、出力書式のA３セルに反映されます）。

　K２セルを選択するとプルダウンが出てきますので、結果を表示させたい部署の部署コードを

選択してください（デフォルトでは、部署コード０で社内全体（回答者全員）の結果が表示され

ています）。

　表示させたい部署コードを選択したら、印刷（あるいはPDFに変換）してください（A４用紙

２枚分で印刷されます。下図右側のグレーの部分は印刷されません）。

＜「調査項目セット１」の出力書式（Excelファイルの３シート目）＞
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自
動
車
部
品
製
造
業
Ａ
社

年
に
一
度
の

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク…

今
年
は
ど
ん
な
結
果
に

な
る
か
な
？

A 社 人事労務担当

遠藤さん（35)

お
つ
か
れ
さ
ま

で
す

工場長（55）

あ
の…

遠
藤
さ
ん

ち
ょ
っ
と

い
い
で
す
か
？

た
ま
た
ま

目
に
入
っ
た
の
で

ご
相
談

な
ん
で
す
が…

ス
ト
レ
ス

チ
ェ
ッ
ク
の
方
法
を

変
更
す
る
こ
と
は

で
き
る
ん

で
し
ょ
う
か
？

え
っ…

実
は
現
場
か
ら

「
毎
年
質
問
内
容
が
同
じ
で

つ
ま
ら
な
い
」
と
か

「
自
分
た
ち
の
職
場
環
境
の
状
況
を

も
っ
と
知
り
た
い
」
と
い
う

声
が
あ
り
ま
し
て…

な
る
ほ
ど…

そ
ん
な
意
見
が

あ
る
ん
で
す
か

令和３年度労災疾病臨床研究事業費補助金
「ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善の促進を目的とした調査項目及びその活用方法論の開発」（研究代表者：井上彰臣）

CATCATを活用した職場環境改善の流れ
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後
日

何
か

良
い
方
法
は

な
い
で

し
ょ
う
か
？

…

と
い
う

意
見
が
あ
り

ストレスチェックサービスを
提供する EAP 機関の営業担当

斉藤さん（42）

C
A
T
を
用
い
た

評
価
シ
ス
テ
ム
を

追
加
し
て
み
て
は

い
か
が
で
し
ょ
う
？

C
A
T…

？

よ
り
幅
広
く

職
場
環
境
を

評
価
で
き
る

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

適
応
型
テ
ス
ト

で
す

C
A
T
に
は

職
場
で
取
り
組
み
た
い

事
項
に
対
応
し
た

13
の
調
査
項
目
セ
ッ
ト
が

準
備
さ
れ
て
い
ま
す

❶ 労働者の成長・職場の活性化を目指したい
❷ 労働者の負担を軽減したい
❸ 社会の変化に対応できる職場にしたい
❹ 職場の人間関係を改善したい
❺ 職場環境を全般的に把握して改善したい
❻ 仕事の資源・職場の資源を充実させたい
❼ 業務内容を明確にして体制を整備したい
❽ 労働者の安全と健康を守りたい
❾ 公正・誠実な職場づくりを目指したい
10 １人ひとりが責任を持って社会に貢献できる組織にしたい
11 社内外双方の関係者を重視する組織にしたい
12 仕事と家庭のバランスを重視する組織にしたい
13 職場内の教育・研修を充実させたい

※CAT：Computerized Adaptive Testing
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す

❶ 労働者の成長・職場の活性化を目指したい
❷ 労働者の負担を軽減したい
❸ 社会の変化に対応できる職場にしたい
❹ 職場の人間関係を改善したい
❺ 職場環境を全般的に把握して改善したい
❻ 仕事の資源・職場の資源を充実させたい
❼ 業務内容を明確にして体制を整備したい
❽ 労働者の安全と健康を守りたい
❾ 公正・誠実な職場づくりを目指したい
10 １人ひとりが責任を持って社会に貢献できる組織にしたい
11 社内外双方の関係者を重視する組織にしたい
12 仕事と家庭のバランスを重視する組織にしたい
13 職場内の教育・研修を充実させたい

※CAT：Computerized Adaptive Testing

ス
ト
レ
ス
軽
減
か
ら

活
き
活
き
と
し
た
職
場
づ
く
り
に

シ
フ
ト
し
た
い
の
で…

調
査
項
目
セ
ッ
ト
の

１
が
適
し
て
い
る
の
か
な

項目プール 1：仕事に対する前向きな考え
項目プール 10：職場機能
項目プール 18：労働者の成長・活躍

１
人
あ
た
り
の

回
答
数
は

多
く
て
も

10
問
程
度
か…

こ
れ
な
ら

従
業
員
へ
の

負
担
も
少
な
い

で
す
ね

Ａ
社
は

C
A
T
を
用
い
た

評
価
シ
ス
テ
ム
を
採
用

従
業
員
は
パ
ソ
コ
ン
を

使
っ
て
ス
ム
ー
ズ
に

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た

ま
た
後
日集

団
分
析
を

し
た
と
こ
ろ

こ
の
よ
う
な
結
果
が

出
ま
し
た

あ
り
が
と
う

ご
ざ
い
ま
す
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こ
れ
は
偏
差
値
を
表
し
て
い
ま
す
が

50
が
全
国
平
均
で

全
国
平
均
よ
り
高
い
項
目
は

「
職
場
の
強
み
」

逆
に
低
い
部
分
は

「
改
善
を
目
指
し
た
い
」
と
い
う

指
標
に
な
り
ま
す

当
社
は

「
仕
事
に
対
す
る

前
向
き
な
考
え
」
を

伸
ば
し
て
行
く
必
要
が

あ
る
の
か…

な
る
ほ
ど…

各
指
標
を
最
も
良
く

説
明
し
て
い
た
質
問
項
目
は

こ
れ
ら
で
す
の
で

今
後
の
改
善
に
向
け
た

ヒ
ン
ト
に
し
て
み
て

く
だ
さ
い
ね

分
か
り
ま
し
た

【仕事に対する前向きな考え】　偏差値 : 48
❶ 今の職場やこの仕事にかかわる一因であることを
    誇りに思っている 
❷ 働きがいのある仕事だ
❸ 自分の仕事は意味のあるものだと思う

そ
し
て…

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
ア
ク
シ
ョ
ン

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の

ヒ
ン
ト
集
も
参
考
に
し
な
が
ら

職
場
ご
と
の

環
境
改
善
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を

開
く
こ
と
に
決
め
ま
し
た

C
A
T
を

勧
め
て

い
た
だ
い
た

お
か
げ
で
す

い
え
い
え

あ
と
は

継
続
的
な

ア
ク
シ
ョ
ン
と

振
り
返
り
で
す
ねは

い
！

継
続
し
て

い
き
ま
す

【 責任編集 】
井上彰臣（産業医科大学 IR 推進センター）

江口尚（産業医科大学産業生態科学研究所産業精神保健学研究室）
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仕事に対する
前向きな考え

労働者の
成長・活躍

職場機能
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プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
造
業
Ａ
社A 社 人事労務担当

金村さん（42)

お
つ
か
れ

さ
ま
で
す

お
つ
か
れ

さ
ま
ー

…

ん
？

『
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源

循
環
促
進
法
、
成
立
へ
』

…
…

か

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
は

す
っ
か
り
悪
者
に

な
っ
ち
ゃ
っ
た
な…

何
も
か
も

減
産
だ
し…

令和３年度労災疾病臨床研究事業費補助金
「ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善の促進を目的とした調査項目及びその活用方法論の開発」（研究代表者：井上彰臣）

CATCATを活用した職場環境改善の事例
－ 持続的な成長 －
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工
場
の
食
堂

若
い
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員
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ど
ん
な
風
に

考
え
て
る
ん
だ
ろ
う

正
直…

こ
の
会
社
に

ず
っ
と
い
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れ
る

ビ
ジ
ョ
ン
が
浮
か
ば
な
い

で
す
よ
ー

う
ー
ん…

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
業
界
に

未
来
は

な
い
の
か
な…

…
…

社
員
た
ち
は

不
安
を
抱
え
て
る
ん
だ
と

思
い
ま
す…

そ
う
か…

S
D
G
s
の

こ
と
も
あ
る
し…

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
商
品
が

環
境
に
与
え
る
影
響
は

見
過
ご
せ
な
い
か
ら
な

社長（61）

工場長（55）

来
年
の

経
営
目
標
に
も

盛
り
込
ま
れ
る
ん

で
す
よ
ね
？

あ
あ…

今
年
度
の

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
で

『
持
続
的
な
成
長
』
に
関
す
る

項
目
を
追
加
し
て
み
た
い
と

思
い
ま
し
て…

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

適
応
型
テ
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テ
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で

簡
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で
き
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み
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い
で
す
よ
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い
い
考
え
だ
ね

※『持続的な成長』は調査項目セット3で測定可能です

後
日ス

ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の

集
団
分
析
の
結
果…

当
事
業
所
の

『
持
続
的
な
成
長
』
の
偏
差
値
は

日
本
の
平
均
的
な
水
準
と
比
べ
て

低
か
っ
た
こ
と
が
分
か
り
ま
し
た

マ
イ
ク
ロ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
流
出
が

海
洋
汚
染
に
つ
な
が
っ
て
い
る
と
い
う

ニ
ュ
ー
ス
が
報
道
さ
れ
て

「
う
ち
の
商
品
は
大
丈
夫
な
の
か
」

と
い
う
声
を
部
下
か
ら

聞
い
た
こ
と
が
あ
り
ま
す

営業部 部長（52）生産部 部長（48）

私
も…

海
外
や
日
本
で
の
規
制
の
全
容
を

把
握
し
き
れ
て
い
な
い
こ
と
も
あ
り

気
に
な
っ
て
い
ま
す

グ
ル
ー
プ
企
業
の

S
D
G
s
担
当
者
を

講
師
と
し
て
呼
び

知
識
を
深
め
る
と
い
う

ア
ク
シ
ョ
ン
は

い
か
が
で
し
ょ
う
？

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
の

国
内
・
国
際
動
向
や

そ
れ
に
関
し
て

ど
う
思
っ
て
い
る
か
に
つ
い
て

部
署
横
断
で

率
直
に
意
見
交
換
で
き
る

交
流
会
も
開
き
た
い
ね
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工
場
の
食
堂

若
い
社
員
は

ど
ん
な
風
に

考
え
て
る
ん
だ
ろ
う

正
直…

こ
の
会
社
に

ず
っ
と
い
ら
れ
る

ビ
ジ
ョ
ン
が
浮
か
ば
な
い

で
す
よ
ー

う
ー
ん…

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
業
界
に

未
来
は

な
い
の
か
な…

…
…

社
員
た
ち
は

不
安
を
抱
え
て
る
ん
だ
と

思
い
ま
す…

そ
う
か…

S
D
G
s
の

こ
と
も
あ
る
し…

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
商
品
が

環
境
に
与
え
る
影
響
は

見
過
ご
せ
な
い
か
ら
な

社長（61）

工場長（55）

来
年
の

経
営
目
標
に
も

盛
り
込
ま
れ
る
ん

で
す
よ
ね
？

あ
あ…

今
年
度
の

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
で

『
持
続
的
な
成
長
』
に
関
す
る

項
目
を
追
加
し
て
み
た
い
と

思
い
ま
し
て…

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

適
応
型
テ
ス
ト（
C
A
T
）を

用
い
た
評
価
シ
ス
テ
ム
で

簡
単
に
測
定
で
き
る

み
た
い
で
す
よ

そ
れ
は

い
い
考
え
だ
ね

※『持続的な成長』は調査項目セット3で測定可能です

後
日ス

ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の

集
団
分
析
の
結
果…

当
事
業
所
の

『
持
続
的
な
成
長
』
の
偏
差
値
は

日
本
の
平
均
的
な
水
準
と
比
べ
て

低
か
っ
た
こ
と
が
分
か
り
ま
し
た

マ
イ
ク
ロ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
流
出
が

海
洋
汚
染
に
つ
な
が
っ
て
い
る
と
い
う

ニ
ュ
ー
ス
が
報
道
さ
れ
て

「
う
ち
の
商
品
は
大
丈
夫
な
の
か
」

と
い
う
声
を
部
下
か
ら

聞
い
た
こ
と
が
あ
り
ま
す

営業部 部長（52）生産部 部長（48）

私
も…

海
外
や
日
本
で
の
規
制
の
全
容
を

把
握
し
き
れ
て
い
な
い
こ
と
も
あ
り

気
に
な
っ
て
い
ま
す

グ
ル
ー
プ
企
業
の

S
D
G
s
担
当
者
を

講
師
と
し
て
呼
び

知
識
を
深
め
る
と
い
う

ア
ク
シ
ョ
ン
は

い
か
が
で
し
ょ
う
？

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
の

国
内
・
国
際
動
向
や

そ
れ
に
関
し
て

ど
う
思
っ
て
い
る
か
に
つ
い
て

部
署
横
断
で

率
直
に
意
見
交
換
で
き
る

交
流
会
も
開
き
た
い
ね
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交
流
会
当
日

自分たちの作っている商品が
企業としても基準をクリアして
いる状態であることを知れた

交
流
会
参
加
者
か
ら

ア
ン
ケ
ー
ト
を

取
り
ま
し
た

うちの会社は環境の保全を
重視していることが分かった

講師は聞こえのいいことを
言っていたが、現場レベルでは
そこまでの知識は浸透して
いないと思った

色
々
な
意
見
が
出
て

当
た
り
前
だ
よ

今
後
も

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
機
会
に

こ
の
項
目
を

測
定
し
て
い
こ
う
！

は
い
！

【 責任編集 】
井上彰臣（産業医科大学ＩＲ推進センター）
渡辺和広（北里大学医学部公衆衛生学単位）
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情
報
通
信
サ
ー
ビ
ス
Ｙ
社

コールセンターW
ell-being

に

関
す
る

サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て

ご
案
内
い
た
し
ま
す

は
い

従
業
員
の
み
な
さ
ま
の

w
ell-being

を

サ
ポ
ー
ト
す
る

サ
ー
ビ
ス
で
す

健
康
診
断
の

デ
ー
タ
や

人
事
デ
ー
タ
か
ら

う
ち
はw
ell-being

の

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
け
ど

自
社
の
社
員
は

w
ell-being

の
向
上
に
つ
い
て

ど
う
考
え
て

い
る
ん
だ
ろ
う
？

今
年
度
の

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
に

『W
ell-being

の
重
視
』

に
関
す
る
項
目
を

追
加
し
て
み
よ
う
か
な…

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

適
応
型
テ
ス
ト(

C
A
T)

を

使
っ
た
評
価
シ
ス
テ
ム
で

簡
単
に
測
定
で
き
る
っ
て
い
う

話
を
聞
い
た
こ
と
が
あ
る
し※『Well-being の重視』は調査項目セット 8 で測定可能です

【『Well-being の重視』の項目例】
・顧客だけでなく、従業員の健康も大切にする組織だ
・この組織は、安心、安全な職場づくりに注力している
・安全な労働環境が確保されている組織だ

Y 社 人事労務担当
上原さん（36)

令和３年度労災疾病臨床研究事業費補助金
「ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善の促進を目的とした調査項目及びその活用方法論の開発」（研究代表者：井上彰臣）

CATCATを活用した職場環境改善の事例
－ Well-being の重視 －
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後
日

か
な
り
偏
差
値
が
高
い
な

従
業
員
の

仕
事
満
足
度
の
得
点
と
も

関
連
し
て
い
る
の
か

な
る
ほ
ど…

職
場
環
境
改
善
会
議

…

と
い
う
訳
で当

事
業
所
の

『W
ell-being

の
重
視
』
の
偏
差
値
は

日
本
の
平
均
的
な
水
準
と
比
べ
て
高
く

ま
た
、
偏
差
値
が
高
い
部
署
で
は

仕
事
満
足
度
の
得
点
も

高
い
と
い
う
結
果
に
な
り
ま
し
た

ほ
ぉ
〜

そ
う
な
の
か…

自
分
た
ち
の

サ
ー
ビ
ス
に
関
連
す
る

と
て
も
興
味
深
い

結
果
で
す
ね

た
し
か
に…

偏
差
値
が
高
く

仕
事
満
足
度
の
得
点
も

高
い
部
署
で
は

ど
の
よ
う
な
こ
と
に

取
り
組
ん
で
い
る
の
か

調
べ
て
欲
し
い
で
す

は
い

人事部長（48）

事業所長（48）

営業部 部長（53）

60

55

50

45

40

業務負荷に関連した
体制づくり

Well-being の
重視

労働者への
対応
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後
日

か
な
り
偏
差
値
が
高
い
な

従
業
員
の

仕
事
満
足
度
の
得
点
と
も

関
連
し
て
い
る
の
か

な
る
ほ
ど…

職
場
環
境
改
善
会
議

…

と
い
う
訳
で当

事
業
所
の

『W
ell-being

の
重
視
』
の
偏
差
値
は

日
本
の
平
均
的
な
水
準
と
比
べ
て
高
く

ま
た
、
偏
差
値
が
高
い
部
署
で
は

仕
事
満
足
度
の
得
点
も

高
い
と
い
う
結
果
に
な
り
ま
し
た

ほ
ぉ
〜

そ
う
な
の
か…

自
分
た
ち
の

サ
ー
ビ
ス
に
関
連
す
る

と
て
も
興
味
深
い

結
果
で
す
ね

た
し
か
に…

偏
差
値
が
高
く

仕
事
満
足
度
の
得
点
も

高
い
部
署
で
は

ど
の
よ
う
な
こ
と
に

取
り
組
ん
で
い
る
の
か

調
べ
て
欲
し
い
で
す

は
い

人事部長（48）

事業所長（48）

営業部 部長（53）

60

55

50

45

40

業務負荷に関連した
体制づくり

Well-being の
重視

労働者への
対応

カ
ス
タ
マ
ー
サ
ク
セ
ス
部

も
っ
と
も

『W
ell-being

の
重
視
』

の
偏
差
値
が
高
い

カ
ス
タ
マ
ー

サ
ク
セ
ス
部
が

工
夫
さ
れ
て
い
る
点
や

独
自
の
取
り
組
み
な
ど

あ
れ
ば

お
聞
か
せ
い
た
だ
け

ま
せ
ん
か
？

そ
う
で
す
ね…

カスタマーサクセス部 部長（48）

カスタマーサクセス部 課長（45）

私
た
ち
は

自
社
が
提
供
し
て
い
る
サ
ー
ビ
ス
を

部
署
内
で
も

活
用
し
て
い
る
ん
で
す

部
下
の

不
調
の
サ
イ
ン
が
出
た
際
に
は

休
養
が
取
り
や
す
い
よ
う

各
上
長
が
配
慮
し
て
い
ま
す

な
る
ほ
ど

自
社
サ
ー
ビ
ス
を

積
極
的
に

活
用
さ
れ
て
い
る
の

で
す
ね
！

各
事
業
所
で

導
入
を
検
討
す
る

必
要
が

あ
り
ま
す
ね

…

で
す
ね
！
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そ
し
て
翌
年

【 責任編集 】
井上彰臣（産業医科大学ＩＲ推進センター）
渡辺和広（北里大学医学部公衆衛生学単位）

再
び 

職
場
環
境
改
善
会
議

…

そ
の
後

他
部
署
で
も
自
社
の

w
ell-being

サ
ー
ビ
ス
の

導
入
が
進
ん
で
い
ま
す

自
社
で
の
事
例
を

例
に
と
っ
て
説
明
す
る
こ
と
で

説
得
力
の
あ
る
営
業
が

で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
と
の

声
が
社
員
か
ら
出
て
い
ま
す
よ

そ
れ
は

よ
か
っ
た
で
す
！

今
年
も

『W
ell-being

の
重
視
』
の

偏
差
値
は
高
い
水
準
を

維
持
で
き
て
い
ま
す
ね

そ
う
で
す
ね
ぇ…

『W
ell-being

の
重
視
』
は

重
要
な
指
標
の
ひ
と
つ…

今
後
も

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の

測
定
項
目
に
含
め
て

い
き
ま
し
ょ
う
！
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IV. 研究成果の刊行物・別刷
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キーワード：ストレスチェック制度（The Stress Check Program）、職業性ストレス簡易調査

票（Brief Job Stress Questionnaire; BJSQ）、職場環境改善（Work environment improvement）、

産業保健制度（Occupational health system）

Ⅰ．はじめに
　常時使用する労働者に対して、心理的な負担の程度を把握するための検査（ストレスチェッ

堤　　明純：北里大学医学部公衆衛生学単位
佐々木那津：東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野
駒瀬　　優：東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野
渡辺　和広：東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野
井上　彰臣：北里大学医学部公衆衛生学単位
今村幸太郎：東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野
川上　憲人：東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野

堤　　　明　純
佐々木　那　津
駒　瀬　　　優
渡　辺　和　広
井　上　彰　臣
今　村　幸太郎
川　上　憲　人

ストレスチェック制度の実施状況と
その効果：システマティックレビュー

Implementation and effectiveness of a new national program to monitor and control  

psychosocial factors at work in Japan, the Stress Check Program: A systematic review

< 要　約 >
　ストレスチェック制度の実施状況と効果について初のシステマティックレビューを行っ

た。文献からは職業性ストレス簡易調査票の効率や予測妥当性について科学的根拠が示さ

れていた。職場環境改善については有効性を示す研究があるが、その活動は十分に浸透し

ていない。高ストレスの把握や対策に資するツールは開発の余地がある。ストレスチェック

制度導入の効果を評価するためには、これらの課題を解決する努力が必要である。
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ク）を実施することを事業者の義務とする（労働者数50人未満の事業場は当分の間努力義務）、

ストレスチェック制度が2015年12月に施行され、4年目を迎えている。ストレスチェック制度

は、現在、実施前の準備に引き続き事業場内の労働者全員に対して行われるストレスチェック

と本人への結果の通知、結果に基づいて、申し出のある高ストレス者に対する医師による面接

指導（義務）、および、個人の結果を一定規模のまとまりごとに集計・分析し職場環境の改善等

に活用する集団分析（努力義務）という2つの流れで実施されている。

　ストレスチェック制度は、職場のメンタルヘルス対策の中で、主に一次予防─労働者のメン

タルヘルス不調の未然防止─を目的として行われるものと位置づけられている。具体的には、

労働者のストレスへの気づきと対処（セルフケア）の支援と検査結果を基にした職場環境改善

が、ストレスチェック制度が有する機能が担う活動と考えられる。ストレスチェックにより高

ストレス者が把握され、この中には専門的なケアを必要とする者も含まれることから、メンタ

ルヘルス不調への気づきと対応を行う二次予防的な活用も期待されるが、これらは副次的な目

的と位置付けられている。

　ストレスチェック制度は職場のメンタルヘルス対策の一部であり、対策が総体として進まな

ければ、ストレスチェック制度の導入のみで期待される帰結を得ることは難しい。しかし、ス

トレスチェック制度の建付けの中で行われる個々の活動のエビデンスを確認することは、今後

の制度改善のためにも有用である。それらは大別すると、高ストレスを把握する検査ツール（現

行では職業性ストレス簡易調査票）等の妥当性、労働者に対する定期的な調査の実施と結果返

却を通じたメンタルヘルス不調のリスク低減効果、高ストレス者の選定と医師による面接指導

によるメンタルヘルス不調の予防効果、集団分析に基づく職場環境改善（管理監督者教育を含

む）による心理的ストレス反応の低減効果が挙げられる1）。

　本レビューでは、ストレスチェック制度の実施状況と効果についての和文・英文の報告を網

羅的に抽出し、ストレスチェック制度開始約3年間における制度の評価を行うとともに、今後

の課題を整理することを目的とした。本研究はストレスチェック制度の実施状況と効果に関す

るはじめてのシステマティックレビューである。

Ⅱ．システマティックレビューの方法
　和文論文の検索は、2019年4月17日に医学中央雑誌Web版を、英文論文の検索は、2019年3

月27日に文献データベース MEDLINE（PubMed）を使用してそれぞれ行った。論文の検索期

間は、本研究着手年（2019年）から過去5年分にあたる2014年1月から検索日までとした。和

文論文の検索式は「ストレスチェック」とし、医学中央雑誌Web版のフィルター機能を使用し

て論文の種別を原著論文、および症例報告・事例に限って検索した。英語論文の検索式は

（（stress AND check） OR stress-check）AND Japan* とした。検索された論文のタイトル、抄

録、および本文を著者らが精読し、以下の適格基準を満たす論文を組み入れた。和文論文の適

格基準は、①日本語で書かれていること、②法制化されたストレスチェック制度の内容（法制

－231－



化前のデータを使用したものについては、ストレスチェック制度に準じた内容）を含むこと、

③ストレスチェックを内容として含む場合は、仕事のストレス要因、心身のストレス反応、お

よび周囲のサポートを測定できる調査票を用いていること、④総説、査読を受けていない論文、

学会抄録、および報告書ではないこと、の4点とした。英語論文の適格基準は、①英文で書か

れていること、②ストレスチェック制度施行後に実施された研究であること、③ストレスチェ

ック制度の実施状況、制度の効果、制度の課題・問題点、あるいは制度で使用される調査票の

科学的根拠について、量的ないし質的なデータをもとに検討した研究であること、④査読付き

の論文であること、の4点とした。法制化されたストレスチェック制度に関する論文であるか

否かの判断に迷うものについては、著者全員で組み入れ・除外の判断を行った。組み入れられ

た論文は、⑴ストレスチェック制度の実施状況、⑵ストレスチェックで用いられるツールの有

用性・妥当性、および⑶ストレスチェック制度の効果という視点から内容をまとめた。

Ⅲ．結果
　論文検索の結果、2つのデータベースから114編の論文が検索され（和文60編、英文54編）、

最終的に18編が本研究に組み入れられた（図1）。和文論文については、検索された60編のう

ち、英語で書かれた論文（5編）、内容が不一致であった論文（18編：内容が無関係の論文12

編、制度施行前のプレテスト2編、ストレスチェックにおいて、仕事のストレス要因、心身の

ストレス反応、および周囲のサポートを測定できる調査票を用いていない4編）、学会抄録（12

編）、報告書（6編）、査読のない論文（2編）、および総説（2編）を除外し、最終的に15編が

図1　対象論文の選定フロ－

【検索ツール】
医学中央雑誌web版：日本語論文対象，N=60
MEDLINE（PubMed）：英語論文対象，N=54

N=114

除外：N=96

・内容不一致：N=63
・学会抄録：N=12
・言語不一致：N=11
・報告書：N=6
・査読無し論文：N=2
・総説：N=2最終組み入れ：N=18

・実施状況：N=9
・有用性：N=8
・効果：N=3
　※重複含む
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組み入れとなった。英文論文については、検索された54編のうち、日本語で書かれた論文（6

編）、内容が不一致であった論文（45編：内容が無関係の論文42編、データに基づかない総説3

編）を除外し、最終的に3編が組み入れとなった。

Ⅲ－1．ストレスチェック制度の実施状況
　組み入れとなった18編のうち、9編がストレスチェック制度の実施状況について検討してい

た（表1）。このうち、3編がストレスチェック制度の実施率について、6編がストレスチェッ

クの受検率について、5編が高ストレス者の割合について、2編が医師による面接指導の実施

率について、2編が集団分析と職場環境改善の実施率について報告していた（重複を含む）。

表1　ストレスチェック制度の実施状況とその効果：システマティックレビュー組み入れ文献一覧 
（18文献）

文献 著者（年） タイトル 目的 方法 対象 主な結果

1 Tsutsumi et 
al. （2018）

A J a p a n e s e 
Stress Check 
P r o g r a m 
screening tool 
p r e d i c t s em -
p l o y e e l o n g -
term sickness 
absence: a pro-
spective study.

SC 制度で使用
が推奨されてい
る BJSQ が長期
疾病休業する労
働者を予測する
能力について検
討する。

質問紙調査
（縦断）

単一の金融サー
ビス会社に勤務
す る 労 働 者
14,178人（男性
7,356 人、女 性
7,362人）。役員、
出向中の社員、
派遣社員、休職
中の社員等は除
外。

実施状況：SC制度実施マニュアルの評
価基準に基づき、BJSQで高ストレス者
と判定された者の割合は男性で5.6%、
女性で15.0% であった
有用性：SC制度実施マニュアルの評価
基準に基づき、BJSQで高ストレス者と
判定された労働者は、長期疾病休業リ
スクが有意に高かった。
課題：今後は、SC 制度の3つの要素

（1．労働者に対する定期的な調査の実
施と結果返却を通じたメンタルヘルス
不調のリスク低減、2．高ストレス者
の選定と医師による面接指導によるメ
ンタルヘルス不調の予防、3．職場環
境改善［管理監督者教育を含む］によ
る心理的ストレス反応の低減）の効果
を確認する必要がある。高ストレス判
定者の休職リスクは2～3か月後に急
激に高まることから、産業保健スタッ
フは、SC実施後すみやかに高ストレス
者に対する措置を検討する必要があ
る。

2 浅井裕美、
他9名（2018）

ストレスチェッ
ク制度施行開始
1年度の実施状
況、有用性およ
び課題　労働者
へのインターネ
ット調査

SC 制度実施初
年度の実施状況
および SC 制度
において効果が
期待される各要
素の有用性を横
断調査によって
明らかにする。

インターネ
ット調査

常勤労働者
3,891人

実施状況：労働者数50人以上の事業場
で SC 制度の実施通知があったと回答
した者は52.5％で、受検率は92.0％であ
った。高ストレス判定者は14.2％で、こ
のうち医師による面接指導を申し出た
者は18.6％であった。SC を受検し、か
つ職場環境改善を経験した労働者は
3.3% であった。

3 武石容子、
他3名（2017）

小規模事業場に
おけるストレス
チェックの現状

埼玉県内小規模
事業場における
SC 実施状況を
把握・検討する。

イ ン タ ビ
ュー調査

埼玉県内の38小
規模事業場

実施状況：SC の実施率は34% と低率で
あり、非実施の理由は「努力義務のた
め」が最多であった。集団分析の実施
予定については、未定を除く10事業場
のうち8事業場（80%）が「実施する」
と回答した。
課題：上記の理由以外にも、プライバ
シーへの配慮等、実務上の煩雑さや費
用負担が SC の取り組みが進まない理
由として挙げられる。
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4 斉藤政彦、
他4名（2019）

小規模事業場に
おけるストレス
チェック制度へ
の取り組み状況
と課題

小規模事業場に
おけるメンタル
ヘルス対策およ
び SC への取り
組み状況と関連
要因を明らかに
し、今後の推進
に向けた示唆を
得る。

質問紙調査 愛知県内の30人
以上50人未満の
事業場（単独の
企業290事業場、
支所331事業場）

実施状況：小規模事業場では、SCの実
施率が支所（56%）に比較して単独企業

（15%）で低かった。
工夫：メンタルヘルス担当者のいる事
業場では、いない事業場よりSCの取り
組みが進んでおり、小規模事業場で担
当者を設置することは SC の促進に有
用である可能性がある。

5 石丸知宏、
他5名（2018）

ストレスチェッ
クの受検に関連
する因子　定期
健康診断と同時
期に実施するこ
とを中心とした
検討

SC を定期健康
診断と同時期に
実施することが
SC の受検率の
向上につながる
か検討する。

横断調査 単一労働衛生機
関の SC サービ
スと定期健康診
断の両方を利用
し た 労 働 者
31,156人

実施状況：SC の受検率は90.8% で、30
歳以上、建設業や運輸業・郵便業など
の業種、労働者数50～999人の事業場で
は受検率が有意に高かったが、医療・福
祉の業種、労働者数1,000人以上の事業
場では受検率が有意に低かった。
工夫：SCの実施日程が定期健康診断に
近いと、受検率は約1.7～3.8倍高くなる
ことから、SCを定期健康診断と近い日
程で実施することで受検率が向上する
可能性がある。

6 村谷博美
（2017）

中村産業学園の
従業員を対象に
した初回ストレ
スチェック

性 別 や 年 齢 層
別、あるいは事
務職員と教育職
員の比較を実施
して職場のスト
レス状況を明ら
かにする。

質問紙調査
（横断）

一学校法人（大
学および短期大
学部）の職員683
人

実施状況：SCを受検したのは531人（受
検率78%）であった。そのうち、高スト
レス者は11% であった。

7 中谷素子
（2017）

2016と17年度の
高ストレス者の
変化からみた職
場環境改善の必
要性

現場の高ストレ
ス者状況を分析
し、職場環境改
善の必要性を検
討する。

質問紙調査
（縦断）

2年連続で SC
を受検した正規
労 働 者 1,009 人

（男性830人、女
性179人）

実施状況：SCの受検率は2016年が100%、
2017年が99.6%であった。また、2年と
も SC を受検した正規労働者1,009人の
うち、2年とも高ストレス者に該当し
た労働者は5%、1年目のみ高ストレス
者に該当した労働者は6%、2年目のみ
高ストレス者に該当した労働者は6%、
2年とも高ストレス者に該当しなかっ
た労働者は83% であった。

8 Tsutsumi et 
al. （2017）

How accurately 
does the Brief 
J o b S t r e s s 
Questionnaire 
i d e n t i f y 
workers with or 
w i t h o u t 
p o t e n t i a l 
psychological 
distress?

SC 制度で使用
が推奨されてい
る BJSQ が重症
精神障害相当の
心理的ストレス
反応を呈する労
働者を判別する
能力について検
討する。

質問紙調査
（横断）

インターネット
調査会社に登録
されている労働
者1,650人

実施状況：SC制度実施マニュアルの評
価基準に基づく、BJSQを用いた調査で
は、高ストレス者の割合は57項目版で
16.7％、短縮版（23項目版）で15.5％で
あった。
有用性：SC制度実施マニュアルに示さ
れているカットオフ値を用いた場合の
高ストレス者の選定（スクリーニング）
の効率は、K6の得点が13点以上である
ことをアウトカム指標とした場合、感
度60.5%、特異度88.9% であった。
課題：高ストレス者に該当する者のう
ち、重症精神障害相当の心理的ストレ
ス反応を呈する者は半数に満たないこ
とに留意する必要がある。

11 和田耕治、
他2名（2018）

関東地方の医療
機関における産
業保健活動に関
する研究（2017
年）

医療従事者に対
する産業保健活
動の実態を明ら
かにする。

質問紙調査 関東地方の214
医療機関

実施状況：高ストレス者と判定され、医
師による面接指導を希望する者に対し
て産業医面談を実施する体制が整えら
れていると回答した医療機関は92.5%
であった。

12 足立勝宣、
他1名（2018）

職業性ストレス
簡易調査票によ
る心身のストレ
ス反応の合計点
を用いた高スト
レス者の選定基
準と抑うつ尺度
CES-D と の 相
関性についての
検証

面接勧奨者の選
定基準と精神的
健康度との関連
性を検証する。

質問紙調査
（横断）

単一事業場に勤
務 す る 労 働 者
368人（男性288
人、女性80人）

有用性：BJSQのストレス反応尺度の得
点（全29項目）とCES-D（うつ病自己
評価尺度）の得点との関連について検
討した。その結果、両者の間で強い相
関関係（Spearmanの順位相関係数=0.800, 
p<0.001）が見られた。
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15 高原龍二
（2018）

ストレスチェッ
クによる退職予
測モデル

職場の客観指標
を含めた多変量
解析を実施する
ことで職場改善
の具体的な手が
か り を 検 討 す
る。

質問紙調査
（縦断）

単一企業に勤務
する非正規労働
者 を 含 め た
1,895人

有用性：BJSQの項目を含めた調査を実
施し、自己都合退職との関連を検討し
た。その結果、BJSQによって測定され
た個人レベルの働きがい、および職場
レベルの仕事や生活の満足度が自己都
合退職と有意な負の関連を有してい
た。

16 足立勝宣
（2017）

ワーク・エンゲ
イジメントの実
現に必要な要因
に関する仕事の
満足度の観点か
らの検討

ワーク・エンゲ
イジメントの実
現に向けて、職
場の実態を把握
し、職域として
取り組み方を検
討するための基
礎資料の作成を
する。

質問紙調査
（横断）

単一事業場に勤
務 す る 労 働 者
368人（男性288
人、女性80人）

有用性：仕事の満足度と関連の強い
BJSQ の項目を男女別に検討している。
その結果、男性では、仕事の意義、仕
事のコントロール、上司のサポート、仕
事の適性、および仕事の量的負担が、女
性では、仕事の適性、仕事の意義、お
よび仕事の量的負担が仕事の満足度と
有意に関連していた。

17 樋口善之、
他4名（2015）

職場におけるス
トレスチェック
において特に注
意すべき項目は
何か　4年間の
フォローアップ
スタディにおけ
る職務適応能力
悪化との関連よ
り

BJSQ が用いら
れた縦断データ
を分析し、その
後の就労に影響
する項目を検討
する。

質問紙調査
（縦断）

機械製造業の製
作所に勤務する
男性労働者661
人

有用性：ベースラインにおける BJSQ
の項目を用いて、その後4年間の職務
適応能力の悪化と関連する要因を検討
している。その結果、身体的負担度、働
きがい、および上司からのサポートが
職務適応能力の悪化と有意に関連して
いた。

18 志村哲祥、
他9名（2018）

睡眠はストレス
チェックの結果
に大きな影響を
与える

SCにおける、仕
事の問題と睡眠
の問題とストレ
ス反応との関係
を検討する。

質問紙調査 10事業場に勤務
する労働者884
人

有用性：BJSQにおける仕事のストレス
要因と周囲のサポートに、ピッツバー
グ睡眠問診票で測定した睡眠の問題を
組み合わせた構造方程式モデリング
で、心身のストレス反応の55.2%が説明
可能であったことを示した。

19 伊藤英樹
（2017）

うつ病評価尺度
（Ji テスト）の
開発　統計的解
析とストレスチ
ェック制度への
展望

簡単に使用でき
利便性の高いう
つ 病 評 価 尺 度

（Ji テスト）を
開発する。

質問紙調査 診療所の新規患
者91人

有用性：高ストレス者への面接指導に
対応する意思が精神疾患に詳しいとは
限らず、メンタルヘルス不調のリスク
を正しく評価するための支援ツールの
必要性を示した。

20 Imamura
et al. （2018）

Effec t o f t he 
National Stress 
Check Program 
on mental health 
among workers 
i n J a p a n : a 
1-year retro-
spective cohort 
study.

SC 制度に基づ
く SC、および
職場環境改善の
実施の有無と、
心理的ストレス
反応、および仕
事のパフォーマ
ンスとの関連を
検討する。

インターネ
ット調査

（縦断）

インターネット
調査会社に登録
されている労働
者3,891人。パー
トタイム労働者
は除外。

効果：SCの受検と職場環境改善のどち
らも実施された労働者は、どちらも実
施されなかった労働者に比べて、心理
的ストレス反応が有意に低下した。

21 伊藤桜子、
他2名（2016）

Webによるスト
レスチェックシ
ステム Mental-
Rosai Ⅱのセル
フケア支援効果
の検討

Web による SC
プ ロ グ ラ ム

（MR2）を 利 用
して、労働者の
ストレス状態や
影響要因、現在
の対処の状況に
関する個別結果
と改善のための
アドバイスを個
別に提供するこ
とによるストレ
ス対処実施意欲
の促進効果を検
討する。

質問紙調査
（縦断）

IT 関連企業の
従業員のうち、
MR2 を 利 用 し
た調査に自主的
に参加し、全3
回の調査に回答
した371人

効果：調査票に対する回答からストレ
ス状態やその関連要因、ストレス対処
に関する個別結果、およびアドバイス
を即時に表示する Web システムを用い
て結果返却を行った結果、本システム
の利用前と比較してストレス対処の特
徴への気づきや対処実施意欲が増進し
たこと、対処実施意欲は2か月後まで
維持されたこと、および意欲の維持が
精神的健康度の維持に関連したことが
確認された。
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Ⅲ－1－⑴．ストレスチェック制度およびストレスチェックの実施率
　浅井ら2）は、ストレスチェック制度実施初年度の実施状況を明らかにすることを目的に、全

国の常勤労働者3,891人を対象としたインターネット調査を実施している。その結果、労働者数

50人以上の事業場に勤務している対象者のうち、ストレスチェック制度の実施通知があったと

回答した者の割合は52.5％であった。この研究では、労働者数50人未満の事業場（以下、小規

模事業場）に勤務している労働者についても報告があり、事業場からストレスチェック制度の

実施が通知された労働者の割合は12.1% であった。実施通知の状況を労働者数50人以上の事業

場に勤務している労働者の属性別に見た分析では、40～49歳の労働者、および製造業に従事す

る労働者で実施通知があったと回答した割合が有意に高かったこと、また事業場規模別に見た

分析では、事業場規模が大きいほど実施通知があったと回答した割合が高かったことが報告さ

れている。

　そのほか、小規模事業場を対象とした調査が2編報告されている。武石ら3）は、埼玉県内に

ある38の小規模事業場を対象とした調査を実施し、ストレスチェックの実施率が34%（13事業

場）と低かったことを報告している。小規模事業場でストレスチェック制度が実施されない理

由としては「努力義務であるため」が最多であった。斉藤ら4）は、愛知県内にある小規模事業

場を対象に、単独企業（290事業場）と複数事業場を持つ企業の支所（331事業場、支社・支店・

営業所など）に分けてストレスチェックの実施率を検討している。その結果、ストレスチェッ

クの実施率は単独企業で15％、支所で56％となっており、企業規模により差がある現状を明ら

かにした。この研究では、メンタルヘルス担当者の有無別に見たストレスチェック実施率につ

いても検討しており、担当者のいる事業場ではストレスチェックの実施率が有意に高かったこ

とを報告している。

Ⅲ－1－⑵．ストレスチェックの受検率
　浅井らの全国調査2）では、ストレスチェック制度の実施通知があった労働者のうち、実際に

ストレスチェックを受検した者の割合は、労働者数50人以上の事業場に勤務している労働者で

22 新谷奈苗、
他2名（2018）

ストレスチェッ
ク後の Follow-
up の効果　全
社員面談、スト
レス研修などを
実施して

SC 後に全社員
面談を行い、そ
の内容を活かし
た研修を行うこ
とで、ストレス
要因や反応が改
善するか検証す
る。

質問紙調査
（縦断）

単一食品製造業
の全労働者168
人（男性134人、
女性34人）

効果：SC実施後に全社員面談、個々の
社員へのストレスセルフケア研修、お
よび管理監督者研修を実施したこと
が、ストレス要因およびストレス反応
を改善する効果を検証している。その
結果、ストレス要因については、役割
葛藤が上昇し、技能活用が低下してい
た。ストレス反応については、身体的
ストレス反応の改善は見られたが、心
理的ストレス反応の改善は見られなか
った。
工夫：SC実施後にフォローアップとし
て全社員面談を行うこと、さらにその
内容を活かした形で社員にメンタルヘ
ルス研修を提供することが重要である。

注．SC：ストレスチェック、BJSQ：職業性ストレス簡易調査票（Brief Job Stress Questionnaire）.
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92.0％、小規模事業場に勤務している労働者で84.7％であった。

　石丸ら5）は、単一労働衛生機関のストレスチェックサービスと定期健康診断の両方を利用し

た労働者31,156人のデータを利用し、ストレスチェックの受検率が90.8%であったことを報告し

ている。事業場規模別に見た受検率は、労働者数50人以上の事業場では91.1%、小規模事業場で

は87.3% であった。加えてこの研究では、労働者の属性によって受検率に差がみられたことを

報告しており、16～29歳に比べて30歳以上の労働者が、製造業に比べて建設業や運輸業・郵便

業などの業種が、労働者数1～49人の事業場に属する労働者に比べて労働者数50～999人の事業

場に属する労働者の受検率が、それぞれ有意に高かったことを報告している。一方、製造業と

比べた際の医療・福祉の業種、および労働者数1～49人の事業場に属する労働者と比べた際の

労働者数1,000人以上の事業場に属する労働者の受検率は有意に低かった。また、定期健康診断

と近接した日程で実施されたストレスチェックほど受検率が高いことが示された。

　村谷6）は、一学校法人（大学および短期大学部）の職員683人を対象にストレスチェックを

実施した事例で受検率が78% であったことを報告している。中谷7）は、販売製造・物流などの

複数の業種を含むグループ企業を対象に実施した2年分のストレスチェックの受検率は2016年

が100%、2017年が99.6% であったことを報告している。前述の小規模事業場を対象とした2編

の論文3，4）では、各事業場における労働者の受検率は報告されていなかった。

Ⅲ－1－⑶．高ストレス者の割合
　浅井らの全国調査2）では、ストレスチェックを受検した者のうち、自身が「高ストレス者」

と判定されたと回答した者は、労働者数50人以上の事業場で14.2％、小規模事業場で14.4%であ

った。Tsutsumi et al.8 ）は、労働者1,650人を対象としたインターネット調査を実施し、高スト

レス者（職業性ストレス簡易調査票9）を用い、労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度

実施マニュアル［以下、マニュアル］10）に示されている評価基準に基づいて判定）の割合が57

項目版で16.7％、短縮版（23項目版）で15.5％であったと報告している。さらに Tsutsumi et 

al. 1 ）は、単一の金融サービス会社に勤務する労働者14,718人（男性7,356人、女性7,362人）を対

象とした前向きコホート研究を実施し、同様の評価基準（職業性ストレス簡易調査票57項目版）

で算出した場合の高ストレス者の割合が男性で5.6%、女性で15.0%であったと報告している。前

述の一学校法人（大学および短期大学部）の調査では、当該大学職員の11% が高ストレスと判

定された6）。また、前述の販売製造・物流などの複数の業種を含むグループ企業の労働者を対

象に実施されたストレスチェックでは、2016年と2017年にストレスチェックを受検した正規労

働者1,009人のうち、2年とも高ストレス者に該当した労働者は5%、1年目のみ高ストレス者

に該当した労働者は6%、2年目のみ高ストレス者に該当した労働者は6%、2年とも高ストレ

ス者に該当しなかった労働者は83% であったことが報告されている7）。
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Ⅲ－1－⑷．医師による面接指導の実施率
　浅井らの全国調査2）では、ストレスチェックを受検した労働者のうち、医師による面接指導

を申し出た者は労働者数50人以上の事業場に勤務している労働者で2.6%、小規模事業場に勤務

している労働者で0%であった。また、「高ストレス者」と判定されたと回答した者のうち、医

師による面接指導を申し出た者は労働者数50人以上の事業場に勤務している労働者で18.6％、

小規模事業場に勤務している労働者で0% であった。

　和田ら11）は、関東地方にある214の医療機関を対象とした調査を実施し、高ストレス者に対

する医師による面接指導の実施状況について調査している。その結果、高ストレス者と判定さ

れ、面接を希望する者に対して産業医面談を実施する体制が整えられていると回答した医療機

関は92.5% であったと報告している。

Ⅲ－1－⑸．集団分析および職場環境改善の実施率
　浅井らの全国調査2）では、ストレスチェックを受検した労働者のうち、自身の職場で職場環

境改善が実施されたと回答した者の割合は3.3%であった。また、小規模事業場を対象とした武

石らの調査3）では、集団分析の実施予定に関する質問に対し、未定を除く10社のうち8社（80%）

が「実施する」と回答していた。

Ⅲ－2．ストレスチェックで用いられるツールの有用性・妥当性
　組み入れとなった18編の論文のうち8編が、ストレスチェック制度で使用が推奨されている

職業性ストレス簡易調査票の有用性・妥当性について検討していた（表1）。このうち、職業性

ストレス簡易調査票の得点とメンタルヘルス指標との関連を検討したものは3編、仕事関連要

因との関連を検討したものは3編で、2編が補足的支援ツールの必要性について言及していた。

Ⅲ－2－⑴．職業性ストレス簡易調査票得点とメンタルヘルス指標との関連
　足立ら12）は、単一の事業場に勤務する労働者368人（男性288人、女性80人）を対象とした横

断研究において、職業性ストレス簡易調査票のストレス反応尺度の得点（全29項目）とCES-D

（うつ病自己評価尺度）の得点との関連について検討し、両者の間で強い相関関係（Spearman

の順位相関係数 =0.800, p<0.001）が見られたことを報告している。

　Tsutsumi et al. 8 ）は、先に紹介したマニュアル10）に示されている、職業性ストレス簡易調査

票を用いて高ストレス者を選定する評価基準（以下、カットオフ値）を変動させ、K6（心理

的ストレス反応尺度）13，14）の得点が13点以上（重症精神障害相当）であることをアウトカム指

標とした場合のスクリーニング効率を検討している。その結果、マニュアルに示されているカ

ットオフ値（ストレス反応の得点が77点以上）を用いた場合の高ストレス者に該当する者の割

合、感度、特異度、Youden index、陽性的中率、陰性的中率は、それぞれ16.7%、60.5%、88.9%、

0.504、47.3%、93.8%であったことを報告している。また、最もスクリーニング効率が良かった
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（Youden index が最大値を示した）のは、カットオフ値を65点まで下げた場合であったが、そ

の場合、高ストレス者に該当する者の割合は32.3%に増加し、陽性的中率は33.0%に低下したこ

とを示している。

　同じくTsutsumi et al. 1 ）は、ベースラインにおける高ストレス者（マニュアル10）に示されて

いる評価基準に基づいて判定）該当の有無と、その後1年間における1か月以上の長期疾病休

業（人事データから取得）との関連をCox比例ハザードモデルによって検討している。その結

果、高ストレス者に該当した者は、該当しなかった者に比べ、その後のメンタルヘルス不調に

よる長期疾病休業リスク（年齢、勤続年数、職種、職位、ストレスチェック後の産業保健スタ

ッフによる面談を受けたかどうかを調整したハザード比）が男性で8.68、女性で3.67、相当する

集団寄与危険割合は、男性で30.1%、女性で25.6% であったと報告している。

Ⅲ－2－⑵．職業性ストレス簡易調査票得点と仕事関連指標との関連
　高原15）は、単一企業に勤務する非正規労働者を含めた1,895人を対象に、職業性ストレス簡易

調査票の項目を含めた調査を実施し、労働者の自己都合退職との関連を検討している。その結

果、職業性ストレス簡易調査票によって測定された個人レベルの働きがい、および職場レベル

の仕事や生活の満足度が自己都合退職と有意な負の関連を有していたことを報告している。

　足立16）は、単一の事業場に勤務する労働者368人（男性288人、女性80人）を対象に、仕事の

満足度と関連の強い職業性ストレス簡易調査票の項目を男女別に検討している。その結果、男

性では、仕事の意義、仕事のコントロール、上司のサポート、仕事の適性、および仕事の量的

負担が、女性では、仕事の適性、仕事の意義、および仕事の量的負担が仕事の満足度と有意に

関連していたことを報告している。

　樋口ら17）は、機械製造業の製作所に勤務する男性労働者661人を対象に、ベースラインにお

ける職業性ストレス簡易調査票の項目を用いて、その後4年間の職務適応能力の悪化と関連す

る要因を検討している。その結果、身体的負担度、働きがい、および上司からのサポートが職

務適応能力の悪化と有意に関連していたことが報告されている。

Ⅲ－2－⑶．補足的支援ツールの必要性
　志村ら18）は、職業性ストレス簡易調査票における仕事のストレス要因と周囲のサポートに、

ピッツバーグ睡眠問診票で測定した睡眠の問題を組み合わせた構造方程式モデリングで、心身

のストレス反応の55.2% が説明可能であったことを示し、睡眠の問題を取り入れる重要性を主

張している。

　伊藤19）は、高ストレス者への面接指導に対応する医師が精神疾患に詳しいとは限らないため、

メンタルヘルス不調のリスクを正しく評価するための支援ツールが必要であると指摘してい

る。彼らの研究では、この課題を踏まえ、ストレスチェック制度において簡便に使用できるう

つ病スクリーニングテスト（Ji テスト）の利用を提案している。
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Ⅲ－3．ストレスチェック制度の効果
　組み入れとなった18編のうち、3編がストレスチェック制度の効果について検討していた 

（表1）。このうち、職場環境改善の効果について検討したものが1編、ストレスチェック結果

の返却方法の効果について検討したものが1編、その他の複合的なアプローチの効果について

検討したものが1編であった。

　Imamura et al.20）は、ストレスチェック制度における職場環境改善の実施と、ストレス反応、

および仕事のパフォーマンスとの関連について検討している。ストレスチェック制度施行前後

の2015年11月～2016年2月にベースライン調査を行った常勤労働者3,891人（浅井らの全国調査2）

と同一の対象者）を対象とし、1年後にフォローアップ調査を実施して、ストレスチェックの

受検、および職場環境改善が実施されたかを聴取した。ストレスチェックの受検、および職場

環境改善の経験の有無の組み合わせに基づき、対象者を「どちらもなし」（53.9%）、「ストレス

チェックのみ」（40.5%）、「職場環境改善のみ」（3.0%）、「どちらもあり」（2.6%）の4群に分類

し、心理的ストレス反応、および仕事のパフォーマンスの得点の変化に差があるかを検討した

ところ、「どちらもあり」群は、「どちらもなし」群に比べ、ストレス反応が有意に低下したこ

とが報告されている。この結果を踏まえ、Imamura et al.20）は、ストレスチェック制度で義務付

けられているストレスチェックの実施のみでは労働者のストレス反応の改善には効果的でな

く、職場環境改善を組み合わせて実施することが有効である可能性があると結論づけている。

　ストレスチェック結果の返却方法について、伊藤ら21）は、IT 関連企業に勤務する労働者371

人を対象に、調査票に対する回答からストレス状態やその関連要因、ストレス対処に関する個

別結果、およびアドバイスを即時に表示するWebシステムを用いて結果返却を行った場合の効

果検証を報告している。その結果、このシステムを利用してストレスチェックの結果を返却し

た後は、利用前と比較してストレス対処の特徴への気づきや対処実施意欲が増進したこと、対

処実施意欲は2か月後まで維持されたこと、および意欲の維持が精神的健康度の維持に関連し

たことが確認された。その理由として、様々なストレス要因や状況に遭遇した際に複数の対処

法を臨機応変に使い分けられるよう、個別結果報告書の中に、普段から使えるストレス対処法

のレパートリーを増やしておくことの重要性や、気分転換や視点の転換が、仕事の悩み等によ

るストレス軽減にどのように役立つかを説明するアドバイスを付与し、かつ日常から取り入れ

やすい複数の具体例を提示したことが有効であった可能性を挙げている。

　その他の複合的なアプローチでは、新谷ら22）が、単一食品製造業の全労働者168人（男性134

人、女性34人）を対象に、ストレスチェック実施後に実施した、全社員面談、個々の社員への

ストレスセルフケア研修、および管理監督者研修が、ストレス要因およびストレス反応を改善

する効果について検討している。ストレス要因については、役割葛藤が上昇し、技能活用が低

下していた。ストレス反応については、身体的ストレス反応の改善は見られたが、心理的スト

レス反応の改善は見られなかった。ストレス要因の改善が見られなかった理由として、まだ細

かい業務内容の選別が十分に出来ておらず、そのことが社員の技能も活かしきれていないこと
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に繋がっている可能性が考察されている。

Ⅳ．考察
Ⅳ－1．ストレスチェック制度の実施状況
　本レビューでは、ストレスチェック制度の実施率は、労働者数50人以上の事業場で53%、小

規模事業場で12～56% であった。ただし、浅井らによる調査は2016年12月初旬に実施されてお

り、それ以降実施された数字は盛り込まれていないため、3年間の実施率はこれより高いと思

われる2）。事業場から労働基準監督署への報告を基に作成された厚生労働省によるストレスチ

ェック制度実施状況の報告（2017年）23）によると、ストレスチェック制度の実施義務対象事業

場のうち82.9％の事業場で実施されている。法的義務のない労働者数50人未満の小規模事業場

に勤務する労働者を含む調査では実施率が低く評価される傾向にあるため24）、小規模事業場に

おける実施率の評価には留意が必要であるが、小規模事業場、とくに小規模単独企業における、

実施率の低さは否めない4）。なお、ストレスチェック制度実施状況の報告（2017年）23）では、

業種別の実施率も報告されており、とくに、接客娯楽業や清掃・と畜業での実施率の低さがみ

られている。

　調査された範囲では、ストレスチェックの受検率は50人以上の事業場で90% を超え、50人未

満の事業場でも8割を超える数字が上がっている。職種別では医療職4）、教職員6）での受検率

の低さが伺われた。

　事業場別の事情が反映されると思われるが、高ストレス者は、平均10～15% 抽出されるとし

てよさそうである。しかし医師による面接指導を受けた労働者の割合は一般に低率である。厚

生労働省によるストレスチェック制度実施状況の報告（2017年）23）でも、受検者全体（受検率

は78.0％）のうち、医師による面接指導を受けた労働者は0.6％であった。

　浅井らの労働者対象の調査では、ストレスチェックを受検し、なおかつ職場環境改善が実施

された者の割合は3.3%であった2）。しかし労働者が職場環境改善の実施を認識していない場合

も多いと思われ、過小評価になっている可能性がある。その後の国の調査25）では、50人以上の

事業場で69%、全体で58.3%という実施率が報告されている。同調査では、集団分析を行ってい

る7割強の事業場で、その結果を活用しているとされるが、その内容は不明である。川上らが

全国の事業場を対象として行った調査26）では、ストレスチェック実施後に何らかの職場環境改

善の取り組みが行われた事業場の割合は2016年に37.0%、2017年に44.2％と徐々に増加してい

た。しかし、その内容の多くが「経営層への報告と説明」であり、労働者のストレス低減に効

果があると考えられている「参加型職場環境改善」を行った事業場は、そのうちわずか4～7.5%

であったと報告されている。

　事業場規模別、業種別を含めた実施率、受検率、集団分析の活用内容等は、ストレスチェッ

ク制度を普及させていくうえで重要な指標であり、特に精密な調査が必要と思われる。レビュー

の対象となった文献からは、小規模事業場にストレスチェック制度を普及させていくためには、
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メンタルヘルス推進担当者を選任して事業に当たること4）、定期健康診断と連動させてストレ

スチェックを実施すること5）等の実施上の工夫や、プライバシーへの配慮等、実務上の煩雑さ

や費用負担への対応、助成金制度のさらなる周知を組み入れていく必要性が示唆されていた3）。

Ⅳ－2．ストレスチェックで用いられるツールの有用性・妥当性
　メンタルヘルス指標1，8，12）および仕事関連指標15－17）に対しては、職業性ストレス簡易調査

票の一定の妥当性が示されていた。とくに、高ストレス状態がメンタルヘルス不調に基づく休

職について25％を超える集団寄与危険割合を有することは1）、職業性ストレス簡易調査票によ

りメンタルヘルス不調のハイリスク群が同定できることを支持するものである。ストレスチェ

ック制度の中でのエビデンスの報告はないが、職業性ストレス簡易調査票の回答項目を基に作

成される「仕事のストレス判定図」も、これを利用した職場環境改善の効果が示されている27，28）。

実際に集団分析のツールとして多くの研究で使用されていた。

　一方で、仕事のストレス判定図で把握されないストレス要因（量的負担、仕事のコントロー

ル、仕事上の支援以外の要因）についてはまだ十分に活用の有効性が示されていない。こうし

た項目が、高ストレス状況の把握や職場環境改善等の対策に有効に活用できるかどうか今後の

検討が必要である。たとえば業種によって異なる可能性があるものの、仕事関連要因との間に

関連の示された「自覚的な身体的負担度」「働きがい」「仕事の意義」「仕事の適性」は、対策に

有用な情報を与えてくれる項目の候補となる可能性がある15－17）。実証的な知見を重ねていくこ

とが求められる。

　マニュアル10）に示されている評価基準を用いた職業性ストレス簡易調査票の高ストレス者の

選定（スクリーニング）は有用と思われる8）。しかし、高ストレス判定者のうち重症精神障害

相当の心理的ストレス反応を呈する者は半数以下で、スクリーニング能力に限界がある点を実

施現場でも留意する必要がある。睡眠問題の把握や18）うつ病等の評価尺度19）等の補足的な検査

の組合せや、その他の関連ツールが有用であるかどうかも今後の検証される必要がある。

Ⅳ－3．ストレスチェック制度の効果
Ⅳ－3－⑴ ．労働者に対する定期的な調査の実施と結果返却を通じたメンタルヘルス不

調のリスク低減
　ストレス調査結果を労働者にフィードバックすることによってメンタルヘルス不調のリスク

軽減効果があるかどうかについては、現存のランダム化比較試験の成果からは否定的な結果が

示されている29，30）。しかし、対照群を有さない前後比較試験ではあるが、ITを用いた個別結果

の返却と課題改善のアドバイスでストレス対処の特徴への気づきや対処をする意欲が向上する

ことが報告されている21）。ストレスチェックから間をおかないフィードバックの即時性や助言

内容の妥当性などが有効性に寄与するかどうか、今後検証される必要がある。
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Ⅳ－3－⑵．高ストレス者の選定と医師による面接指導によるメンタルヘルス不調の予防
　ストレスチェック受検後の高ストレス者を対象とする医師による面接指導の効果について

は、実際の研究はない。うつ病をはじめとする精神障害のスクリーニングの有効性を示す研究

は世界的にも少なく、Wang et al. による研究では、スクリーニング後に十分にトレーニングさ

れたソーシャルワーカーや他の専門家によるきわめてインテンシブなケアが行われ、ようやく

効果がみられている31）。わが国におけるストレスチェック制度での医師による面接指導の低い

実施率を合わせて考えると、高ストレス者をターゲットとする本制度においては医師による面

接指導の効果は期待しにくいと思われる。

　現在義務化されている枠組みの中で、ストレスチェック制度の二次予防的な機能に関する有

効性を評価することは難しいが、メンタルヘルス不調に基づく休職リスクが高い高ストレス者

に対して何らかの対策をしていくことは当然求められる。通常の相談窓口を利用したセルフケ

アの推奨、保健師等による予備的な面接32）や適切に専門家につなげられる事後措置の仕組みづ

くり、以上を包含する簡易なマニュアルの作成等のツールの整備が収集された文献からは示唆

されていた。労働者が相談しやすい体制とするためには、労働者から事業者への申し出を含む

医師による面接指導の手続を再検討することも提案されていた。

　ストレスチェック制度と連動させた全社員面談やセルフケア研修22）は、むしろ包括的なメン

タルヘルス対策の枠組みの中で、事業場や産業保健スタッフのキャパシティーに応じて工夫さ

れるものと考えられる。職場のストレス対策については費用対コストの検証も行われているの

で、制度面を見直すに当たっては参考となる33）。

Ⅳ－3－⑶ ．集団分析に基づく職場環境改善（管理監督者教育を含む）による心理的ス
トレス反応の低減

　ストレスチェックの受検と職場環境改善の実施が組み合わさることで労働者の心理的ストレ

ス反応が軽減する可能性が示されている20）。ストレスチェック制度が開始されて以降、ストレ

スチェック結果の集団分析を活用して、労働者のメンタルヘルスに対する効果を検証した研究

はないが、同様の枠組みで、職業性ストレスモデルに基づくストレス調査結果を基に行われた

職場環境改善の効果を検証した研究は蓄積している34－36）。この報告の結果はこれらと一致する

ものである。

　第13次労働災害防止計画では、ストレスチェック結果を集団分析し、その結果を活用する事

業場の割合を60% 以上にすることが目標とされている37）。集団分析結果は、事業場全体を全国

平均と比較しての評価、部署間の比較から、結果を利用した職場環境改善まで、種々のレベル

で活用が可能である。前述したように、ストレスチェック制度における職場環境改善の実施は

一定数の事業場で見られるが、結果に基づく職場環境等の改善にまでつなげている事業場はま

だ少ない。ストレスチェック制度と連動した職場環境等の改善のより一層の普及を目指す必要

があると思われる。現場の実行可能性を高めるための好事例を含めた種々の手法の紹介やマニ
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ュアルの整備など、エビデンスと実務のギャップを埋めるさらなる努力が必要である。

謝辞
　本稿は、令和元年度労災疾病臨床研究事業費補助金「医学的知見に基づく裁量労働を含む長

時間労働者に対する適切な面接指導実施のためのマニュアルの作成に関する研究」（180701-01）

および「ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善の促進を目的とした調査項目

及びその活用方法論の開発」（190501-01）の一部を活用して執筆した。

＜参考文献＞
1） Tsutsumi A, Shimazu A, Eguchi H, Inoue A, Kawakami N. A Japanese Stress Check Program 

screening tool predicts employee long-term sickness absence: a prospective study. J Occup Health. 

2018; 60: 55-63.

2） 浅井裕美，今村幸太郎，堤明純ほか．ストレスチェック制度施行開始1年度の実施状況，有用性およ

び課題 労働者へのインターネット調査．産業ストレス研究．2018; 25: 257-271.

3） 武石容子 松本吉郎，松本雅彦，須田健夫．小規模事業場におけるストレスチェックの現状．埼玉県医

学会雑誌．2017; 52: 63-68

4） 斉藤政彦，中元健吾，和田晴美，西谷直子，山本楯．小規模事業場におけるストレスチェック制度へ

の取り組み状況と課題．産業衛生学雑誌．2019; 61: 1-8

5） 石丸知宏，服部理裕，永田昌子，桑原恵介，渡邊聖二，森晃爾．ストレスチェックの受検に関連する

因子　定期健康診断と同時期に実施することを中心とした検討．日本衛生学雑誌．2018; 73: 235-240.

6） 村谷博美．中村産業学園の従業員を対象にした初回ストレスチェック．九州産業大学健康・スポーツ

科学研究．2017; 19: 19-27.

7） 中谷素子．2016と17年度の高ストレス者の変化からみた職場環境改善の必要性．松仁会医学誌．2017; 

56: 72-81.

8） Tsutsumi A, Inoue A, Eguchi H. How accurately does the Brief Job Stress Questionnaire identify 

workers with or without potential psychological distress? J Occup Health. 2017; 59: 356-360.

9） 下光輝一，原谷隆史，中村賢ほか．職業性ストレス簡易調査票の信頼性の検討と基準値の設定 労働省

平成11年度「作業関連疾患の予防に関する研究」労働の場におけるストレス及びその健康影響に関す

る研究報告書．2000; 126-138.

10） 厚生労働省．労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度実施マニュアル．2015.

11） 和田耕治，小川真規，小森友貴．関東地方の医療機関における産業保健活動に関する研究（2017年）．

日本医師会雑誌．2018; 146: 2536-2541．

12） 足立勝宣，井奈波良一．職業性ストレス簡易調査票による心身のストレス反応の合計点を用いた高ス

トレス者の選定基準と抑うつ尺度 CES-D との相関性についての検証．日本職業・災害医学会会誌．

2018; 66: 33-39.

13） Kessler RC, Andrews G, Colpe LJ, et al. Short screening scales to monitor population prevalences and 

trends in non-specific psychological distress. Psychol Med. 2002; 32: 959-976. 

14） Furukawa TA, Kawakami N, Saitoh M, et al. The performance of the Japanese version of the K6 and 

－244－



K10 in the World Mental Health Survey Japan. Int J Methods Psychiatr Res. 2008; 17: 152-158.

15） 高原龍二．ストレスチェックによる退職予測モデル．対人社会心理学研究．2018; 18: 1-9.

16） 足立勝宣．ワーク・エンゲイジメントの実現に必要な要因に関する仕事の満足度の観点からの検討．

日本精神科看護学術集会誌．2017; 60: 362-366.

17） 樋口善之，泉博之，藤木通弘ほか．職場におけるストレスチェックにおいて特に注意すべき項目は何

か　4年間のフォローアップスタディにおける職務適応能力悪化との関連より．産業保健人間工学研究．

2015; 17: 29-32.

18） 志村哲祥，田中倫子，岬昇平ほか．睡眠はストレスチェックの結果に大きな影響を与える．精神医学．

2018; 60: 783-791.

19） 伊藤英樹．うつ病評価尺度（Ji テスト）の開発　統計的解析とストレスチェック制度への展望．心身

医学．2017; 57: 944-954.

20） Imamura K, Asai Y, Watanabe K, et al. Effect of the National Stress Check Program on mental health 

among workers in Japan: a 1-year retrospective cohort study. J Occup Health. 2018; 60: 298-306.

21） 伊藤桜子，山本晴義，津田彰．Web によるストレスチェックシステム Mental-Rosai Ⅱのセルフケア

支援効果の検討．日本職業・災害医学会会誌．2016; 64: 54-65.

22） 新谷奈苗，永岡裕康，新谷昌也．ストレスチェック後の Follow-up の効果　全社員面談、ストレス研

修などを実施して．産業保健人間工学研究．2018; 20: 25-28.

23） 厚生労働省．ストレスチェックを活用して働きやすい職場づくりを．労働基準局安全衛生部 : 毛利正 ;  

7/26/2017. https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000172107.html （6/14/2019）

24） 今村幸太郎，川上憲人.【ストレスチェック制度─現状と課題】ストレスチェック制度の1年目の現状

と課題，効果評価．医学のあゆみ．2017; 263: 230-233.

25） 厚生労働省．2017年労働安全衛生調査．平成29年「労働安全衛生調査（実態調査）」の概況 https://

www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/h29-46-50_kekka-gaiyo01.pdf. 2017

26） 川上憲人．厚生労働省厚生労働科学研究費補助金 労働安全衛生総合研究事業「ストレスチェック制度

による労働者のメンタルヘルス不調の予防と職場環境 改善効果に関する研究」平成28年度総括・分担

研究報告書．2017 

27） Kobayashi Y, Kaneyoshi A, Yokota A, Kawakami N. Effects of a worker participatory program for 

improving work environments on job stressors and mental health among workers: a controlled trial. J 

Occup Health. 2008;50（6）:455-470.

28） Tsutsumi A, Nagami M, Yoshikawa T, Kogi K, Kawakami N. Participatory intervention for workplace 

improvements on mental health and job performance among blue-collar workers: a cluster randomized 

controlled trial. J Occup Environ Med. 2009;51（5）:554-563. 

29） Kawakami N, Haratani T, Iwata N, et al. Effects of mailed advice on stress reduction among employees 

in Japan: a randomized controlled trial. Industrial Health. 1999;37（2）:237-242.

30） Ketelaar SM, Nieuwenhuijsen K, Gärtner FR, et al. Effect of an E-mental health approach to workers’ 

health surveillance versus control group on work functioning of hospital employees: a cluster-RCT. 

PLoS One 2013; 8（9）: e72546.

31） Wang PS, Simon GE, Avorn J, et al. Telephone screening, outreach, and care management for 

depressed workers and impact on clinical and work productivity outcomes: a randomized controlled 

－245－



trial. JAMA. 2007;298（12）:1401-1411.

32） 増澤清美，小林寿子，佐野麻里子ほか．産業看護職によるストレスチェック後の保健面接におけるア

セスメント項目と判断プロセスの検討．日本産業看護学会誌．2018; 5（1）: 1-7.

33） 吉村健佑，川上憲人，堤明純ほか．日本における職場でのメンタルヘルスの第一次予防対策に関する

費用便益分析．産業衛生学雑誌．2013; 55（1）: 11-24.

34） Egan M, Bambra C, Thomas S, et al. The psychosocial and health effects of workplace reorganisation. 

1. A systematic review of organisational-level interventions that aim to increase employee control. J

Epidemiol Community Health. 2007; 61（11）: 945-54.

35） Lamontagne AD, Keegel T, Louie AM, et al. A systematic review of the job-stress intervention 

evaluation literature, 1990-2005. Int J Occup Environ Health. 2007; 13（3）: 268-280.

36） Montano D, Hoven H, Siegrist J. Effects of organisational-level interventions at work on employees’

health: a systematic review. BMC Public Health. 2014; 14: 135.

37） 厚生労働省．第13次労働災害防止計画（2018年度～2022年度）https://www.mhlw.go.jp/file/06-

Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000197927.pdf. 2018. 

－246－



RESEARCH ARTICLE Open Access

Occupational stress and the risk of
turnover: a large prospective cohort study
of employees in Japan
Yuko Kachi1* , Akiomi Inoue1, Hisashi Eguchi1, Norito Kawakami2, Akihito Shimazu3 and Akizumi Tsutsumi1

Abstract

Background: Although several studies have examined the association between occupational stress and turnover,
these studies relied on cross-sectional designs, subjects’ self-report, healthcare workforce, or small sample sizes. This
study aimed to confirm whether occupational stress increases the risk of turnover in a large-scale prospective
cohort study using actual turnover data from company records.

Methods: The participants were 3892 male and 5765 female employees aged 20–49 years in a financial service
company. We followed them from October 2012 until April 1, 2016 and used company records to identify
employees who resigned. We identified employees with high and low stress using the Brief Job Stress
Questionnaire. Hazard ratios for turnover in high-stress employees were estimated using Cox proportional hazards
models, and population attributable risks were calculated separately for men and women.

Results: During 11,475,862 person-days, 122 men and 760 women resigned. After adjustment for age, length of
service, job type, and position, the hazard ratios (95% confidence intervals) for turnover in high-stress employees
were 2.86 (1.74–4.68) for men and 1.52 (1.29–1.78) for women. The corresponding population attributable risks for
high stress were 8.2% for men and 8.3% for women. The component scores, i.e., job stressors, psychological/
physical stress response, workplace social support, and job strain (the combination of high job demands and low
job control) were also significantly associated with turnover (p < 0.05).

Conclusions: Occupational stress increases the risk of actual turnover. Measures to prevent occupational stress may
be useful to prevent employee turnover.

Keywords: Occupational stress, Turnover, Workers, Administrative data

Background
Employee turnover is a serious issue faced by many organi-
zations worldwide. Not only is turnover costly in terms of
recruiting and training new employees [1], but it can also be
costly in terms of reduction in profits through reduced team
performance and service levels [2–4]. Preventing turnover is
a critical management issue. In some cases, turnover is also
costly for workers, as they give up career or interpersonal
connections at their previous place of employment [5].
Several studies have reported that occupational stress

increases the risk of turnover. However, most studies did

not investigate actual turnover, but instead addressed
turnover intentions [6]. Further, even studies that
tracked actual turnover [7–17] relied on subjects’
recalled self-report [8–11, 13, 14, 17], not by administra-
tive data, which limit the reliability of the data obtained.
In addition, more than half of these studies that tracked
actual turnover targeted healthcare workers [11–16],
whose turnover rates are notoriously high due to its
workforce shortage in many developed countries [6].
Further studies in the sector other than health care are
needed. Finally, their sample size was comparatively
small (less than 1000) [8, 9, 11–14, 16].
In Japan, the turnover rate has been comparatively low

due to unique labor market characteristics [18, 19].
Japan has relied on life-time employment for a long time
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until 1990s, and then rapidly changed into a contract-
based labor market after an economic recession, while
labor market mobility remained less flexible. Thus,
Japanese workers, particularly male permanent workers
with a breadwinner role, tend not to leave the company
unless for some extraordinary reason [20]. We aimed to
investigate the association between occupational stress
and actual turnover via a large-scale prospective cohort
study. Towards this goal, we used actual turnover data
from the human resources records of employees in a
company.

Methods
Study design and setting
We conducted a prospective cohort study using human
resources records of employees in a financial services
company listed on the major stock exchange market.
This company conducts a stress check examination an-
nually to maintain and improve employees’ health and
safety since 2010.

Participants
The participants were male and female employees aged
20–49 years in a financial service company. Of the 16,
086 employees eligible for the stress check examination
(Fig. 1), 13,792 employees completed the BJSQ between
October 2012 and November 2012, yielding a response
rate of 85.7%. At baseline, we excluded 4049 employees
aged 50 and older because they might leave due to
(early) retirement during follow-up. We also excluded
70 employees who had a disease history according to

past sick pay records (mental disorder, musculoskeletal
disorder, cardiovascular diseases, and cerebrovascular
diseases) because they might leave due to relapse. Fur-
ther, we excluded 2 employees with missing gender data,
and 14 employees with unknown job type. Thus, a total
of 9657 employees (3892 men, 5765 women; aged 20–
49 years) were followed until April 1, 2016. The com-
pany provided anonymous data. Informed consent was
obtained from participants using the opt-out method.

Variables
Outcome
We identified the employees’ turnover date using the
human resources records of employees in a company.
Generally, employee turnover refers to the voluntary or
involuntary departure of employees from their organiza-
tions [21]. Voluntary turnover is initiated by the em-
ployee’s own ambitions or dissatisfaction with work and
employment conditions, while involuntary turnover is
initiated by the organization (e.g., layoffs and dismissals)
[21]. All turnover cases in this study were voluntary.

Stress profile
We used the construct of occupational stress adopted by
The Stress Check Program, which is a new occupational
health policy launched by the Japanese government on
December 1, 2015. This policy targets the primary pre-
vention of mental health problems by annually monitor-
ing and screening workers with high stress at the
workplace and is mandatory for workplaces with 50 or
more employees [22].

Fig. 1 Recruitment and follow-up flow diagram
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The occupational stress adopted by the Stress Check Pro-
gram manual include the following three components: (1)
job stressors, (2) stress responses, and (3) social supports
[23]. Although each workplace can choose any question-
naire to assess these three components, the Stress Check
Program manual recommends using the Brief Job Stress
Questionnaire (BJSQ). The BJSQ is a 57-item questionnaire
that assesses job stressors, stress responses, and social sup-
ports as buffering factors based on the NIOSH Job Stress
Model [24, 25]. This questionnaire assesses nine aspects of
job stressors: quantitative job overload (three items), quali-
tative job overload (three items), physical demands (one
item), job control (three items), skill utilization (one item),
interpersonal conflict (three items), poor physical environ-
ment (one item), suitable jobs (one item), and meaningful-
ness of work (one item). The items for job control, skill
utilization, suitable jobs, and meaningfulness of work were
reversed items. Stress response included the following six
aspects: vigor (three items), irritation (three items), fatigue
(three items), anxiety (three items), depression (six items),
and physical complaints (11 items). Social supports in-
cluded the following three supports: supervisor support
(three items), coworker support (three items), and support
from family and friends (three items). This questionnaire
also assesses job satisfaction and life satisfaction (one item
for each). The answers were provided on a four-point
Likert scale (1 =Not at all, 2 = Somewhat, 3 =Moderately
so, and 4 =Very much so for job stressors; 1 =Almost never,
2 = Sometimes, 3 =Often, and 4 =Almost always for stress
responses; and 1 =Not at all, 2 = Somewhat, 3 =Very much,
and 4 = Extremely for social supports). Cronbach’s α coeffi-
cients were 0.74, 0.69, 0.94, and 0.87 for the job demand,
job control, stress response, and social support scale, re-
spectively. All BJSQ scales have been proven to have ac-
ceptable or high levels of internal consistency reliability and
factor-based validity [24].
The Stress Check Program manual proposes criteria

for defining high-stress employees based on the BJSQ
[22]. The NIOSH Job Stress model postulates job
stressors are treated as predictors, stress responses as
mediators, and social supports as effect modifiers. How-
ever, in our study, according to the instruction of the
Stress Check Program, we constructed ‘high stress’ based
on the combination of the three components (job
stressors, stress responses, and social support). High
stress is defined as the higher level of stress response
(criterion A) or having a moderate level of stress re-
sponse, together with having higher job stressors or
lower workplace social support (criterion B). To calcu-
late the score of job stressor, we simply summed the
subscale scores of quantitative job overload, qualitative
job overload, physical demands, job control, skill
utilization, interpersonal conflict, poor physical environ-
ment, suitable jobs, and meaningfulness of work. In a

similar way, the scores of stress response and social sup-
port were calculated. The scores for stress response and
the sum of job stressor and social support ranged from
29 to 116 and from 26 to 104, respectively. The cutoff
points proposed by the Stress Check Program manual
were 77 for the stress response score (criterion A), 76
for the job stressor and social support score, and 63 for
the stress response score (criterion B). The criteria have
been proven to show good predictive validity for sick-
ness absence [26].

Covariates
Covariates included gender, age (20–29, 30–39, and 40–
49 years), length of service (0–4, 5–9, ≥10 years), job type
(sales, complaint service, or administrative), and position
(staff, manager, or temporary employee).

Statistical analysis
We analyzed data separately for men and women be-
cause of significant difference in job type and position
between genders. First, the baseline characteristics were
described as numbers (percentage) and were compared
between high-stress employees and others using chi-
square tests. Second, a Kaplan-Meier curve was gener-
ated to compare the cumulative incidences of turnover
between high-stress employees and others. Third, Cox’s
proportional hazard regression analysis was used to in-
vestigate the association between stress profiles and on-
set of turnover. Hazard ratios (HRs) were estimated first
after adjusting for age, and then additionally adjusting
for length of service, job type, and position. Finally, we
estimated the population-attributable risk (PAR) for high
stress. The PAR is the fraction of all cases of turnover in
a population due to exposure to occupational stress. The
PAR percent was calculated as: (HR-1)*p/(1 + [HR-1]*p),
where p is the prevalence of high stress in the total
population at baseline and HR is the hazard ratio for in-
cident turnover for high stress versus others. We ad-
justed the PAR estimates for covariates in a similar way
to the corresponding Cox models for HRs.
We also conducted three sensitivity analyses. First, we

separately tested the stress profiles defined by criteria A
and B. Second, we tested the association between occu-
pational stress and onset of turnover using each score
for psychological and physical stress response (range 29
to 116), job stressors (17 to 68), and workplace social
support (9 to 36) as predictors instead of the stress pro-
files defined by the Stress Check Program manual. Fi-
nally, we evaluated occupational stress by the job
demands-control (JDC) model [27] for comparison with
previous studies using the JDC model [8, 9, 12]. This
model explains occupational stress as an interaction be-
tween job demands and job control such that the stron-
gest physiological responses are expected in situations
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involving high job demands and low job control [27].
Job demands and job control were measured by quanti-
tative job overload and job control subscales of the
BJSQ, respectively. Each subscale score ranged 3 to 12.
Job strain was defined according to a procedure often
used in other studies; individuals in the upper quartile of
a job strain ratio (demand score divided by control
score) are defined as being exposed [28]. We then tested
the association between job strain and onset of turnover.
All statistical tests were two-sided, with a 5% signifi-
cance level. All analyses were conducted using SAS ver-
sion 9.3 for Windows (SAS Inc., Cary, NC, USA).

Results
Table 1 shows the baseline characteristics by stress pro-
files. High-stress was prevalent in 4.8% of male em-
ployees. Male high-stress employees were older and less
likely to be a manager compared to other employees.
Meanwhile, high-stress employees was prevalent in
17.5% of female employees. Female high-stress em-
ployees were older, had worked in the company for a
longer period, and more likely to work in complaint ser-
vice sectors.
During 11,475,862 person-days, 122 men and 760

women left the company. The Kaplan-Meier plots
showed high-stress employees were more likely to leave
the company than others for both men and women
(Fig. 2). The progression of turnover was more constant
among women than men.

Table 2 shows the results of Cox’s proportional hazard
regression analysis and PAR for high stress. The age-
adjusted HR for incident turnover in high-stress men
showed a 4-fold higher risk. After additional adjustment
for length of service, job type, and position, the risk for
men decreased to 2.86 (95% confidence interval [CI]:
1.74–4.68). The age-adjusted HR in high-stress women
was 1.54. The HR for women did not change after ad-
justment of all covariates (HR: 1.52, 95% CI: 1.29–1.78).
PAR for high stress that was calculated with the ob-
served HR of fully-adjusted model was 8.2% for men and
8.3% for women.
The prevalence of high-stress as defined by criterion A

was 3.8% for men and 15.9% for women. Meanwhile, its
prevalence as defined by criterion B was 2.0% for men
and 6.1% for women. We found almost the same level of
HRs and PARs for criterion A as for high stress defined
by a combination of criteria A and B. However, the level
of HRs and PARs for criterion B was lower than that for
high stress defined by a combination of criteria A and B
(Table 3).
In the fully-adjusted analyses where each score of psy-

chological and physical stress response, job stressor, and
workplace social support was entered separately, the HR
of incident turnover was statistically significant for each
of these predictors both among men and women.
Among men, the HR per 1-point increase of the score
was 1.06 (95% CI: 1.03–1.09) for psychological and phys-
ical stress response, 1.03 (95% CI: 1.02–1.04) for job

Table 1 Baseline characteristics by gender and stress profiles as defined by the Brief Job Stress Questionnaire

Men (n = 3892) Women (n = 5765)

High stress Others p-value High stress Others p-value

No. of participants 187 3705 1007 4758

Age, years

20–29 25 (13.4) 748 (20.2) 0.004 477 (47.4) 2482 (52.2) 0.005

30–39 72 (38.5) 1042 (28.1) 291 (28.9) 1339 (28.1)

40–49 90 (48.1) 1915 (51.7) 239 (23.7) 937 (19.7)

Length of service, years

0–4 31 (16.6) 596 (16.1) 0.221 375 (37.2) 1969 (41.4) 0.018

5–9 36 (19.3) 548 (14.8) 316 (31.4) 1306 (27.5)

≥ 10 120 (64.2) 2561 (69.1) 316 (31.4) 1483 (31.2)

Job type

Sales 93 (49.7) 2130 (57.5) 0.097 510 (50.7) 2644 (55.6) < 0.001

Claims service 42 (22.5) 662 (17.9) 378 (37.5) 1251 (26.3)

Administrative 52 (27.8) 913 (24.6) 119 (11.8) 863 (18.1)

Position

Staff 132 (70.6) 2231 (60.2) < 0.001 922 (91.6) 4436 (93.2) 0.007

Manager 39 (20.9) 1413 (38.1) 4 (0.4) 45 (1.0)

Temporary employee 16 (8.6) 61 (1.7) 81 (8.0) 277 (5.8)

Values are presented as n (%). Variables were compared using chi-square tests
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Fig. 2 Cumulative hazard risks for turnover in (a) high-stress men and (b) high-stress women

Table 2 Associations between stress profiles as defined by the Brief Job Stress Questionnaire (BJSQ) and the incidence of turnover

Person-
days

Cases Rate/
1000person-
days

HR (95% CI)

Crude model Age-adjusted modela Fully-adjusted modelb %PARc

Men (n = 3892)

High stress 222,908 21 0.09 4.25 (2.65, 6.80)* 4.37 (2.72, 7.00)* 2.86 (1.74, 4.68)* 8.2%

Others 4,591,544 101 0.02 1.00 1.00 1.00

Women (n = 5765)

High stress 1,124,502 195 0.17 1.45 (1.24, 1.70)* 1.54 (1.32, 1.81)* 1.52 (1.29, 1.78)* 8.3%

Others 5,536,908 665 0.12 1.00 1.00 1.00

HR Hazard ratio; CI confidence interval; PAR Population-attributable risk. *p < 0.05
aAdjusted for age
bAdjusted for age, length of service, job type, and position
cPAR was calculated with the observed HR of fully-adjusted model
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stressors, and 1.08 (95% CI: 1.04–1.12) for lack of work-
place social support. Among women, the HR per score
unit was 1.03 (95% CI: 1.02–1.05) for psychological and
physical stress response, 1.01 (95% CI: 1.01–1.02) for job
stressors, and 1.01 (95% CI: 1.00–1.02) for lack of work-
place social support.
When job strain was entered as a predictor in the

fully-adjusted model, the HR of incident turnover was
statistically significant for job strain both among men
(HR: 1.55, 95% CI: 1.06–2.27) and women (HR: 1.29,
95% CI: 1.12–1.50).

Discussion
This cohort study showed significant prospective associa-
tions between occupational stress and actual turnover in a
Japanese working population, where the job mobility is
markedly less frequent than that in Western countries. Male
and female high-stress employees had approximately 3 times
higher and 1.5 times higher risk of turnover, respectively,
compared with their low-stress counterparts. Although the
magnitude of the effect of high stress on turnover was
smaller in women than in men, the impact of high stress in
this population (i.e., the size of the PAR) was almost similar
(8%) between genders because the high stress was more
prevalent in women (17.5%) than in men (4.8%).
Similar results from previous studies conducted in

China and European countries, including Denmark, the
Netherlands, and Sweden, were obtained despite

differences in social and cultural contexts. These studies
indicated that adverse psychosocial work environment
evaluated according to workplace bullying, the JDC
model [27], and the effort-reward imbalance model [29]
and stress responses such as depression and anxiety
were associated with the incidence of turnover [7–17,
30]. We expanded the generalizability of these findings
by using administrative outcome data and recruiting a
general worker population whose turnover rate was
comparatively low.
Our results from supplemental analyses based on the

JDC model confirmed that job strain was associated with
the incidence of turnover, consistent with a previous
study [8]. However, the magnitude of HR for high stress
was higher than that for job strain both among men and
women. This suggests that the combination of job
stressors and stress response may be more predictive of
turnover than limited job stressors only.
Our study also illustrated gender differences in the

magnitude of the effect of high stress on turnover, and
the HR was smaller for women than men. Such gender
differences have been found in previous studies [8]. This
may be due to the social norms of gender roles, that is,
men as breadwinner and women as caregiver. Some
women may leave the company due to family roles such
as housekeeping and childrearing [31]. Thus, the associ-
ation between occupational stress and turnover may
have been weaker among women than among men.

Table 3 Associations between stress profiles based on criterion A or B and the incidence of turnover

HR (95% CI)

Crude model Age-adjusted modela Fully-adjusted modelb %PARc

Criterion Ae

Men (n = 3892)

High stress 4.80 (2.94, 7.83)* 4.94 (3.02, 8.07)* 3.32 (1.99, 5.56)* 8.1%

Others 1.00 1.00 1.00

Women (n = 5765)

High stress 1.50 (1.27, 1.76)* 1.57 (1.33, 1.84)* 1.54 (1.31, 1.82)* 7.9%

Others 1.00 1.00 1.00

Criterion Be

Men (n = 3892)

High stress 3.13 (1.46, 6.72)* 3.26 (1.52, 7.00)* 1.95 (0.89, 4.26)* 1.9%

Others 1.00 1.00 1.00

Women (n = 5765)

High stress 1.22 (0.93, 1.58) 1.45 (1.11, 1.88)* 1.39 (1.07, 1.80)* 2.3%

Others 1.00 1.00 1.00

HR Hazard ratio; CI confidence interval; PAR Population-attributable risk. *p < 0.05
aAdjusted for age
bAdjusted for age, length of service, job type, and position
cPAR was calculated with the observed HR of fully-adjusted model
eCriterion A is defined as the highest level of stress response as measured via the Brief Job Stress Questionnaire (cutoff 77) and criterion B is defined as a
moderate or higher level of stress response (cutoff 63), along with having the highest job stressors (or lowest social support in the workplace) (cutoff 76),
according to the Stress Check Program manual. It should be noted that there is overlap in the distribution of criteria A and B
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Men were less likely to leave the company than women,
which might reflect the still prevailing Japanese male-
breadwinner model [20]. Turnover rates spiked during the
first 2 years then plateaued among men, whereas the pro-
gression was constant among women. The different pat-
terns of the turnover may be due to the difference in job
types between genders. Most men worked as sales
personnel selling insurance, while more women were en-
gaged in the complaint service department of the insurance
company. Compared to the complaint service department
where the work is more predictable and fixed, sales is more
flexible and the job responsibilities are likely to change ac-
cording to the customers and the insurance products, and
the stress level may have changed during the follow-up.
Our study suggested that reducing occupational stress

could help prevent turnover. Previous studies suggested
that improving the work environment and providing stress
management skills to high-stress workers effectively re-
duce occupational stress [32–34]. Thus, organizations
should consider improving the work environment and
providing stress management training to prevent turnover
[32]. However, unmeasured other factors, probably includ-
ing management style, career advancement, and pay/bene-
fits [6], should also be considered to prevent turnover.
This study has some limitations. First, our study was

based on a convenient sample, which mainly comprised
white-collar workers engaged in sales, complaint service,
and administration of a financial company. Thus, the
generalizability of the results is limited. Second, we
lacked data on potential confounders such as working
hours and work-life balance. Third, although all turnover
cases in this study was voluntary turnover, we lacked
data on the reasons for turnover. Despite these limita-
tions, our study had several important strengths, includ-
ing its large sample size, the use of actual turnover data
from company records, and longitudinal design. In
addition, our study shows that the criteria for defining
high stress set by the Stress Check Program manual have
an advantage in that it is simple and practical for identi-
fying individuals at risk of turnover.

Conclusions
The results of this cohort study indicate that occupational
stress is associated with a higher risk of turnover among
both male and female Japanese employees. Future studies
should replicate this association in other population and
examine the effectiveness of reducing occupational stress
on turnover reduction among employees.
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Abstract: Although the eudemonic perspective seems to be a promising in considering vocational 
identity among working population, well-being at work has been discussed primarily in terms of 
subjective/hedonic well-being. This study aimed to develop a new tool to measure eudemonic well-
being at work (The University of Tokyo Occupational Mental Health [TOMH] well-being 24 scale)
and investigate its validity in a collectivist culture. Two online surveys were conducted with a total 
of 1,760 workers in Japan. We created 89 potential items from existing scales. An exploratory factor 
analysis indicated eight factors for the dimensions of measurement. After item selection based on 
item response theory, the factor structure with three items from each of the eight dimensions indi-
cated an excellent fit for another sample. Cronbach’s α and intra-class coefficients ranged from 0.671 
to 0.845. The scores of the tool were more strongly associated with subjective well-being in the work 
context rather than well-being in general. In addition, the participants in the group demonstrating 
a higher risk for mental illness and a more stressful work environment indicated significantly lower 
scores, even after adjusting for general eudemonic well-being. The new measurement may be useful 
both for academic and practical applications for measuring eudemonic well-being at work, inde-
pendent from general eudemonic well-being.

Key words: Scale development, Psychometry, Item response theory, Eudemonia, Workers

Introduction

Well-being has been a central concept for promoting 
health and positive psychology in recent years. Its impor-
tance is recognized not only in psychological and health 
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fields, but also in economics, sociology, management, and 
education1, 2). Well-being has critically different traits from 
the absence of negative factors3), having independent im-
pacts on health and mortality4, 5). For working populations, 
well-being is also an indispensable indicator of positive 
association with human capital and productivity6).

There are two main conceptual types of well-being: 
hedonic and eudemonic7, 8). The former refers to emotional 
aspects of positive psychology. One of the famous theories 
in this type of well-being, theory of subjective well-being 
(SWB), suggested three dimensions of well-being: pleas-
ant affect, unpleasant affect, and life satisfaction9). SWB is 
defined as a person’s cognitive and affective evaluations of 
his or her life as a whole, including emotional reactions to 
events and cognitive judgements of satisfaction and fulfill-
ment10). High levels of subjective well-being are beneficial 
in lowering morbidity, decreasing symptoms and pain, 
and increasing longevity11). The latter type of well-being 
focuses on elements of a “good” or valuable life, such 
as purpose, growth, and meaning. The most well-known 
example of this type of well-being is psychological well-
being (PWB), a theory developed by Ryff12) indicating 
six dimensions of eudemonic well-being: autonomy, 
environmental mastery, personal growth, positive rela-
tions with others, purpose in life, and self-acceptance. 
PWB has deeper philosophical roots and captures the 
essence of ancient Greek imperatives: to know yourself 
and to become what you are12). While these two types of 
well-being are correlated, their functions for health and 
productive outcomes differ2, 13). For instance, Straume and 
Vitterø13) reviewed functional differences between SWB 
and PWB, arguing that they are based on different groups 
of emotions: “pleasure” and “interest,” respectively. They 
also reported that the former group of emotions is strongly 
correlated with happiness and satisfaction while the latter 
is strongly correlated with engagement, involvement, and 
inspiration. These findings suggest that SWB and PWB 
play different roles in regulating behaviors and have dif-
ferent antecedents and outcomes.

Practice and research for well-being in various domains 
and contexts (e.g., school, home, workplace) have become 
more common14). For example, concepts of positive 
psychology for children and adolescents require a devel-
opmental perspective and unique aspects15). It is reason-
able to consider unique structures and outcomes of well-
being among children and adolescents since they may be 
more sensitive to adaptation in school life and academic 
evaluation, rather than to life in general. Among the work-
ing population, domain-specific concepts of well-being 

(i.e., well-being at work) are also applicable and useful 
as a major determinant of work-related outcomes such as 
productivity6). A recent review on positive psychology at 
work16) indicated various positive concepts at work such 
as commitment, engagement, resilience, psychological 
capital, positive teamwork, and leadership. Some of them 
could be re-conceptualized as unique factors of well-being 
at work.

Unfortunately, well-being at work has been discussed 
primarily in subjective/hedonic terms and eudemonic well-
being has rarely been investigated. Previous studies have 
noted that well-being at work consists of emotional (e.g., 
positive affect at work) and cognitive (e.g., job satisfac-
tion) components17, 18), which are both included in subjec-
tive well-being. Indeed, many psychosocial intervention 
studies in work-related settings have adopted positive 
affect or job satisfaction as notable outcomes of well-
being19–22). The eudemonic perspective in working lives 
seems to be more important and useful than the subjective/
hedonic perspective when considering vocational identity, 
career attainment, and relationships with co-workers. A 
previous study revealed that falling short of early career 
goals was associated with increased symptoms of depres-
sion and lower levels of life purpose23). Another study 
indicated that scores on life purpose, personal growth, 
self-acceptance, and environmental mastery were as-
sociated with career commitment and work-personality 
development24). Enhancing eudemonic well-being is also 
attractive for employers, in terms of less frequent and 
more fully solved conflicts, loyalty, civility, and increases 
in innovation at the workplace1). Therefore, creating a 
concept for eudemonic well-being at work and developing 
tools for measurement are both important objectives.

There are several previous studies that have integrated 
both subjective/hedonic and eudemonic well-being at 
work25–27) and attempted to develop measurements for 
eudemonic well-being at work1, 28, 29). The integrated mod-
els of well-being at work, for example, the one by Lent 
and Brown26, 27), have suggested social cognitive career 
theory to try unifying theoretical perspective on SWB and 
PWB. In this model, eudemonic processes serve as key 
routes by which people achieve and sustain hedonic well-
being27). The measurements for eudemonic well-being at 
work, for example, a recent study conducted in the US29), 
suggests a new conceptualization for meaning-based 
job-related well-being beyond job satisfaction. Czerw1) 
conducted a large validation study in Poland to develop a 
scale for eudemonic well-being in the workplace context 
and proposed a scale consisting of 43 items within 4 

－256－



MEASURING EUDEMONIC WELL-BEING AT WORK 109

dimensions: positive organization, positive relations with 
co-workers, contribution to the organization, and fit and 
development. However, conceptualization for eudemonic 
well-being at work is still not enough. Across differing 
cultural contexts, we should accumulate findings regarding 
structures, correlations, and similarities and differences in 
comparison to general eudemonic well-being in working 
populations. Previous studies suggested that evaluation 
and predictors for well-being were different between 
people in individualist and collectivist nations because 
collectivist cultures give priority to in-group, define the 
self in relational terms, and sacrifice positive emotions 
for the achievement of important goals14, 30). In addition, 
psychometric properties (i.e., reliability and validity), 
and interpretability for using the proposed measurements 
should be investigated since previous studies did not check 
for all aspects of these properties. Furthermore, consider-
ing practical use in workplace settings, scales with fewer 
items will be feasible.

This study aimed to develop a new measurement for 
eudemonic well-being at work (The University of Tokyo 
Occupational Mental Health [TOMH] well-being 24 scale) 
and investigate its structural validity, internal consistency, 
test-retest reliability, and convergent/known-groups 
validity. We conducted an exploratory examination of 
the factor structures of eudemonic well-being at work in 
Japan, which is predominated by a collectivist culture. We 
applied item response theory (IRT) to items and selected 
only three from each of the eight dimensions, with excel-
lent performance for discrimination and difficulty. The 
developed scale is useful in both academic and practical 
terms owing to its confirmed psychometric properties and 
limited number of items. We hypothesized that the struc-
tures of the new measurement would overlap with those of 
general eudemonic well-being (i.e., six dimensions) and 
those of the previous study for well-being at work1), but 
also include specific new dimensions because Japanese 
workers would place more emphasis on interdependence 
and sacrifice of positive aspects. The new measurement 
has good internal consistency (Cronbach’s α ≥0.70) and 
test-retest reliability (intra-class correlation coefficient, 
ICC ≥0.70). Since the concepts of eudemonic well-being 
at work would overlap with general eudemonic and sub-
jective/hedonic well-being, sufficient convergent validity 
(Pearson’s r ≥0.50) would be observed. In addition, higher 
correlations would be observed with job satisfaction than 
those with life satisfaction because the new measurement 
would focus more on the workplace context. Scores of the 
measurement would be significantly different by known-

groups (i.e., levels of psychological distress, job stressors), 
even after adjusting for general eudemonic well-being. 
According to previous findings, workers classified as 
high risk for mental illness and a stressful environment 
at work—that is, people who experience higher levels 
of psychological distress, higher job strain, lower social 
support—would show significantly lower scores on this 
measurement.

Subjects and Methods

Study design
This was a validation study of a measurement tool 

comprising two online surveys. The first survey (Survey 
1) was conducted in February 2018 and the second survey 
(Survey 2) was conducted in February 2019. Survey 1 was 
consisted of a baseline survey and a two-week follow-up 
to explore the initial factor structure, item characteristics, 
internal consistency, test-retest reliability, and convergent/
known-groups validity. Survey 2 was conducted to collect 
additional participants to confirm cross-validity for the 
factor structure by confirmatory factor analysis (CFA). The 
study protocol was approved by the ethics committee of 
the Graduate School of Medicine and the Faculty of Medi-
cine, The University of Tokyo (No. 11242-(4)). This article 
was written according to the standard of development of 
measurement, Consensus-based Standards for the Selec-
tion of Health Measurement Instruments (COSMIN)31). 
The properties of the measurement (i.e., reliability and 
validity) were reported according to the COSMIN Risk-of-
Bias checklist31).

Participants
For Survey 1, a total of 1,030 workers who lived in 

all prefectures in Japan were recruited from registered 
respondents of an Internet survey company32). The sur-
vey company had access to a sample of over 2,000,000 
participants in Japan and asked them to complete a self-
reported questionnaire, based on the eligibility criteria. 
The criteria for participants were (a) all types of workers, 
including people engaged in part-time and freelance jobs, 
and (b) aged 18 or older. There were no exclusion criteria. 
Eligible participants who registered with the survey com-
pany were sent an e-mail with a link to the questionnaire. 
To obtain informed consent, participants clicked “agree” 
after reading the terms and conditions of the survey on 
the first page of the questionnaire and before answering 
the questionnaire. At the two-week follow-up, the survey 
company randomly selected 100 participants from the 
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1,030 workers who completed the baseline questionnaire 
and invited them to join again. The participants received 
about 100 points as a reward for each survey, which could 
be cashed out or used for shopping (one point was equal to 
one Japanese yen). A response rate could not be calculated 
because the survey company recruited participants until 
the number of completers reached the target (i.e., 1,030). 
Survey 2 was conducted following the same method as 
Survey 1, recruiting 730 workers.

Development process of an item pool for the new 
measurement

First, we collected potential items and created an item 
pool for the TOMH well-being 24 scale. We collected 
items from previous measurements for general eudemonic 
well-being based on Ryff’s psychological well-being theo-
ry12) and relevant concepts treated as positive outcomes at 
work16) (e.g., commitment to work and work engagement), 
modified for the workplace context. A systematic search 
was conducted to explore existing scales for measuring 
eudemonic well-being at work by nine researchers (KW, 
KI, YO, ASh, HE, YK, HAd, HAr, and ASa), and a total 
of eight scales were selected to be suitable for creating the 
item pool: CASP-1933), Psychological Well-Being Scale 
(PWBS)34), Utrecht Work Engagement Scale35), Organiza-
tional Commitment Scales36, 37), Job Descriptive Index38), 
a modified version of Bar-On’s Emotional Quotient 
Inventory (EQ-I)39), and Workplace PERMA-Profiler3, 40). 
Second, items were selected from the eight scales which 
related to components of eudemonic well-being at work, 
based on discussion among the researchers. Third, sen-
tences of the items were modified into the context of 
working life. Finally, the item pool for the measurement 
consisting of 89 items was created (Appendix 1). All items 
were rated on a seven-point Likert scale (0=strongly dis-
agree, 6=strongly agree).

Measurements
In addition to potential items for the TOMH well-being 

24 scale, other variables were also measured in Survey 1 
to investigate convergent/known-groups validity. All vari-
ables were measured by self-reporting.

General eudemonic well-being
General eudemonic well-being, according to Ryff’s 

PWB model, was measured with the Japanese version 
of the PWBS. This scale was developed and used in the 
Survey of Midlife in Japan (MIDJA), April–September 
200841), with enough internal consistency (Cronbach’s 

α, 0.56 to 0.78). The scale consists of 6 factors, each of 
which includes 7 items: autonomy (e.g., ‘I am not afraid 
to voice my opinions, even when they are in opposition to 
the opinions of most people,’), environmental mastery (e.g., 
‘In general, I feel I am in charge of the situation in which 
I live,’), personal growth (e.g., ‘I think it is important to 
have new experiences that challenge how you think about 
yourself and the world,’), positive relations with others 
(e.g., ‘Most people see me as loving and affectionate,’), 
purpose in life (e.g., ‘I have a sense of direction and 
purpose in life,’), and self-acceptance (e.g., ‘In general, I 
feel confident and positive about myself,’). All items are 
rated on a seven-point Likert scale (1=strongly disagree, 
7=strongly agree). The sum of scores in each factor were 
calculated and used in analyses. Cronbach’s α of the scale 
in Survey 1 ranged from 0.647 to 0.843.

Positive and negative affect
As one indicator of subjective/hedonic well-being, 

positive and negative affect in general were measured us-
ing the Japanese version of the twenty-item Positive and 
Negative Affect Schedule (PANAS)42). PANAS is widely 
used in many languages to measure positive and negative 
affect. The two-factor structure, internal consistency, and 
convergent validity of the Japanese version of PANAS 
were also confirmed42). We used total scores of 10 items 
each for positive (e.g., excited) and negative (e.g., afraid) 
affects measured on a six-point Likert scale (1=not at all, 
6=very much so). Cronbach’s α of the scale in Survey 1 
ranged from 0.874 to 0.893.

Life and job satisfaction
Another concept of subjective well-being, satisfaction 

in life and job, were measured with questions from the 
Brief Job Stress Questionnaire (BJSQ)43). This scale has 
been widely used to assess stress responses in Japan. Job 
and life satisfaction measures consisted of one item each: ‘I 
am satisfied with my job’ and ‘I am satisfied with my fam-
ily life,’ respectively. The two items are rated on a four-
point Likert scale (1=dissatisfied, 4=satisfied), with higher 
scores indicating higher satisfaction.

Psychological distress
As an indicator of known-groups validity, psychological 

distress was measured with the Japanese version of the K6 
scale44). The scale consists of six items (e.g., ‘About how 
often did you feel nervous?’), asking respondents how 
often they had experienced symptoms of psychological 
distress during the last 30 days. All items were rated on a 
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five-point Likert scale (0=none of the time, 4=all the time). 
The reliability and validity of the K6 were confirmed in a 
previous study44). In this study, we divided the participants 
into three groups based on previous cut-off points: light 
distress (<5), subthreshold-level distress (≥5)45), and 
severe mental illness (≥13)46). Cronbach’s α of the scale in 
Survey 1 was 0.916.

Job stressors
As other indicators of known-groups in the workplace 

context, three variables of job stressors (job demands, 
job control, and social support from supervisors and col-
leagues) were measured by items from the BJSQ43) for 
job demands (three items, e.g., ‘I have an extremely large 
amount of work to do,’), job control (three items, e.g., 
‘I can work at my own pace,’), and social support from 
supervisors and colleagues (six items, e.g., ‘How reliable 
are your superiors when you are troubled?’). All items are 
rated on a four-point Likert scale (for job demands and job 
control: 1=not at all, 4=very much so; for social support: 
1=not at all, 4=extremely). Higher scores mean higher job 
demands, job control, and social support. We calculated 
medians for each variable and divided participants into 
four groups based on the level of job demands and job 
control (low strain, passive, active, and high strain)47) and 
into two groups based on the level of social support (low 
and high). We supposed that workers experiencing higher 
job strain and lower social support were more stressful 
groups. Cronbach’s α of the scale in Survey 1 ranged from 
0.745 to 0.868.

Analysis
Of the completers, participants who seemed to answer 

the items irresponsibly were excluded from analyses based 
on two criteria: (a) responding to all potential items for 
the TOMH well-being 24 scale with 3 (neither disagree or 
agree) or (b) scores between non-reversed and reversed 
items were extremely different (more than 2 SD). De-
scriptive statistics (mean, SD, minimum and maximum 
values) for the 89 items in the item pool were calculated. 
For selection of the items, item-total (I-T) correlations 
(r) were calculated. If items had 0.40 or less correlations 
with total scores of the 89 items, the items were excluded 
afterward. Exploratory factor analysis (EFA) was con-
ducted to investigate factor structure, using the maximum 
likelihood method for extraction and oblimin rotation 
(oblique=0). After exploring dimensionality, IRT analysis 
was conducted for each dimension using the generalized 
partial credit model (GPCM). We estimated discrimination 

(a) and difficulty (b, thresholds) for the items and selected 
three items per each dimension based on the excellence 
of these parameters. To confirm factor structure in the 
selected items, CFA was conducted for participants of 
Survey 2, using a maximum likelihood estimation. Internal 
consistency and test-retest reliability were tested by calcu-
lating Cronbach’s α and ICC. To examine for measurement 
errors, the standard error of measurement (SEM) and the 
smallest detectable change (SDC) were calculated. SEM 
describes the standard deviation of repeated measures in 
one participant, and SDC represents the minimal change 
that one participant must show on the measure to ensure 
that the observed change is real and not just measurement 
error48, 49). Convergent validity of the measurement was 
investigated by correlations (r) with general eudemonic 
well-being, positive and negative affect, and life and 
job satisfaction. An analysis of variance (ANOVA) was 
conducted to investigate mean differences among known-
groups (i.e., psychological distress, job strain, and social 
support). Differences of estimated means, after adjusting 
for general eudemonic well-being, were also tested by 
analysis of covariance (ANCOVA). There were no missing 
values in the data since participants could not finish the 
survey until they completed all items in the questionnaire. 
SPSS version 25 (IBM software) for ANOVA and AN-
COVA and Mplus version 8.250) for all other analyses were 
used.

Results

Characteristics of the participants
For both Survey 1 and Survey 2, recruiting continued 

until 1,030 and 730 participants completed the question-
naire. At the two-week follow-up of Survey 1, a total of 
88 participants of the 100 workers randomly sampled 
completed the questionnaire again (response rate=88.0%). 
Of those who completed both surveys, 66 participants in 
Survey 1 and 53 in Survey 2 were excluded from analyses 
based on the criteria that they seemed to answer the items 
irresponsibly. As a result, a total of 964, 82, and 677 work-
ers were analyzed. Table 1 shows characteristics of the 
participants, the majority of which were full-time and day-
time shift workers, had university degrees, and engaged in 
clerical jobs.

Factor structure and item parameters
Table 2 shows factor structures, discrimination (a) and 

difficulty (b) for potential items on the TOMH well-being 
24 scale. From the 89 items, 12 were initially excluded 
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owing to low correlations with the total score in the I-T 
analysis. As a result of EFA, eight factors seemed to be 
appropriate as dimensions for measurement. The first ten 
eigenvalues for factors were 32.825, 2.846, 2.421, 2.181, 
1.800, 1.373, 1.090, 1.064, 0.921, and 0.899 (A scree plot 
in EFA is shown in Appendix 2). According to these values 
and Guttman’s standard, we adopted eight dimensionali-
ties. One of the items (Item No. 65) was excluded due to 
multiple loading to the factors. The second EFA for the re-
maining 76 items presented simple eight-factor structures. 
We named the eight factors, “F1: Role-oriented future 
prospects,” “F2: Autonomy,” “F3: Role-oriented positive 
perception,” “F4: Personal growth and development,” “F5: 
Negative schema,” “F6: Occupational self-esteem,” “F7: 

Relationship,” and “F8: Meaningful work.” Inter-factor 
correlations among the eight factors ranged from 0.230 to 
0.566. In each dimension, IRT analysis revealed discrimi-
nation and difficulty parameters of the items. Some items 
had low discrimination and reversed transition points for 
difficulty even if they had strong loadings to the factors. 
Standard errors for estimating latent factors (θ) ranged 
from 0.206 to 0.424. A total 24 items (three items for each 
of the eight factors) were selected as items for the final 
version of the TOMH well-being 24 scale.

The final version of the measurement
Table 3 shows the results of CFA and factor charac-

teristics of the final version of the TOMH well-being 

Table 1.   Characteristics of the participants

Survey 1 
(N=964)

Survey 1 follow-up 
(N=82)

Survey 2 
(N=677)

N % N % N %

Sex
Male 477 49.5 45 54.9 336 49.6
Female 487 50.5 37 45.1 341 50.4

Mean age (SD) M=45.09 (SD=13.7) M=44.39 (SD=13.0) M=45.14 (SD=14.1)
Educational status

Junior high school 15 1.6 1 1.2 16 2.4
High school 269 27.9 22 26.8 172 25.4
Vocational/technical college 223 23.1 14 17.0 181 26.7
University 405 42.0 41 50.0 275 40.6
Graduate school 49 5.1 4 4.9 31 4.6
Other/unknown 3 0.3 0 0.0 2 0.3

Employment status
Full-time 529 54.9 45 54.9 360 53.2
Part-time 235 24.4 23 28.0 189 27.9
Contract/dispatched 94 9.7 5 6.1 61 9.0
Freelance 95 9.8 8 9.7 58 8.6
Other 11 1.1 1 1.2 9 1.3

Employment shift
Daytime shift 868 90.0 73 89.0 602 88.9
Rotation/night shift 96 10.0 9 11.0 75 11.1

Occupations
Managerial 101 10.5 16 19.5 61 9.0
Professional/technical 173 17.9 13 15.9 110 16.2
Clerical 218 22.6 14 17.1 162 23.9
Sales 130 13.5 10 12.2 84 12.5
Services 144 14.9 15 18.3 108 16.0
Transport/construction 38 4.0 6 7.3 35 5.1
Production/skilled 83 8.7 5 6.0 51 7.5
Agriculture/forestry/fisheries 7 0.7 1 1.2 2 0.3
Safety 5 0.5 1 1.2 10 1.5
Other 65 6.7 1 1.2 54 8.0
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24 scale (The Japanese version of the measurement is 
shown in Appendix 3). The eight-factor structure with 24 
items indicated an excellent fit for the data of Survey 2: 
comparative fit index (CFI)=0.926, Tucker-Lewis index 
(TLI)=0.909, standardized root mean square residual 
(SRMR)=0.046, and root mean square error of approxima-
tion (RMSEA)=0.044 (95% confidence interval, 0.039 to 
0.049). Factor loadings in the CFA ranged from 0.576 to 
0.831. Cronbach’s α coefficients and ICCs ranged from 
0.671 to 0.845. SEM ranged from 0.486 to 0.661. SDC 
ranged from 1.348 to 1.831, indicating that an approximate 
1.5-point change of scores implies meaningful change of 
the concepts.

Convergent validity of the measurement
Table 4 shows a matrix of correlation coefficients be-

tween the eight factors of the TOMH well-being 24 scale, 
general eudemonic well-being measured by the PWBS, 
and subjective/hedonic well-being measured by the PA-
NAS and BJSQ (life and job satisfaction). Correlations 
among the eight factors of the TOMH well-being 24 scale 
ranged from 0.490 to 0.777, indicating moderate-to-strong 
interrelations between one another. The eight factors of the 
new measurement also had moderate-to-strong and posi-
tive correlations with general eudemonic well-being and 
week-to-moderate correlations with subjective/hedonic 
well-being. When compared with correlations between 
general eudemonic well-being and job satisfaction (0.204 
to 0.468), correlations between the TOMH well-being 24 
scale and job satisfaction were relatively stronger (0.351 
to 0.633).

Known-groups validity
Table 5 shows descriptive and estimated means by 

levels of psychological distress, job strain, and social sup-
port. The scores of the TOMH well-being 24 scale were 
lower in the groups of severe psychological distress, high 
job strain and passive for job strain, and low social sup-
port. The mean differences in most factors of the TOMH 
well-being 24 scale among the known-groups were still 
significant even after adjusting for scores of general eude-
monic well-being. Workers with severe distress and low 
social support had lower scores, and those with active for 
job strain scored higher; however some of the differences 
in scores were not statistically significant: F1, F2, F4, or 
F7 for psychological distress; F5 for job strain or social 
support.

Discussion

Our study suggested eight dimensions for eudemonic 
well-being at work among Japanese workers. Some of 
them were similar to previous findings and the others 
might be unique in the workplace context and/or collectiv-
ist cultures. Other indicators for validity and reliability 
of the final version of the measurement, which consists 
of the selected 24 items based on the IRT analysis, were 
enough-to-excellent. Scores were more strongly associ-
ated with subjective well-being in work contexts (i.e., job 
satisfaction). In addition, participants in the higher risk for 
mental illness and stressful environment at work indicated 
significantly lower scores, even after adjusting for general 
eudemonic well-being. The TOMH well-being 24 scale 
may be useful both for academic and practical use to mea-
sure eudemonic well-being at work, independent from the 
general concept of eudemonic well-being.

Among the suggested eight factors, autonomy (F2) and 
relationship (F7) were very similar to factors in general 
eudemonic well-being since Ryff’s PWB scale has the 
same dimensions. The previous scale also indicated 
relationships with co-workers as one of the main dimen-
sions1). These two factors may also be important at work. 
The other three factors, role-oriented future prospects (F1), 
personal growth and development (F4), and occupational 
self-esteem (F6), were similar but slightly different with 
those in general eudemonic well-being and the previous 
scale. While items in F1 included overlapping concepts 
of achievement, purpose in life, and self-realization, the 
most important concept of this factor might be “prospects” 
of working life in the future. Career development and 
management across working lives are closely related to 
health and well-being23, 24). In addition, safe and positive 
status control during occupational life are well-known as 
rewards that evoke a person’s sense of mastery, efficacy, 
and esteem51). Thus, positive evaluation of their future 
prospects may be a central concept for eudemonic well-
being among workers. Items in the factor of personal 
growth (F4), which is also a dimension of general eude-
monic well-being, might contain expanding experiences 
and skills, as well as continuation of working even when 
the work is stressful and difficult. Items in F6 represented 
occupational self-esteem rather than self-acceptance and 
optimism. These factors might overlap but express differ-
ent aspects of well-being than eudemonic well-being in 
general. The extracted factors were consistent with eude-
monic well-being in terms of self-determination theory 
(SDT)52), especially in the work context53). According 
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to this theory, human beings possess three basic, innate 
needs: relatedness, competence, and autonomy. In the 
work context, mastery and meaningfulness are additional 
basic psychological needs. Fulfillment of these basic needs 
by work can trigger intrinsic motivation and would affect 
work performance53).

Role-oriented positive perception (F3), negative schema 
(F5), and meaningful work (F8) might be unique dimen-
sions in the workplace context. Items in F3, named as role-
oriented positive perception, might represent meaningful 
and challenging work and might be indispensable for 
discussing positive aspects. This factor may be similar to 
existing concepts of work engagement54) and engagement 
in the Seligman’s PERMA model55). Our measurement 
suggested one more unique and important dimension, 
meaningful work (F8). When compared to daily personal 
life, working life may place more emphasis on how their 
work and work roles are meaningful, which reveal each 
worker’s strengths and values as distinguishable from 
other employees. Previous studies also supported this find-
ing, indicating that role conflict and unclarity for roles at 
work are adverse job stressors56). It is worth investigating 
whether dimension of negative schema (F5) is unique 
only in collectivist cultures. This factor comprised only 
reversed items, which seemed to indicate an absence of 
negative cognition for working lives. Given the previous 
finding that East Asians tend to sacrifice positive emotions 
for achievement of important goals14, 30), the negative 
aspects might stand out when discussing their well-being. 
Absence of negative cognition about their working lives 
might therefore be important for eudemonic well-being at 
work among Japanese workers.

Results for reliability have supported our hypothesis, 
indicating good internal consistency and test-retest reli-
ability. The measurement also indicated reasonable values 
for SEM and SDC and can detect meaningful change 
of eudemonic well-being at work, at around a 1.5-point 
change in scores.

The hypotheses for convergent/known-groups were 
also supported. Scores of the eight factors of the TOMH 
well-being 24 scale had moderate-to-strong and positive 
correlations with general eudemonic well-being and sub-
jective/hedonic well-being. Relatively strong correlations 
were observed between autonomy (F2) and autonomy of 
the PWBS, and between relationship (F7) and relation in 
the PWBS. These results might be based on the similar-
ity of these concepts. In addition, positive correlations 
between the factors and job satisfaction, which represents 
subjective well-being at work, were stronger than those 

between general eudemonic well-being and job satisfac-
tion. The results might suggest that concepts measured by 
the TOMH well-being 24 scale are close to concepts in the 
workplace context. The most interesting result was that 
negative schema (F5) displayed a relatively strong correla-
tion with general eudemonic well-being. This could have 
been owing to the basic traits of the target population; that 
is, East Asians tend to emphasize negative aspects when 
discussing well-being. The negative schema score (F5) 
significantly differed by the level of psychological distress 
but not by the level of job stressors (i.e., job strain and 
social support by supervisors and colleagues). Therefore, 
in collectivist cultures, the negative aspects of eudemonic 
well-being at work could be associated with general health 
status and not with domain-specific factors.

For mean scores of the new measurement by levels of 
psychological distress, differences between workers who 
had severe and light distress ranged from 1.01 to 1.43. 
Thus, a change in scores of over 1-point might be clini-
cally meaningful. In addition, lower scores of the TOMH 
well-being 24 scale might be related to adverse psychoso-
cial factors at work: high job strain and passive jobs, and 
low social support. Furthermore, results of the ANCOVA 
indicate that variances explained by the levels of psycho-
logical distress and job stressors were significantly differ-
ent with those relating to general eudemonic well-being. 
The concepts measured by the TOMH well-being 24 scale 
might be distinguished from concepts measured by PWBS. 
High well-being scores in active jobs may be explained by 
existing findings that associations between job resources 
(including job control) and positive outcomes at work are 
exaggerated when levels of job demands are high57).

The study has several limitations. First, because the re-
sponse rate could not be calculated and because an online 
survey was used, selection bias might exist. For instance, 
participants who were unhealthy and had low eudemonic 
well-being at work may have been reluctant to participate 
in the survey. Secondly, there may have been errors in 
measuring assessment of the standards of convergent va-
lidity. Third, other confounders not measured in this study, 
such as psychological capital (e.g., self-efficacy, optimism, 
and intrinsic motivation), might have distorted the results 
of the correlation analyses. Forth, some of the measure-
ment properties, such as content validity and responsive-
ness, could not be discussed. Finally, the generalizability 
of the results to workers from other cultural backgrounds 
could be questioned owing to the sampling method. Com-
pared to a recent national Labour Force Survey in Japan58), 
our sample included more workers engaged in managerial 
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jobs (1.9% in the national survey) and more workers who 
had graduated from university (27.7% in the national 
survey). These workers could be related to higher levels of 
job stressors and higher scores of well-being.

Conclusion

The newly developed measurement, named the TOMH 
well-being 24 scale, indicated good reliability and validity. 
It may be a useful measurement tool for eudemonic well-
being at work, as an independent concept from general 
eudemonic well-being. Regarding practical implications, 
this scale can be used for preventing psychological 
distress; assessing key indicators for improving work 
performance and productivity; and considering vocational 
identity, career commitment, work-personality develop-
ment, and relationships with colleagues.
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Appendix 1. Characteristics of items in the pool (Survey 1, N=964)
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こ
る

こ
と

は
自

分
で

は
コ

ント
ロ

ー
ル

で
き

な
い

。 
(R

)
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, w
ha

t h
ap

pe
ns

 to
 m

e 
is

 o
ut

 o
f m

y 
co

nt
ro

l. 
(R

)
C

A
SP

-1
9

0
6

3.
19

1.
3

3
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

由
に

将
来

の
計

画
を

た
て

ら
れ

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 c
an

 b
e 

fr
ee

 to
 p

la
n 

fo
r t

he
 fu

tu
re

.
C

A
SP

-1
9

0
6

2.
98

1.
3

4
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
物

事
か

ら
取

り
残

さ
れ

て
い

る
。 

(R
)

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 a
m

 le
ft 

ou
t o

f t
hi

ng
s. 

(R
)

C
A

SP
-1

9
0

6
3.

52
1.

3
5

職
業

生
活

に
お

い
て

、私
は

自
分

の
し

た
い

こ
と

が
で

き
る

。
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 c

an
 d

o 
th

e 
th

in
gs

 I 
w

an
t t

o 
do

.
C

A
SP

-1
9

0
6

3.
23

1.
3

6
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
家

族
へ

の
責

任
の

た
め

に
し

た
い

こ
と

が
で

き
な

い
。 

(R
)

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, f

am
ily

 re
sp

on
si

bi
lit

ie
s p

re
ve

nt
 m

e 
fr

om
 d

oi
ng

 
th

e 
th

in
gs

 I 
w

an
t t

o 
do

. (
R

)
C

A
SP

-1
9

0
6

3.
50

1.
3

7
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

分
が

す
る

こ
と

を
楽

し
ん

で
い

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 c
an

 p
le

as
e 

m
ys

el
f w

ha
t I

 d
o.

C
A

SP
-1

9
0

6
3.

26
1.

3

8
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

分
の

健
康

状
態

の
た

め
に

し
た

い
こ

と
が

で
き

な
い

。 
(R

)
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, m
y 

he
al

th
 st

op
s m

e 
fr

om
 d

oi
ng

 th
e 

th
in

gs
 I 

w
an

t 
to

 d
o.

 (R
)

C
A

SP
-1

9
0

6
3.

69
1.

5

9
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
お

金
が

足
り

な
い

た
め

に
し

た
い

こ
と

が
で

き
な

い
。 

(R
)

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, s

ho
rta

ge
 o

f m
on

ey
 st

op
s m

e 
fr

om
 d

oi
ng

 th
in

gs
 I 

w
an

t t
o 

do
. (

R
)

C
A

SP
-1

9
0

6
3.

03
1.

5

10
私

の
職

業
生

活
に

は
意

味
が

あ
る

。
M

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
 h

as
 m

ea
ni

ng
.

C
A

SP
-1

9
0

6
3.

55
1.

3
11

職
業

生
活

に
お

い
て

、私
は

や
る

気
に

満
ち

て
い

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 fe
el

 fu
ll 

of
 e

ne
rg

y.
C

A
SP

-1
9

0
6

3.
06

1.
3

12
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
こ

れ
ま

で
に

し
た

こ
と

の
な

い
こ

と
を

選
ぶ

。
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 c

ho
os

e 
to

 d
o 

th
in

gs
 th

at
 I 

ha
ve

 n
ev

er
 d

on
e 

be
fo

re
.

C
A

SP
-1

9
0

6
2.

84
1.

2

13
私

は
こ

れ
ま

で
た

ど
っ

て
き

た
職

業
生

活
に

満
足

し
て

い
る

。
I f

ee
l s

at
is

fie
d 

w
ith

 th
e 

w
ay

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

 h
as

 tu
rn

ed
 o

ut
.

C
A

SP
-1

9
0

6
3.

15
1.

4
14

私
の

職
業

生
活

は
チ

ャ
ン

ス
に

満
ち

て
い

る
。

M
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

 is
 fu

ll 
of

 o
pp

or
tu

ni
tie

s.
C

A
SP

-1
9

0
6

2.
81

1.
4

15
職

業
生

活
に

お
い

て
、将

来
は

私
に

と
っ

て
良

い
も

の
で

あ
る

よう
に

感
じ

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 fe
el

 th
at

 th
e 

fu
tu

re
 lo

ok
s g

oo
d 

fo
r m

e.
C

A
SP

-1
9

0
6

3.
14

1.
3

16
職

業
生

活
に

お
い

て
、他

の
人

と
意

見
が

違
っ

て
も

、私
は

自
分

の
意

見
を

言
う

こ
と

を
恐

れ
な

い
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 a
m

 n
ot

 a
fr

ai
d 

to
 v

oi
ce

 m
y 

op
in

io
ns

, e
ve

n 
w

he
n 

th
ey

 a
re

 in
 o

pp
os

iti
on

 to
 th

e 
op

in
io

ns
 o

f p
eo

pl
e.

PW
B

S
0

6
3.

27
1.

3

17
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
何

か
を

決
め

る
とき

に
他

人
の

す
る

こ
と

に
影

響
さ

れ
な

い
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, m

y 
de

ci
si

on
s a

re
 n

ot
 u

su
al

ly
 in

flu
en

ce
d 

by
 w

ha
t 

ev
er

yo
ne

 e
ls

e 
is

.
PW

B
S

0
6

3.
12

1.
2

18
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
強

い
意

見
を

持
つ

人
に

影
響

さ
れ

が
ち

だ
。 

(R
)

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 te
nd

 to
 b

e 
in

flu
en

ce
d 

by
 p

eo
pl

e 
w

ith
 st

ro
ng

 
op

in
io

ns
. (

R
)

PW
B

S
0

6
3.

06
1.

2

19
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

分
の

考
え

が
一

般
的

に
合

意
さ

れ
て

い
る

こ
と

と
違

っ
て

も
、自

分
の

考
え

に
自

信
を

持
っ

て
い

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 h
av

e 
co

nfi
de

nc
e 

in
 m

y 
op

in
io

ns
, e

ve
n 

if 
th

ey
 

ar
e 

co
nt

ra
ry

 to
 th

e 
ge

ne
ra

l c
on

se
ns

us
.

PW
B

S
0

6
3.

22
1.

2

20
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
意

見
の

分
か

れ
る

事
柄

に
つ

い
て

自
分

の
意

見
を

言
い

に
くい

。 
(R

)
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
t’s

 d
iffi

cu
lt 

fo
r m

e 
to

 v
oi

ce
 m

y 
ow

n 
op

in
io

ns
 o

n 
co

nt
ro

ve
rs

ia
l m

at
te

rs
. (

R
)

PW
B

S
0

6
3.

21
1.

3

21
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
他

の
人

か
らど

の
よう

に
思

わ
れ

て
い

る
の

か
心

配
し

が
ち

だ
。 

(R
)

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 te
nd

 to
 w

or
ry

 a
bo

ut
 w

ha
t o

th
er

 p
eo

pl
e 

th
in

k 
of

 
m

e.
 (R

)
PW

B
S

0
6

3.
06

1.
4

22
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
他

の
人

の
価

値
観

で
は

なく
、自

分
が

大
切

だ
と

考
え

る
価

値
観

で
自

分
の

こ
と

を
判

断
し

て
い

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 ju
dg

e 
m

ys
el

f b
y 

w
ha

t I
 th

in
k 

is
 im

po
rta

nt
, n

ot
 

by
 th

e 
va

lu
es

 o
f w

ha
t o

th
er

s t
hi

nk
 is

 im
po

rta
nt

.
PW

B
S

0
6

3.
39

1.
1

23
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
目

の
前

の
状

況
を

把
握

し
て

い
る

。
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 a

m
 in

 c
ha

rg
e 

of
 th

e 
si

tu
at

io
n 

in
 fr

on
t o

f m
e.

PW
B

S
0

6
3.

67
1.

1

24
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
日々

や
ら

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

に
愕

然（
が

く
ぜ

ん
）と

す
る

。 
(R

)
Th

e 
de

m
an

ds
 o

f e
ve

ry
da

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
 o

fte
n 

ge
t m

e 
do

w
n.

 (R
)

PW
B

S
0

6
3.

37
1.

3

－272－



MEASURING EUDEMONIC WELL-BEING AT WORK 125
Ite

m
 

N
o.

D
ev

el
op

ed
 it

em
Ite

m
 in

 E
ng

lis
h 

(n
ot

 v
al

id
at

ed
)

O
rig

in
al

 sc
al

e
M

in
M

ax
M

ea
n

SD

25
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
周

囲
に

あ
まり

と
け

込
ん

で
い

な
い

。 
(R

)
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 d

o 
no

t fi
t v

er
y 

w
el

l w
ith

 th
e 

pe
op

le
 a

ro
un

d 
m

e.
 

(R
)

PW
B

S
0

6
3.

39
1.

4

26
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
日々

い
くつ

も
あ

る
責

任
を

や
りく

り
す

る
こ

と
に

長
け

て
い

る
。

I a
m

 q
ui

te
 g

oo
d 

at
 m

an
ag

in
g 

th
e 

m
an

y 
re

sp
on

si
bi

lit
ie

s o
f d

ai
ly

 
w

or
ki

ng
 li

fe
.

PW
B

S
0

6
3.

16
1.

2

27
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

分
の

責
務

に
し

ば
し

ば
押

し
つ

ぶ
さ

れ
そ

う
に

な
る

。 
(R

)
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 o

fte
n 

fe
el

 o
ve

rw
he

lm
ed

 b
y 

m
y 

re
sp

on
si

bi
lit

ie
s. 

(R
)

PW
B

S
0

6
3.

24
1.

4

28
私

は
自

分
に

と
っ

て
満

足
で

き
る

よう
に

職
業

生
活

を
工

夫
す

る
こ

と
は

難
し

い
。 

(R
)

I h
av

e 
di

ffi
cu

lty
 a

rr
an

gi
ng

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

 in
 a

 w
ay

 th
at

 is
 sa

tis
fy

in
g 

to
 m

e.
 (R

)
PW

B
S

0
6

3.
13

1.
2

29
私

は
自

分
の

好
み

に
と

て
も

合
っ

た
職

場
環

境
や

働
き

方
を

築
くこ

と
が

で
き

て
い

る
。

I h
av

e 
be

en
 a

bl
e 

to
 b

ui
ld

 a
 w

or
k 

en
vi

ro
nm

en
t a

nd
 h

ow
 to

 w
or

k 
fo

r 
m

ys
el

f t
ha

t i
s m

uc
h 

to
 m

y 
lik

in
g.

PW
B

S
0

6
3.

21
1.

3

30
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

分
の

視
野

を
広

げ
る

活
動

に
関

心
が

な
い

。 
(R

)
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 a

m
 n

ot
 in

te
re

st
ed

 in
 a

ct
iv

iti
es

 th
at

 w
ill

 e
xp

an
d 

m
y 

ho
riz

on
s (

R
)

PW
B

S
0

6
3.

43
1.

3

31
職

業
生

活
を

通
し

て
、自

分
や

世
の

中
に

つ
い

て
の

考
え

方
が

変
わ

る
よう

な
新

し
い

経
験

を
す

る
こ

と
は

大
切

だ
と

思
う

。
I t

hi
nk

 it
 is

 im
po

rta
nt

 to
 h

av
e 

ne
w

 e
xp

er
ie

nc
es

 in
 w

or
ki

ng
 li

fe
 th

at
 

ch
al

le
ng

e 
ho

w
 I 

th
in

k 
ab

ou
t m

ys
el

f a
nd

 th
e 

w
or

ld
.

PW
B

S
0

6
3.

67
1.

2

32
職

業
生

活
に

お
い

て
、過

去
何

年
も

私
は

本
当

に
は

成
長

し
て

い
な

い
。 

(R
)

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 h
av

en
’t 

re
al

ly
 im

pr
ov

ed
 m

uc
h 

as
 a

 p
er

so
n 

ov
er

 
th

e 
ye

ar
s (

R
)

PW
B

S
0

6
3.

32
1.

4

33
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
こ

れ
ま

で
と

て
も

成
長

し
て

き
た

と
思

う
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 h
av

e 
th

e 
se

ns
e 

th
at

 I 
ha

ve
 d

ev
el

op
ed

 a
 lo

t o
ve

r 
tim

e.
PW

B
S

0
6

3.
52

1.
3

34
私

に
と

っ
て

職
業

生
活

と
は

、学
び

続
け

、変
化

し
続

け
、成

長
し

続
け

るも
の

で
あ

る
。

Fo
r m

e,
 w

or
ki

ng
 li

fe
 h

as
 b

ee
n 

a 
co

nt
in

uo
us

 p
ro

ce
ss

 o
f l

ea
rn

in
g,

 
ch

an
gi

ng
, a

nd
 g

ro
w

th
.

PW
B

S
0

6
3.

53
1.

3

35
職

業
生

活
を

と
て

もよ
い

も
の

に
し

よう
と

か
、変

え
よう

と
か

す
る

こ
と

は
、私

は
と

う
の

昔
に

あ
きら

め
た

。 
(R

)
I g

av
e 

up
 tr

yi
ng

 to
 m

ak
e 

bi
g 

im
pr

ov
em

en
ts

 o
r c

ha
ng

es
 in

 m
y 

w
or

k-
in

g 
lif

e 
a 

lo
ng

 ti
m

e 
ag

o.
 (R

)
PW

B
S

0
6

3.
27

1.
4

36
職

業
生

活
に

お
い

て
、慣

れ
親

し
ん

だ
や

り
方

を
変

え
な

い
と

い
け

な
い

の
で

、
私

は
新

し
い

環
境

は
楽

し
め

な
い

。 
(R

)
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 d

o 
no

t e
nj

oy
 b

ei
ng

 in
 n

ew
 si

tu
at

io
ns

 th
at

 
re

qu
ire

 m
e 

to
 c

ha
ng

e 
m

y 
ol

d 
fa

m
ili

ar
 w

ay
s o

f d
oi

ng
 th

in
gs

. (
R

)
PW

B
S

0
6

3.
25

1.
3

37
職

業
生

活
に

お
い

て
、た

い
て

い
の

人
は

私
の

こ
と

を
誠

実
で

情
に

厚
い

と
思

っ
て

い
る

。
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, m
os

t p
eo

pl
e 

se
e 

m
e 

as
 lo

vi
ng

 a
nd

 a
ffe

ct
io

na
te

.
PW

B
S

0
6

3.
36

1.
1

38
職

業
生

活
に

お
い

て
、良

好
な

関
係

を
維

持
す

る
こ

と
は

私
に

と
っ

て
難

し
く

、欲
求

不
満

の
もと

に
な

っ
て

い
る

。 
(R

)
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, m
ai

nt
ai

ni
ng

 c
lo

se
 re

la
tio

ns
hi

ps
 h

as
 b

ee
n 

di
ffi

cu
lt 

an
d 

fr
us

tra
tin

g 
fo

r m
e 

(R
)

PW
B

S
0

6
3.

35
1.

3

39
職

業
生

活
に

お
い

て
、職

場
に

は
自

分
の

悩
み

を
うち

あ
け

ら
れ

る
人

が
ほ

と
ん

ど
い

な
い

の
で

、私
は

孤
独

だ
と

感
じ

る
。 

(R
)

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 fe
el

 lo
ne

ly
 b

ec
au

se
 I 

ha
ve

 fe
w

 c
lo

se
 p

eo
pl

e 
w

ith
 w

ho
m

 to
 sh

ar
e 

m
y 

co
nc

er
ns

. (
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)
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6

3.
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40
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
知

り
合

っ
た

人
た

ち
と

の
や

り
取

りを
楽

し
ん

で
い

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 e
nj

oy
 p

er
so

na
l a

nd
 m

ut
ua

l c
on

ve
rs

at
io

ns
 w

ith
 

ot
he

rs
.
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41
職

業
生

活
に

お
い

て
、人

は
私

の
こ

と
を「

他
の

人
の

た
め

に
時

間
を

費
や

す
面

倒
見

の
い

い
人

だ
」と

言
う

だ
ろ

う
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, p

eo
pl

e 
w

ou
ld

 d
es

cr
ib

e 
m

e 
as

 a
 g

iv
in

g 
pe

rs
on

, 
w

ill
in

g 
to

 sh
ar

e 
m

y 
tim

e 
w

ith
 o

th
er

s.
PW

B
S

0
6

3.
07

1.
2

42
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
心

温
まり

信
頼

で
き

る
人

間
関

係
を

も
っ

た
こ

と
は

そ
れ

ほ
ど

な
い

。 
(R

)
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 h

av
e 

no
t e

xp
er

ie
nc

ed
 m

an
y 

w
ar

m
 a

nd
 tr

us
tin

g 
re

la
tio

ns
hi

ps
 w

ith
 o

th
er

s. 
(R

)
PW

B
S

0
6

3.
36

1.
4

43
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
周

り
の

人
を

信
頼

し
て

い
るし

、周
り

の
人

は
私

を
信

頼
し

て
い

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 k
no

w
 th

at
 I 

ca
n 

tru
st

 o
th

er
s, 

an
d 

th
ey

 k
no

w
 

th
ey

 c
an

 tr
us

t m
e
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44
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
今

、一
日

一
日

を
生

き
て

い
る

の
で

あ
っ

て
、将

来
の

こ
と

を
深

く
考

え
た

りし
な

い
。 

(R
)

I l
iv

e 
m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
 o

ne
 d

ay
 a

t a
 ti

m
e 

an
d 

do
n’

t r
ea

lly
 th

in
k 

ab
ou

t 
th

e 
fu

tu
re

. (
R

)
PW

B
S

0
6

3.
27

1.
3

45
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
人

生
の

方
向

や
目

的
に

つ
い

て
考

え
を

も
っ

て
い

る
。

I h
av

e 
a 

se
ns

e 
of

 d
ire

ct
io

n 
an

d 
pu

rp
os

e 
in

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

.
PW

B
S

0
6

3.
26

1.
2

46
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

分
が

何
を

成
し

遂
げ

よう
とし

て
い

る
の

か
よく

わ
か

っ
て

い
な

い
。 

(R
)

I d
on

’t 
ha

ve
 a

 g
oo

d 
se

ns
e 

of
 w

ha
t i

t i
s I

’m
 tr

yi
ng

 to
 a

cc
om

pl
is

h 
in

 
m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
. (

R
)
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B

S
0

6
3.

27
1.

3

47
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

分
が

日
常

し
て

い
る

こ
と

は
、些

細
で

、大
切

な
こ

と
で

は
な

い
よう

に
感

じ
る

。 
(R

)
M

y 
da

ily
 a

ct
iv

iti
es

 o
fte

n 
se

em
 tr

iv
ia

l a
nd

 u
ni

m
po

rta
nt

 to
 m

e 
(R

)
PW

B
S

0
6

3.
30

1.
2

48
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
将

来
の

計
画

を
た

て
、そ

れ
を

実
現

さ
せ

る
こ

と
に

楽
し

み
を

見
い

だ
す

。
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 e

nj
oy

 m
ak

in
g 

pl
an

s f
or

 th
e 

fu
tu

re
 a

nd
 w

or
ki

ng
 

to
 m

ak
e 

th
em

 a
 re

al
ity
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B

S
0

6
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13
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49
職

業
生

活
に

お
い

て
、目

的
を

持
た

ず
に

さ
まよ

い
歩

く
人

も
い

る
が

、私
は

そ
の

よう
な

人
間

で
は

な
い

。
So

m
e 

pe
op

le
 w

an
de

r a
im

le
ss

ly
 th

ro
ug

h 
w

or
ki

ng
 li

fe
, b

ut
 I 

am
 n

ot
 

on
e 

of
 th

em
.
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S
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6
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50
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
な

す
べ

き
こ

と
は

す
べ

て
な

し
て

き
た

か
の

よう
に

感
じ

る
。

I s
om

et
im

es
 fe

el
 a

s i
f I

’v
e 

do
ne

 a
ll 

th
er

e 
is

 to
 d

o 
in

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

.
PW

B
S

0
6

2.
84

1.
2

51
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

分
を

振
り

返
っ

て
み

て
、結

果
とし

て
起

き
て

い
る

こ
と

を
う

れ
し

く
思

う
。

W
he

n 
I l

oo
k 

at
 th

e 
st

or
y 

of
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 a
m

 p
le

as
ed

 w
ith

 h
ow

 
th

in
gs

 h
av

e 
tu

rn
ed

 o
ut

.
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B
S

0
6

3.
27

1.
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52
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

分
自

身
に

対
し

て
自

信
が

あ
り

肯
定

的
だ

。
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 fe

el
 c

on
fid

en
t a

nd
 p

os
iti

ve
 a

bo
ut

 m
ys

el
f.
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S
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6
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53
職

業
生

活
に

お
い

て
、知

っ
て

い
る

人
の

多
くは

、私
に

比
べ

て
より

多
くの

も
の

を
得

て
き

た
と

感
じ

る
。 

(R
)

I f
ee

l l
ik

e 
m

an
y 

of
 th

e 
pe

op
le

 I 
kn

ow
 h

av
e 

go
tte

n 
m

or
e 

fr
om

 w
or

k-
in

g 
lif

e 
th

an
 I 

ha
ve

. (
R

)
PW

B
S

0
6

2.
91

1.
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54
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

分
の

性
格

の
だ

い
た

い
の

部
分

は
好

き
だ

。 
(R

)
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 li

ke
 m

os
t p

ar
ts

 o
f m

y 
pe

rs
on

al
ity

. (
R

)
PW

B
S

0
6

3.
15

1.
3

55
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

分
が

な
し

て
き

た
こ

と
の

多
くに

失
望

し
て

い
る

。 
(R

)
I f

ee
l d

is
ap

po
in

te
d 

ab
ou

t m
y 

ac
hi

ev
em

en
ts

 in
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
. (

R
)
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56
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

分
に

対
し

て
他

の
人

ほ
ど

肯
定

的
で

は
な

い
。 

(R
)

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, m

y 
at

tit
ud

e 
ab

ou
t m

ys
el

f i
s p

ro
ba

bl
y 

no
t a

s p
os

i-
tiv

e 
as

 m
os

t p
eo

pl
e 

fe
el

 a
bo

ut
 th

em
se

lv
es

. (
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)
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B
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0
6
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1.
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57
職

業
生

活
に

お
い

て
、同

僚
や

知
人

と
自

分
を

比
べ

て
み

て
、私

は
自

分
が

ど
ん

な
人

間
で

あ
る

か
と

い
うこ

と
に

満
足

を
感

じ
て

い
る

。
W

he
n 

I c
om

pa
re

 m
ys

el
f t

o 
ot

he
rs

, i
t m

ak
es

 m
e 

fe
el

 g
oo

d 
ab

ou
t w

ho
 

I a
m

 in
 w

or
ki

ng
 li

fe
.
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58
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
熱

心
で

あ
る

。
I a

m
 e

nt
hu

si
as

tic
 in

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

.
U

W
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-9
0
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59

職
業

生
活

は
、私

に
活

力
を

与
え

て
くれ

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 fe
el

 b
ur

st
in

g 
w

ith
 e

ne
rg

y.
U

W
ES

-9
0

6
3.

32
1.
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60

私
は

自
分

の
職

業
生

活
に

誇
りを

感
じ

る
。

I a
m

 p
ro

ud
 o

f m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

.
U

W
ES

-9
0

6
3.

31
1.
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61
自

分
の

職
業

生
活

は
、私

の
価

値
観

に
非

常
に

合
っ

て
い

る
。

M
y 

va
lu

es
 a

nd
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
 a

re
 v

er
y 

si
m

ila
r.

O
rg

an
iz

at
io

na
l 

co
m

m
itm

en
t 

sc
al

es
 (M

ow
da

y 
et

 a
l.,

 1
97

9)

0
6

3.
23

1.
3

62
私

に
と

っ
て

自
分

の
職

業
生

活
は

生
き

る
意

味
を

与
え

て
くれ

る
。

M
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

 h
as

 p
er

so
na

l m
ea

ni
ng

 fo
r m

e.

O
rg

an
iz

at
io

na
l 

co
m

m
itm

en
t 
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es
 (M

ey
er

 e
t 
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., 

19
93

)

0
6

3.
24

1.
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63
私

が
こ

れ
ま

で
の

職
業

生
活

を
送

っ
て

き
た

の
は

、そ
う

望
ん

で
い

た
と

同
時

に
必

要
で

あ
っ

た
か

ら
だ

。
M

y 
sp

en
t w

or
ki

ng
 li

fe
 is

 a
 m

at
te

r o
f n

ec
es

si
ty

 a
s m

uc
h 

as
 d

es
ire

.

O
rg

an
iz

at
io
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l 
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m

m
itm

en
t 

sc
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es
 (M

ey
er

 e
t 

al
., 
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93

)

0
6

3.
51

1.
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64
私

に
と

っ
て

こ
れ

ま
で

の
職

業
生

活
は

、忠
誠

を
持

っ
て

や
る

価
値

が
あ

っ
た

。
M

y 
sp

en
t w

or
ki

ng
 li

fe
 d

es
er

ve
s m

y 
lo

ya
lty

.

O
rg

an
iz

at
io

na
l 

co
m

m
itm

en
t 
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al

es
 (M

ey
er

 e
t 

al
., 

19
93

)

0
6

3.
24
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65
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
尊

重
さ

れ
て

い
る

。
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 a

m
 re

sp
ec

te
d.

Jo
b 

D
es

cr
ip

tiv
e 

In
de

x 
(J

D
I)

0
6

3.
22

1.
2

66
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
や

り
が

い
を

感
じ

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 fe
el

 c
ha

lle
ng

in
gn

es
s.

Jo
b 

D
es

cr
ip

tiv
e 

In
de

x 
(J

D
I)

0
6

3.
37
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67
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
達

成
感

が
あ

る
。

M
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

 g
iv

es
 m

e 
se

ns
e 

of
 a

cc
om

pl
is

hm
en

t.
Jo

b 
D

es
cr

ip
tiv

e 
In

de
x 

(J
D

I)
0

6
3.

30
1.

3

68
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
必

要
とさ

れ
て

い
る

。
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 a

m
 n

ee
de

d.
Jo

b 
D

es
cr

ip
tiv

e 
In

de
x 

(J
D

I)
0

6
3.

51
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69
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
重

要
な

こ
と

を
し

て
い

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, w

ha
t I

 d
o 

is
 im

po
rta

nt
.

Jo
b 

D
es
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ip
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e 

In
de

x 
(J

D
I)

0
6

3.
36
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70
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
自

信
が

あ
る

。
I f

ee
l s

ur
e 

of
 m

ys
el

f i
n 

m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

.
EQ

-I
0

6
3.

15
1.

3

71
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
難

し
い

状
況

を
き

ち
ん

と
取

り
仕

切
る

こ
と

が
で

き
る

。
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 c

an
 m

an
ag

e 
to

ug
h 

si
tu

at
io

ns
.
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3.
26
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72
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
楽

観
的

で
あ

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 a
m

 o
pt

im
is

tic
.

EQ
-I

0
6

3.
20

1.
3

73
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
た

い
て

い
良

い
結

果
が

得
ら

れ
る

と
予

測
し

て
い

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 g
en

er
al

ly
 h

op
e 

fo
r t

he
 b

es
t.

EQ
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0
6

3.
18
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74
職

業
生

活
に

お
い

て
、困

難
が

あ
る

とき
で

も
、私

は
継

続
す

る
意

欲
が

あ
る

。
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 a

m
 g

en
er

al
ly

 m
ot

iv
at

ed
 to

 c
on

tin
ue

, e
ve

n 
w

he
n 

th
in

gs
 g

et
 d

iffi
cu

lt.
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0
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75
職

業
生

活
に

お
い

て
、時

々
は

失
敗

し
て

も
、私

は
物

事
が

上
手

くい
くと

期
待

す
る

。
In

 m
y 

w
or

ki
ng

 li
fe

, I
 e

xp
ec

t t
hi

ng
s w

ill
 tu

rn
 o

ut
 a

lri
gh

t, 
de

sp
ite

 
se

tb
ac

ks
 fr

om
 ti

m
e 

to
 ti

m
e.
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0
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76
職

業
生

活
に

お
い

て
、私

は
問

題
の

ほ
と

ん
ど

に
対

処
す

る
力

が
あ

る
。

In
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 b
el

ie
ve

 in
 m

y 
ab

ili
ty

 to
 h

an
dl

e 
m

os
t u
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tin
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ob
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m
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77
職

業
生

活
に

お
い

て
、何

か
新

し
い

こ
と

を
始

め
る

前
に

は
、私

は
た

い
て

い
失

敗
す

る
と

感
じ

る
。 

(R
)

B
ef

or
e 

be
gi

nn
in

g 
so

m
et

hi
ng

 n
ew

 in
 m

y 
w

or
ki

ng
 li

fe
, I

 u
su

al
ly

 fe
el

 
th
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Original Article
Combined effect of high stress and job dissatisfaction on 
long-term sickness absence: a 1-year prospective study of 
Japanese employees
Akiomi Inoue1  | Yuko Kachi1  | Hisashi Eguchi1  | Akihito Shimazu2,3  | Norito Kawakami4  | 
Akizumi Tsutsumi1 
1Department of Public Health, Kitasato University School of Medicine, Kanagawa, Japan
2Faculty of Policy Management, Keio University, Kanagawa, Japan
3Asia Pacific Centre for Work Health and Safety, University of South Australia, Adelaide, Australia
4Department of Mental Health, Graduate School of Medicine, The University of Tokyo, Tokyo, Japan

Abstract
Objectives: We prospectively examined the combined effect of high stress (i.e., being under great work-related 
stress), as defined in the Japanese Stress Check Program manual using the Brief Job Stress Questionnaire (BJSQ), 
and job dissatisfaction on long-term sickness absence lasting 1 month or more. Methods: Participants were 7,343 
male and 7,344 female financial service company employees who completed the BJSQ. We obtained personnel 
records covering a 1-year period to identify employees with long-term sickness absence, which was treated as a 
dichotomous variable. Participants were classified into four groups (high-stress + dissatisfied, high-stress + satisfied, 
not high-stress + dissatisfied, and not high-stress + satisfied groups) to calculate the hazard ratios (HRs) of long-
term sickness absence for these groups using Cox’s proportional hazard regression analysis. Furthermore, to 
examine whether the combined effect of high stress and job dissatisfaction is synergistic or additive, we calculated 
relative excess risk due to interaction (RERI), attributable proportion due to interaction (AP), synergy index (SI), 
and their 95% confidence intervals (CIs). Results: After adjustment for covariates, the HR of long-term sickness 
absence was highest among the high-stress + dissatisfied group (HR 6.49; 95% CI, 3.42–12.3) followed by the high-
stress + satisfied group (HR 5.01; 95% CI, 1.91–13.1). The combined effect of high stress and job dissatisfaction 
was additive (95% CIs of RERI and AP included 0 and that of SI included 1). Conclusions: Our findings suggest 
incorporating high stress with job dissatisfaction improves the predictability of long-term sickness absence. How-
ever, employees reporting high stress but satisfaction with their jobs may still at increased risk of developing long-
term sickness absence.
Keywords: absenteeism, interaction effect, job satisfaction, job stress, longitudinal studies, survival analysis

Introduction
Sickness absence is a major public health and eco-

nomic concern in Japan1,2), as well as in other coun-
tries3–5). In particular, long-term sickness absence (i.e., 

sickness absence lasting 4 weeks/1 month or more)6) 
results in high costs for various stakeholders, such as 
employees, employers, insurance agencies, and society at 
large7,8). According to a report from the Organization for 
Economic Co-operation and Development (OECD), its 
member countries spend around 1.9% of the gross domes-
tic product (GDP) on sickness absence benefits9), which 
are due in large part to long-term sickness absence4). Fur-
thermore, long-term sickness absence has adverse effects 
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on the probability of returning to work10,11), as well as 
on mortality12–14); therefore, identifying those who are at 
high risk of long-term sickness absence at an early stage 
and preventing it are beneficial for both employees and 
employers.

In Japan, the Industrial Safety and Health Act was par-
tially amended on June 25th, 2014; all workplaces with 
50 or more employees were obligated to implement the 
Stress Check Program annually for employees starting 
on December 1st, 2015. This program requires employers 
to (1) conduct a self-administered questionnaire survey 
(called a “Stress Check”), which measures job stressors, 
stress responses, and social support; (2) identify employ-
ees under great work-related stress (called “high-stress” 
employees) based on the results of the Stress Check and 
arrange a physician interview for them (at their own 
request); and (3) improve working conditions according 
to physician’s recommendations15).

A recent study has reported that high stress, as 
defined in the Stress Check Program implementation 
manual (hereinafter called “Stress Check Program man-
ual” or simply “program manual”)16) described below, 
significantly predicted subsequent long-term sickness 
absence17). The Ministry of Health, Labour and Welfare 
has published the Stress Check Program manual16), which 
proposes that high-stress employees are defined using the 
job stressors, stress responses, and social support scores 
of the Brief Job Stress Questionnaire (BJSQ)18) (more 
detailed proposed criteria are described in the Methods 
section). Although using the BJSQ is not mandatory to 
conduct the Stress Check or define high-stress employees 
in the Stress Check Program, it has been widely used in 
research and practice in the field of mental health in the 
Japanese workplace and can measure various aspects of 
job stressors, stress responses, and social support, as well 
as job and life satisfaction, with a total of 57 items18).

In the Stress Check Program, information on job dissat-
isfaction has been underutilized for defining high-stress 
employees, although it can be measured using the BJSQ 
and has been reported to significantly and consistently 
predict long-term sickness absence by several prospec-
tive studies in Japan, as well as in other countries (i.e., 
Norway and the Netherlands)19–22). Given the empirical 
findings introduced above, those who meet the criteria for 
high stress and are also dissatisfied with their jobs may be 
at higher risk of a long-term sickness absence. Tsutsumi 
et al.23) have pointed out that screening performance of 
high stress using the definition of the Stress Check Pro-
gram manual is limited and that the combination of high 
stress with other related indicators needs to be examined. 
Furthermore, Asai et al.24) have reported that more than 
80% of high-stress employees did not request employers 
to arrange a physician interview. If we can better predict 
long-term sickness absence by incorporating high stress 
with job dissatisfaction measures, occupational health 

staff can identify high-stress employees who are more 
strongly encouraged to request a physician interview. 
Even with limited resources, the efficiency of physician 
interviews may be improved and eventually lead to pre-
vention of long-term sickness absence, thereby saving 
companies money and resources.

The purpose of the present study was to examine the 
combined effect of high stress, as defined in the Stress 
Check Program manual using the BJSQ, and job dissatis-
faction on long-term sickness absence. We hypothesized 
that those who met the criteria for high stress and were 
also dissatisfied with their jobs would be at higher risk of 
long-term sickness absence.

Methods
Participants

From July 2015 to July 2016, we conducted a 1-year 
prospective study of employees from a financial service 
company of Japan. We gathered information on work-
related stress, demographic and occupational character-
istics, and long-term sickness absence using the BJSQ 
and the personnel records of the surveyed company. At 
baseline (July to August 2015), we invited all employees 
except board members; employees who were temporar-
ily transferred, overseas, and dispatched; and absentees 
(n = 15,615) to participate in this study; a total of 14,711 
employees completed the BJSQ (response rate: 94.2%). 
After excluding 24 employees who had taken long-term 
sickness absence in the past 3 years, we studied 14,687 
employees (7,343 men and 7,344 women) aged 20–66 
years for 1 year (until July 31st, 2016) (see Figure 1). 
We obtained informed consent from participants using 
the opt-out method for the secondary analysis of exist-
ing anonymous data. Kitasato University Medical Ethics 
Organization reviewed and approved the study procedure 
(No. B15-113).

Exposure: combination of high stress and job dissatisfac-
tion

High stress was determined and job dissatisfaction was 
measured using the BJSQ. The BJSQ has high levels of 
internal consistency reliability and factor-based validity18) 
and comprises nine scales of job stressors (i.e., quantita-
tive job overload [3 items], qualitative job overload [3 
items], physical demands [1 item], interpersonal conflict 
[3 items], poor physical environment [1 item], job control 
[3 items], skill utilization [1 item], suitable jobs [1 item], 
and meaningfulness of work [1 item]), six scales of stress 
responses (i.e., vigor [3 items], anger-irritability [3 items], 
fatigue [3 items], anxiety [3 items], depression [6 items], 
and physical complaints [11 items]), three scales of social 
support (supervisor support [3 items], coworker support 
[3 items], and support from family and friends [3 items]), 
and two scales of satisfaction (job satisfaction [1 item] 
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and life satisfaction [1 item]). Each item is measured with 
a four-point response option (1 = Not at all, 2 = Somewhat, 
3 = Moderately so, and 4 = Very much so for job stressors; 
1 = Almost never, 2 = Sometimes, 3 = Often, and 4 = Almost 
always for stress responses; 1 = Not at all, 2 = Somewhat, 
3 = Very much, and 4 = Extremely for social support; and 
1 = Dissatisfied, 2 = Somewhat dissatisfied, 3 = Somewhat 
satisfied, and 4 = Satisfied for satisfaction).

The Stress Check Program manual proposes criteria for 
defining high-stress employees using the BJSQ16): those 
who have a higher level of stress responses (criterion A) 
or have above a certain level of stress responses together 
with remarkably higher level of job stressors and/or lower 
level of social support (criterion B) are defined as high-
stress employees. According to the program manual, a 
total score of stress responses was calculated by summing 
up the scale scores of vigor (reversed), anger-irritability, 
fatigue, anxiety, depression, and physical complaints 
(score range: 29–116). In a similar way, a total score of 
job stressors and social support was calculated by sum-
ming up the scale scores of quantitative job overload, 
qualitative job overload, physical demands, interper-
sonal conflict, poor physical environment, job control 
(reversed), skill utilization (reversed), suitable jobs 
(reversed), meaningfulness of work (reversed), supervi-

sor support (reversed), coworker support (reversed), and 
support from family and friends (reversed) (score range: 
26–104). For both scores, a higher score indicates worse 
(or more stressful) situation. Using the proposed cutoff 
points by the program manual, those who had 77 or more 
on the stress responses score (criterion A) or 63–76 on 
the stress responses score together with 76 or more on the 
job stressors and social support score (criterion B) were 
classified as “high-stress (HS)” group; and those who did 
not meet these criteria were classified as “not high-stress 
(NH)” group (see Figure 2).

For job dissatisfaction, using the single-item job 
satisfaction scale of the BJSQ “I am satisfied with my 
job,” those who answered 1 = Dissatisfied or 2 = Some-
what dissatisfied were classified as the “dissatisfied (D)” 
group; and those who answered 3 = Somewhat satisfied or 
4 = Satisfied were classified as the “satisfied (S)” group.

On that basis, participants were classified into four 
groups according to the combination of the classification 
of high stress and job dissatisfaction (i.e., HS + D, HS + S, 
NH + D, and NH + S groups).

Outcome: long-term sickness absence
Long-term sickness absence was treated as a dichoto-

mous variable. We obtained information on the dates of 

Fig. 1. Recruitment and follow-up flow diagram

Company employee 
N=18,343 

Eligible for the baseline survey 
n=15,615 

Not assessed for eligibility 
 Board members n=37 
 Temporarily transferred employees n=1,443 
 Overseas employees n=271 
 Dispatched employees n=468 
 Absentees (including maternal leave and 

granny leave) n=509 

Did not participate 
n=904 

Completed the baseline survey 
n=14,711 

Excluded 
Prior history of long-term sickness absence 
 Mental disorders n=19 
 Musculoskeletal disorders n=4 
 Cardiovascular disease n=1 

Data available for analysis 
n=14,687 
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application for invalidity benefit with medical certifica-
tion for long-term sickness absence lasting 1 month or 
more from the personnel records of the surveyed com-
pany. In the surveyed company, employees were required 
to submit medical certification from their attending 
physician to the human resources/labor department when 
applying for invalidity benefit. Furthermore, because the 
personnel records included information on the resigna-
tion/retirement dates, those who resigned/retired from 
the surveyed company during the follow-up period were 
treated as censored cases. The follow-up started when 
participants answered the BJSQ and ended when they 
started to take long-term sickness absence (i.e., applied 
for invalidity benefit), resigned/retired, or when the study 
concluded on July 31st, 2016, whichever came first.

Covariates: demographic and occupational characteristics
We also obtained information on the demographic and 

occupational characteristics from the surveyed company. 
Demographic characteristics included age (years; con-
tinuous variable) and gender. Occupational characteristics 
included length of service (years; continuous variable), 
job type (four groups: sales, claims service, administra-
tive, and others), and employment position (five groups: 
manager, staff, senior employee, temporary employee, 
and others).

Statistical analysis
First, we conducted descriptive analysis to summarize 

the basic features of each group on the basis of high stress 
and job dissatisfaction. Then, taking the NH + S group 
as a reference, we conducted Cox’s proportional hazard 
regression analysis to estimate the hazard ratios (HRs) 
and their 95% confidence intervals (CIs) of the incidence 

of long-term sickness absence during the follow-up 
period among the HS + D, HS + S, and NH + D groups. 
Furthermore, to examine whether the combined effect of 
high stress and job dissatisfaction is synergistic or addi-
tive, we calculated relative excess risk due to interaction 
(RERI), attributable proportion due to interaction (AP), 
and synergy index (SI) as well as their 95% CIs as fol-
lows25):

RERI HR HR HRHS D HS S NH D= − − ++ + + 1

AP
RERI

HRHS D

=
+

SI
HR

HR HR

HS D

HS S NH D

= −
−( ) + −( )

+

+ +

1

1 1

If 95% CIs of RERI and AP were greater than 0 and 
that of SI was greater than 1, the combined effect was 
determined to be synergistic. Conversely, if 95% CIs of 
RERI and AP included 0 and that of SI included 1, the 
combined effect was determined to be additive. In the 
series of the analyses, we first calculated the crude HRs, 
RERI, AP, and SI (i.e., without any adjustment) (model 
1). Subsequently, we incrementally adjusted for demo-
graphic characteristics (i.e., age and gender) (model 2) 
and occupational characteristics (i.e., length of service, 
job type, and employment position) (model 3). Further-
more, to be consistent with the main purpose of the Stress 
Check Program (i.e., primary prevention of mental health 
problems) and to confirm the robustness of the main 
results, we conducted a similar analysis taking long-term 
sickness absence due to mental disorders as an outcome 
variable. The level of significance was 0.05 (two-tailed). 
Most statistical analyses were conducted using Stata 14.0 
(Stata Corp., College Station, TX, USA), while 95% CIs 
for RERI, AP, and SI were calculated using the Excel 
spreadsheet available from the EpiNET (http://epinet.se/
res/xls/epinetcalculation.xls)26).

Results
Table 1 shows the detailed characteristics of each 

group on the basis of high stress and job dissatisfaction. 
Compared to the NH + S group, the other three groups 
were younger, had a shorter length of service, and had a 
greater proportion of women, claims service personnel, 
and staff represented, but a lower proportion of adminis-
trative, managerial, and senior employees. Among others, 
the HS + D group had the highest proportion of women 
and claims service personnel; and the HS + S group had 
the highest proportion of staff.

Table 2 shows the results of the Cox’s proportional 
hazard regression analysis and the combined effect of 
high stress and job dissatisfaction. During 5,258,910 

Fig. 2. Criteria for high stress proposed in the Stress Check 
Program manual16)
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person-days (mean: 358 days, range: 3–373 days), a 
total of 62 employees (32 men and 30 women) took a 
long-term sickness absence (mental disorders: 51 cases, 
musculoskeletal disorders: 6 cases, cerebrovascular dis-
ease: 3 cases, and cardiovascular disease: 2 cases). In the 
crude model (model 1), the HS + D group had the highest 
HR of long-term sickness absence (HR 5.70; 95% CI, 
3.08–10.5) followed by the HS + S group (HR 4.44; 95% 
CI, 1.72–11.5) and then the NH + D group (HR 2.03; 95% 
CI, 1.05–3.92). For the combined effect of high stress and 
job dissatisfaction, RERI and AP were small and SI was 
close to 1; none of the indicators were statistically signifi-
cant. These patterns were unchanged after adjustment for 
demographic and occupational characteristics (models 2 
and 3).

When we conducted similar analysis taking long-term 
sickness absence due to mental disorders as an outcome 
variable, the combined effect of high stress and job dis-
satisfaction was similar to the main results, while the esti-
mated risks increased for all three groups (i.e., HS + D, 
HS + S, and NH + D groups) (Table 3).

Discussion
The present study demonstrated that those who met the 

criteria for high stress, as identified in the Stress Check 
Program manual, and were also dissatisfied with their 
jobs were at highest risk of long-term sickness absence, 
and that the combined effect of high stress and job dis-
satisfaction on long-term sickness absence was additive.

Among the groups on the basis of high stress and job 
dissatisfaction, the HS + D group had the highest HR of 
long-term sickness absence. This finding is reasonable 

because, although separately examined, high stress and 
job dissatisfaction were reported to be associated with 
increased risk of long-term sickness absence17,19–22). Our 
findings suggest that high-stress employees are at higher 
risk of subsequent long-term sickness absence compared 
to their counterparts, and that the risk is further increased 
when high-stress employees are dissatisfied with their 
jobs.

The present study found that none of the indicators 
for an interaction or synergistic effect of high stress and 
job dissatisfaction were significant, suggesting that the 
combined effect of high stress and job dissatisfaction 
on long-term sickness absence is additive. This finding 
is also reasonable because job (dis)satisfaction does not 
theoretically have a modifying effect on the association 
of job stressors, social support, or stress responses with 
ill-health, as shown by the National Institute for Occupa-
tional Safety and Health (NIOSH) model of job stress27) 
and the Job Demands-Resources (JD-R) model28). There 
is evidence that job satisfaction buffers the association 
of adverse psychosocial work environment (such as job 
demands) with mental health29). However, the effect 
modification by job (dis)satisfaction on the association of 
psychological or physical distress with future health has 
not been studied. Our findings suggest that job dissatis-
faction does not modify the association of psychological 
or physical distress with subsequent long-term sickness 
absence.

On the other hand, the HS + S group also had higher 
risk of long-term sickness absence, which was more than 
twice as high as in the NH + D group. Those who are 
satisfied with their jobs, but suffering from a variety of 
psychological and physical distress and/or exposure to 

Table 1. Demographic and occupational characteristics among employees who participated in the study

High-stress + dissatisfied
(HS + D) group (n = 1,086)

High-stress + satisfied
(HS + S) group (n = 431)

Not high-stress + dissatisfied
(NH + D) group (n = 2,462)

Not high-stress + satisfied
(NH + S) group (n = 10,708)

Mean (SD) n (%) Mean (SD) n (%) Mean (SD) n (%) Mean (SD) n (%)

Age, years 40.4 (11.4) 38.9 (11.0) 41.4 (12.5) 41.8 (12.5)
Gender
 Men 290 (26.7) 121 (28.1)  972 (39.5) 5,960 (55.7)
 Women 796 (73.3) 310 (71.9) 1,490 (60.5) 4,748 (44.3)
Length of service, years 12.4 (9.51) 12.0 (8.76) 12.0 (10.0) 12.7 (10.3)
Job type
 Sales 523 (48.2) 205 (47.6) 1,153 (46.8) 5,155 (48.1)
 Claims service 439 (40.4) 160 (37.1)  987 (40.1) 3,669 (34.3)
 Administrative 124 (11.4)  66 (15.3)  318 (12.9) 1,875 (17.5)
 Others  ― (0.0)  ― (0.0)    4 (0.2)    9 (0.1)
Employment position
 Manager  54 (5.0)  34 (7.9)  203 (8.2) 2,052 (19.2)
 Staff 822 (75.7) 340 (78.9) 1,635 (66.4) 6,250 (58.4)
 Senior employee  15 (1.4)   6 (1.4)   77 (3.1)  459 (4.3)
 Temporary employee 195 (18.0)  51 (11.8)  543 (22.1) 1,938 (18.1)
 Others  ― (0.0)  ― (0.0)    4 (0.2)    9 (0.1)

SD, standard deviation.
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adverse work environments, may over-adapt to their jobs, 
which may lead to increased risk of long-term sickness 
absence30). The present findings suggest that, even if high-
stress employees are satisfied with their jobs, their risk of 
long-term sickness absence is reasonably high; therefore, 
not only occupational health staff, but also high-stress 
employees themselves, should not ignore such risk.

Compared to the NH + S group, the other three groups 
had a greater proportion of women (see Table 1). Consid-
ering that such gender imbalance may affect the present 
findings, we supplementally conducted a gender-stratified 
analysis and examined an interaction effect between four 
groups (i.e., the combination of high stress and job dissat-
isfaction) and gender on long-term sickness absence. As 
a result, HR for each group was about twice as high for 
men compared to women (data available upon request), 
while a significant interaction effect was not observed 
(p for interaction = 0.397). At least from our dataset, the 
effect of gender imbalance on the present findings could 
not be detected. To estimate such effect more precisely, 
larger-scale research should be conducted in the future.

Possible limitations of the present study should be 
considered. First, personality traits, which were not mea-
sured in the present study, may have affected our findings. 
Previous studies reported that neuroticism was associated 
with higher levels of job stressors and stress responses 
(e.g., depression and anxiety)31), lower levels of job satis-
faction32), and a higher prevalence of long-term sickness 
absence33); therefore, our findings may have been overes-
timated. Second, some employees may have transferred 
to another department in the surveyed company, which 
may have influenced our findings. However, this impact 
may be minimal because transfer rates were probably low 
at 1-year follow-up. Third, although the sample size in the 
present study was relatively large, we could not conduct 
cause-specific analyses other than for mental disorders 
(i.e., musculoskeletal disorders, cerebrovascular disease, 
or cardiovascular disease) due to the small number of 
incidence cases. Such analyses may provide additional 
practical information. Fourth, although we defined long-
term sickness absence cases based on the application for 
invalidity benefit with medical certification, we could not 
identify whether work-related stress contributed to each 
case. Perhaps some long-term sickness absence cases 
were caused by reasons other than work-related stress, 
which may have led to a less precise association. How-
ever, it is plausible that most of the cases were caused 
by work-related stress since our cause-specific analysis 
showed strong association of high stress and job dissat-
isfaction with long-term sickness absence due to mental 
disorders. Finally, our data was obtained from one par-
ticular financial service company in Japan; therefore, we 
should interpret the present findings with caution, taking 
limited generalizability into account.

In conclusion, the present study provided evidence 

that high stress, as defined in the Stress Check Program 
manual using the BJSQ, and job dissatisfaction additively 
increase the risk of long-term sickness absence lasting 
1 month or more. Although the criteria for high stress 
proposed by the program manual do not include job dis-
satisfaction, our findings suggest that incorporating high 
stress with job dissatisfaction improves the predictability 
of long-term sickness absence. Occupational health staff 
can identify high-stress employees who are more strongly 
encouraged to request physician interview by checking 
their response to the single-item job satisfaction scale 
of the BJSQ. On the other hand, high-stress employees 
who are satisfied with their jobs also had a higher risk of 
long-term sickness absence; therefore, the encouragement 
of physician interview for them should not be ignored. 
It should also be noted that corporate culture and policy 
play an important role in job stress and health outcomes 
among employees34,35). For example, our surveyed com-
pany is listed on the major stock exchange and provides 
employees with 30 days of paid leave and a standard ben-
efits package, including leave compensation and employ-
ment insurance, which may influence long-term sickness 
absence. Future research on the effect of such factors on 
the association of high stress with long-term sickness 
absence is needed.
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ABSTRACT

Background: Using a 1-year prospective design, we examined the association of job dissatisfaction with long-term sickness
absence lasting 1 month or more, before and after adjusting for psychosocial work environment (ie, quantitative job overload,
job control, and workplace social support) in Japanese employees.

Methods: We surveyed 14,687 employees (7,343 men and 7,344 women) aged 20–66 years, who had not taken long-term sickness
absence in the past 3 years, from a financial service company in Japan. The Brief Job Stress Questionnaire, including scales on
job satisfaction and psychosocial work environment, was administered, and information on demographic and occupational
characteristics (ie, age, gender, length of service, job type, and employment position) was obtained from the personnel records of
the surveyed company at baseline (July–August 2015). Subsequently, information on the start dates of long-term sickness
absences was obtained during the follow-up period (until July 2016) from the personnel records. Cox’s proportional hazard
regression analysis was conducted.

Results: After adjusting for demographic and occupational characteristics, those who perceived job dissatisfaction had a
significantly higher hazard ratio of long-term sickness absence than those who perceived job satisfaction (hazard ratio 2.91; 95%
confidence interval, 1.74–4.87). After additionally adjusting for psychosocial work environment, this association was weakened
and no longer significant (hazard ratio 1.55; 95% confidence interval, 0.86–2.80).

Conclusions: Our findings suggest that the association of job dissatisfaction with long-term sickness absence is spurious and
explained mainly via psychosocial work environment.

Key words: absenteeism; job satisfaction; longitudinal studies; psychosocial job characteristics; survival analysis
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INTRODUCTION

Sickness absence is a major public health and economic
problem in many countries.1,2 Among others, long-term sickness
absence, often defined as sickness absence lasting 4 weeks=1
month or more,3 bears high costs for a variety of stakeholders,
including employees, employers, insurance agencies, and society
at large.4,5 The Organization for Economic Co-operation and
Development (OECD) has reported that OECD member countries
spend, on average, approximately 1.9% of the gross domestic
product (GDP) on sickness absence benefits,6 most of which
are accounted for by long-term sickness absence.2 Furthermore,
long-term sickness absence has various adverse effects on
employees, such as lower probability of returning to work,7,8

a higher risk of social exclusion,9 and mortality.10–12 There-
fore, identifying predictors of long-term sickness absence
and preventing it are beneficial for both employees and
society.

In the occupational health research field, job dissatisfaction (ie,
an unpleasant emotion when one’s work is frustrating and blocking
the affirmation of their values)13 has been attracting attention as a
predictor of sickness absence, as well as of poor mental health (ie,
anxiety, burnout, depression, and low self-esteem) and physical
health (ie, cardiovascular disease and musculoskeletal disorders).14

Several prospective studies in European countries have examined
the association of job dissatisfaction with sickness absence15–24;
the results have been inconsistent, and most of these studies
focused mainly on short-term sickness absence lasting from a few
days to a few weeks. To date, only three studies focused on long-
term sickness absence16,21,22; two, however, relied on self-reports
rather than on personnel records or national register data for
measuring sickness absence duration.21,22 This may have led to a
less accurate association with job dissatisfaction.25 Furthermore,
only one study conducted a survival analysis.23

In addition to the above, psychosocial work environment may
explain the association of job dissatisfaction with sickness

Address for correspondence. Akiomi Inoue, PhD, Department of Public Health, Kitasato University School of Medicine, 1-15-1 Kitazato, Minami-ku, Sagamihara, 
Kanagawa 252-0374, Japan (e-mail: akiomi@med.kitasato-u.ac.jp).

Journal of Epidemiology

DOI https://doi.org/10.2188/jea.JE20190050
390 HOMEPAGE http://jeaweb.jp/english/journal/index.html

－299－



absence.26 In fact, major psychosocial work environment, such
as described in the job demands-control (JD-C) or demand-
control-support (DCS) model,27,28 has been associated with job
dissatisfaction.29,30 It is also known that poor psychosocial wok
environment causes sickness absence.31 It might be interesting to
know how much unique impact job dissatisfaction has on long-
term sickness absence independent of psychosocial work environ-
ment, because it would be relevant for developing an effective
strategy to prevent long-term sickness absence whether targeting
on job dissatisfaction per se or psychosocial work environment.

Contrary to European countries, the association between
psychosocial work environment, job dissatisfaction, and long-
term sickness absence has not been fully examined among
Japanese employees. In Japan, approximately 60% of employees
reported job-related distress due to psychosocial work environ-
ment such as job overload and workplace human relations.32

Furthermore, compared to European countries, Japanese employ-
ees have been found to have lower levels of job satisfaction,33

as well as positive work-related state of mind, such as work
engagement.34 On the other hand, because the social notion that
“not taking time off and working hard are virtues” is still strongly
rooted in the Japanese psyche,35 taking long-term sickness
absence is a serious event for Japanese employees. Therefore,
it is extremely valuable to clarify the association of job dis-
satisfaction with long-term sickness absence and the role of
psychosocial work environment in this association among
Japanese employees. To date, two cross-sectional studies have
reported the association of job dissatisfaction with sickness
absence among Japanese employees,36,37 while prospective
evidence is lacking and the role of psychosocial work environ-
ment in the association is still unclear.

The purpose of the present study was twofold. The first
purpose was to examine the prospective association of job
dissatisfaction with long-term sickness absence obtained from
personnel records in a large sample of Japanese employees,
conducting survival analysis. The second purpose was to examine
whether psychosocial work environment explains the association
of job dissatisfaction with long-term sickness absence. In the
present study, we focused especially on financial service
employees because they experience increased stress and worries
due to greater time pressures, problems with ergonomics,
conflicting roles, work demands, and difficult relationships with
customers.38

MATERIAL AND METHODS

Participants
A 1-year prospective study of employees from a financial service
company listed on the major stock exchanges was conducted
from July 2015 to July 2016. Information was gathered using a
self-administered questionnaire and the personnel records of the
surveyed company. At baseline (July–August 2015), all employ-
ees, except for board members; temporary transferred, overseas,
and dispatched employees; and absentees (N = 15,615) were
invited to participate in this study; a total of 14,711 employees
completed the baseline questionnaire (response rate: 94.2%).
After excluding 24 employees who had histories of long-term
sickness absence in the past 3 years, 14,687 employees (7,343
men and 7,344 women) aged 20–66 years were followed for 1
year (until July 31st, 2016) (Figure 1). Informed consent was
obtained from participants using the opt-out method for the

secondary analysis of existing anonymous data. The study
procedure was reviewed and approved by the Kitasato University
Medical Ethics Organization (No. B15-113).

Measures
Job dissatisfaction
Job dissatisfaction was measured using the Brief Job Stress
Questionnaire (BJSQ). The BJSQ has high levels of internal
consistency reliability and factor-based validity39 and includes a
single-item summary measure of job satisfaction (“I am satisfied
with my job”). Responses are provided on a four-point Likert
scale (1 = Dissatisfied, 2 = Somewhat dissatisfied, 3 = Somewhat
satisfied, and 4 = Satisfied). Participants were dichotomized into
“dissatisfied” (those who answered 1 or 2) and “satisfied” (those
who answered 3 or 4) groups.
Long-term sickness absence
Information on dates of application for invalidity benefits with
medical certification for long-term sickness absence lasting 1
month or more was obtained from the personnel records of the
surveyed company. In the surveyed company, it was mandatory
for employees to submit medical certification from his=her
attending physician to the human resource department when
applying for invalidity benefits. Furthermore, the personnel
records included information on resignation=retirement date.
Based on this information, those who resigned=retired from the
surveyed company during the follow-up period were treated as
censored cases. The follow-up began on the date of response to the
BJSQ and ended at the start date of long-term sickness absence
(ie, the date of application for invalidity benefits), the resignation=
retirement date, or July 31st, 2016, whichever came first.
Psychosocial work environment
For psychosocial work environment, we examined quantitative
job overload, job control, and workplace social support, based on
the JD-C or DCSmodel.27,28 These were measured using the BJSQ
introduced above. The BJSQ includes three-item quantitative job
overload, job control, supervisor support, and coworker support
scales. The answers are provided on a four-point Likert scale
(1 = Not at all, 2 = Somewhat, 3 = Moderately so, and 4 = Very
much so for quantitative job overload and job control; 1 = Not
at all, 2 = Somewhat, 3 = Very much, and 4 = Extremely for
supervisor support and coworker support), with the scores of
each scale ranging from 3–12. For workplace social support,
total scores for supervisor support and coworker support were
calculated (score range: 6–24). In this sample, the Cronbach’s
alpha coefficients were 0.78, 0.70, and 0.88 for quantitative job
overload, job control, and workplace social support, respectively.
Covariates
Covariates included demographic and occupational character-
istics, all of which were obtained from the personnel records of
the surveyed company. Demographic characteristics included age
and gender. Age was used as a continuous variable. Occupational
characteristics included length of service, job type, and employ-
ment position. Length of service was used as a continuous
variable. Job type was classified into four groups: sales, claims
service, administrative, and others. Employment position was
classified into five groups: manager, staff, senior employee,
temporary employee, and others.

Statistical analysis
We first conducted a descriptive analysis using Student’s t test or
Fisher’s exact test to compare the demographic and occupational
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characteristics and the scale scores between the satisfied and
dissatisfied groups. Afterwards, the cumulative hazard of long-
term sickness absence was plotted as Kaplan-Meier curves and
the log-rank test was conducted to compare the hazard functions
between the satisfied and dissatisfied groups. Finally, using the
satisfied group as a reference, Cox’s proportional hazard regres-
sion analysis was conducted to estimate the hazard ratio (HR) and
its 95% confidence interval (CI) of the incidence of long-term
sickness absence during the follow-up period in the dissatisfied
group. In the series of analyses, we first adjusted for demographic
characteristics (ie, age and gender) (model 1). Subsequently, we
incrementally adjusted for occupational characteristics (ie, length
of service, job type, and employment position) (model 2) and
psychosocial work environment (ie, quantitative job overload, job
control, and workplace social support) (model 3). For model 3,
overcontrol bias due to common method variance might occur
since the present study measured job dissatisfaction and
psychosocial work environment simultaneously with the same
self-administered questionnaire (ie, the BJSQ). Therefore, to test
the presence of overcontrol bias due to common method variance,
Harman’s single-factor test40 was conducted by entering items
for job dissatisfaction, quantitative job overload, job control, and
workplace social support (ie, a total of 13 items) into the
unrotated principal component analysis. Furthermore, as sub-
analyses, the log-rank test and the Cox’s proportional hazard

regression analysis were conducted by gender because men
and women are exposed to different work environment in Japan.
The level of significance was 0.05 (two-tailed). The statistical
analyses were conducted using IBM® SPSS® Statistics Version
23.0 for Windows (IBM Corp., Armonk, NY, USA).

RESULTS

Table 1 shows the detailed characteristics of the participants
in the satisfied and dissatisfied groups. Compared to the satisfied
group, the dissatisfied group was significantly younger, had a
greater proportion of women, claims service, staff, and temporary
employees, and perceived significantly higher levels of
quantitative job overload and lower levels of job control and
workplace social support.

Figure 2 shows the Kaplan-Meier curves for the cumulative
hazard of long-term sickness absence among the dissatisfied
group compared to the satisfied group. The log-rank test showed
that the dissatisfied group had a significantly higher incidence rate
of long-term sickness absence compared to the satisfied group
(P < 0.001).

Table 2 shows the results of the Cox’s proportional hazard
regression analysis. During 5,258,910 person-days (mean: 358
days, range: 3–373 days), 62 employees (32 men and 30 women)
took long-term sickness absence (mental disorders: 51 cases,

Company employee
N=18,343

Eligible for the baseline survey
n=15,615

Not assessed for eligibility
Board members n=37
Temporary transferred employees n=1,443
Overseas employees n=271
Dispatched employees n=468
Absentees (including maternal leave and
granny leave) n=509

Did not participate
n=904

Completed the baseline survey
n=14,711

Excluded
Prior history of long-term sickness absence

Mental disorders n=19
Musculoskeletal disorders n=4
Cardiovascular disease n=1

Data available for analysis
n=14,687

Figure 1. Recruitment and follow-up flow diagram
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musculoskeletal disorders: 6 cases, cerebrovascular disease: 3
cases, and cardiovascular disease: 2 cases). After adjusting for
demographic and occupational characteristics (models 1 and 2),
the dissatisfied group had a significantly higher HR of long-term
sickness absence than the satisfied group (HR 3.00; 95% CI,
1.80–5.00 and HR 2.91; 95% CI, 1.74–4.87 for models 1 and 2,
respectively). However, after additionally adjusting for psycho-

social work environment (model 3), this association was weak-
ened and no longer significant (HR 1.55; 95% CI, 0.86–2.80).

For the Harman’s single-factor test, three factors with
eigenvalues greater than 1.0 were extracted and the first (largest)
factor did not account for a majority of the variance (32.7%),
indicating that overcontrol bias due to common method variance
was not of great concern.

Table 1. Demographic and occupational characteristics and scale scores among employees who participated in the study

Satisfied group (n = 11,139) Dissatisfied group (n = 3,548)
P valuea

Mean (SD) n (%) Mean (SD) n (%)

Age, years 41.6 (12.4) 41.1 (12.2) 0.027
Gender <0.001
Men 6,081 (54.6) 1,262 (35.6)
Women 5,058 (45.4) 2,286 (64.4)

Length of service, years 12.7 (10.3) 12.1 (9.88) 0.003
Job type <0.001
Sales 5,360 (48.1) 1,676 (47.2)
Claims service 3,829 (34.4) 1,426 (40.2)
Administrative 1,941 (17.4) 442 (12.5)
Others 9 (0.1) 4 (0.1)

Employment position <0.001
Manager 2,086 (18.7) 257 (7.2)
Staff 6,590 (59.2) 2,457 (69.3)
Senior employee 465 (4.2) 92 (2.6)
Temporary employee 1,989 (17.9) 738 (20.8)
Others 9 (0.1) 4 (0.1)

Quantitative job overload (3–12) 9.10 (1.86) 10.1 (1.95) <0.001
Job control (3–12) 8.35 (1.62) 6.79 (1.78) <0.001
Workplace social support (6–24) 17.6 (3.56) 14.2 (3.46) <0.001

SD, standard deviation.
aStudent’s t test and Fisher’s exact test were used for the continuous and categorical variables, respectively.

Figure 2. Cumulative hazard of long-term sickness absence among the dissatisfied group compared to the satisfied group
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When we conducted the gender-stratified analysis, similar
tendency to the main analysis was observed among both genders
while statistical significance was marginal for the log-rank test
(P = 0.063) and for models 1 and 2 of the Cox’s proportional
hazard regression analysis among women (Table 2).

DISCUSSION

The present study demonstrated that after adjusting for
demographic and occupational characteristics, those who
perceived job dissatisfaction had a significantly higher risk of
long-term sickness absence during the 1-year follow-up period
than those who perceived job satisfaction. After additionally
adjusting for psychosocial work environment based on the JD-C
or DCS model, the risk was no longer significant.

Job dissatisfaction was significantly associated with a higher
risk of long-term sickness absence after adjusting for demo-
graphic and occupational characteristics. This finding is con-
sistent with previous prospective studies in European countries
(ie, Norway and the Netherlands) that have reported a significant
association of job dissatisfaction with long-term sickness absence
in the crude model,22 as well as after adjusting for demographic
and occupational characteristics (eg, age, gender, education,
and affiliation).16,21 Using personnel records to measure long-
term sickness absence and conducting a survival analysis, the
present study expanded this evidence into other than European
countries.

After additionally adjusting for psychosocial work environ-
ment based on the JD-C or DCS model, the association of job
dissatisfaction with long-term sickness absence was weakened
and no longer significant. This is consistent with previous studies
in that a significant association of job dissatisfaction with sickness
absence (including both short-term and long-term ones) was not
observed when psychosocial work environment was included in
the model.16,17,20 Our findings suggest that the association of job
dissatisfaction with long-term sickness absence is explained
mainly by psychosocial work environment and that improving
psychosocial work environment is effective for the prevention of
long-term sickness absence. However, although not statistically
significant, the fully adjusted HR of job dissatisfaction was still
approximately 1.5; therefore, there may be a unique effect of job

dissatisfaction on long-term sickness absence independently of
psychosocial work environment. Future research should examine
more precisely the association between psychosocial work
environment, job dissatisfaction, and sickness absence.

Possible limitations of the present study should be considered.
First, our sample was recruited from one financial service
company in Japan; therefore, our findings should be interpreted
with caution in light of limited generalizability. Second, job
dissatisfaction was measured using a single-item question, which
may limit its measurement validity; however, some researchers
have argued that single-item questions are preferred to measure
overall job dissatisfaction because differences in individual scores
are lost in the total mean scores of multi-item questions.41,42

Third, some employees may have transferred to another
department in the surveyed company, which may have influenced
job dissatisfaction and masked the true association; nevertheless,
the frequency of transfer may not have been so high at 1-year
follow-up. Finally, although some previous studies focused on
workplace-level (in addition to individual-level) job dissatisfac-
tion to examine its association with sickness absence,19 the
present study could not take workplace-level job dissatisfaction
into account due to a lack of information on the departments to
which the individual participants belonged.

In conclusion, the present study provided evidence that the
association of job dissatisfaction with long-term sickness absence
lasting 1 month or more is spurious and explained mainly via
adverse psychosocial work environment. More detailed under-
lying mechanisms in the association between psychosocial work
environment, job dissatisfaction, and sickness absence can be
explored using mediation analysis.
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Table 2. Association of job dissatisfaction with long-term sickness absence among Japanese employees: Cox’s proportional hazard
regression analysis (7,343 men and 7,344 women)

Person-days Number of events Rate=100,000 person-days
Hazard ratio (95% confidence interval)

Model 1a Model 2b Model 3c

Main analysis
Satisfied 3,998,784 33 0.83 1.00 1.00 1.00
Dissatisfied 1,260,126 29 2.30 3.00 (1.80–5.00) 2.91 (1.74–4.87) 1.55 (0.86–2.80)

Gender-stratified analysis
Men
Satisfied 2,172,019 17 0.78 1.00 1.00 1.00
Dissatisfied 443,864 15 3.38 4.20 (2.08–8.46) 4.13 (2.03–8.42) 2.00 (0.86–4.63)

Women
Satisfied 1,826,765 16 0.88 1.00 1.00 1.00
Dissatisfied 816,262 14 1.72 2.05 (0.99–4.21) 1.97 (0.95–4.06) 1.14 (0.50–2.63)

aAdjusted for age (and gender).
bAdditionally adjusted for length of service, job type, and employment position.
cAdditionally adjusted for quantitative job overload, job control, and workplace social support.
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Abstract

Purpose – The purpose of this paper is to conduct a comprehensive review on the implementation and the
effect of Japan’s Stress Check Program, a national program to monitor and control workplace psychosocial
factors that was initiated in December 2015.
Design/methodology/approach – We comprehensively reviewed articles published in Japanese and
English, assessed the performance of the Stress Check Program and summarized future challenges. We also
discussed the implications for practice.
Findings – The available literature presented a scientific basis for the efficiency and validity of predictions
using the Brief Job Stress Questionnaire, which is the instrument recommended to screen workers with high
stress in the program. No study has verified the effect of the program onworkers’mental health by using group
analysis of stress check results. There is room for improvement in tools that contribute to identifying workers
with high stress and in measures for improving the work environment. The Stress Check Program contrasts
with risk management of psychosocial factors at work, widely adopted in European countries as a strategy for
improving workers’ mental health by focussing on the psychosocial work environment.
Practical implications – Although the effectiveness of the Japanese program needs further evaluation,
future developments of the program would provide insight for national policies on psychosocial risks/
psychosocial stress at work.
Originality/value – This paper is the first systematic review on the implementation and effects of Japan’s
Stress Check Program.

Keywords The stress check program, Brief job stress questionnaire, Occupational health system,

Work environment improvement, Japan

Paper type Literature review

Introduction
Workers’ mental health has been one of the biggest issues in Japan as is often the case in
many other developed countries. As of 2014, a total of 1,456 claimswere submitted requesting
worker compensation for work-related mental disorders, and among these, 213 were suicide-
related. The number of claims for mental disorders had steadily increased almost five times
during the previous 14 years. Japanese government came upwith several remedies to address
the growing problem of work-related mental disorders, including the amendments of
Industrial Health and Safety Law and the release of guidelines to enhance effectiveness of the
law. In sheer numbers of claims requesting compensation, however, it appeared that the
remedies had only limited effects in improving workers’mental health. In 2014, this law was
extended to include a Stress Check Program – the first mandated policy in the history of
mental health in workplaces in Japan (Kawakami and Tsutsumi, 2016; Tsutsumi, 2016).

The Stress Check Program requires enterprises to implement an annual test (stress check)
to gain understanding of the psychological burdens placed on their workers. Enterprises with
fewer than 50 workers (small-scale enterprises) are only obligated to make reasonable efforts
in this regard. Currently, the Stress Check Program is implemented in two ways. First,
following preparation for implementation, a stress check is performed for all workers within
an enterprise, and each worker is notified of their results. Based on these results, an interview
with a physician is offered for those under high levels of stress (mandatory). Second, personal
results are summarized and analysed for groups of a certain size, and group analysis used to
improve thework environment (referred to as “reasonable efforts”). The Stress Check Program
is the primary preventative measure for mental health issues among workers in Japan.
Specifically, key functions of the Stress Check Program are: building awareness of workers’
stress; providing support for self-care and improvement of the work environment based on
test results. The stress checksmean thatworkers under high stress can be identified, including
those who require professional support; this allows for secondary preventative measures to
identify and respond to mental health issues (regarded as secondary objectives).

The Stress Check Program is part of a series of measures for workplace mental health in
Japan (Kawakami and Tsutsumi, 2016; Tsutsumi, 2016). These measures must be enacted
holistically to ensure maximum returns from implementation of the Stress Check
Program. However, verifying evidence from individual activities within the Stress Check
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Program will be useful to inform efforts to further improve the program. These activities
include: verifying test tools to identify high level of stress (the recommended tool is the
Brief Job Stress Questionnaire [BJSQ]); implementing a routine survey for workers to
reduce mental health risks through sharing results with each worker; screening for
workers under high levels of stress to prevent mental health issues through interviews
with physicians and reduction in psychological stress responses by improving work
environments based on group analysis (including education for managers and
supervisors) (Tsutsumi et al., 2018).

We comprehensively reviewed articles published in Japanese and English that focussed
on the implementation and effects of the Stress Check Program, assessed the performance of
the Stress Check Program for the first three years after initiation and summarized future
challenges. The present study is the first systematic review focussed on the implementation
and effects of the Stress Check Program. In this review, we examined the evidence on: (1)
implementation of the Stress Check Program, (2) utility and validity of tools for stress checks
and (3) effects of the Stress Check Program. We also discussed what the relevance of the
Stress Check Program as implemented in Japan is to other countries, by comparing the policy
and the components of the program with the trends in the management of psychosocial
factors at work according to the policies and guidelines of international bodies and other
countries. This evaluation and recent development of the national program may provide
useful information for international readers who are interested in national policies on
psychosocial risks/psychosocial stress in the workplace.

Methods
A search of Japanese language papers was performed using Ichushi Web (Japan Medial
Abstracts Society) on 17 April 2019. Papers published in English were searched using
MEDLINE (PubMed) on 27 March 2019. The target publication dates were within five years
before initiation of the present study (2019), giving a start date of 1 January 2014. Japanese
language papers were searched using the key search term “sutoresuchekkuseido” (stress check
program), with types of papers limited to original articles and case reports using an Ichushi
web filter function. English language papers were searched using the formula “((stress AND
check) OR stress-check) AND Japan*.” Titles, abstracts and full texts of returned papers were
read by the authors and papers thatmet the following criteriawere included. Eligibility criteria
for Japanese language papers were as follows: (1) published in Japanese; (2) covered legislated
content of the Stress Check Program (content in accordancewith the Stress Check Program for
those that used data before the legislation); (3) included stress checks as content and used a
questionnaire that measured job stressors, stress responses and social support (program
requirement) and (4) were not review articles, conference abstracts, commissioned reports, or
papers not peer-reviewed. Eligibility criteria for English language papers were as follows: (1)
published in English; (2) conducted after the introduction of the Stress Check Program; (3)
focussed on the implementation, impact or challenges of the Stress Check Program or on the
scientific bases for the questionnaire used for the program, and based on quantitative or
qualitative data and (4) were peer-reviewed. In cases where it was difficult to determine
whether a paper was related to the legislated Stress Check Program, all of the present authors
made a consensus judgement on whether to include or exclude that paper. Included papers
were summarized based on: (1) implementation of the Stress Check Program; (2) utility and
validity of Stress Check tools and (3) effects of the Stress Check Program.

Results
The literature search identified 114 papers from the two databases: 60 Japanese language
papers and 54 English language papers, with 18 papers finally included in this review
(Figure 1). Of the 60 Japanese language papers, we excluded: papers written in English
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(n 5 5); papers with inconsistent content (n 5 18), including unrelated content (n 5 12),
preliminary tests before implementation of the program (n 5 2) and studies without a
questionnaire that measured job stressors, stress responses and social support (n 5 4);
conference abstracts (n 5 12); commissioned reports (n 5 6); papers that were not peer-
reviewed (n5 2) and reviews (n5 2). This left 15 Japanese language papers for inclusion in
our review. Of the 54 English language papers, we excluded papers written in Japanese
(n5 6) and papers with inconsistent content (n5 45), including those with unrelated content
(n 5 42) and reviews without data (n 5 3). Finally, three English language papers were
included in this review.

Implementation of the stress check program
Among the 18 papers included in this review, nine examined the implementation of the Stress
Check Program (Table 1). Of these nine papers (including duplicates), three papers reported
on the implementation rate of the Stress Check Program, six on the examination rate of the
Stress Check Program, five on the prevalence of those under high levels of stress, two on the
implementation rate of interviews with physicians and two on group analysis and
implementation rate of improvements in the workplace environment. In this paper, we used
the term “implementation rate”, to refer to the proportion of enterprises that actually
implemented the Stress Check Program or parts of the program (e.g. physician interview and
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Additional records 
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(N = 0)
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workplace improvement), and “examination rate”, to refer to the proportion of workers who
underwent stress checks among those who were expected to do so.

Implementation rate of the Stress Check Program
Asai et al. (2018) conducted an online survey with 3,891 full-time workers across Japan to
clarify the implementation status of the Stress Check Program in its first year. They found
that among respondents working at enterprises with ≥50 workers, 52.5% had received
notification of the implementation of the Stress Check Program. Stratified analyses based on
respondents’ demographics revealed that notification of program implementation was more
common among workers aged 40–49 years and those in manufacturing positions. An
analysis based on the scale of enterprises showed that larger enterprises had more workers
who received notification. That study also reported that 12.1% of workers at small-scale
enterprises had received a notification of the implementation of the Stress Check Program
from their employer.

In addition, two reports examined small-scale enterprises. Takeishi et al. (2017) conducted
a survey of 38 small-scale enterprises in Saitama Prefecture and reported a low
implementation rate of stress checks (13 workplaces, 34%). The most common reason for
not implementing the Stress Check Program in small-scale enterprises was because theywere
only obliged tomake “reasonable efforts.” Saito et al. (2019) examined the implementation rate
of stress checks in small-scale enterprises in Aichi Prefecture by dividing them into
independent companies (n 5 290) and branches of companies with multiple locations
(n5 331; e.g. offices, branches, sales offices). The results showed that the implementation rate
of stress checks was 15% for independent enterprises and 56% for branches, which clearly
showed a difference based on enterprise size. That study also reported that enterprises with
mental health staff had significantly higher implementation rates of stress checks than
enterprises without mental health staff.

Examination rate of stress checks
The nation-wide survey byAsai et al. (2018) showed that amongworkerswhowere notified of
the Stress Check Program, 92.0% actually underwent stress checks at enterprises with 50 or
more workers, and 84.7% underwent stress checks at small-scale enterprises. Ishimaru et al.
(2018) used data for 31,156 workers who received both a stress check from an occupational
health agency and a routine health checkup, and they reported that 90.8% of workers had
received a stress check. In terms of the scale of enterprises, stress checks were reported by
91.1% of workers at enterprises with ≥50 workers and 87.3% of workers at small-scale
enterprises. In addition, that study reported the examination rate varied based on workers’
attributes. A higher examination rate was reported among workers aged ≥30 years, those
with occupations such as construction, transportation and postal services and those in
enterprises with 5–999 workers compared with workers aged 1–29 years, those in
manufacturing jobs and those in enterprises with 1–49 workers. However, those in
occupations such asmedical andwelfare services andwhoworked in enterprises with≥1,000
employees had significantly lower examination rates compared with those in manufacturing
jobs and enterprises with 1–49 workers. In addition, stress checks implemented on dates
closer to routine health checkups had higher examination rates.

Muratani (2017) reported the stress check examination rate was 78% in an academic
institution (a university and junior college) with 683 staff. Nakatani (2017) reported that the
examination rate of stress checks implemented over two years at corporate groups that included
multiple occupations (e.g., sales, manufacturing, and distribution) was 100% in 2016 and 99.6%
in 2017. However, the examination rate for workers at each workplace was not reported in the
two papers that examined small-scale enterprises (Saito et al., 2019; Takeishi et al., 2017).
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Prevalence of workers under high levels of stress
Asai et al. (2018) reported that among workers who received a stress check, the prevalence of
workers who were identified as under high levels of stress was 14.2% in enterprises with ≥50
workers and 14.4% at small-scale enterprises. Tsutsumi et al. (2017) conducted an online
survey involving 1,650 workers. They reported that the prevalence of workers under high
levels of stress as determined using the BJSQ (Shimomitsu, 2000) based on the assessment
criteria indicated in the Stress Check Program Implementation Manual (Ministry of Health,
Labour and Welfare, Japan, 2015) (referred to as the Manual) and according to the Industrial
Safety and Health Act was 16.7%with the 57-item version and 15.5%with the 23-item (short)
version. In addition, Tsutsumi et al. (2018) conducted a prospective cohort study with 14,718
workers at a financial service company (7,356 men, 7,362 women) and reported that the
prevalence of workers under high levels of stress calculated with similar assessment criteria
(57-item version of the BJSQ) was 5.6% for men and 15.0% for women. The survey of the
academic institution (university and junior college) found that 11% of staff was under high
stress (Muratani, 2017). In addition, the study focussed on stress checks among workers at
corporate groups (sales, manufacturing and distribution) concluded that among 1,009 full-time
workerswho received stress checks in 2016 and 2017, 5%were under high stress in both years,
whereas 6% were under high stress in 2016 and 6% reported high stress in 2017 (Nakatani,
2017). That study also reported that 83% of workers were not under high stress in either year.

Implementation rate of interviews with physicians
Asai et al. (2018) found that among workers who received a stress check, 2.6% requested an
interview with a physician at enterprises with ≥50 workers, whereas no workers made such
request at small-scale enterprises. That study also reported that among those who were
identified as under high stress, 18.6% of those at enterprises with ≥50 workers requested
physician interviews, whereas no workers small-scale enterprises made such a request.

In this study, workers were asked for the reasons why not they requested an interview
with a physician at enterprises. The followings were the reasons that workers with high
stress did not see a doctor: did not receive notice, 19%; forgot to request 1%; had no time,
20%; felt no need, 29%; did not know how useful the interview was, 36%; the problem was
solved, 1%; did not think they had stress, 3%; thought they could cope with by themselves,
14%; felt no special need because they consulted on a regular basis, 4%; already saw a doctor,
4%; did not want to let the company know the results, 10%; were anxious about the fact that
they saw a doctor being introduced to the company, 11%. Wada et al. (2018) surveyed 214
medical facilities in the Kanto region and examined implementation of interviews with
physicians for those with high levels of stress. They found that 92.5% of medical facilities
indicated they had a system ready to implement interviews with occupational physicians for
those identified as under high stress that wished to have such a meeting.

Implementation rate of group analysis and work environment improvement
In the national survey by Asai et al. (2018), 3.3% of workers who received a stress check
reported that their work environment was improved. The survey byTakeishi et al. (2017) that
targeted small-scale enterprises found that eight of the 10 companies surveyed (80%)
indicated that they would “implement” group analysis.

Utility and validity of tools for stress checks
Eight of the 18 reviewed papers examined the utility and validity of the BJSQ for the Stress
Check Program (Table 1). Three papers examined the relationship between BJSQ scores and
mental health indicators, three examined the relationship between the BJSQ andwork-related
factors and two discussed the necessity of supplementary tools.
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Relationship between BJSQ scores and mental health indicators
Adachi and Inaba (2018) examined the relationship between scores on the BJSQ stress
response scale (total of 29 items) and the Center for Epidemiological Studies-Depression scale
(a depression self-assessment scale) in a cross-sectional study involving 368 workers at an
enterprise (288 men, 80 women). That study revealed a strong correlation between the scores
for the two scales (Spearman’s rank correlation coefficient 5 0.800, p < 0.001).

Tsutsumi et al. (2017) changed the assessment criteria (i.e., the cutoff value) to screen for
high stress using the BJSQ as indicated in the Manual (Ministry of Health, Labour and
Welfare, Japan, 2015) and examined the screening efficiency of the Kessler Screening Scale for
Psychological Distress (Furukawa et al., 2008; Kessler et al., 2002), with a score of 13 or higher
(equivalent to a severe mental disorder) being the outcome indicator. The results showed that
when the cutoff value (stress responsescore of≥77) in theManual was used, the prevalence of
those with high stress was 16.7%, with sensitivity of 60.5%, specificity of 88.9%, Youden
index of 0.504, positive predictive value of 47.3%and negative predictive value of 93.8%. The
highest screening efficiency (highest Youden index) was observed when the cutoff value was
lowered to 65, where the prevalence of those with high stress increased to 32.3% and the
positive predictive value dropped to 33.0%.

Similarly, Tsutsumi et al. (2018) examined the relationship between presence/absence of
high stress at baseline (determined based on the assessment criteria in the Manual (Ministry
of Health, Labour andWelfare, Japan, 2015) and long-term sick leave of≥1 month during the
following year (obtained from human resources data) using a Cox proportional hazards
model. The results showed that compared with those who were not under high stress, those
with high stress had a long-term sick leave risk due to subsequent mental health issues. The
hazard ratios (adjusted for age, years of work, occupation, position, and receiving an
interview with occupational health staff after the stress check) were 8.68 for men and 3.67 for
women. The equivalent population-attributable risk proportion was 30.1% for men and
25.6% for women.

Relationship between BJSQ scores and work-related factors
Takahara (2018) conducted a survey that included items from the BJSQwith 1,895 temporary
workers from a single company and examined the relationship between scores for these items
and workers’ voluntary retirement. They found that personal-level job satisfaction,
workplace-level satisfaction and life satisfaction, as measured by the BJSQ, had a
significant negative correlation with voluntary retirement.

Adachi (2017) examined BJSQ items that were strongly related to job satisfaction for 368
workers at a single company (288 men, 80 women) based on sex. The results showed that for
men, factors that were significantly correlated with job satisfaction were the significance of
work, control at work, support from superiors, aptitude in work and the amount of work. For
women, aptitude at work, significance of work and the amount of work were significantly
correlated with job satisfaction.

Higuchi et al. (2015) used BJSQ items at a baseline assessment for 661 male workers at a
machine manufacturing factory to examine factors related to deterioration in respondents’
job adaptability in the subsequent four years. They found that levels of physical burden, job
satisfaction and support from superiors were significantly related to deterioration in job
adaptability.

Necessity of supplementary tools
Shimura et al. (2018) used structural equation modelling, in which sleep-related issues
(identified with the Pittsburgh Sleep Quality Index) were added to factors of stress and
support at work drawn from the BJSQ. They showed that 55.2% of psychological and
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physical stress could be explained through these factors. Those authors argued for the
importance of also addressing sleep-related issues in stress checks. Ito (2017) noted that
because the physicians that conduct interviews with those under high levels of work stress
are not necessarily familiar with mental disorders, a support tool to accurately evaluate the
risk for mental health issues is necessary. Therefore, that study proposed the use of a
depression screening test (Ji test) that could be easily used in the Stress Check Program.

Effects of the Stress Check Program
Among the 18 papers reviewed, three examined the effects of the Stress Check Program
(Table 1). One paper examined the effects of improvements in the work environment, one
examined the effect of the method by which the stress check results were shared with
individuals and the last paper examined the effects of other combined approaches.

Imamura et al. (2018) examined the links between implementation of improvements to the
work environment through the Stress Check Program, stress responses and work
performance. That study included data for 3,891 full-time workers that completed surveys
before and after the Stress Check Program (November 2015 and February 2016) (the same
subjects as used in the national survey by Asai et al. (2018)). A follow-up survey was
conducted one year later, in which participants were interviewed about to whether they
received a stress check at their workplace and if there had been any improvements to their
work environment. Participants were divided into groups based on whether they had
completed stress checks and experienced work environment improvements: “neither”
(53.9%), “stress check only” (40.5%), “improvement to work environment only” (3.0%) and
“both” (2.6%). Possible differences in changes to psychological stress responses and work
performance scores were examined. The “both” group had significantly lower stress
responses compared with the “neither” group. Imamura et al. (2018) concluded that
implementation of the stress check as mandated by the Stress Check Program alone may not
be effective in reducing the stress responses of workers and may be more effective in
combination with improvements to the work environment.

In terms of sharing the stress check results with workers, Ito et al. (2016) reported on
sharing the results of a questionnaire that involved 371workers at an information technology
(IT) company using an Internet-based system. Respondents’ stress status, related factors,
individual stress management results and related advice were immediately provided by the
system based on their answers to a questionnaire. That study showed that when the stress
check results were conveyed to respondents using this system, respondents were more aware
of the characteristics of stress management and more motivated to implement measures
compared with before the intervention. The desire to implement measures continued for two
months, and thismaintainedmotivation impacted themaintenance of psychological health. A
reason for this result may be that it was effective to have information in the individual report
such as: the importance of having repertoires of measures for coping with stress on a daily
basis, meaning multiple measures could be used as appropriate when individuals faced
various stress-related factors and stressful situations; advice on how changes in mood and
perspective could be useful in reducing work-related stress and specific examples that could
be incorporated to everyday situations.

In another combined approach, Shintani et al. (2018) examined improvements in stress-
related factors and stress responses after implementing the stress check following several
strategies: interviewing all workers, providing stress self-care training for individual workers
and providing training for managers and supervisors. Participants were workers at a food
manufacturing company (168 total: 134 men, 34 women). In terms of stress-related factors,
they reported role-related conflicts increased and skill use declined. With regard to stress
responses, there was improvement in physical stress responses but no improvement in
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psychological stress responses. The reason for the lack of improvement in stress-related
factorsmay have been related to insufficient sorting of detailed tasks, which could have led to
inefficient use of workers’ skills.

Discussion
Implementation of the Stress Check Program
This review showed the implementation rate of the Stress Check Program was 53% at
enterprises with ≥50 workers and 12–56% at small-scale enterprises. However, the national
survey by Asai et al. (2018) was conducted in the early December of 2016, and numbers from
any subsequent surveys were not included. Therefore, implementation rates for the following
three years (2017–2019) may be expected to be higher (Asai et al., 2018). According to the
report on the implementation of the Stress Check Program prepared by the Ministry of
Health, Labour and Welfare based on the reports submitted by enterprises to labour
standards inspection offices (2017) (Ministry of Health, Labour and Welfare, Japan, 2017a),
the Stress Check Program was implemented at 82.9% of enterprises in which it was
mandated. In a survey that included workers at small-scale enterprises, which are not legally
mandated to implement the Stress Check Program, implementation rates tended to be
underestimated (Imamura and Kawakami, 2017); therefore, caution is needed when
evaluating the program implementation rate in small-scale enterprises. However,
implementation rates tended to below in small-scale enterprises, especially small-scale
independent enterprises (Saito et al., 2019). The official report on the Stress Check Program
implementation (2017) (Ministry of Health, Labour and Welfare, Japan, 2017a) presented
implementation rates for each type of enterprise, which were particularly low in the
hospitality and entertainment, cleaning and animal husbandry areas.

Within the scope of the survey, the examination rate of the stress check exceeded 90% in
workplaces with≥50 or more workers and 80% in workplaces with <50 workers. In terms of
occupation, the examination rate was particularly low for medical workers (Saito et al., 2019)
and educators (Muratani, 2017).

Although stress levels may depend on the individual workplace, 10–15% of workers on
average were identified as under high levels of stress. However, only a limited number of
workers received an interview with a physician. According to the 2017 Ministry of Health,
Labour andWelfare report (Ministry of Health, Labour andWelfare, Japan, 2017a), among all
those examined (examination rate of 78.0%), only 0.6% received an interview with a
physician.

According to the survey by (Asai et al., 2018), 3.3% of workers that received a stress check
reported that their work environment had improved (Asai et al., 2018). If workers were not
involved in these changes to the work environment, it is likely that many workers may be
unaware of improvements to their work environment, which could have resulted in
underestimation of workplace improvements. In a subsequent national survey (Ministry of
Health, Labour andWelfare, Japan, 2017b), the implementation rate was reported as 69% for
enterprises with ≥50 workers and 58.3% overall. In the same survey, more than 70% of
workplaces conducted group analyses using the stress check results, but specific details are
unknown. In the survey of workplaces across Japan conducted by Kawakami (2012), the
proportion of workplaces where any measures to improve the work environment were
implemented after the stress checks increased from 37.0% in 2016 to 44.2% in 2017. However,
many of these measures were “reporting and providing explanations to management,”
whereas only 4–7.5% of workplaces implemented “participatory improvements to the work
environment” that were considered effective in reducing workers’ stress.

Implementation rates, examination rates and use of results for group analysis (including those
separated by the scale of enterprises and industry) are important indicators in the distribution of
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the Stress Check Program, and a further detailed survey is necessary. The reviewed literature
showed that to further promote the Stress Check Program among small-scale enterprises, it is
important to increase implementation efforts, such as tackling projects by appointing someone in
charge of promotingmental health (Saito et al., 2019) and implementing a stress checkwith routine
health checkups (Ishimaru et al., 2018). The literature also showed the necessity of managing the
financial burden and other complexities, such as privacy in implementing stress checks, while
making sure that the subsidy system is well known (Takeishi et al., 2017).

Utility and validity of tools used for stress checks
The BJSQ has a certain level of validity for mental health-related outcomes (Adachi and
Inaba, 2018; Tsutsumi et al., 2017; Tsutsumi et al., 2018) and work-related outcomes (Adachi,
2017; Higuchi et al., 2015; Takahara, 2018). Specifically, the fact that a high level of stress has
over a 25% population-attributable risk for mental health-related sick leave (Tsutsumi et al.,
2018) indicated that the BJSQ is a validmeasure to identify high-risk groups formental health
issues. Although there is no evidence since the Stress Check Program started, the “Job Stress
Assessment Diagram” that was prepared based on BJSQ responses to visualize health risks
associated with job stressors has shown positive effects on the improvement of work
environments (Kobayashi et al., 2008; Tsutsumi et al., 2009), and was used as a tool for group
analysis in many studies.

Overall, the effectiveness of the Stress Check Program has not been shown for stress-
related factors that are not identified by the Job Stress Assessment Diagram (i.e. factors other
than workload, control at work and support at work). It is therefore necessary to examine
whether unused items could be useful to understand high stress and inform measures to
improve work environments. Although they may differ between industries, “subjective
physical burden,” “job satisfaction,” “significance of work,” and “aptitude at work” (for which
the link with work-related factors has been shown) may be items that could provide useful
information for stress-related measures (Adachi, 2017; Higuchi et al., 2015; Takahara, 2018).
However, further empirical findings are needed.

Screening of those under high levels of stress by the BJSQ using assessment criteria as
specified in the Manual (Ministry of Health, Labour and Welfare, Japan, 2015) is considered
useful (Tsutsumi et al., 2017). However, among those identified as under high stress, less than
half presented psychological stress responses equivalent to a severe mental disorder;
therefore the ability to screen individuals during implementation of the Stress Check
Program has limitations. It is necessary to verify if it is useful to consider sleep-related issues
(Shimura et al., 2018), combining the BJSQwith supplementary tests (e.g. an assessment scale
for depression (Ito, 2017)) and other related tools.

Effects of the stress check program
Reducing the risk for mental health issues through conducting routine surveys of workers and
sharing the results. A previous randomized controlled trial did not support the idea that
providing feedback from stress surveys to workers reduced the risk for mental health issues
(Kawakami et al., 1999; Ketelaar et al., 2013). The present review found one study that showed
that sharing individual results and providing advice to improve issues using an IT-based
system improved awareness of stress management and motivation to implement measures
(Ito et al., 2016). However, that study was a before-and-after trial conducted without controls.
Whether the immediacy of feedback from a stress check and the validity of advice can
contribute to its effectiveness need to be verified in further studies.

Screening of those under high levels of stress and interviews with physicians. No available
study investigated the effect of interviews with physicians for those under high levels of
stress following a stress check. There are few studies worldwide that have shown the
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effectiveness of screening for mental disorders such as depression following stress checks.
Wang et al. (2007) reported that intensive care by trained social workers and experts
following screening was effective (Wang et al., 2007). Considering the low implementation
rates of interviews with physicians in the Stress Check Program in Japan, interviews with
physicians are unlikely to be effective in the present system that targets those under high
levels of stress.

It is difficult to demonstrate the effectiveness of the secondary preventative functions of
the Stress Check Program within current mandatory frameworks, but measures for
managing those under high levels of stress at risk for mental health-related sick leave are
necessary. The studies we reviewed recommended tools such as, self-care using existing
points of contact with workers, preliminary interviews with public health nurses (Masuzawa
et al., 2018), frameworks for ex-post actions that could be passed onto experts and the creation
of a simple manual that includes the previous options. In addition, re-examination of
procedures for interviews with physicians including requests filed by workers was proposed
to create a system where stress-related consultation was easy for workers.

Interviews with workers and self-care training related to the Stress Check Program
(Shintani et al., 2018) could be designed to fit the capacity of workplaces and occupational
health staff within the framework of comprehensive mental health measures. The cost of
measures for workplace stress is also being examined, which can be used as a further
reference in reviewing the system (Yoshimura et al., 2013).

Reducing psychological stress responses through improvement of the work environment
based on group analysis (including education for management and supervisors). A
combination of a stress checks and improvements in the work environment may reduce
workers’ psychological stress responses (Imamura et al., 2018). As the Stress Check Program
started, no study has verified the effect of the program on workers’ mental health by using
group analysis of stress check results. However, some studies verified the effects of
improvements in the work environment implemented based on the stress check results using
the occupational stress model within a similar framework (Egan et al., 2007; Lamontagne
et al., 2005; Montano et al., 2014). The present results are consistent with these reports.

What the relevance of the stress check program is as implemented in Japan to other countries
The Japanese Stress Check Program focuses on prevention of mental health problems by
combining an annual stress survey that aims to decrease the risk for mental health problems
by increasingworkers’ awareness of their own stress and allowing group analysis to improve
the workplace psychosocial environment. The major strategy for improving worker mental
health in European countries is risk assessment and management of psychosocial factors at
work (e.g. Psychosocial RiskManagement Excellence Framework: PRIMA-EF) (International
Labour Organization, 2012; Leka et al., 2011). This approach focuses on the psychosocial
work environment. The ordinal procedure for the psychosocial risk assessment at work is
conducted by using an anonymous survey, and the report is summarized based on the group.
Compared with national policies and programs to prevent occupational stress conducted in
other countries (Brookes et al., 2013; Daniels et al., 2012; Mackay et al., 2004; Malachowski
et al., 2017), Japan’s program is unique in that individual workers are identified (for screening
purposes) and group analysis is not mandatory.

It may reflect a culture of paternalistic approach of Japanese occupational health system, in
which employers are expected to protect employees’ health and welfare (Kawakami and
Tsutsumi, 2016). Such individualized approach could be easily adopted by the countries with
similar cultural backgrounds and/or occupational health systems, such as general health
examination at workplace (Kang et al., 2017). It is also interesting to see the effects of the Stress
Check System in the countries sharing common occupational health issues (Tsutsumi, 2019).
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However, the effect of the program needs to wait for the future evaluation on the longer-term
impact of the program.

Conclusions
The aim of the 13th Occupational Safety and Health Program (2018–2022) (Japan Ministry of
Health, Labour and Welfare) is to increase the proportion of workplaces that perform group
analysis using the results of stress checks and utilize the results to 60% or higher (Ministry of
Health, LabourandWelfare, Japan, 2018). The results of group analysis can be used at various
levels, such as comparisons of overall enterprises with the national average, comparisons
between departments and improvements in the work environment based on the results. As
discussed earlier, implementation of improvements in the work environment as part of the
Stress Check Program was observed in a number of workplaces; however, few workplaces
had made improvements based on stress check results. Improvements in the work
environment that are linked with the Stress Check Program need to be further promoted.
Further efforts are needed to narrow the gap between evidence and implementation,
including improving guidance manuals and introducing different methods based on
successful cases to increase the on-site implementation potential of the Stress Check Program.

The Japanese Stress Check Program contrasts with risk management of psychosocial
factors at work as a strategy for improving workers’mental health proposed by international
bodies such as the World Health Organization and the International Labor Organization.
These strategies target the psychosocial work environment rather than psychosocial stress
among individual workers. Although the effectiveness of the Japanese program needs further
evaluation, future developments of the programwould provide insight for national policies on
psychosocial risks/psychosocial stress at work.
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Abstract: The 12-item psychosocial safety climate scale (PSC-12) has been used extensively in
previous research, but its reliability and validity in a Japanese context are still unknown. We
examined the psychometrics of the Japanese version of the PSC-12 (PSC-12J). The PSC-12J and scales
on the relevant variables were administered to 2200 employees registered with an online survey
company. A follow-up survey with 1400 of the respondents was conducted two weeks later. Internal
consistency and test–retest reliability were examined via Cronbach’s alpha and Cohen’s weighted
kappa coefficients, respectively. Structural, convergent, and known-group validities were examined
using confirmatory factor analysis (CFA) and item response theory (IRT) analysis, correlation analysis,
and Kruskal–Wallis test, respectively. Cronbach’s alpha and Cohen’s weighted kappa coefficients
were 0.97 and 0.53, respectively. CFA based on the four-factor structure established in the previous
literature showed an acceptable model fit. IRT analysis showed that each item was an adequate
measure of the respondent’s latent trait. Correlations of the PSC-12J with the relevant variables and
distribution of scores by demographic characteristics were also observed in the theoretically expected
directions, supporting the construct validity of the PSC-12J. Our findings establish the PSC-12J as a
reliable and valid measure of the psychosocial safety climate construct in the Japanese context.

Keywords: job demands-resources (JD-R) model; primary prevention; psychometric properties;
psychosocial risks; work stress

1. Introduction

In Japan, nearly 60% of employees suffer from stress and other problems at work [1].
Applications for compensation for work-related injuries due to mental disorders have seen
more than a tenfold increase over the past two decades [2], and the further dissemination
of not only approaches to individuals, but also to organizations via improvements in
psychosocial work environment, is required as a measure for mental health among em-
ployees [3]. Psychosocial safety climate (PSC) is a dimension of organizational climate and
refers to shared employee perceptions regarding “policies, practices, and procedures for
the protection of psychological health and safety among employees” [4]. Previous studies
in Australia, where PSC was first proposed and developed, have shown that employee
perceptions of low PSC were associated with a variety of adverse mental and physical
health, as well as safety outcomes, such as psychological distress, emotional exhaustion,
circulatory diseases, and occupational injuries [5–7]. Given that PSC is an upstream predic-
tor of these outcomes, it is important to establish whether this construct is generalizable to
different cultural settings, and to assess it in a variety of national contexts.
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PSC is proposed as an organizational factor that stems primarily from management and
is an antecedent of task-level or workgroup-level hazards [8]. Therefore, PSC is a precursor to
factors covered in previous dominant job stress theories, such as the job demand-resources
(JD-R) model [9] and its foundations, i.e., the job demands-control (JD-C)/demand-control-
support (DCS) [10,11] and effort–reward imbalance (ERI) models [12].

PSC theory extends pathways inherent in the above-mentioned job stress theories,
because it is an antecedent to the job hazards specified in them. In the present study, we
use the PSC-extended JD-R model [4] to frame our expectations about how PSC relates
to its variables and our decisions in selecting variables for study. In this model, PSC
extends the health erosion path of the JD-R model, whereby low PSC increases job de-
mands (e.g., psychological demands and emotional demands), which in turn deteriorate
employee mental and physical health (i.e., the health impairment process). PSC extends
the motivational path of the JD-R model, whereby high PSC increases the available job
resources (e.g., job control, extrinsic reward, and workplace social support), which in turn
enhances work engagement (i.e., the motivational process). These extended theoretical
paths were supported by empirical studies [4,5,13].

In terms of PSC composition, there are four components: management commitment
(MC); management priority (MP); organizational communication (OC); and organizational
participation (OP). MC refers to whether senior management is supportive and committed
to stress prevention through involvement and commitment. MP refers to whether manage-
ment prioritizes the psychological health and safety of their employees over productivity
goals. OC refers to whether an organization listens to contributions from employees in rela-
tion to factors that affect psychological health. OP refers to whether there is a consultation
and active participation in health and safety matters from all levels of the organization.

Whilst the first measurement scale that was developed based on the definition of
PSC contained 26 items [14], with successive large-scale, population-based research, the
scale was systematically reduced to 12 items (three for each subscale). This “PSC-12” [8]
was shown to have an acceptable internal consistency (Cronbach’s alpha coefficients, PSC-
12: 0.94–0.97; MC: 0.88–0.91; MP: 0.90; OC: 0.76–0.77; and OP: 0.80), structural validity
(confirmatory factor analysis (CFA) demonstrated an acceptable model fit and supported
the four-factor model), and other aspects of construct validity (mainly convergent validity),
such as correlations with other relevant psychosocial work environments and health-related
outcomes [5–8]. Moreover, the PSC-12 was translated into some Asian (e.g., Malay and
Chinese) and European languages (e.g., Dutch, French, German, and Swedish), and their
reliability and validity, as well as epidemiological findings using the translated scales, were
reported [15–19]. On the other hand, in Japan, the concept of PSC is not well known, and
thus there are no epidemiological findings on the association of PSC with health among
Japanese employees. The concept of PSC, which focuses on “whether management and
employees are working together to maintain and promote mental health”, may have a high
affinity with Japanese workplaces that are promoting health and productivity management
(H&PM), a positive movement that is expected to spread in Japan in the future. Therefore,
translating the PSC-12 into Japanese and establishing its psychometrics will be beneficial
for research and the practice of occupational health in Japan.

The purpose of the present study was to examine the reliability (i.e., internal consis-
tency and test–retest reliability) and validity (i.e., structural, convergent, and known-group
validities) of the Japanese version of the PSC-12 (hereinafter called “PSC-12J”) in a gen-
eral working population in Japan. The present study was reported in accordance with
the Consensus-Based Standards for the Selection of Health Measurement Instruments
(COSMIN) Risk of Bias (RoB) checklist (Boxes 3, 4, 6, 7, and 9), which is used to improve
the quality of efforts to develop health-related, self-report measurement instruments [20].
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2. Materials and Methods
2.1. Participants

From October to November 2020, an online survey was conducted with registrants of
Rakuten Insight, Inc., a private Japanese online survey company. A total of 87,060 people
(42,784 men and 44,276 women) were randomly selected from approximately 1.19 million
possible registrants (570,000 men and 620,000 women). In the advertisement to the ran-
domly selected audience, participation was incentivized with online shopping points
valued at approximately a few US dollars. Responses were on a first-come-first-served ba-
sis, and, due to the project budget, the recruitment ceased when the number of respondents
reached our target N = 2200 (RoB Box 3-3). The 2200 participants answered (1) “I am cur-
rently working.” and (2) “I am employed by a company, organization, government office,
or self-employed person or private family to earn a salary or wage (including executives).”
in the preliminary eligibility screening in order to participate in the main (baseline) survey,
which included the PSC-12J and scales on relevant variables. In this baseline survey, the
sex ratio was 1:1 and there were an equal number of participants in each age group (20–29,
30–39, 40–49, 50–59, and 60–69 years) due to the ‘stratified sample’ recruitment process.

To further examine the test–retest reliability of the PSC-12J, a follow-up online survey
using the PSC-12J was conducted two weeks later, which is the recommended time interval
for test–retest reliability (RoB Boxes 6-2 and 7-2) [21]. As with the baseline survey, responses
to the follow-up survey were on a first-come-first-served basis and ceased when the number
of respondents reached N = 1400 (RoB Boxes 6-1, 6-3, 7-1, and 7-3). Because the online
survey required all questions to be answered, no participants had missing items.

2.2. Measures
2.2.1. PSC-12J

The Japanese translation of the PSC-12 was conducted in collaboration with an Aus-
tralian team who worked in PSC research (S.S.M. and M.F.D.; S.S.M. is fluent in Japanese)
and a Japanese team of experts in job stress research (A.I., H.E., and A.T.). The PSC-
12 comprises four subscales (MC, MP, OC, and OP) based on the reflective model, and
each subscale is measured with three items (e.g., MC: “In my workplace, senior manage-
ment acts quickly to correct problems/issues that affect employees’ psychological health”.
MP: “Psychological well-being of staff is a priority for this organization”. OC: “There is
good communication here about psychological safety issues which affect me”. OP: “Partici-
pation and consultation in psychological health and safety occurs with employees, unions,
and health and safety representatives in my workplace”.). Each item is measured on a
five-point Likert-type response option: 1 = Strongly disagree; 2 = Disagree; 3 = Neither agree
nor disagree; 4 = Agree; and 5 = Strongly agree. The total scores of the PSC-12 (range: 12–60)
and its subscales (range: 3–15) are calculated by summing item scores, with higher score
indicative of better status.

The translation process of the PSC-12 was based on the International Society for
Pharmacoeconomics and Outcomes Research (ISPOR) taskforce guidelines [22]. For the
forward translation (from English to Japanese), the Japanese team prepared a draft of the
translation and conducted cognitive interviews with occupational health professionals,
researchers, and laypersons, asking them to comment on its readability. In parallel, the
Japanese team asked the Australian team to make general comments on the draft. After
slight amendments to the draft based on comments from cognitive interviews and the
Australian team, the amended version was back-translated into English by an independent
translator who was blind to the original English version. The back-translated version was
reviewed again and harmonized by the Australian team, and the Japanese version was
finalized after further slight amendments based on their suggestions. The result was a
robust translation of the PSC-12, which in theory presents an accurate reflection of the PSC
construct and its four subscales in Japanese.
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2.2.2. Relevant Variables (RoB Boxes 9-1 and 9-2)

• Job demands

Based on a previous study on the development of the original PSC-12 [8], we selected
(1) psychological demands; (2) physical demands; and (3) emotional demands as the job
demands that should show negative relationships with PSC. Scales that measure these
constructs were selected from existing well-validated Japanese versions that demonstrated
reliable metrics in previous research [23–25].

Psychological demands were measured with the 22-item version of the Job Con-
tent Questionnaire (JCQ) [23,26]. The JCQ includes a five-item psychological demands
scale, measured on a four-point Likert-type scale ranging from 1 = Strongly disagree to
4 = Strongly agree. The total score (range: 12–48) was calculated according to the JCQ user’s
guide [26]. In this sample, Cronbach’s alpha coefficient was 0.65.

Physical demands were measured with the Brief Job Stress Questionnaire (BJSQ) [24].
The BJSQ includes a single-item physical demands scale, “My job requires a lot of phys-
ical work.”, measured on a four-point Likert-type scale ranging from 1 = Not at all to
4 = Very much so.

Emotional demands were measured with the New Brief Job Stress Questionnaire
(NBJSQ) [25]. The NBJSQ includes a three-item emotional demands scale, measured
on a four-point Likert-type scale ranging from 1 = Not at all to 4 = Definitely. The total
score (range: 3–12) was calculated by summing the scores for each item. In this sample,
Cronbach’s alpha coefficient was 0.91.

For these scales, higher scores indicate a more demanding or stressful situation.

• Job resources

For the same reason as mentioned above [8], we selected (1) decision authority; (2) skill
discretion; (3) extrinsic reward; (4) supervisor support; and (5) coworker support as job
resources which should show positive relationships with PSC. Again, we used existing
well-validated Japanese versions of scales that measure these constructs [23,27].

Decision authority, skill discretion, supervisor support, and coworker support were
measured with the JCQ [23,26] introduced above. The JCQ includes a three-item deci-
sion authority; a six-item skill discretion; a four-item supervisor support; and a four-
item coworker support scales, measured on a four-point Likert-type scale ranging from
1 = Strongly disagree to 4 = Strongly agree. The total scores (range: 12–48 for decision author-
ity and skill discretion; 4–16 for supervisor support and coworker support) were calculated
according to the JCQ user’s guide [26]. In this sample, Cronbach’s alpha coefficients were
0.72, 0.67, 0.91, and 0.87 for decision authority, skill discretion, supervisor support, and
coworker support, respectively.

Extrinsic reward was measured with the short version of the Effort–Reward Imbalance
Questionnaire (Short ERIQ) [27,28]. The Short ERIQ includes a seven-item extrinsic reward
scale measured on a four-point Likert-type scale ranging from 1 = Strongly disagree to
4 = Strongly agree. Of the seven items, three items indicate an adverse condition, and the
other four do not; the scoring for the former adverse items is reversed such that the overall
scale measured ‘positive’ extrinsic rewards. The total score (range: 7–28) was calculated by
summing the scores for each item. In this sample, Cronbach’s alpha coefficient was 0.68.

For these scales, higher scores indicate more resources at work.

• Outcomes

For outcome measures which should show significant relationships with PSC, we focused
not only on negative measures, but also positive measures. For the negative measures, we
selected (1) psychological distress and (2) emotional exhaustion, whereas, for the positive
measures, we selected (3) self-rated health; (4) work engagement; and (5) job satisfaction [8].
Established Japanese versions of scales were used to measure these constructs [24,29–31].

Psychological distress was measured with the K6 scale [29,32]. The K6 scale comprises
six items measuring the levels of psychological distress on a five-point Likert-type scale
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ranging from 0 = None of the time to 4 = All of the time. The total score (range: 0–24) was
calculated by summing the scores for each item. In this sample, Cronbach’s alpha coefficient
was 0.94.

Emotional exhaustion was measured with the Burnout Assessment Tool (BAT) [30,33].
The BAT includes an eight-item emotional exhaustion scale, measured on a five-point Likert-
type scale ranging from 1 = Never to 5 = Always. The total score (range: 1–5) was calculated by
averaging the scores for each item. In this sample, Cronbach’s alpha coefficient was 0.94.

Self-rated health was measured with a single-item question “What is your current
state of health?”, on a five-point Likert-type scale ranging from 1 = Not good to 5 = Good.

Work engagement was measured with the nine-item version of the Utrecht Work
Engagement Scale (UWES-9) [31,34]. The UWES-9 comprises nine items measuring the
levels of work engagement on a seven-point Likert-type scale ranging from 0 = Never to
6 = Always (everyday). The total score (range: 0–6) was calculated by averaging the scores
for each item. In this sample, Cronbach’s alpha coefficient was 0.96.

Job satisfaction was measured with the BJSQ [24] introduced above. The BJSQ includes
a single-item job satisfaction scale “I am satisfied with my job.” measured on a four-point
Likert-type scale ranging from 1 = Dissatisfied to 4 = Satisfied.

For the negative measures (i.e., psychological distress and emotional exhaustion),
higher scores indicate higher levels of distress or exhaustion, whereas, for the positive
measures (i.e., self-rated health, work engagement, and job satisfaction), higher scores
indicate a better condition.

2.2.3. Demographic Characteristics

For demographic characteristics, we measured sex, age group, education, and occupa-
tion. Information regarding sex and age group (20–29, 30–39, 40–49, 50–59, and 60–69 years)
was obtained from the participant data that were registered to the online survey company.
Information on education and occupation was obtained from the online survey. Education
was classified into four groups: graduate school, college, junior college, and high school or
junior high school. Occupation was also classified into four groups: manager, non-manual,
manual, and others (RoB Box 9-5).

2.3. Statistical Analysis

Because the Kolmogorov–Smirnov test did not show normality in the distribution of the
total scores of the PSC-12J and its subscales (p < 0.001), nonparametric tests were mainly used
to test the hypotheses. We first calculated the means, standard deviations (SDs), medians, and
quartile deviations (QDs) for the total scores of the PSC-12J and its subscales.

Then, to examine the internal consistency and test–retest reliability, Cronbach’s alpha
coefficient (RoB Box 4-2) and Cohen’s weighted kappa coefficient with linear weight (RoB
Boxes 6-5 to 6-7) were calculated, respectively. As parametric statistics for test–retest
reliability, intraclass correlation coefficient (ICC [1,1]) (RoB Box 6-4) and standard error of
measurement (SEM) (RoB Box 7-4) were also calculated. For the calculation of the Cohen’s
weighted kappa coefficient, ICC, and SEM, we used data from 1400 participants who
responded to the follow-up survey.

Furthermore, to examine the structural validity, CFA was conducted, which allowed us to
assess the goodness of fit for the structure of PSC established in other literature (i.e., four-factor
structure of MC, MP, OC, and OP) (RoB Box 3-1). Model fit was assessed using a combination
of fit indices including the goodness of fit index (GFI), the adjusted goodness of fit index
(AGFI), the comparative fit index (CFI), the Tucker–Lewis index (TLI), and the root mean
square error of approximation (RMSEA). The acceptability of model fit was judged by the
following criteria: GFI, AGFI, CFI, and TLI > 0.90 and RMSEA < 0.08 [35]. Then, an item
response theory (IRT) analysis with the generalized partial credit model [36] (RoB Box 3-2)
was conducted for each subscale to estimate discrimination (a) and difficulty (b/threshold) for
each item. If the discrimination was a > 0.50 and the difficulty was |b| < 4.00, the item was
judged to be an adequate measure of the respondent’s latent trait [37,38].

－331－



Int. J. Environ. Res. Public Health 2021, 18, 12954 6 of 14

Furthermore, as a hypothesis test for convergent validity, Spearman’s rank correlation
coefficients were calculated between scores on the PSC-12J and its subscales and relevant
variables introduced earlier (RoB Box 9-3). Following Cohen [39], we describe effects as
small (0.10), medium (0.30), and large (0.50). Based on findings from a previous study [8], it
was hypothesized that the PSC-12J (and its subscales) would show small-to-medium nega-
tive correlations with psychological demands and emotional demands (−0.30 < ρ < −0.10).
It was also hypothesized that the PSC-12J would show a negative correlation with physical
demands, but that it would be quite small (−0.10 < ρ < 0) since PSC focuses mainly on
psychosocial safety rather than physical safety. For job resources, it was hypothesized that
the PSC-12J would show small-to-medium positive correlations regarding decision author-
ity, skill discretion, and coworker support (0.10 < ρ < 0.30), which are individual-level or
interpersonal-level resources; and medium-to-large positive correlations with extrinsic
reward and supervisor support (ρ > 0.30), which are more closely related to manage-
ment behavior. For outcome measures, it was hypothesized that the PSC-12J would show
small-to-medium negative correlations with poor psychological-health-related measures
(psychological distress and emotional exhaustion) (−0.30 < ρ < −0.10) and a positive corre-
lation with self-rated health (0.10 < ρ < 0.30); and medium-to-large positive correlations
with work motivation (work engagement and job satisfaction) (ρ > 0.30) [8].

Lastly, the Kruskal–Wallis test was conducted as another hypothesis test for known-
group validity to compare the mean ranks of the PSC-12J and its subscales on each demo-
graphic characteristic (RoB Box 9-6). Japanese companies have a male-oriented corporate
culture [40], and people with higher education levels are more likely to have a job with a
better (or more resourceful) work environment [41]. Since people in managerial positions
are directly involved in the construction of the PSC, we hypothesized that the mean ranks
of the PSC-12J would be higher among men, those with a higher education, and managers.

The level of significance was 0.05 (two-tailed). All the analyses were conducted using
the IBM SPSS Statistics Version 27.0, Amos Version 27.0, and Stata 14.2.

3. Results

Table 1 shows the detailed characteristics of the participants at the baseline and follow-
up surveys. As noted earlier, the sex ratio and the number of participants in each age group
were equal. For education and occupation, college graduates and non-manual employees
had the highest proportions. There were no differences in the distribution of demographic
characteristics between the baseline and follow-up surveys (RoB Box 9-5).

Table 2 shows means, SDs, medians, QDs, Cronbach’s alpha coefficients, Cohen’s
weighted kappa coefficients, ICCs, and SEM for the PSC-12J and its subscales (RoB boxes
4-1, 4-2, 6-4, 6-6, and 7-4). Cronbach’s alpha coefficients were high for all subscales,
suggesting good internal consistency. Furthermore, Cohen’s weighted kappa coefficients
and ICCs showed a moderate test–retest reliability.

Table 1. Demographic characteristics of employees who participated in the present study.

Demographic Characteristics
Baseline Follow-Up 1

n (%) n (%)

Sex
Men 1100 (50.0) 700 (50.0)

Women 1100 (50.0) 700 (50.0)
Age

20–29 years old 440 (20.0) 281 (20.1)
30–39 years old 440 (20.0) 281 (20.1)
40–49 years old 440 (20.0) 279 (19.9)
50–59 years old 440 (20.0) 281 (20.1)
60–69 years old 440 (20.0) 278 (19.9)

－332－



Int. J. Environ. Res. Public Health 2021, 18, 12954 7 of 14

Table 1. Cont.

Demographic Characteristics
Baseline Follow-Up 1

n (%) n (%)

Education
Graduate school 126 (5.73) 87 (6.21)

College 1054 (47.9) 655 (46.8)
Junior college 491 (22.3) 299 (21.4)

High school/Junior high school 529 (24.0) 359 (25.6)
Occupation

Manager 249 (11.3) 158 (11.3)
Non-manual 1508 (68.5) 959 (68.5)

Manual 294 (13.4) 188 (13.4)
Others 149 (6.77) 95 (6.79)

1 Follow-up sample was used only to examine the test–retest reliability.

Table 2. Means, standard deviations (SDs), medians, quartile deviations (QDs), Cronbach’s α coefficients, Cohen’s weighted
κ coefficients, intraclass correlation coefficients (ICCs), and standard error of measurement (SEM) for the PSC-12J and its
subscales (N = 2200 for mean, SD, median, QD, and Cronbach’s α coefficient; N = 1400 for Cohen’s weighted κ coefficient,
ICC, and SEM).

Scale
(Score Range) Mean SD Median QD Cronbach’s α

Cohen’s Weighted κ
(95% CI) 1

ICC
(95% CI) 1

SEM
(95% CI) 1

PSC-12J (total)
(12–60) 34.8 11.4 36.0 7.5 0.97 0.53

(0.50–0.56)
0.69

(0.67–0.72)
6.31

(6.03–6.59)
PSC-12J subscales

Management
commitment

(3–15)
8.71 3.07 9.0 2.5 0.93 0.48

(0.45–0.52)
0.63

(0.60–0.66)
1.84

(1.76–1.92)

Management
priority
(3–15)

8.77 3.17 9.0 2.5 0.94 0.49
(0.46–0.52)

0.64
(0.61–0.67)

1.88
(1.80–1.96)

Organizational
communication

(3–15)
8.77 3.01 9.0 2.0 0.91 0.49

(0.46–0.52)
0.65

(0.62–0.68)
1.76

(1.69–1.84)

Organizational
participation

(3–15)
8.52 3.07 9.0 2.0 0.92 0.49

(0.46–0.52)
0.64

(0.61–0.67)
1.81

(1.73–1.89)

1 CI = confidence interval.

Table 3 shows the results of the CFA and IRT analysis assuming the four-factor
structure of MC, MP, OC, and OP. For CFA, standardized factor loadings were greater than
0.85 and all significant for each factor. Furthermore, covariances among factors were greater
than 0.80 and all significant. Fit indices showed that the originally hypothesized four-factor
structure yielded an acceptable model fit (GFI = 0.97; AGFI = 0.94; CFI = 0.99; TLI = 0.98;
and RMSEA = 0.06) (RoB Box 3-1). For IRT analysis, all items met the criteria of a > 0.50 for
discrimination and |b| < 4.00 for difficulty, indicating that each item adequately measured
the respondent’s latent trait. The standard errors of the theta (SE(θ)) for each subscale were
all 0.020 (RoB Box 4-4).
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Table 3. Confirmatory factor analysis (standardized factor loading of items in the four-factor structure and covariance
among factors) and item response theory analysis (discrimination and difficulty of items and standard error of the theta
(SE(θ)) in each subscale) of the PSC-12J (N = 2200).

Confirmatory
Factor Analysis (CFA) 1 Item Response Theory (IRT) Analysis 2

Standardized
Factor Loading Discrimination

(a)

Difficulty (b/Threshold)
SE(θ)

MC MP OC OP b1
(2 vs. 1)

b2
(3 vs. 2)

b3
(4 vs. 3)

b4
(5 vs. 4)

Management commitment (MC) 0.020
Q1. MC1

(Act quickly) 0.90 4.31 −1.17 −0.44 0.49 1.55

Q2. MC2
(Act decisively) 0.93 7.62 −1.10 −0.40 0.52 1.55

Q3. MC3
(Show support) 0.90 3.80 −1.09 −0.38 0.64 1.63

Management priority (MP) 0.020
Q4. MP1
(Priority) 0.88 3.13 −1.05 −0.39 0.63 1.65

Q5. MP2
(Importance) 0.93 6.17 −1.07 −0.38 0.43 1.34

Q6. MP3
(As important as productivity) 0.94 8.98 −1.00 −0.37 0.49 1.35

Organizational communication (OC) 0.020
Q7. OC1

(Good communication) 0.86 2.96 −1.27 −0.61 0.44 1.66

Q8. OC2
(Information available) 0.88 4.15 −1.04 −0.39 0.63 1.59

Q9. OC3
(Contribution being listened to) 0.90 3.51 −1.20 −0.54 0.55 1.67

Organizational participation (OP) 0.020
Q10. OP1

(Actual participation) 0.86 3.12 −1.01 −0.41 0.68 1.61

Q11.OP2
(Participation being encouraged) 0.91 4.91 −1.12 −0.45 0.52 1.57

Q12. OP3
(Prevention involves all levels) 0.88 3.27 −0.97 −0.35 0.76 1.72

Covariance
Management priority (MP) 0.95

Organizational communication (OC) 0.80 0.87
Organizational participation (OP) 0.81 0.89 0.85

1 For the CFA, all standardized factor loadings with numbers listed and covariances were significant at the p < 0.01 level. A blank indicates
that there was no path from a factor to an item (i.e., zero factor loading), as hypothetically defined in the model. 2 For the IRT analysis,
generalized partial credit model was used.

Table 4 shows Spearman’s rank correlation coefficients of the PSC-12J (and its sub-
scales) with other variables of interest. For job demands, psychological demands and
emotional demands showed small-to-medium negative correlations with the PSC-12J.
Physical demands also showed a negative correlation with the PSC-12J whilst it was
relatively small. For job resources, decision authority and skill discretion showed small-to-
medium positive correlations; extrinsic reward, supervisor support, and coworker support
showed medium-to-large positive correlations with the PSC-12J. For negative outcome mea-
sures, psychological distress and emotional exhaustion showed small-to-medium negative
correlations with the PSC-12J. For positive outcome measures, self-rated health showed
small-to-medium positive correlations; work engagement and job satisfaction showed
medium-to-large positive correlations with the PSC-12J. Similar tendencies were observed
for the subscales (RoB Box 9-3).
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Table 4. Spearman’s rank correlation coefficients of the PSC-12J and its subscales with other relevant variables (N = 2200) 1.

PSC-12J (Total)
PSC-12J Subscales

MC MP OC OP

PSC-12J subscales
Management commitment (MC) 0.91

Management priority (MP) 0.92 0.85
Organizational communication (OC) 0.90 0.76 0.77

Organizational participation (OP) 0.90 0.76 0.78 0.80

Relevant variables (job demands and resources)
Psychological demands −0.14 −0.12 −0.16 −0.13 −0.13

Physical demands −0.09 −0.07 −0.10 −0.07 −0.08
Emotional demands −0.21 −0.20 −0.20 −0.20 −0.19
Decision authority 0.25 0.23 0.25 0.25 0.23

Skill discretion 0.27 0.23 0.24 0.25 0.27
Extrinsic reward 0.47 0.41 0.43 0.47 0.42

Supervisor support 0.58 0.50 0.52 0.61 0.51
Coworker support 0.45 0.40 0.41 0.46 0.40

Relevant variables (outcomes)
Psychological distress −0.25 −0.22 −0.25 −0.24 −0.20
Emotional exhaustion −0.24 −0.21 −0.24 −0.22 −0.21

Self-rated health 0.21 0.19 0.19 0.22 0.18
Work engagement 0.38 0.34 0.35 0.38 0.34

Job satisfaction 0.38 0.34 0.35 0.39 0.33
1 All coefficients are significant at the p < 0.01 level.

Table 5 shows the comparison of the mean ranks of the PSC-12J and its subscales
by demographic characteristics. The results of the Kruskal–Wallis test showed that there
were significant group differences in the mean ranks of the PSC-12J for sex, education, and
occupation. More specifically, men, those with higher education (i.e., college graduate or
higher), and managers had higher mean ranks compared to the counterparts. On the other
hand, a significant group difference in the mean ranks of the PSC-12J was not observed for
age. With two exceptions (i.e., a significant group difference in the mean ranks of the MC
and OC for age), similar tendencies were observed for subscales (RoB Box 9-6).

Table 5. Comparison of the mean ranks of the PSC-12J and its subscales by demographic characteristics (Kruskal–Wallis
test) (N = 2200).

PSC-12J (Total)
PSC-12J Subscales 1

MC MP OC OP

Mean
Rank p Value Mean

Rank p Value Mean
Rank p Value Mean

Rank p Value Mean
Rank p Value

Sex 0.005 0.034 0.028 0.028 <0.001
Men

(n = 1100) 1138.15 1128.93 1129.91 1129.99 1151.24

Women
(n = 1100) 1062.85 1072.07 1071.09 1071.01 1049.76

Age 0.062 0.046 0.054 0.024 0.141
20–29 years old

(n = 440) 1134.12 1131.88 1125.45 1155.62 1135.65
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Table 5. Cont.

PSC-12J (Total)
PSC-12J Subscales 1

MC MP OC OP

Mean
Rank p Value Mean

Rank p Value Mean
Rank p Value Mean

Rank p Value Mean
Rank p Value

30–39 years old
(n = 440) 1083.18 1077.77 1062.04 1114.42 1086.29

40–49 years old
(n = 440) 1034.81 1037.57 1049.41 1021.88 1040.34

50–59 years old
(n = 440) 1100.43 1098.19 1105.05 1087.43 1107.50

60–69 years old
(n = 440) 1149.96 1157.09 1160.55 1123.15 1132.72

Education <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001
Graduate school

(n = 126) 1142.73 1154.60 1133.73 1129.81 1172.40

College
(n = 1054) 1174.23 1153.43 1164.36 1174.79 1168.28

Junior college
(n = 491) 1033.29 1051.75 1057.24 1034.70 1017.29

High school/
Junior high school

(n = 529)
1005.92 1027.39 1005.50 1006.58 1025.56

Occupation <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001
Manager
(n = 249) 1343.94 1346.22 1351.31 1288.39 1314.60

Non-manual
(n = 1508) 1086.56 1080.60 1087.17 1091.65 1089.72

Manual
(n = 294) 1018.21 1021.67 1006.18 1042.48 1031.85

Others
(n = 149) 997.16 1046.85 1002.35 990.60 987.33

1 MC = management commitment; MP = management priority; OC = organizational communication; OP = organizational participation.

In summary, the PSC-12J showed excellent psychometric qualities, suggesting that
the Japanese translation is an accurate and reliable reflection of the PSC construct in a
Japanese context.

4. Discussion

In the present study, the English version of the PSC-12 was translated into Japanese, and
the reliability and validity of the PSC-12J were examined in a general working population
in Japan. The PSC-12J and its subscales showed a high internal consistency and moderate
test–retest reliability. The factor structure, correlations with other relevant psychosocial work
environments and health-related outcomes, and the distribution of scores by demographic
characteristics were also observed to be in the theoretically expected directions.

Specifically, the PSC-12J and its subscales had Cronbach’s alpha coefficients of >0.90,
indicating a high internal consistency. These coefficients are similar to or higher than those
reported in the previous study in Australia [8]; therefore, the new PSC-12J seems to have
a level of reliability that is comparable to the original English version. Furthermore, it
showed a moderate test–retest reliability (Cohen’s weighted kappa = 0.53 and ICC = 0.69),
which was similar to the result of a previous study reported in Australia with a 12-month
interval [42]. There is ongoing discussion in the literature about how stable climate factors
should be expected to act over time, with some experts suggesting that a fluctuation can
be expected, whilst others claim that climate endures in an organization (especially when
disenfranchised employees or toxic workplace behaviors persist). In the online survey
conducted in the present study, PSC was asked first in both the baseline and follow-up
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surveys. In addition, considering that the interval between the surveys was only two weeks,
the moderate test–retest reliability observed in the present study is unlikely to be due to a
lack of attention when answering the PSC-12J, but rather due to a certain factor causing
PSC to fluctuate between the surveys. For example, some of the managers who participated
in the present study may have been inspired by the PSC-12J items and started working
on improving their PSC immediately after the baseline survey. Another possibility is that
some participants may have become more aware of psychosocial risks and hazards due to
answering questions about PSC in the baseline survey, and their response patterns to the
PSC-12J may have changed in the follow-up survey. There is also a dearth of research on
PSC over very short time intervals, so the potential for PSC to fluctuate over the course of
two weeks is still unknown. Together, all of these factors may have affected the test–retest
reliability. Therefore, whilst our findings suggest that the PSC-12J has a certain level of
reproducibility, the temporal stability of PSC needs further detailed discussions, including
international comparisons.

The results of CFA based on the originally assumed four-factor structure showed an
acceptable model fit. The fit indices are similar to or better than those reported in the
previous study in Australia [8], indicating that the PSC-12J has a similar factor structure
to the original English version and they are comparable to each other. Furthermore,
the IRT analysis showed that all items had a sufficient discrimination and appropriate
difficulty, suggesting that the items comprising the subscales of the PSC-12J are sensitive in
identifying PSC and are suitable for measuring PSC in Japanese workplaces.

The results of the correlations of the PSC-12J and its subscales with the relevant
psychosocial work environment and health-related outcomes were generally in line with
the hypotheses and consistent with the previous study in Australia [8]. The only exception
was that in our study, the correlation coefficient of the PSC-12J with coworker support
was much greater than in the previous study in Australia (0.45 and 0.17, respectively).
Compared to Western countries, Japanese workplaces are characterized by not only a
more collectivistic approach among coworkers, but also a hierarchy oriented between
senpai and kōhai (which refers to the social dynamics of a senior–junior relationship) [43];
therefore, policies that are established and implemented to protect psychological health
and safety among employees may be more likely to have an impact on the relationships
among coworkers in Japanese workplaces compared to Australian (or similar Western)
workplaces. Further cross-cultural research on the association of PSC with various kinds of
relevant variables is needed.

The results of the Kruskal–Wallis test showed that there were significant group differ-
ences in the mean ranks of the PSC-12J for sex, education, and occupation. Particularly,
men, those with higher education, and managers had higher mean ranks compared to
their counterparts. Although known-group validity was not examined or reported in the
previous study in Australia [8], our findings are reasonable since Japanese workplaces have
a male-oriented culture (i.e., the participation of women in the important decision-making
process has yet to be promoted) [40]; people with higher education are reported to be
more likely to have a job in a more resourceful work environment [41]; and people in
managerial positions are directly involved in the construction of the PSC. People with such
demographic characteristics may have been more likely to more highly rate the PSC of
their own workplace. Our findings suggest that the Japanese version of the PSC-12 has a
certain level of known-group validity.

Possible limitations of the present study should be considered. First, the present study
was conducted among registrants of one particular private online survey company. Our
study sample may be more likely to be healthy individuals who are satisfied with their
circumstances (i.e., less likely to be overworked, bullied, depressed, or dissatisfied with
their jobs). On the other hand, it is also possible that our study sample included individuals
who were in need and participated in the survey to obtain incentives. Therefore, the
mean scores of the PSC-12J and its subscales shown in Table 2 are only preliminary and
generalizability should be made with caution. Further research using recruitment strategies
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that account for non-Internet users should be conducted to calculate mean scores that are
more generalizable to Japan as a whole. Second, in the present study, the PSC-12J showed
a high internal consistency, but the Cronbach’s alpha coefficient was over 0.90, indicating
that there may be a redundancy in the scale items. Third, some of the relevant variables
used to examine convergent validity (e.g., physical demands) were measured with single-
item scales. Because single-item scales have a low content validity and sensitivity, and
internal consistency cannot be calculated, and it is possible that the true association with
the PSC-12J was masked. In the future, it is necessary to confirm whether the association
found in the present study can be replicated using a multi-item scale with a confirmed
reliability and validity. Lastly, some important properties of the scale, such as cross-cultural
validity (RoB Box 5), criterion validity (RoB Box 8), and responsiveness (RoB Box 10), were
not examined in the present study, and such properties should be examined in the future.

Nevertheless, we cannot understate the notable strengths of the present study. First,
we base our analysis on a very large sample of the general community (stratified to account
for sex and age brackets), and used matched data for the same people over time. Next,
the reliability and validity results were based on extensive testing via different metrics;
therefore, we could be confident the PSC-12J tapped into the same fundamental construct
that was measured in Western countries. Lastly, the thorough back-translation process and
the IRT analysis were a commitment that very few research measures engaged in when
translating a scale into a different language, a first for PSC-12 translation, and we can be
confident that the PSC-12J is a robust reflection of the psychosocial safety climate in a
Japanese context, accounting for the subtleties in language and culture.

Future research could explore the psychometrics of the PSC-12J short form; since
the internal consistency of the PSC-12J was so high, this implies some redundancy. For
example, a single-item measure of each of the four domains (i.e., a PSC-4J) could present a
reliable way of measuring PSC whilst balancing the practicalities of reducing participant
burden [42,44]. Given that the PSC construct refers to a shared perception, the reliability
and validity of the measure could be explored further using multilevel modelling and CFA.
Grouping data by organization was not possible in the current population study across
numerous organizations.

5. Conclusions

Our findings provided evidence that the PSC-12J is reliable, valid, and a comparable
measure to the established English version. Although more detailed validity needs to
be examined in the future, we hope that the PSC-12J will be a useful instrument for
assessing PSC in Japanese workplaces, and by extension can further lead the charge for
primary prevention and intervention research [45] for improved psychological health
among Japanese employees.
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